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 Ⅰ 施設・事業所等への指導監査  

 

１ 指導監査の概要 

県では、法令等に基づき、県が所管する社会福祉法人や社会福祉施設、事業所への指

導や監査（以下「指導監査」という。）を行っています。 

 

（１）指導監査の対象 

  ・社会福祉法人（社会福祉協議会を含む。） 

  ・保護施設等（救護施設、無料低額宿泊所、婦人保護施設） 

  ・老人福祉施設（養護老人ホーム、軽費老人ホームに限る。） 

    ・介護保険施設（特別養護老人ホームを含む。） 

    ・介護サービス事業所 

・障害児(者)福祉施設 

・障害福祉サービス事業所等（訪問系、通所系、居住系、相談支援） 

  ・障害児通所支援事業所（児童発達支援、放課後等デイｻｰﾋﾞｽ、保育所等訪問支援） 

  ・児童福祉施設等（保育所、幼保連携型認定こども園、認可外保育施設、児童養護施      

設） 

 

（２）指導監査の３類型 

   ①通常の場合（一般監査、運営指導、立入調査） 

      法人や施設等を定期的に訪問し、現地確認や聞き取りをしながら、助言や指導を行

うものです。実施する頻度は、障害児福祉施設、児童福祉施設等は毎年、介護保険施

設、介護サービス事業所は６年に１回、社会福祉施設のうち救護施設は２年に１回、 

その他の施設等は３年に１回です。 

 

    ②特別の場合（特別監査、監査） 

      上記①の結果や苦情・通報などにより、重大な法令違反や基準違反などが疑われる

場合に、随時行うものです。 

 
     （参考）指導監査の名称は、根拠法令によって使い分けられています。 

指導監査の対象 ①通常の場合 ②特別の場合 

 社会福祉法人、社会福祉施設、児童福祉施設等 「一般監査」 「特別監査」 

 介護保険施設、介護サービス事業所 「運営指導」 「監査」 

 障害児(者)福祉施設、障害福祉サービス事業所等 「運営指導」 「監査」 

 認可外保育施設 「立入調査」 「特別立入調査」 

 

    ③集団指導 

      同種事業の施設等の担当者に、ホームページ等への資料掲載により指導を行うもの

です。法令や基準等の改正のポイントや、報酬請求時に間違いやすい点などを中心に

集団指導を実施しています。 
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（３）指導監査の結果 

  ①一般監査・運営指導・立入調査の結果 

   軽微な違反等があった場合は注意事項（法人は口頭指摘）、重要な違反等の場合は

指摘事項（法人は文書指摘）として通知し、改善結果や改善状況の報告を求めます。 

 

   ②特別監査・監査の結果 

   違反や不正の程度により、勧告又は行政処分（効力停止や指定取消など）を行うこ

とがあります。 

 

（４）所管課及び市町村との連携 

   指導監査の実施に当たっては、県の所管課（法人・施設等を所管している地域福祉

課、介護高齢課、障害政策課、生活こども課、こども・子育て支援課、児童福祉課）や

市町村と情報の共有と交換を行い、指導方針の整合を図っています。 

 

（５）指導監査の情報公開 

群馬県情報公開条例に基づく開示請求があった場合には、指導監査の結果通知及び

これに対応する改善報告について、個人情報を除き開示しています。 

 

（６）業務管理体制の監督について 

介護、障害サービス事業者（法人）、特定教育・保育施設の設置者及び特定地域型

保育事業者に法令遵守等の体制（業務管理体制）の整備が義務づけられています。事

業者は介護高齢課、障害政策課又はこども・子育て支援課に業務管理体制の届出を提

出し、監査指導課は一般検査及び特別検査を実施します。 

①一般検査 

業務管理体制の届出内容を確認するため、県が監督するすべての事業者を対象に実

施し、事業者の取組みについて確認します。 

 

②特別検査 

指定事業所等の指定等取消相当の事案が発覚した場合に、業務管理体制の整備状況

を検証するとともに、当該事案への組織的関与の有無を検証します。 
 

２ 令和６年度の指導監査について 

次の実施方針等に基づき、より重点的で実効性のある指導監査を行いました。 

 ・令和６年度社会福祉法人に対する指導監査実施方針 

 ・令和６年度社会福祉施設等に対する指導監査実施方針 

 ・令和６年度児童福祉施設指導監査実施方針  

 ・群馬県社会福祉法人指導監査実施要綱 

 ・群馬県社会福祉施設等指導監査実施要綱 

 ・群馬県介護保険施設等指導要綱 

 ・群馬県介護保険施設等監査要綱 

 ・群馬県障害福祉サービス事業者等指導要綱 

 ・群馬県障害福祉サービス事業者等監査要綱 

 ・群馬県児童福祉施設指導監査実施要綱 
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令和６年度社会福祉法人に対する指導監査実施方針 

 

令和６年４月１日  

健康福祉部福祉局監査指導課  

Ⅰ 基本方針 

  社会福祉法人（以下「法人」という。）の適正な運営及び円滑な事業の実施を確保するとともに、

利用者の尊厳を保持し、質の高いサービスの提供が図られるよう、次の事項を柱として指導監査を

実施する。 

 １ 法令や通知等に定められた遵守すべき事項について、法人の運営の状況を確認・検査するため、

一定の周期、あるいは必要に応じて実施する。なお、新型コロナウイルス感染症の感染法上の 

  位置づけが令和５年５月８日から「５類」に引き下げられたが、法人内においての感染状況 

  を考慮した上で、その実施時期については調整を図るとともに、リモートによる手法を一部

取り入れて実施する。 

 ２ 法人に改善すべき事項の根拠を示して指導し、自主的に改善に取り組むよう意識の醸成を図

る。また、サービスの向上や業務改善に繋がる事例を収集し情報提供を行い、法人の運営体制の

さらなる強化を支援する。 

 ３ 不祥事案などの重大かつ著しい法令違反等に対しては、所管課と連携し機動的かつ適切な権限

行使を行う。 

 

Ⅱ 重点項目 

 １ 経営組織のガバナンスの強化 

  ・法人運営に参画できない者を評議員又は役員として名目的に選任していないか。 

  ・評議員会で必要な事項を決議しているか。 

  ・理事長及び業務執行理事は、法令又は定款に定めるところにより、自己の職務の執行状況を理

事会に報告しているか。 

  ・理事への権限の委任は、規程等に基づき、適正に行われているか。 

  ・監事の責務（理事の職務の執行の監査、理事会への出席、監査報告書の作成等）が履行されて

いるか。 

  ・評議員及び役員の報酬について、支給基準は適正か。 

   また、支給基準を定めている場合、評議員会の承認を得ているか。 

  ・法人の関係者(評議員、理事、監事、職員、親族等)に対して特別な利益供与を与えていないか。 

２ 財務規律の強化 

    ・法令等に基づき、適正な計算書類等が適正に作成されているか。 

  ・経理規程等が整備され、その規定に基づき、適正な会計事務が行われているか。 

  ・現金や、通帳等の管理、及び出納手続き等について、内部牽制体制が確立されているか。 

  ・資産の管理が通知等に基づき、適正に行われているか。 

  ・契約が通知等に基づく適正な契約事務通知等に基づき、適正に行われているか。 

 ３ 法人運営の透明性の確保 

   ・定款、役員等報酬規程、現況報告書、計算書類等を財務諸表等電子開示システムにより所轄庁

に報告し、公表しているか。 

  ・計算書類等は適正に記載されているか。また、経営状態は健全か。 
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令和６年度社会福祉施設等に対する指導監査実施方針 

Ⅰ 基本方針 

 社会福祉施設及び各種福祉サービス事業等の適正な運営及び円滑な事業の実施を確保す

るとともに、利用者の尊厳を保持し質の高いサービスの提供が図られるよう、次の事項を柱

として指導を実施するものとする。 

 集団指導：制度や関係法令の周知及び理解の促進を図る。 

 指導監査：個々の施設等の状況を把握し、必要な助言や情報提供により適切な運営を図る。 

 監査：悪質な違反等に対して機動的かつ適切な権限行使を行う。 

 

Ⅱ 重点項目 

 １ 利用者保護とサービスの質の確保・向上 

 (1) 虐待防止・身体拘束の適正化 

   ・虐待防止対策の実施 

    (虐待防止委員会や研修の定期的な開催、担当者の配置、労働環境の整備等) 

   ・身体拘束適正化の取組み(指針の整備、適正化委員会や研修会の定期的な開催等) 

（2）安全対策の体制整備と徹底 

   ・人員基準及び設備基準の遵守 

   ・健康管理の徹底（アレルギー、褥瘡、脱水予防） 

・感染症予防及び対策(設備の衛生管理、指針整備、委員会開催、研修・訓練) 

   ・事故防止及び発生時の対応(リスクマネジメント、設備の整備や研修の実施等) 

   ・災害対策(避難訓練、避難計画) 

   ・業務継続計画の策定 

 

２ 報酬等の適正な取扱い 

   ・職員の資格及び員数の遵守 

   ・適切な報酬等の算定 

   ・報酬等の改定に伴う取組状況 

   ・処遇改善等に係る給付費の報酬告示等に基づく使途 

 

※ 群馬県社会福祉施設等指導監査実施要綱第６(指導監査実施方針)､群馬県障害福祉サー

ビス事業者等指導実施要綱第４の４(指導の実施方針及び実施計画)、群馬県介護保険施

設等指導要綱第３の２(運営指導)並びに群馬県児童福祉施設指導監査実施要綱第 3（指

導監査の基本方針）に基づき、社会福祉施設、障害福祉サービス事業所及び介護サービ

ス事業所等に対する指導実施方針を定めるもの。 

 

※ 集団指導は、介護サービス事業者及び障害福祉サービス事業者等を対象とする。 
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令和６年度児童福祉施設指導監査実施方針 

 

                                                                                

 健康福祉部福祉局監査指導課 

 

１ 基本方針 

  児童福祉施設及び幼保連携型認定こども園の適正な運営及び円滑な事業の実施を 

確保するとともに、利用者の尊厳を保持し質の高いサービスの提供が図られよう、次

の事項を柱として指導を実施するものとする。 

 １ 法令や基準等の遵守状況を個別に確認・検査するため、定期的及び必要に応じた個別

の指導検査等を行う。 

 ２ 指導検査等においては、単に問題点を指摘するだけでなく、施設等の方針を傾聴した

上で必要な改善に向けた助言や情報提供等を行い、適正な運営確保を支援する。また、

サービスの向上や業務改善につながる事例を収集し、施設等に対して情報提供を行う。 

 ３ 利用者に対する虐待等の不適切なサービスや重大かつ著しい法令違反等に対しては、

所管課と連携し機動的かつ適切な権限行使を行う。 

また、「ぐんま子ども・若者未来ビジョン 2020」（以下、「計画」という。）にお

いても、安全・安心な保育環境の確保や幼児教育・保育の質の向上を図るため、施設

整備及び運営支援、人材確保及び資質向上等の具体的施策を展開するとしており、指

導監査の実施も掲げられている。 

これらを踏まえ、群馬県児童福祉施設指導監査実施要綱第７の規定に基づき、本年

度の児童福祉施設に対する指導監査の重点項目を次のとおり定める。 

また、群馬県認可外保育施設立入調査実施要領第６条により定める認可外保育施設

に対する立入調査の重点項目も同様とする。 

 

２ 重点項目 

（１）虐待防止対策 

  ア 定期的な職員研修の実施 

  イ 風通しの良い組織運営の確立 

  ウ チーム体制による支援及び情報共有 

（２）事故防止対策 

  ア 人員基準及び面積基準の遵守 

  イ 事故防止対策の実践と定着及びヒヤリハット事例の活用 

  ウ 食物アレルギー誤食事故や乳幼児突然死症候群の防止の体制整備   

（３）非常災害対策及び防犯対策 

  ア 各マニュアルやハザードマップの共通理解及び情報共有 

  イ 実効性のある定期的な避難訓練等の実施 

  ウ 非常時の迅速な連絡手段及び引渡方法の確立 

（４）感染症対策 

  ア 感染症対策マニュアルの共通理解及び情報共有 

  イ 食中毒予防の体制整備 

  ウ 共有設備等の衛生管理 
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群馬県社会福祉法人指導監査実施要綱 

 

 

１ 指導監査の目的 

社会福祉法人（以下「法人」という。）に対する指導監査は、社会福祉法（昭和26年法

律第45号。以下「法」という。）第56条第１項の規定により、法人の自主性及び自律性を

尊重し、法令又は通知等に定められた法人として遵守すべき事項について運営実態の確

認を行うことによって、適正な法人運営と社会福祉事業の健全な経営の確保を図るもの

である。 

 

２ 指導監査の類型 

（１）指導監査は、一般監査と特別監査とし、原則としていずれも実地において行う。 

（２）一般監査は、一定の周期で実施する。その実施に当たっては、年度当初に指導監査 

の方針、指導監査の対象とする法人及び指導監査の実施の時期等を内容とした指導監 

査の実施に関する計画（以下「実施計画」という。）を策定した上で、別紙「指導監 

査ガイドライン」に基づき実施する。 

（３）特別監査は、運営等に重大な問題を有する法人を対象として、随時実施する。その 

実施に当たっては、別紙「指導監査ガイドライン」に基づいて行うほか、当該問題の 

原因を把握するため、必要に応じて詳細な確認を行う。 

 

３ 一般監査の実施の周期 

（１）毎年度法人から提出される報告書類により法人の運営状況を確認するとともに、前 

回の指導監査の状況を勘案し、以下の事項を満たす法人に対する一般監査の実施の周 

期については、３箇年に１回とする。 

ア 法人の運営について、法令及び通知等（法人に係るものに限る。）に照らし、特

に大きな問題が認められないこと。 

イ 法人が経営する施設及び法人の行う事業について、施設基準、運営費並びに報酬 

の請求等に関する大きな問題が特に認められないこと。 

なお、法人に対する一般監査と施設又は事業（以下「施設等」という｡）に対する 

監査(以下「施設監査」という｡) との実施の周期が異なる場合において、これらの

監査を併せて実施することが県及び法人にとって効率的かつ効果的であると認め

られること等特別の事情のあるときは、監査の実施の周期を３箇年に１回を超えな

い範囲で設定することができる。ただし、その場合には、法人の理解と協力が得ら

れるよう十分に配慮するものとする。 

（２）（１）にかかわらず、（１）のア及びイに掲げる事項について問題が認められない

法人において、会計監査人による監査等の支援を受け、会計監査人の作成する会計監査

報告等が次の各号に掲げる場合に該当する場合にあっては、毎年度法人から提出され

る報告書類を勘案の上、当該法人の財務の状況の透明性及び適正性並びに当該法人の

経営組織の整備及びその適切な運用が確保されていると判断するときは、一般監査の

実施の周期を、各号に掲げる周期まで延長することができる。 

ア 法第36条第２項及び法第37条の規定に基づき会計監査人を設置している法人に

おいて、法第45条の19第１項及び社会福祉法施行規則（昭和26年厚生省令第28号｡以

下「規則」という｡）第２条の30の規定に基づき作成される会計監査報告に「無限定

適正意見」又は「除外事項を付した限定付適正意見」(除外事項について改善された

ことが確認できる場合に限る｡）が記載された場合 ５箇年に１回 
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イ 会計監査人を設置していない法人において、法第45条の19の規定による会計監査

人による監査に準ずる監査（会計監査人を設置せずに、法人と公認会計士又は監査

法人との間で締結する契約に基づき行われる監査であって、会計監査人による監査

と同じ計算関係書類及び財産目録を監査対象とする監査をいう｡以下同じ｡）が実施

され、当該監査の際に作成された会計監査報告に、｢無限定適正意見」又は「除外事

項を付した限定付適正意見」(除外事項について改善されたことが確認できる場合に

限る。）が記載された場合 ５箇年に１回 

ウ 公認会計士、監査法人、税理士又は税理士法人（以下「専門家」という｡）によ 

る財務会計に関する内部統制の向上に対する支援又は財務会計に関する事務処理体 

制の向上に対する支援を受けた法人において、専門家が当該支援を踏まえて作成す 

る書類として「会計監査及び専門家による支援について」(平成29年４月27日付け社

援基発0427第１号 厚生労働省社会・援護局福祉基盤課長通知)（以下「福祉基盤課

長通知」という。）に定めるものが提出された場合 ４箇年に１回 

（３）（１）にかかわらず、（１）のア及びイに掲げる事項について問題が認められない

法人のうち（２）に掲げる場合に該当しない法人において、苦情解決への取組が適切

に行われ、次の各号に掲げるいずれかの場合に該当する場合にあっては、良質かつ適

切な福祉サービスの提供に努めていると判断されるときは、一般監査の実施の周期を

４箇年に１回まで延長することができる。 

ア 福祉サービス第三者評価事業を受審し、その結果について公表を行い、サービス 

の質の向上に努めていること（一部の経営施設のみ福祉サービス第三者評価を受審 

している場合においては、法人全体の受審状況を勘案して判断する。）又は ISO9001 

の認証取得施設を有していること。 

    イ 地域社会に開かれた事業運営が行われていること（例えば、福祉関係養成校等の 

研修生の受入れ又は介護相談員の受入れに加え、ボランティアの受入れや地域との 

交流が積極的に行われていること等。）。 

   ウ 地域の様々な福祉需要に対応した先駆的な社会貢献活動に取り組んでいること。 

（４）新たに設立された法人に対する一般監査については、設立年度又は次年度において、 

当該法人の設立後速やかに実施するものとする。 

（５）法人の運営等に関する問題が発生した場合や、毎年度法人から提出される報告書類 

の内容から当該法人の運営状況に問題があると認められる場合については、実施計画 

にかかわらず、必要に応じて指導監査を実施する等適切に対応するものとする。 

 

４ 指導監査事項の省略等 

（１）法第36条第２項及び法第37条の規定に基づき会計監査人を設置している法人並びに

法第45条の19に規定する会計監査人による監査に準ずる監査を実施している法人に

ついては、当該監査の際に作成された会計監査報告に「無限定適正意見」又は「除外

事項を付した限定付適正意見」が記載されている場合には、別紙「指導監査ガイドラ

イン」のⅢ「管理」の３「会計管理」に関する監査事項を省略することができる。 

ただし、「除外事項を付した限定付適正意見」である場合は、除外事項に関して、理 

事会等で協議の上、改善のための必要な取組を行っているかについて、指導監査にお 

いて確認するものとする。 

（２）専門家による財務会計に関する内部統制の向上に対する支援や財務会計に関する事 

務処理体制の向上に対する支援を受けている法人については、専門家が当該支援を踏 

まえて作成する書類として福祉基盤課長通知に定めるものにより、会計管理に関する

事務処理の適正性が確保されていると判断される場合には、別紙「指導監査ガイドラ
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イン」のⅢ「管理」の３「会計管理」に掲げる監査事項を省略することができる。 

（３）（１）の会計監査及び（２）の専門家による財務会計に関する内部統制の向上に対 

する支援を受けている法人に対する指導監査を実施するに当たっては、別紙「指導監 

査ガイドライン」のⅠ「組織運営」に掲げる項目及び監査事項に関して、会計監査を 

行った者又は専門家が当該支援を踏まえて作成する書類として福祉基盤課長通知に

定めるものの内容を活用し、効率的な実施を図るものとする。 

 

５ 一般監査の実施 

（１）一般監査の実施に当たっては、原則として一般監査実施日の１か月前までに、法人

の代表者あて、実施日時及び実施方法のほか必要な事項を示した文書で通知する。 

（２）法人は、上記５（１）により、事前の資料提出を求められた場合は、通知に従い、指

定された期日までに提出しなければならない。 

（３）法人の運営等に問題が生じた場合又は生じるおそれがあると認められる場合には、

上記５（１）によらず、立ち入る際に通知を提示する等の方法により行うことができ

る。 

（４）一般監査は、原則として２名以上で行い、終了後は法人の代表者等に結果を講評し、

改善が必要な事項を伝達する。ただし、法令解釈等で疑義が生じた場合など、状況に

よっては、改善が必要な事項の伝達は行わず、確認した上で通知する等の方法により、

伝達することができる。 

（５）一般監査の効果を高めるため、必要に応じて所管課職員、関係行政機関職員及び法

人に関係する者に一般監査への立ち会いを求め又は必要な事項を調査することがで

きる。 

 

６ 特別監査の実施 

（１）特別監査の実施に当たっては、法人の代表者あて、実施日時及び実施方法のほか必

要な事項を示した文書で通知する。ただし、上記１の指導監査の目的を達成するため、

特別監査を効果的に実施する観点から、立ち入る際に通知を提示するなどの方法によ

り行うことができる。 

（２）特別監査は、監査指導課が行うほか、所管課が同行して行うことができる。 

（３）特別監査は、問題の重要性や緊急性等の状況に応じ、改善されるまで継続的に実施

することができる。 

（４）特別監査の終了後は、法人の代表者等に結果を講評し、改善が必要な事項を伝達す

る。ただし、状況によっては、その場での講評は行わず、別途関係者を招致して行うこ

とができる。 

（５）特別監査の効果を高めるため、必要に応じて所管課職員、関係行政機関職員及び法

人に関係する者に特別監査への立ち会いを求め又は必要な事項を調査することがで

きる。 

 

７ 指導監査の結果及び改善状況の報告 

（１）指導監査の結果に基づいて行う法人への指導は、以下のとおり実施する。 

ア 法令又は通知等の違反が認められる場合 

（ア）違反が認められる事項については、原則として、改善のための必要な措置（以 

下「改善措置」という。）をとるべき旨を文書により指導すること（文書指摘）。 

また、改善措置の具体的な内容について、期限を付して法人から報告をさせ、県

が必要と認める場合には、法人における改善状況の確認のため、実地において調
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査を行うことができること。 

（イ）違反の程度が軽微である場合又は違反について（ア）の指導を行わずとも改善 

が見込まれる場合は、口頭により指導すること（口頭指摘）ができること。 

イ 法令又は通知等の違反が認められない場合 

法人運営に資するものと考えられる事項についての助言を行うことができるこ

と。 

なお、アの（イ）及びイの指導を行う場合は、法人と指導の内容に関する認識を共 

有できるよう配慮する。 

（２）（１）の指導に際しては、常に公正不偏かつ懇切丁寧であることを旨とし、単に改 

善を要する事項の指導にとどまることなく、具体的な根拠を示して行うものとする。 

 また、法人との対話や議論を通じて、指導の内容に関する真の理解を得るよう努め、 

自律的な運営を促すものとする。 

（３）（１）の指導を行った事項について改善が図られない場合には、法第56条第４項又 

は第58条第２項の規定に基づき、改善のために必要な措置をとるべき旨の勧告（以下 

「改善勧告」という。）をする等所要の措置を講ずる。 

（４）（３）の改善勧告を受けた法人が、当該勧告に従わなかったときは、法第56条第５ 

項の規定に基づき、その旨の公表をする等所要の措置を講ずる。 

（５）（３）の改善勧告を受けた法人が、正当な理由がなく、当該勧告に係る措置をとら 

なかったときは、法第56条第６項又は第58条第３項の規定に基づき、当該勧告に係る

措置をとるべき旨の命令（以下「改善命令」という。）をする等所要の措置を講ずる。 

（６）（５）の改善命令に従わないときは、法第56条第７項及び第８項の規定に基づく業 

務の全部若しくは一部の停止の命令、役員の解職勧告又は解散命令等も検討の上、適 

切な改善措置を速やかに実施する。 

（７）指導監査の結果の開示は、法人運営の適正化のみでなく、利用者の立場に立った質 

の高いサービスの提供に資することも目的としていることを踏まえ、群馬県情報公開  

条例に基づく開示請求に対しても積極的に閲覧を可能としておく体制を整えるもの

とする。 

 

８ 指導監査の結果の報告 

  実施した各年度の指導監査の結果（管内市（指定都市及び中核市を除く｡）が実施した

指導監査の結果を含む｡）については、厚生労働省の定めるところにより、厚生労働省社

会・援護局福祉基盤課に報告する。 

 

９ 関係機関等との連携等 

（１）法人運営と施設等の運営とは相互に密接な関係を有するものであることから、法人 

の指導監査を行うに当たっては、当該法人の施設等が所在する区域の市町村に必要な  

情報又は資料の提供その他必要な協力を求める等、十分に連携を取りながら実施する。 

（２）当該法人の施設等が県内に所在し、法人に対して適当な措置をとる必要があると認  

めるときは、法人を所管する市に対し、その旨の意見を述べるものとする。 

（３）指導監査の過程において、県が処分権限を有さない法令又は通知（労働関係法令、

消防関係法令等）に関する違反の疑いのあるものを発見した場合は、県の所管課又は

当該法人の施設等が所在する区域の市町村と十分に連携を図りながら、法人に対して

管轄機関への確認を促す等の指導を行う。その際、法人と指導内容の認識を共有でき

るよう配慮するとともに、必要に応じて、処分権限を有する関係機関へ通報する等の

措置をとることにより、適切に対応するものとする。 
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群馬県社会福祉施設等指導監査実施要綱 

 

（趣旨） 

第１ この要綱は、社会福祉法、生活保護法、困難な問題を抱える女性への支援に関す

る法律、老人福祉法及び児童福祉法（以下「各法」という。）の規定に基づき、県が

社会福祉事業を経営する者、保護施設の管理者並びに女性自立支援施設、特別養護老

人ホーム、養護老人ホーム、障害児入所施設及び児童発達支援センターの長（以下

「施設等」という。）に対して実施する指導監査について、必要な事項を定める。 

 

（指導監査の目的） 

第２ 指導監査は、各法をはじめ労働基準法、消防法などの関係法令に照らし、運営基

準等の適合状況及び県が別に定める方針等に対する実施状況等について個別的に明ら

かにし、必要な助言及び指導又は是正の措置を講ずることにより、施設等の適正な運

営及びサービスの質の確保並びに利用者処遇の向上を図り、もって地域福祉のより一

層の増進に寄与することを目的とする。 

 

（指導監査の対象） 

第３ 指導監査の対象及び指導監査の根拠法令は、別紙１「指導監査対象区分」のとお

りとする。 

 

（指導監査の実施機関）                                                  

第４ 指導監査は、監査指導課が実施する。ただし、必要に応じ、所管課等と合同で実

施することができるものとする。 

 

（指導監査類型） 

第５ 指導監査は、以下の類型とする。 

 １ 一般監査 

一般監査は、指導監査事項全体について、施設等に立ち入って行う指導監査をい

う。ただし、過去の指導監査や事前に提出された資料等から、特に運営上の問題が

ないと認められる施設等に対しては、あらかじめ指導監査事項を一部省略して実施

することができるものとする。 

また、一般監査における感染症への対応については、施設等の感染状況に応じ

て、実施時期の延期など弾力的な運用を図ることとする。 

なお、一般監査において改善すべき事項が認められ、施設等から改善状況報告書

等が提出された場合にあっては、書面によるほか必要に応じ、実地で確認する指導

監査を行うものとする。 

 ２ 特別監査 

特別監査は、次のいずれかに該当する場合に、特定の指導監査事項を定め、重点

的かつ改善が図られるまで継続的又は随時に行う指導監査をいい、実地において行

う。 

（１） 施設等が、法令に違反し、又はその運営が著しく適正を欠くために、当該施    

設等の経営等に重大な支障を及ぼしているおそれがあると疑うに足りる理由が

あるとき。 

 （２） 度重なる一般監査によっても改善の措置が認められないとき。 

 （３） 正当な理由がなく、一般監査を拒否したとき。 

 

（指導監査実施方針）  

第６ 指導監査を重点的・効果的に行うため、社会福祉行政の動向を踏まえ、指導監査 
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の重点項目を掲げる「社会福祉施設等に対する指導監査実施方針」を、毎年度当初に

別に定める。 

 

（一般監査の実施） 

第７ 一般監査は、次のとおり実施する。 

 １ 一般監査の実施に当たっては、一般監査実施計画を策定することとし、実施周期

は原則３年に１回とする。ただし、救護施設は原則２年に１回、児童福祉施設は原

則１年に１回とする。 

２ 一般監査を実施する際は、原則として一般監査実施日の１か月前までに、施設等

の代表者あて、実施日時及び実施方法のほか必要な事項を示した文書で通知する。 

３ 施設等は、前項の通知で事前に資料提出を求められた場合は、通知に従い、指定

された期日までに提出しなければならない。 

４ 施設等の運営等に問題が発生した場合又は生じるおそれがあると認められる場合

には、前各項によらず、立ち入る際に通知を提示するなどの方法により行うことが

できるものとする。 

５ 一般監査は、原則として２名以上で行い、終了後は施設等の代表者等に結果を講

評し、改善が必要な事項を伝達する。ただし、法令解釈等で疑義が生じた場合な

ど、状況によっては、改善が必要な事項の伝達は行わず、確認した上で通知する等

の方法により、伝達することができるものとする。 

６ 一般監査の効果を高めるため、必要に応じて所管課職員のほか、関係行政機関職

員及び施設等に関係する者に立ち会いを求めることができるものとする。 

 

（特別監査の実施） 

第８  特別監査は、次のとおり実施する。 

１ 特別監査の実施に当たっては、第７の一般監査の実施に準じて、文書で通知す

る。ただし、第２の指導監査の目的を達成するために特別監査を効果的に実施する

観点から、立ち入る際に通知を提示するなどの方法により行うことができるものと

する。 

２ 特別監査は、問題の重要性や緊急性等の状況に応じ、改善されるまで継続的に実

施することができるものとする。 

３ 特別監査の終了後は、施設等の代表者等に結果を講評し、改善が必要な事項を伝

達する。ただし、状況によっては、その場での講評は行わず、別途関係者を招致し

て行うことができるものとする。 

４ 特別監査の効果を高めるため、必要に応じて所管課職員のほか、関係行政機関職

員及び施設等に関係する者に立ち会いを求めることができるものとする。 

 

（指導監査の結果及び改善状況の報告） 

第９ 指導監査の結果に基づいて行う施設等への指導は、次のとおり実施する。 

 １ 法令又は通知等の違反が認められる場合 

 （１） 違反が認められる事項については、原則として、改善のための必要な措置

（以下「改善措置」という。）をとるべき旨を法人または施設等の代表者に文

書により指導する（指摘事項）とともに、関係市町村に通知するものとする。 

     また、改善措置の具体的な内容について、期限を付して施設等から報告をさ

せ、県が必要と認める場合には、施設等における改善状況の確認のため、立ち

入って調査を行うことができるものとする。 

 （２） 違反の程度が軽微である場合について、（１）の指導を行わずとも改善が見

込まれる場合は、注意事項とし、指摘事項と同様に文書により指導するものと

する。 

 ２ 法令又は通知等の違反が認められない場合 
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施設等の運営に資するものと考えられる事項について、助言を行うことを妨げな

い。 

   なお、指導や助言を行う場合は、施設等と指導の内容に関する認識を共有できる

よう配慮するものとする。 

 ３ 前各項の指導や助言に際しては、常に公正不偏かつ懇切丁寧であることを旨と

し、単に改善を要する事項の指導にとどまることなく、具体的な根拠を示して行う

ものとする。 

   また、施設等との対話や議論を通じて、指導の内容に関する真の理解を得るよう

努め、自律的な運営を促すものとする。 

 ４ 第１項の指導を行った事項について、改善の状況に疑義がある場合又は不十分と

認められる場合は、所管課等と協議の上、必要な指導を行うものとする。また、度

重なる指導によっても改善の措置が認められないときは、特別監査の実施の対象と

するものとする。 

 ５ 特別監査を実施した結果、施設等が法令に違反し又は運営が著しく適正を欠いて

いるために、施設等の経営等に重大な支障を及ぼしていると認められるときは、当

該法人又は施設等の代表者に対し、文書で特別監査の結果、改善状況報告書又は改

善計画書の提出及び改善の期限を通知するものとする。また、必要に応じ、指導を

継続するものとする。 

 ６ 特別監査に係る改善状況報告書又は改善計画書が期限内に提出されないとき、若  

しくは提出された改善状況報告書等の内容を確認した結果、改善の意思がなく、又  

は改善を怠っていると認められるときは、法令の定めるところにより、行政処分を  

検討の上、適切な改善措置を速やかに実施するものとする。 

 ７ 特別監査の実施により、利用者の処遇に重大な影響が及んでいるなど緊急を要す  

ると認められるときは、５及び６に関わらず、直ちに法令に基づく行政処分の手続  

きを開始するものとする。 

 

（情報の公開） 

第10 指導監査に関する情報は、施設等の運営の適正化のみならず、利用者の立場に立

った質の高いサービスの提供に資することを目的としていることを踏まえ、群馬県情

報公開条例に基づく開示請求等に対し、積極的な閲覧が可能な体制を整えるととも

に、法令等により非開示とされる場合を除き、原則開示の対象とする。 

 

（国への報告） 

第11  指導監査の結果については、必要に応じ、厚生労働省へ報告する。 

 

（関係機関等との連携等） 

第12 指導監査の実施に当たっては、次のとおり、関係機関等との連携を十分に図りな

がら実施するものとする。 

 １ 施設等が所在する区域の市町村等関係機関に必要な情報又は資料の提供その他必

要な協力を求める等、十分に連携を取りながら実施する。 

 ２ 施設等に対して適当な措置をとる必要があると認めるときは、施設等を所管する   

関係機関に対し、その旨の意見を述べるものとする。 

 ３ 指導監査の過程において、県が処分権限を有さない法令又は通知（労働関係法

令、 消防関係法令等）に関する違反の疑いのあるものを発見した場合は、所管課又

は当該施設等が所在する区域の市町村等関係機関と十分に連携を図りながら、所管

課等への確認を促す等の指導を行う。その際、指導内容の認識を共有できるよう配

慮するとともに、必要に応じて、処分権限を有する関係機関へ通報する等の措置を

とることにより、適切に対応するものとする。 
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附 則 

  この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

  附 則 

  この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
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 別紙１ 指導監査対象区分 

 

区     分 

 

施 設 区 分 

 

指導監査の根拠法 

 
保護施設 
（医療保護施設を除く。） 

   

救護施設 

  

生活保護法第44条 

 

宿泊所 

  

無料低額宿泊所 

  

社会福祉法第70条 

 
女性自立支援施設 
 

  
女性自立支援施設 

    
同  上 

 

老人福祉施設 

 
 
 
 
 

 

特別養護老人ホーム 

 

 

社会福祉法第70条 

 

老人福祉法第18条 

 

養護老人ホーム 

 

  同  上 

 

軽費老人ホーム 

 

社会福祉法第70条 

 

児童福祉施設 

 
 
 

 

 障害児入所施設 

 

 

社会福祉法第70条 

 

児童福祉法第46条第1項 

 
  児童発達支援センター 

 
   同  上 
 

(注) 1. 介護保険法上の指定居宅サービス事業者、指定介護予防サービス事業者、指定介

護老人福祉施設、介護老人保健施設及び介護医療院の実施に当たっては、別に定

める群馬県介護保険施設等指導要綱及び群馬県介護保険施設等監査要綱によるも

のとする。 

2. 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律上の指定障害福祉

サービス事業者等の実施に当たっては、別に定める群馬県障害福祉サービス事業

者等指導要綱及び群馬県障害福祉サービス事業者等監査実施要綱によるものとす

る。 
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群馬県介護保険施設等指導要綱 
  

第１ 目的 
この要綱は、知事が介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第２４条の規定による居宅サービス等を行った者又はこれを使用する者

（以下「介護保険施設等」という。）に対して行う居宅サービス等の内容並びに

介護給付及び予防給付（以下「介護給付等」という。）に係る費用（以下「介護

報酬」という。）の請求に関する報告若しくは当該居宅サービス等の提供の記

録、帳簿書類その他の物件の提示及び質問に基づく指導について、基本的事項を

定めることにより、居宅サービス等の利用者又は入所者若しくは入居者（以下

「利用者等」という。）の自立支援及び尊厳の保持を念頭において、介護保険施

設等の支援を基本とし介護保険施設等が行う介護給付等に係る居宅サービス等

（以下「介護給付等対象サービス」という。）に関するサービスの質の確保及び

保険給付の適正化を図ることを目的とする。 
 
第２ 指導方針 

指導は、介護保険施設等に対し、「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及

び運営に関する基準」（平成１１年厚生省令第３７号）、「指定介護老人福祉施

設の人員、設備及び運営に関する基準」（平成１１年厚生省令第３９号）、「介

護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成１１年厚生

省令第４０号）、「介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準」

（平成３０年厚生労働省令第５号）、「指定介護予防サービス等の事業の人員、

設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準」（平成１８年厚生労働省令第３５号）、「指定居宅サー

ビスに要する費用の額の算定に関する基準」（平成１２年厚生省告示第１９

号）、「指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準」（平成１２

年厚生省告示第２１号）、「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関

する基準」（平成１８年厚生労働省告示第１２７号）、「厚生労働大臣が定める

一単位の単価」（平成２７年厚生労働省告示第９３号）等（以下「基準等」とい

う。）に定める介護給付等対象サービスの取扱い、介護報酬の請求等に関する事

項について周知徹底させることを方針とする。 
 
 
第３ 指導形態等 

指導の形態は、次のとおりとする。 
１ 集団指導 

集団指導は、知事が主体となり、指定又は許可の権限を持つ介護保険施設等

に対し、介護給付等対象サービスの取扱い、介護報酬請求の内容、制度改正内

容及び高齢者虐待事案をはじめとした過去の指導事例等に基づく指導内容につ

いて、年１回以上、オンライン等（オンライン会議システム、ホームページ

等。以下同じ。）の活用による動画の配信等により実施する。また、一定の会

場に集めて講習等の方法によるものも可能とする。 
 
２ 運営指導 
（１）運営指導の形態 

運営指導は次のア～ウの内容について、原則、実地に行う。また、知事が
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単独で行うものを「一般指導」とし、厚生労働大臣又は市町村長（中核市の

長を除く。）と合同で行うものを「合同指導」とする。なお、ア～ウの実施

については、効率的な実施の観点から、それぞれ分割して実施することも差

し支えない。 
ア 介護サービスの実施状況指導 

個別サービスの質（施設・設備や利用者等に対するサービスの提供状況

を含む）に関する指導 
イ 最低基準等運営体制指導 

基準等に規定する運営体制に関する指導（ウに関するものを除く。） 
ウ 報酬請求指導 

加算等の介護報酬請求の適正実施に関する指導 
（２）実施頻度 

運営指導は、原則として指定又は許可の有効期間内に少なくとも１回以

上、指導の対象となる介護保険施設等について行う。なお、居宅サービス

（居住系サービスに限る。）又は施設サービスについては、６年に１回以上

の頻度で行う。 
ただし、次のいずれかに該当する場合は、年に１回以上実施する。 
ア 介護保険施設等の運営において、関係法令・通知等に照らし著しく適

性を欠くなど、重大な問題が認められる。 
イ 介護保険施設等を開設して３年未満であり、継続指導の必要があると

認められる。 
ウ 前年度の運営指導の結果、法令及び条例に規定する最低基準又は通知

等が遵守されていない場合及び過誤による調整を要すると認められた事

項（以下「指摘事項」という。）が５以上、又は指摘事項に該当しない

項目で、改善が必要な事項（以下「注意事項」という。）が１０以上あ

り、本年度に１回以上実施する必要があると認められる。 
エ その他、前段アからウに掲げるもののほか、介護高齢課と協議し、年

に１回以上実施する必要があると認められる。 
（３）運営指導の内容 

運営指導の実施に当たっては、基準等への適合性に関し、介護保険施設等

による別に定める自主点検表に基づく自己点検を励行するものとし、指導の

重点事項、指導目標及び指導項目等を掲げる社会福祉施設等に対する指導監

査等の実施方針（以下「指導監査等実施方針」という。）を別に定め、実施

方針に基づき実施する。 
  
 
第４ 指導対象 

指導は全ての介護保険施設等を対象とし、効率的な指導を行う観点から、その

選定については一定の方針に基づき行う。 
（１）集団指導の対象 

集団指導は、知事が指定、許可の権限を持つ全ての介護保険施設等を対象

に行う。なお、知事は、その指導内容等により、サービス種別毎の実施や新

規指定又は管理者の変更があった介護保険施設等を対象として別途実施する

等、より一層内容の理解が図られるよう努める。 
（２）運営指導の対象 

ア  一般指導 
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一般指導は、実施頻度や個別事由を勘案し、原則毎年度、計画的に実施

できるよう知事が、介護保険施設等を選定する。 
イ  合同指導 
合同指導は、一般指導の対象とした介護保険施設等の中から選定する。 

（３）知事及び市町村長の連携 
知事及び市町村長は互いに連携を図り、必要な情報交換を行うことで適切

な集団指導及び運営指導の実施に努めるものとする。 
 
 
第５ 指導方法等 

１ 集団指導 
（１）実施通知 

知事は、集団指導の日時、場所、出席者、指導内容等を文書により当該介

護保険施設等に対して原則として２月前までに通知する。 
（２）指導方法 

実施に当たっては、介護保険施設等に対して、指導内容の理解を深めるた

め質問や個別相談等の機会を設ける等、工夫するとともに、実施体制等によ

り単独での実施が困難な場合は、県又は市町村が合同で実施することを検討

する。 
また、知事が集団指導を実施する場合、その内容について県管内での整合

を図るため、相互に事前の情報提供を行う等、連携を図るものとする。 
なお、集団指導に参加しなかった介護保険施設等に対しては、使用した資

料の送付等により確実に資料の閲覧が行われるよう情報提供するとともに、

オンライン等の活用による動画の配信等による場合は、配信動画の視聴や資

料の閲覧状況について確認する。 
 

２ 運営指導 
（１）実施通知 

知事は、指導対象となる介護保険施設等を決定したときは、次に掲げる事

項を文書により当該介護保険施設等に原則として１月前までに通知する。 
ただし、指導対象となる介護保険施設等において高齢者虐待が疑われる等

の理由により、あらかじめ通知したのでは当該介護保険施設等の日常におけ

るサービスの提供状況を確認することができないと認められる場合は、指導

開始時に次に掲げる事項を文書により通知する。 
① 運営指導の根拠規定及び目的 
② 運営指導の日時及び場所 
③ 指導担当者 
④ 事前提出資料（ただし書きの場合を除く） 
⑤ 準備すべき書類等 

（２）指導方法 
運営指導は、関係者から自主点検表等を基に説明を求め面談方式で行う。

なお、施設・設備や利用者等のサービス利用状況以外の実地でなくても確認

出来る内容（最低基準等運営体制指導及び報酬請求指導に限る。）の確認に

ついては、情報セキュリティの確保を前提としてオンライン等を活用するこ

とができる。活用に当たっては、介護保険施設等の過度な負担とならないよ

う十分に配慮する。 
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（３）指導体制 
運営指導は、原則として２名以上の指導班を編制して実施する。 

（４）運営指導の留意点 
ア 所要時間の短縮等 
運営指導の所要時間については、確認項目を踏まえることで、一の介護

保険施設等当たりの所要時間をできる限り短縮し、介護保険施設等と自治

体双方の負担を軽減し、運営指導の頻度向上を図る。 
イ 同一所在地等の運営指導の同時実施 
同一所在地や近隣に所在する介護保険施設等に対する運営指導について

は、できるだけ同日又は連続した日程で行うなどにより効率化を図る。 
ウ 関連する法律に基づく監査の同時実施 
老人福祉法等介護保険法に関連する法律に基づく監査との合同実施につ

いては、介護保険施設等の状況も踏まえた上で、自治体の担当部門間で調

整を行い、同日又は連続した日程で行うことを一層推進する。 
エ 運営指導で準備する書類等 
運営指導において準備する文書は、原則として、前年度から直近の実績

に係るものとし、介護保険施設等に対して運営指導の事前又は当日に提出

を求める資料及び書類の写等については１部とし、自治体が既に保有して

いる文書（新規指定時、指定更新時及び変更時に提出されているもの等）

については再提出を求めない。 
また、介護保険施設等において作成、保存等が行われている各種書面に

ついて、当該書面に代えて電磁的記録により管理されている場合は、ディ

スプレイ上で内容を確認することとし、別途、印刷した書類等の準備や提

出は求めない。 
オ 利用者等の記録等の確認 
利用者等へのサービスの質を確認するためにその記録等を確認する場合

は、特に必要と判断する場合を除き、対象は原則として３名以内とする。 
（５）指導結果の通知等 

運営指導の結果、指摘事項及び注意事項については、後日文書によってそ

の旨を通知する。  
（６）改善報告書の提出 

知事は、当該介護保険施設等に対して通知した指摘事項については、別に

定める改善報告書の提出を求めるものとする。 
なお、改善報告書の提出期限については、指導結果通知書発送日から３０

日以内とする。 
 
 
第６ 監査への変更 

運営指導を実施中に以下に該当する状況を確認した場合は、運営指導を中

止し、直ちに「介護保険施設等監査要綱」に定めるところにより監査を行

い、事実関係の調査及び確認を行うものとする。 
１ 知事が定める介護給付等対象サービスの事業の人員、施設及び設備並び

に運営に関する基準に従っていない状況が著しいと認められる場合又はそ

の疑いがあると認められる場合 
 
２ 介護報酬請求について、不正を行っていると認められる場合又はその疑
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いがあると認められる場合 
 
３ 不正の手段による指定等を受けていると認められる場合又はその疑いが

あると認められる場合 
 
４ 高齢者虐待等により、利用者等の生命又は身体の安全に危害を及ぼして

いると認められる場合又はその疑いがあると認められる場合 
 
 
第７ 指導にあたっての留意点 

指導は、次の事項に留意するものとする。 
１ 高圧的な言動は控え、改善が必要な事項に対する指導や、より良いケア

等を促す助言等については、介護保険施設等との共通認識が得られるよう

留意する。 
 
２ 適正な事業運営等に関し効果的な取り組みを行っている介護保険施設等

については、積極的に評価し、他の介護保険施設等へも紹介する等、介護

サービスの質の向上に向けた指導を行う。 
 
３ 運営指導は、基準等に基づき行うものとし、担当職員の主観に基づく指

導や、当該介護保険施設等に対する前回の指導内容と根拠なく大きく異な

る指導は行わない。 
 
４ 運営指導における個々の指導にあたっては、具体的な状況や理由を聴取

し、根拠規定やその趣旨・目的等について懇切丁寧な説明を行う。 
 
 
附則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行し、従前の群馬県介護保険サービス事

業者等指導及び監査要綱は廃止する。 
 
附則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
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群馬県介護保険施設等監査要綱 
 
第１ 目的 

この要綱は、知事が、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第７
６条、第９０条、第１００条、第１１４条の２、第１１５条の７の規定に基づき、介護保険
施設等（指定居宅サービス事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者又は指定居宅サ
ービス事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者（以下「指定居
宅サービス事業者等」という。）、指定介護老人福祉施設若しくは指定介護老人福祉施設の開
設者若しくはその長その他の従業者又は指定介護老人福祉施設の開設者若しくはその長そ
の他の従業者であった者（以下「指定介護老人福祉施設開設者等」という。）、介護老人保健
施設の開設者、介護老人保健施設の管理者又は医師その他の従業者（以下「介護老人保健施
設開設者等」という。）、介護医療院の開設者、介護医療院の管理者又は医師その他の従業者
（以下「介護医療院開設者等」という。）、指定介護予防サービス事業者若しくは当該指定に
係る事業所の従業者又は指定介護予防サービス事業者であった者若しくは当該指定に係る
事業所の従業者であった者（以下「指定介護予防サービス事業者等」という。）に対して行
う介護給付又は予防給付（以下「介護給付等」という。）に係るサービス（以下「介護給付
等対象サービス」という。）の内容並びに介護給付等に係る費用（以下「介護報酬」という。）
の請求に関して行う監査に関する基本的事項を定めることにより、介護給付等対象サービ
スの質の確保及び保険給付の適正化を図ることを目的とする。 
 
 
第２ 監査方針 

監査は、介護保険施設等の介護給付等対象サービスの内容並びに介護報酬の請求につい
て、知事が条例で定める介護保険施設等の事業の人員、施設及び設備並びに運営に関する基
準に従っていないと認められる場合若しくはその疑いがあると認められる場合、又は介護
報酬の請求について不正を行っていると認められる場合若しくはその疑いがあると認めら
れる場合、又は不正の手段により指定等を受けていると認められる場合若しくはその疑い
があると認められる場合（以下「指定基準違反等」という。）、又は介護給付等対象サービス
の利用者又は入所者若しくは入居者（以下「利用者等」という。）について高齢者虐待の防
止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成１７年法律第１２４号）（以下「高
齢者虐待防止法」という。）に基づき市町村の虐待認定の状況、虐待防止措置義務違反や通
報義務違反の有無等を検討し、確認の必要があると認められる場合若しくは高齢者虐待等
により利用者等の生命又は身体の安全に危害を及ぼしている疑いがあると認められる場合
（以下「人格尊重義務違反」という。）又は、基準違反について、再三の指導にもかかわら
ず、改善が認められない場合において、県が、当該介護保険施設等に対し報告若しくは帳簿
書類の提出若しくは提示を命じ、出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若
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しくは当該介護保険施設等に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査（以
下「立入検査等」という。）を行い、事実関係を的確に把握し、公正かつ適切な措置を採る
ことを主眼とする。 
 
 
第３ 監査対象となる介護保険施設等の選定基準 

監査は、下記に示す情報を踏まえて、指定基準違反等又は人格尊重義務違反の確認に 
ついて必要があると認める場合に立入検査等により行う。 

１ 要確認情報 
（１）通報・苦情・相談等に基づく情報 
（２）市町村が高齢者虐待防止法に基づき行う虐待認定の状況 
（３）高齢者虐待等により利用者等の生命又は身体の安全に危害を及ぼしている疑いが

あると認められる情報 
（４）指定申請書類の内容と実際に開設した内容に齟齬があり、不正な手段による指定に

ついて確認が必要な状況 
（５）指定基準違反等について、再三の指導にもかかわらず改善が認められない状況 
（６）国民健康保険団体連合会（以下「連合会」という。）、地域包括支援センターへ寄せ 

られる苦情 
（７）連合会・保険者からの通報情報 
（８）介護給付費適正化システムの分析から特異傾向を示す介護保険施設等 
（９）法第１１５条の３５第４項の規定に該当する報告の拒否等に関する情報 
 
２ 運営指導における情報 

法第２４条による指導において認められた（その疑いがある場合を含む。）介護保険施
設等の指定基準違反等及び人格尊重義務違反 

 
 
第４ 監査方法等 

１ 指定又は許可の権限がある介護保険施設等に対する監査 
（１）実施通知 

知事は、監査の対象となる介護保険施設等を決定したときは、次に掲げる事項を文書
により、監査開始時に通知する。なお、法第２４条により運営指導を実施中に監査に移
行した場合は、口頭により当該事項を含め監査を実施する旨通告する。 
① 監査の根拠規定 
② 監査の日時及び場所 
③ 監査担当者 
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④ 監査対象介護保険施設等の出席者（役職名等で可） 
⑤ 必要な書類等 
⑥ 虚偽の報告又は答弁、検査忌避等に関する罰則規定 

 
（２）情報提供等 

知事は、監査の実施に当たっては、事前に、関係する保険者及び監査の対象が指定地
域密着型サービス事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者又は指定地域密着型
サービス事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者（以下
「指定地域密着型サービス事業者等」という。）又は指定地域密着型介護予防サービス
事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者又は指定地域密着型介護予防サービス
事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者（以下「指定地域
密着型介護予防サービス事業者等」という。）の場合は当該事業者を指定している全て
の市町村長に情報提供を行い、必要に応じ同時に監査を実施する等の連携を図るもの
とする。 

 
２ 指定権限等が都道府県にある介護保険施設等に対する市町村による監査 
（１）情報提供等 

市町村長は、指定又は許可の権限が県にある指定居宅サービス事業者等、指定介護老人
福祉施設開設者等、介護老人保健施設開設者等、介護医療院開設者等及び指定介護予防サ
ービス事業者等（以下「県指定サービス事業者」という。）について、監査を行う場合、
知事に対し事前に実施する旨の情報提供を行い、連携を図るものとする。なお、県指定サ
ービス事業者の介護給付等対象サービスに関して、複数の市町村に関係がある場合には、
県が総合的な調整を行うものとする。 

 
（２）県への通知 

市町村長は、監査により指定基準違反等又は人格尊重義務違反と認めるときは、文書に
よって知事に通知する。なお、県と市町村が同時に監査を行っている場合には、省略する
ことができる。 

知事は、当該通知があったときは、すみやかに、当該県指定サービス事業者に対して監
査を実施し、３に定める措置をとるものとする。 

 
３ 行政上の措置 

指定基準違反等又は人格尊重義務違反が認められた場合には、知事は法第５章に掲げる
「勧告、命令等」、「指定の取消し等」、「設備の使用制限等」、「変更命令」、「業務運営の勧告、 
命令等」、「許可の取消し等」の規定に基づき行政上の措置をとるものとする。 
（１）勧告 
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介護保険施設等（介護老人保健施設開設者等、介護医療院開設者等を除く。以下（２） 
及び（３）について同じ。）に指定基準違反等（介護報酬の請求に関することを除く。）の
事実が確認された場合、当該介護保険施設等に対し、期限を定めて、文書により基準の遵
守等の措置をとるべきことを勧告することができるほか、当該期限内にこれに従わなか
ったときは、その旨を公表することができる。 

なお、勧告した場合は、当該介護保険施設等に対し期限内に文書によりとった措置につ 
いて報告を求める。 

 
（２）命令 

介護保険施設等が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当 
該介護保険施設等に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命令する
ことができるほか、命令をした場合には、その旨を公示しなければならない。 

なお、命令した場合は、当該介護保険施設等に対し期限内に文書によりとった措置につ
いて報告を求める。 

 
（３）指定の取消し等 

知事は、指定基準違反等又は人格尊重義務違反の内容等が、法第７７条第１項各号、第
９２条第１項各号、第１１５条の９第１項各号のいずれかに該当する場合においては、当
該介護保険施設等に係る指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一
部の効力の停止（以下「指定の取消等」という。）をすることができる。 

 
（４）設備の使用制限等 

知事は、法第１０１条又は法第１１４条の３の規定により、介護老人保健施設又は介護
医療院が療養室等の設備や条例で定める施設を有しなくなったとき、又は設備及び運営
に関する基準に適合しなくなったときは、当該施設の開設者に対し、期間を定めて、その
全部若しくは一部の使用を制限し、若しくは禁止し、又は期限を定めて、修繕若しくは改
築を命ずることができる。 

 
（５）変更命令 

知事は、法第１０２条又は法第１１４条の４の規定により、介護老人保健施設又は介護
医療院に係る施設の管理者が当該施設の管理者として不適当であると認めるときは、当
該施設の開設者に対し、期限を定めて、当該施設の管理者の変更を命ずることができる。 

 
（６）業務運営の勧告、命令等 

知事は、法第１０３条又は法第１１４条の５の規定により、介護老人保健施設又は介護
医療院において基準違反の事実が確認された場合、当該施設の開設者に対し、期限を定め
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て、文書により基準を遵守すべきことを勧告することができるほか、これに従わなかった
ときは、その旨を公表することができる。 

また、正当な理由がなくその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該施設の開設者
に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命令することができる。ま
た、命令をした場合には、その旨を公示しなければならない。 

なお、勧告又は命令をした場合は、当該施設の開設者に対し期限内に文書によりとった
措置について報告を求める。 

 
（７）許可の取消し等 

知事は、法第１０４条又は法第１１４条の６の規定により、介護老人保健施設又は介護
医療院における指定基準違反等又は人格尊重義務違反の内容等が、法第１０４条第１項
各号、法第１１４条の６第１項各号のいずれかに該当する場合においては、当該施設に係
る許可を取り消し、又は期間を定めてその許可の全部若しくは一部の効力の停止（以下
「許可の取消等」という。）をすることができる。 

 
（８）その他 

監査の結果については、文書により通知する。なお、上記（１）～（７）に該当する場
合はそれらの通知に代えることができる。また、上記（１）～（７）に該当しない、改善
を要すると認められた事項については、その旨を通知し期限を定めて報告を求めるもの
とする。 

 
４ 聴聞等 

監査の結果、当該介護保険施設等が、命令又は指定の取消等若しくは許可の取消等の処分
（以下「取消処分等」という。）に該当すると認められる場合は、監査後、取消処分等の予
定者に対して、行政手続法（平成５年法律第８８号）第１３条第１項各号の規定に基づき聴
聞又は弁明の機会を付与しなければならない。 

ただし、同条第２項各号のいずれかに該当するときは、これらの規定は適用しない。 
 
５ 経済上の措置 
（１）不正利得となる返還金の徴収の要請 

知事が取消処分等（命令を除く。）を行った場合に、当該介護保険施設等が法第２２条
第３項に規定する偽りその他不正の行為により介護報酬の支払いを受けている場合には、
その支払った額につきその返還させるべき額を不正利得とし、当該支払いに関係する保
険者に対し、当該不正利得の徴収を行うよう要請するものとする。 
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（２）返還金の徴収方法 
上記（１）の不正利得については、原則として、法第２２条第３項の規定により当該返

還させるべき額に１００分の４０を乗じて得た額を併せて徴収するものとする。 
 
 
第５ 監査の実施機関 
 監査の実施機関は、原則として監査指導課とする。ただし、必要に応じ、監査指導課、介 
護高齢課、市町村（保険者）等との合同で実施することができるものとする。 
 
 
第６ 関係機関及び市町村（保険者）との連携 

１ 監査にあたっては、介護高齢課、連合会及び市町村（保険者）との連携を図り、効果
的に実施するよう努める。 

 
２ 県は、市町村が行う介護保険施設等の監査について報告を求め、必要な助言及び適切

な援助を行うものとする。 
 
 
第７ 監査にあたっての留意事項 

１ 県内の連携等 
市町村長は、指定地域密着型サービス事業者等及び指定居宅介護支援事業者若しくは

当該指定に係る事業所の従業者又は指定居宅介護支援事業者であった者若しくは当該指
定に係る事業所の従業者であった者（以下「指定居宅介護支援事業者等」という。）に対
し第４の３「行政上の措置」を行う場合には、事前に知事に情報提供を行うものとし、情
報提供を受けた知事は、当該市町村長に対し必要に応じ助言を行う。 
 
２ 厚生労働省への報告 
（１）県は、法第１９７条第２項の規定に基づき、監査及び行政措置の実施状況について、

別に定めるところにより、厚生労働省老健局総務課介護保険指導室に報告する。 
 
（２）この要綱に定めるもののほか、監査の実施に必要な事項は別に定める。 

 
 

付 則 
この要綱は、令和６年 4 月１日から施行する。 
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群馬県障害福祉サービス事業者等指導実施要綱 

 

第１ 目的 

この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７

年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第１１条並びに児童福祉法（昭

和２２年法律第１６４号。）第２４条の１５、第４６条及び第５７条の３の３の規定に基

づき、指定障害者支援施設の設置者、指定障害福祉サービス事業者、指定一般相談支援事

業者、指定障害児通所支援事業者、指定障害児入所施設の設置者及び児童福祉施設（障害

児入所施設及び児童発達支援センターに限る。）（以下「障害福祉サービス事業者等」と

いう。）に対して、県が行う指導について基本的事項を定め、サービスの質の確保を図

る。 

また、障害福祉サービス事業者等に対して行う自立支援給付、障害児通所給付及び障害

児入所給付（以下「自立支援給付等」という。）に係る障害福祉サービス等の内容並びに

自立支援給付等に係る費用（ 以下「報酬」という。）の請求等に関し、基準に対する適

合状況等について、個別に明らかにし、利用者の自立支援及び尊厳の保持を念頭におい

て、障害福祉サービス事業者等の支援を基本とし自立支援給付等対象サービスの質の確保

及び自立支援給付等の適正化を図ることを目的とする。 

 

 

第２ 指導方針 

指導は、障害福祉サービス事業者等に対し、「群馬県児童福祉施設の設備及び運営に関

する基準を定める条例」（平成２４年群馬県条例第９３号）、「群馬県指定通所支援の事

業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例」（平成２４年群馬県条例第９４

号）、「群馬県指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例」  

（平成２４年群馬県条例第９５号）、「群馬県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設

備及び運営に関する基準を定める条例」（平成２４年群馬県条例第９６号）、「群馬県指

定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例」（平成２４年群馬

県条例第９７号）、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基

づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関

する基準」（平成１８年厚生労働省告示第５２３号）、「障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援に要する費用の額の算定に関す

る基準」（平成２４年厚生労働省告示第１２４号）、「児童福祉法に基づく指定通所支援

及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準」（平成２４年厚生労働省告

示第１２２号）、「児童福祉法に基づく指定入所支援に要する費用の額の算定に関する基

準」（平成２４年厚生労働省告示第１２３号）、並びに「厚生労働大臣が定める一単位の

単価」（平成１８年厚生労働省告示第５３９号）及び「厚生労働大臣が定める一単位の単
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価」（平成２４年厚生労働省告示第１２８号）等に定める事項について周知徹底させるこ

とを方針とする。 

第３ 指導の対象 

 この要綱に基づく指導の対象は、県が所管する次に掲げる障害福祉サービス事業者等と

する。 

  １ 指定障害者支援施設 

  ２ 指定障害福祉サービス 

  ３ 指定一般相談支援 

  ４ 児童福祉法に基づく指定障害児入所施設、指定障害児通所支援（児童発達支援セ

ンターを含む） 

 

 

第４ 指導について   

 １ 指導の方針 

  自立支援給付等対象サービスの取扱い及び報酬の請求等に関する事項について、周知

するとともに、改善の必要があると認められる事項については、適切な助言及び指導を

行うことを方針として実施する。 

 

 ２ 指導形態等 

   指導の形態は次のとおりとする。 

 （１）集団指導 

    指導の対象となる障害福祉サービス事業者等を、必要な指導の内容に応じ、一定

の場所に集めて講習等の方法若しくはオンライン等(オンライン会議システム、ホ

ームページ等。以下同じ。)の活用による動画の配信等により行う。 

 （２）運営指導 

    指導の対象となる障害福祉サービス事業者等の個別の事業所に対して行う。  

   ① 通常指導 

     県が単独で、原則、実地に行う。 

   ② 合同指導 

     県が厚生労働省や市町村等と合同で、原則、実地に行う。 

   ③ オンライン等による指導 

     情報セキュリティの確保を前提として、オンライン等で面談方式により行

う。 

    

３ 指導対象の選定基準 

    指導は全ての障害福祉サービス事業者等を対象とするが、重点的かつ効率的な指

導を行う観点から、毎年度作成する実施計画において、事業種別毎の状況に応じて

選定する。 
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 （１）集団指導の選定基準 

    集団指導の選定については、自立支援給付等対象サービスの取扱い、報酬請求の

内容、制度改正内容及び過去の指導事例等に基づく指導内容に応じて選定する。  

 （２）運営指導の選定基準 

   ① 通常指導 

    ア 通常指導は、国の示す「指定障害福祉サービス事業者等指導指針」等に基づ

き、障害福祉サービス事業者等を選定する。 

    イ その他、特に指導を要すると認める障害福祉サービス事業者等を対象に実施

する。 

   ② 実施回数 

          運営指導の実施回数については、原則として以下のとおりとする。 

     ア 児童福祉法に基づく指定障害児入所施設、児童発達支援センター年に１回  

     イ 指定障害者支援施設 ３年に１回 

     ウ 指定障害福祉サービス ３年に１回 

     エ 児童福祉法に基づく指定障害児通所支援 ３年に１回 

     オ 指定一般相談支援 ３年に１回 

      ただし、次のいずれかに該当する場合は、年に１回以上実施する。 

       ㋐ 施設又は事業所の運営において、関係法令・通知等に照らし著しく適正を  

欠くなど、重大な問題が認められる。 

      ㋑ 施設又は事業所を開設して３年未満であり、継続指導の必要があると認め       

られる。 

      ㋒ 前年度の運営指導において、第４ ５（２）③に規定する指摘事項が５以

上又は注意事項が１０以上あり、本年度に１回以上実施する必要があると認

められる。 

       ㋓ 障害政策課及び児童福祉課と協議し、年に１回以上実施する必要があると        

認められる。 

 （３）市町村との連携 

    県及び市町村は互いに連携を図り、必要な情報交換を行うことにより適切な集団

指導、運営指導の実施に努めるものとする。 

  

４ 指導の実施方針及び実施計画 

(１）指導を効率的・効果的に実施するため、指導の重点事項、指導目標及び指導項  

目等を掲げる社会福祉施設等に対する指導監査等の実施方針（以下「実施方針」  

という。）を、毎年度、別に定めるものとする。 

  （２）実施方針に基づき、当該年度の運営指導等の実施時期、指導班の編成及び規模        

等を含む実施計画を別に作成するものとする。 
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（３）障害福祉サービス事業者等の運営等に問題が発生した場合、又は通報、現況報 

告書の確認の結果等でそのおそれがあると認められる場合は、計画に係わらず適宜

運営指導を実施する。 

 

５ 指導の実施方法等 

  （１）集団指導 

     ① 通知 

      指導対象となる障害福祉サービス事業者等を決定したときは、あらかじめ集

団指導の実施日時、場所、出席者、指導内容等を文書により当該障害福祉サー

ビス事業者等に通知する。 

     ② 指導方法 

      集団指導は、自立支援給付等対象サービスの取扱い、報酬請求の内容、制度

改正内容及び過去の指導事例等について講習若しくはオンライン等を活用し、

資料若しくは動画の掲載、講習による方法などにより行う。 

      なお、集団指導資料を群馬県ホームページへ掲載すること等により、広く必

要な情報を提供するよう努めるものとする。 

 （２）運営指導 

     ① 通知 

      指導対象となる障害福祉サービス事業者等を決定したときは、あらかじめ運

営指導の根拠規定及び目的、運営指導の日時及び場所、指導担当者数、準備す  

るべき書類等を文書により当該障害福祉サービス事業者等に通知する。  

      ただし、必要と認める場合には、運営指導の開始時に文書を提示することに  

よって行う。 

      ② 指導方法             

      運営指導は、要綱第４ ５（３）に規定する自主点検表に基づき、関係者か

ら関係書類等を基に説明を求める。指導方法は、原則、実地に行う若しくはオ

ンライン等を活用した面談方式とする。 

    ③ 指導結果の通知等 

      運営指導の結果、法令、条例に規定する最低基準又は通知等が遵守されてい

ない場合及び過誤による調整を要すると認められた場合（以下「指摘事項」と

いう。）は、後日文書によってその旨を通知する。 

      なお、指摘事項に該当しない事項で、改善が必要な事項については、注意事

項とし、指摘事項と同様の方法により通知する。 

      ④ 改善報告書の提出 

       当該障害福祉サービス事業者等に対して、文書により改善を指摘する場合

は、指導結果通知書を送付し、別に定める改善報告書の提出を求めるものとす

る。 
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       なお、改善報告書の提出期日については、指導結果通知書発送日から３０日

以内とする。 

       また、文書により改善を指摘した事項のうち、注意事項については、改善報

告書の提出を求めないことができる。 

     ⑤ 指導体制 

     運営指導は、原則として２名以上の指導班を編成して実施する。オンライン等

を活用した面談の場合は、班の代表１名が事業者と対応する。 

  (３）調査書等の提出 

    運営指導等の実施にあたっては、障害福祉サービス事業者等から指導に必要と     

なる書類（自主点検表）等の提出を求めることができる。 

  

６ 監査への変更 

   運営指導中に以下に該当する状況を確認した場合は、運営指導を中止し、直ちに監

査実施要綱定めるところにより監査を行うことができる。 

（１）著しい運営基準違反が確認され、利用者及び入所者等の生命又は身体の安全に危

害を及ぼすおそれがあると判断した場合 

 （２）報酬請求に誤りが確認され、その内容が、不正な請求と認められる場合  

 （３）運営指導の実施日前５年以内の監査により勧告を行った内容につき、改善が図ら    

れていないか若しくは一部図られていない事項がある場合 

 

 

第５ 指導の実施機関 

      指導の実施機関は、原則として監査指導課とする。 

   ただし、必要に応じ、監査指導課、障害政策課、児童福祉課、市町村（支給決定権

者）等との合同で実施することができるものとする。 

 

 

第６ 関係機関及び市町村（支給決定権者）との連携 

 （１）指導にあたっては、障害政策課、児童福祉課、国民健康保険連合会、市町村（支

給決定権者）との連携を図り、効果的に実施するよう努める。 

（２）県は、市町村が行う障害福祉サービス事業者等の指導について報告を求め、必要

な助言及び適切な援助を行うものとする。 

 

      附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行し、従前の群馬県指定障害福祉サービス事業

者等指導及び監査実施要綱は廃止する。 
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群馬県障害福祉サービス事業者等監査実施要綱 

  

 

第１ 目的 

この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第４８条及び第５１条の２７並びに

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。）第２１条の５の２２及び第２４条の１５の規定

に基づき、指定障害者支援施設の設置者、指定障害福祉サービス事業者、指定一般相談支援

事業者、指定障害児通所支援事業者、指定障害児入所施設の設置者及び児童福祉施設（障害

児入所施設及び児童発達支援センターに限る。）（以下「障害福祉サービス事業者等」とい

う。）に対して、県が行う指導について基本的事項を定め、サービスの質の確保を図る。 

また、障害福祉サービス事業者等に対して行う自立支援給付、障害児通所給付及び障害児

入所給付（以下「自立支援給付等」という。）に係る障害福祉サービス等の内容並びに自立

支援給付等に係る費用（ 以下「報酬」という。）の請求等に関し、基準に対する適合状況等

について、個別に明らかにし、利用者の自立支援及び尊厳の保持を念頭において、障害福祉

サービス事業者等の支援を基本とし自立支援給付等対象サービスの質の確保及び自立支援

給付等の適正化を図ることを目的とする。 

 

 

第２ 監査方針 

監査は、障害福祉サービス等の報酬対象サービスの内容並びに請求について、知事が条例

で定める障害福祉サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準に従っていないと

認められる場合若しくはその疑いがあると認められる場合、又は報酬の請求について不正

を行っていると認められる場合若しくはその疑いがあると認められる場合、又は不正の手

段により指定等を受けていると認められる場合若しくはその疑いがあると認められる場合

（以下「指定基準違反等」という。）、又は自立支援給付等対象サービスの利用者又は入所者

若しくは入居者（以下「利用者等」という。）について「障害者虐待の防止、障害者の養護

者に対する支援等に関する法律」(平成２３年法律第７９号)（以下「障害者虐待防止法」と

いう。）に基づき市町村の虐待認定の状況、虐待防止措置義務違反や通報義務違反の有無等

を検討し、確認の必要があると認められる場合若しくは障害者虐待等により利用者等の生

命又は身体の安全に危害を及ぼしている疑いがあると認められる場合（以下「人格尊重義務

違反」という。）又は、指定基準違反について、再三の指導にも係わらず、改善が認められ

ない場合において、当該障害福祉サービス事業者等に対し報告若しくは帳簿書類の提出若

しくは提示を命じ、出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該障

害福祉サービス事業所等に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査（以下

「立入検査等」という。）を行い、事実関係を的確に把握し、公正かつ適切な措置をとるこ
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とを主眼とする。 

 

 

第３ 監査対象となる障害福祉サービス事業者等の選定基準 

 監査は、次の場合に行うものとする。 

（１）不正な請求の確認について必要があると認める場合 

（２）虐待の疑いについて、障害者虐待防止法第１９条に基づき確認の必要があると認める

場合 

（３）指定申請書類の内容と実際に開設した内容に齟齬があり、不正な手段による指定につ

いて確認の必要がある場合 

（４）基準違反について、再三の指導にも係わらず、改善が認められず、必要があると認め

る場合 

（５）（１）から（４）の他、下記に示す情報を踏まえて、指定基準違反等の確認について

必要があると認める場合 

   ① 要確認情報 

    ア 通報・苦情・相談等に基づく情報 

    イ 市町村、相談支援事業所等へ寄せられる苦情 

    ウ 群馬県国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という）、支給決定権              

 者（市町村）からの通報・情報 

    エ 自立支援給付等の請求データ等の分析から特異傾向を示す事業者 

   ② 運営指導において確認した情報 

    ア 障害者総合支援法第１１条及び児童福祉法第２４条の１５及び第２１条の５

の２２に基づく規定に基づく指導により確認した障害福祉サービス等について

の指定基準違反等 

      

第４ 監査方法等 

１ 報告等 

  知事は、指定基準違反等の確認について必要があると認めるときは、監査実施通知を

交付した上で、障害福祉サービス事業者等に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しく

は提示を命じ、出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該障

害福祉サービス事業所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査（以

下「実地検査等」という。）を行うものとする。 

２ 監査実施通知 

   監査実施通知は、あらかじめ次に掲げる事項を文書により障害福祉サービス事業者

等に通知する。 

   ただし、必要と認める場合には、監査の開始時に文書を提示することによって行う。 

- 32 -



  （１）監査の根拠規定 

   （２）監査の日時 

  （３）監査担当者数 

  （４）監査対象施設（事業所） 

３ 市町村長による実地検査等 

 （１）市町村長は、指定障害福祉サービス事業者等について、実地検査等を行う場 

合、事前に実施する旨の情報提供を知事に対し行うものとする。 

      なお、指定障害福祉サービス事業者等の自立支援給付等対象サービスに関し 

て、複数の市町村に関係がある場合には、県が総合的な調整を行うものとする。 

 （２）市町村長は、指定基準違反と認めるときは、文書によって県に通知を行うもの

とする。 

      なお、県と市町村が同時に実地検査等を行っている場合には、省略するこ   

とができるものとする。 

（３）知事は前項の通知があったときは、速やかに以下の第６～第８に定める措置を

とるものとする。 

 

第５ 監査結果の通知等 

   １ 監査の結果の通知 

    監査の結果、勧告には至らないが、改善を要すると認められた事項については、後

日文書によってその旨を通知する。 

  ２ 報告書の提出 

    当該障害福祉サービス事業者等に対しては、監査結果通知書を送付し、別に定める

改善報告書の提出を求めるものとする。 

    なお、改善報告書の提出期日については、監査結果通知書発送日から３０日以内と

する。 

  

第６ 行政上の措置 

   知事は、指定基準違反等が認められた場合には、障害者総合支援法及び児童福祉法に

掲げる「勧告、命令等」、「指定の取消し等」、「業務運営の勧告、命令等」、「許可の取消

し等」の規定に基づき行政上の措置を機動的に行うものとする。 

  １ 勧告 

障害福祉サービス事業者等に指定基準違反の事実が確認された場合、当該障害福

祉サービス事業者等に対し、期限を定めて、文書により基準を遵守すべきことを勧告

することができる。 

これに従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

なお、勧告を受けた当該障害福祉サービス事業者等は、期限内に文書により知事へ
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報告する。 

  ２ 命令 

    障害福祉サービス事業者等が正当な理由がなく、勧告に係る措置をとらなかった

ときは、当該障害福祉サービス事業者等に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置

をとるべきことを命令することができる。 

    なお、命令をした場合には、その旨を公示しなければならない。 

    また、命令を受けた場合において、当該障害福祉サービス事業者等は、期限内に文

書により報告を行うものとする。 

  ３ 指定の取消し等 

知事は、指定基準違反等の内容等が、障害者総合支援法第５０条第１項各号、第５

１条の２９第１項各号、児童福祉法第２１条の５の２３第１項各号、第２４条の１７

第１項各号のいずれかに該当する場合においては、当該障害福祉サービス事業者等

に係る指定・許可を取り消し、又は期間を定めてその指定・許可の全部若しくは一部

の効力の停止をすること（以下「指定の取消し等」という。）ができる。 

  

第７ 聴聞等 

知事は、監査の結果、当該障害福祉サービス事業者等が命令又は指定の取消し等の処

分（以下「取消処分等」という。）に該当すると認められる場合は、監査後、取消処分

等の予定者に対して、行政手続法（平成５年法律第８８号）第１３条第１項各号の規定

に基づき聴聞又は弁明の機会の付与を行わなければならない。 

   ただし、同条第２項各号のいずれかに該当するときは、これらの規定は適用しない。 

 

第８ 経済上の措置 

１ 勧告、命令、指定の取消し等を行った場合に、自立支援給付等の全部又は一部につ

いて当該自立支援給付等に関係する市町村に対し、障害者総合支援法第２２条第３

項に基づく不正利得の徴収等として徴収を行うよう指導するものとする。 

  ２ 命令又は指定の取消し等を行った場合には、当該サービス事業者等に対し、原則と

して、障害者総合支援法第８条第２項の規定により返還額に１００分の４０を乗じ

て得た額を支払わせるよう指導するものとする。 

  ３ 命令又は指定の取消し等を行った場合には、当該サービス事業者等に対し、原則と

して、児童福祉法第５７条の２ の規定により返還額に１００分の４０を乗じて得た

額を支払わせるよう指導するものとする。 

 

第９ 監査の実施機関 

      監査の実施機関は、原則として監査指導課とする。 

   ただし、必要に応じ、監査指導課、障害政策課、児童福祉課、市町村（支給決定権者）
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等との合同で実施することができるものとする。 

 

 

第 10 関係機関及び市町村（支給決定権者）との連携 

  １ 監査にあたっては、障害政策課、児童福祉課、国保連、市町村（支給決定権者）と

の連携を図り、効果的に実施するよう努める。 

２ 県は、市町村が行う障害福祉サービス事業者等の監査について報告を求め、必要な

助言及び適切な援助を行うものとする。 

 

 

第 11 その他 

    監査及び行政措置の実施状況について、必要に応じて厚生労働省社会・援護局障害

保健福祉部企画課に報告を行う。 

   

     附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行し、従前の群馬県指定障害福祉サービス事業者等

指導及び監査実施要綱は廃止する。 
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群馬県児童福祉施設指導監査実施要綱 

 

（趣旨） 

第１ この要綱は、児童福祉法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律(以下「児童福祉法等」という。）の規定に基づき、県が実施する

乳児院、母子生活支援施設、保育所、幼保連携型認定こども園、児童養護施設、児童心

理治療施設及び児童自立支援施設（以下「児童福祉施設」という。）に対する指導監査

について、必要な事項を定める。  

 

（指導監査の目的）  

第２ 指導監査は、児童福祉法等のほか、群馬県児童福祉施設の設備及び運営に関する基

準を定める条例及び群馬県幼保連携型認定こども園の学級の編成、職員、設備及び運営

に関する基準を定める条例（以下「基準条例」という。）の適合状況及び本要綱第７で

定める実施方針に対する取組状況等について個別的に明らかにし、必要な助言及び指導

又は是正の措置を講ずることにより、児童福祉施設の適正な運営、安全・安心な環境の

確保及び教育・保育の質の向上を図り、もって県における児童福祉のより一層の増進に

寄与することを目的とする。  

 

（指導監査の基本方針） 

第３ 指導監査は、以下の基本方針に基づき実施する。  

１ 児童福祉法等及び基準条例（以下「法令」という。）を基本に、指導監査に関する通

知やこれまでの指導監査実績等を勘案し、厳正に重点的かつ効果的に実施する。  

２ 指導監査が画一的、形式的に陥ることのないよう、問題の発生原因及び是正策を明ら

かにし、児童福祉施設の問題解決を図り、自律的な運営を促すための具体的な助言及び

指導を行う。 

３ 法令に違反し、又はその運営が著しく適正を欠いているために、事業の経営等に重大

な支障が認められ、是正の措置が速やかに講じられないときは、法令に定めるところに

より行政処分を行うための手続きを進める。  

４ 指導監査の実施及び指導監査結果の処理に当たっては、運営指導所管課（以下「所管

課」という。）、関係部課との情報交換を密にするなど充分な連携を図る。  

 

（指導監査の対象）  

第４ 指導監査の対象及び根拠法令は、別紙１「指導監査対象区分」のとおりとする。  

 

（指導監査の実施機関） 

第５ 指導監査は、監査指導課が実施する。ただし、必要に応じ、所管課及び関係部課等

と合同で実施することができるものとする。 

 

（指導監査類型） 

第６ 指導監査は、以下の類型とする。  

１ 一般監査 

（１）一般監査は、指導監査事項全体について、児童福祉施設の所在地において行う指導

監査をいい、実地において行う。ただし、特に運営上の問題がないと思われる児童福

祉施設に対しては、あらかじめ指導監査事項を限定して定め、短時間で実施すること

もできるものとする。  
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（２）上記にかかわらず、必要と認められる場合は、書面監査を実施することができるも

のとする。 

（３）一般監査において改善すべき事項が認められ、指導監査後に児童福祉施設から改善

報告書等が提出された場合においては、書面によるほか必要に応じ、現地で確認する

指導監査を行うものとする。  

 

２ 特別監査 

特別監査は、次のいずれかに該当する場合に、特定の指導監査事項を定め重点的又は

改善が図られるまで継続的に行う指導監査で、特命により行う指導監査をいい、実地に

おいて行う。 

（１）児童福祉施設が、法令に違反し、又はその運営が著しく適正を欠くために、当   

  該児童福祉施設の経営等に重大な支障を及ぼしているおそれがあると疑うに足り   

  る理由があるとき。  

（２）度重なる一般監査によっても改善の措置が認められないとき。   

（３）正当な理由がなく、一般監査を拒否したとき。  

（４）その他、所管課等と協議し、特別監査の必要があると認められるとき。  

 

（指導監査実施方針）  

第７ 指導監査を重点的・効果的に行うため、児童福祉行政の動向を踏まえ、指導監査の

重点項目を掲げる児童福祉施設指導監査実施方針（以下「実施方針」という。）を、毎

年度、指導監査開始時までに別に定める。  

 

（実施回数及び実施計画等）  

第８ 一般監査の実施に当たっては、次の指導監査実施計画の策定及び実施回数によるこ

ととし、特別監査は、必要に応じて適宜実施する。  

１ 実施時期及び班編成等を含む指導監査実施計画は、毎年度指導監査を開始する時まで

に別に策定する。また、月別実施計画については、原則として、指導監査実施月の１か

月前に、指導監査の実施日、担当職員等の実施計画を定める。  

２ 児童福祉施設の運営等に問題が発生した場合、又は通報、現況報告書の確認の結果等

でそのおそれがあると認められる場合は、計画に関わらず適宜指導監査を実施す  

る。 

３ 一般監査の実施回数については、原則として年１回とする。ただし、継続して指導の

必要性がある場合又は特に必要と認められる場合は随時に実施する｡ 

 

（自主点検表等の提出） 

第９ 児童福祉施設には、原則として要綱第７で定める実施方針等を踏まえ指導監査に必

要な指導監査項目を掲げた「自主点検表」及び「事前提出資料」の様式を作成･提示し、

毎年度指定期限までに提出を求める。  

 

（一般監査の実施）  

第 10 一般監査は以下のとおり実施する。  

１ 指導監査の実施通知は、原則として、指導監査実施月の１か月前に児童福祉施設の設

置者に対して、あらかじめ指導監査対象に到達するよう、送付する。  

２ 児童福祉施設の運営等に問題が発生した場合、又は通報、現況報告書の確認の結果等

でそのおそれがあると認められる場合には、上記によらず指導監査の開始時に文書を提
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示するなどの方法により行う。  

３ 指導監査体制は、原則として２名以上の班を編成して行い、その編成及び実施日数は、

毎年度策定する指導監査計画において定める。  

４ 複数の児童福祉施設を運営する法人に対しては、複数の指導監査班によって合同の指

導監査を行い又は日程を調整の上近い時点で指導監査を行うよう、総合的な観点によっ

て実施する。 

５ 指導監査終了後、指導監査担当者相互で調整を行ったうえで、児童福祉施設の設置者

等に対して指導監査結果を講評し、改善の必要な事項と解決方法を指示する。なお、法

令解釈等で疑義が生じた場合など状況によっては、現地での講評を行わず、関係者を招

致して行うこともできる。  

６ 指導監査は、その効果を高めるために、必要に応じて、所管課職員、関係市町村職員、

関係行政機関職員又は児童福祉施設に関係する者に対し、指導監査への立ち会いを求め

又は必要事項の調査・照会を行うことができる。  

 

（一般監査後の取扱）  

第 11  一般監査終了後、以下の取扱を行う。  

１ 指導監査を担当した職員は、指導監査終了後、速やかにその結果についての調書を作

成し、児童福祉施設における意見や要望等がある場合には、これを付して上司に復命す

る。ただし、重大な事項については、直ちに報告を行う。  

２ 指導監査の結果、法令、通知等が遵守されていないため、文書による改善指導を要す

ると認められた事項（以下「文書指摘事項」という。）がある場合は、児童福祉施設の

設置者及び関係市町村に問題点及び改善方法等を通知する。  

なお、文書指摘事項に該当しない事項で、軽微な事項については、口頭指摘事項とし、

文書指摘事項と同様の方法により通知する。  

３ 指導監査をより効果的なものとするため、２の結果通知は、指導監査終了後概ね 30

日以内に行う。 

４ 指導監査結果の文書指摘事項について、児童福祉施設の設置者に対し改善期日を記載

した指導監査結果通知書を送付し、改善報告書の提出を求めるものとする。なお、改善

報告書の提出期日については、指導監査結果通知書発送日から概ね 30 日以内とする。 

５ 文書指摘事項に対する回答に疑義又は改善状況が不十分と認められる場合は、所管課

等と協議・連携の上、必要な指導を行う。  

６ 度重なる一般監査によっても、改善の措置が認められないときには、特別監査の実施

対象とする。 

 

（特別監査の実施）  

第 12  特別監査は以下のとおり実施する。  

１ 指導監査通知は、一般監査に準じて、事前に文書により行う。ただし、指導監査の目

的と効果を勘案し、指導監査の開始時に文書を提示するなどの方法により行うことがで

きる。 

２ 指導監査体制は、監査指導課、所管課等で構成する特別監査班を編成し実施する。  

３ 指導監査は、指導監査の目的・効果をその都度勘案し、問題の重要性や緊急性等の状

況に応じ、重点的又は改善が図られるまで継続的に実施する。  

４ 指導監査終了後、指導監査担当者相互で調整を行ったうえで、児童福祉施設の設置者

等に対して指導監査結果を講評し、改善の必要な事項と解決方法を指示する。ただし、

状況によって、現地での講評を行わず、関係者を招致して行うこともできる。  
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５ 指導監査には、その効果を高めるために、必要に応じて、関係市町村職員、関係行政

機関職員又は児童福祉施設に関係する者に対し、指導監査への立ち会いを求め又は必要

事項の調査・照会を行うことができる。  

 

（特別監査後の措置）  

第 13  特別監査終了後、以下の措置を講じる。  

１ 指導監査を担当した職員は、指導監査終了後、その概況を上司に報告し、必要に応じ

関係市町村又は関係行政機関と協議する。  

２ 指導監査の結果、児童福祉施設が法令に違反し、又はその運営が著しく適正を欠いて

いるために、その児童福祉施設の経営等に重大な支障を及ぼしていると認められるとき

は、当該児童福祉施設の設置者あて、理由を付して文書で通知する。  

３ 特別監査結果の文書指摘事項について、児童福祉施設の設置者に対し原則として  概ね

30 日以内に改善状況報告書又は改善計画書の提出を求め、その改善内容を精査するとと

もに、必要に応じ指導を継続する。  

４ 改善報告又は改善計画が期限内に提出されないとき、若しくは３の改善内容を精査し

た結果、改善の意志がなく、または改善を怠っていると認められるときは、法令の定め

るところにより行政処分を行うための手続きを進める。  

５ 利用者処遇に重大な影響が及んでいるなど緊急を要すると認められるときは、３及び

４にかかわらず、直ちに法令に基づく処分の手続きを進める。  

 

（指導監査結果の活用） 

第 14  指導監査結果は、適宜集約し、行政運営に資するため所管課等に提供する。  

 

（指導方針の統一、継続の確保）  

第 15  指導方針の統一を図るため、次の措置を講じる。  

１ 指導監査の実施に当たり生じた疑義及び関係法令等の解釈については、所管課等と調

整または協議により指導方針の統一と継続を図る。  

 

（指導監査情報の公開） 

第 16 指導監査に関する情報は、個人情報などを除き、公開に努める。  

 

（国への報告） 

第 17  必要に応じ、指導監査結果を国へ報告する。  

 

（要綱の適用除外）  

第 18 他の要綱に定めのある指導及び監査については、この要綱の適用を除外する。  

 

附 則 

この要綱は、平成 28 年４月１日から施行する。 

 

    附 則 

  この要綱は、平成 29 年４月１日から施行する。  

 

  附 則 

  この要綱は、平成 29 年７月 20 日から施行する。  
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  附 則 

  この要綱は、平成 30 年４月１日から施行する。  

 

  附 則 

  この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。  

 

  附 則 

  この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  

 

附 則 

  この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

 

  附 則 

  この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  

 

 別紙１ 指導監査対象区分  

 

区   分 

 

 

施   設 

 

指導監査の根拠法令 

 

 児童福祉施設 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
  

 

 

 

 乳児院 
 母子生活支援施設  
 保育所 
 児童養護施設 
 児童心理治療施設  
 児童自立支援施設  
 
  
 幼保連携型認定こども園 

 

 

 

 

 

 

 児童福祉法第 46 条 
児童福祉法施行令第 38 条 

 
 
 
 
 
 
 就学前の子どもに関する教
育、保育等の総合的な提供の
推進に関する法律第 19 条 
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３　指導監査の実施概要

（１）社会福祉法人

実施数 実施率(%)

 保護施設等設置社会福祉法人 1 1 100.0  地域福祉課

 老人福祉施設等　　　　〃 35 9 25.7  介護高齢課

 障害児(者)福祉施設等　〃 24 11 45.8  障害政策課

 社会福祉協議会等　　　〃 25 5 20.0  地域福祉課

 保育所等　〃 25 8 32.0  こども・子育て支援課

 児童養護施設等　　　　〃 1 0 0.0  児童福祉課

111 34 30.6

注１）

注２）

注３）

（２）社会福祉施設等、介護保険施設、障害児（者）福祉施設

実施数 実施率(%)

5 1 20.0
 生活こども課
 地域福祉課

 老人福祉施設 52 11 21.2  介護高齢課

57 12 21.1

 指定介護老人福祉施設 108 31 28.7  介護高齢課

 介護老人保健施設 52 12 23.1  介護高齢課

 介護医療院 10 3 30.0  介護高齢課

170 46 27.1

 福祉型障害児入所施設 3 3 100.0  障害政策課

 医療型障害児入所施設 6 6 100.0  障害政策課

 障害者支援施設 32 8 25.0  障害政策課

41 17 41.5

268 75 28.0

注１）

注２） 特別養護老人ホームは、指定介護老人福祉施設で計上しています。

所管課

複数の事業種別を経営する法人は、主たる事業種別に計上しています。

老人福祉施設等には、介護保険施設を含みます。

合　計

計

計

 保護施設、婦人保護施設等

社会福祉施設等

障害児（者）福祉
施設

介護保険施設

計

事業種別

対象数は、前年度末の対象数です。

社会福祉施設等、障害児（者）福祉施設の対象数は、前年度末の対象数です。

事業種別 対象数
実施状況

所管課

合　計

対象数
実施状況
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（３）介護サービス事業所、障害福祉サービス事業所等

実施数 実施率(%)

1,482 287 19.4  介護高齢課

677 115 17.0  介護高齢課

960 173 18.0  障害政策課

352 60 17.0  障害政策課

3,471 635 18.3

注１）

注２）

注３） 障害児通所支援事業所は、児童発達支援や放課後等デイサービス等のサービスを提供する事業所
です。

介護サービス事業所は、訪問介護等の居宅サービス及び要支援者に対する介護予防サービスを提
供する事業所です。

合　計

障害福祉サービス事業所等は、居宅介護等の訪問系、グループホーム等の居住系、生活介護や就
労支援等の通所系サービス、一般相談支援事業を提供する事業所です。

 障害福祉サービス事業所等

 障害児通所支援事業所

事業種別 対象数
実施状況

所管課

 居宅サービス事業所

 介護予防サービス事業所
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ア　居宅サービス事業所・介護予防サービス事業所別実施状況の内訳

 訪問介護 335 78 23.3

 訪問入浴介護 16 5 31.3

 訪問看護 176 26 14.8

 訪問リハビリテーション 13 2 15.4

 通所介護 456 94 20.6

 通所リハビリテーション 61 11 18.0

 短期入所生活介護 158 30 19.0

 短期入所療養介護 71 15 21.1

 特定施設入居者生活介護 52 9 17.3

 福祉用具貸与 74 10 13.5

 特定福祉用具販売 70 7 10.0

計 1,482 287 19.4

 訪問介護 － － －

 訪問入浴介護 12 5 41.7

 訪問看護 175 26 14.9

 訪問リハビリテーション 13 2 15.4

 通所介護 － － －

 通所リハビリテーション 61 11 18.0

 短期入所生活介護 152 30 19.7

 短期入所療養介護 70 15 21.4

 特定施設入居者生活介護 51 9 17.6

 福祉用具貸与 74 10 13.5

 特定福祉用具販売 69 7 10.1

計 677 115 17.0

2,159 402 18.6

区　分 対象事業所数 実施数 実施率(%)

注２） 「訪問看護」「訪問リハビリテーション」「通所リハビリテーション」について
は、保険医療機関のみなし指定を除いています。

居
宅
サ
ー

ビ
ス
事
業
所

介
護
予
防
サ
ー

ビ
ス
事
業
所

合     計

注１） 対象数は、前年度末の対象数です。
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イ　障害福祉サービス事業所等、障害児通所支援事業所別実施状況の内訳

 居宅介護事業所 138 23 16.7

 重度訪問介護事業所 131 20 15.3

 同行援護事業所 48 7 14.6

 行動援護事業所 9 1 11.1

 療養介護事業所 3 0 0.0

 生活介護事業所 139 31 22.3

 短期入所事業所 87 9 10.3

 自立訓練(機能訓練)事業所 2 0 0.0

 自立訓練(生活訓練)事業所 7 1 14.3

 就労移行支援事業所 15 2 13.3

 就労継続支援(Ａ型)事業所 39 6 15.4

 就労継続支援(Ｂ型)事業所 137 33 24.1

7 0 0.0

5 1 20.0

 共同生活援助事業所 135 35 25.9

 一般相談支援事業所（地域移行支援事業所） 31 2 6.5

 一般相談支援事業所（地域定着支援事業所） 27 2 7.4

960 173 18.0

14 13 92.9

 児童発達支援事業所(センターを除く) 96 8 8.3

 医療型児童発達支援事業所 － － －

 放課後等デイサービス事業所 226 29 12.8

 居宅訪問型児童発達支援 2 1 50.0

 保育所等訪問支援事業所 14 9 64.3

352 60 17.0

1,312 233 17.8

障
害
児
通
所
支
援
事
業
所

 児童発達支援センター(児童福祉施設･中核市
含む)

 就労定着支援

注）対象数は、前年度末の対象数です。

 自立生活援助

実施率(%)

合     計

障
害
福
祉
サ
｜
ビ
ス
事
業
所
等

計

計

実施数区　分 対象事業所数
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（４）児童福祉施設等

実施数

実地 書面 実施率(%)

164 87 77 100.0  こども・子育て支援課

125 75 50 100.0  こども・子育て支援課

14 14 0 100.0  児童福祉課

 乳児院 3 3 0 100.0

 母子生活支援施設 1 1 0 100.0

 児童養護施設 8 8 0 100.0

 児童心理治療施設 1 1 0 100.0

 児童自立支援施設 1 1 0 100.0

104 38 6 42.3  こども・子育て支援課

407 214 133 85.3

注１）

注２）

注３）

事業種別 対象数

実施状況

所管課

保育所には、保育所型認定こども園（５施設）を含みます。

認可外保育施設の実施数（実地）の内訳は次のとおりです。
夜間・一時預かり（９）、事業所・病院内（１４）、その他一般認可外（１５）

 内訳

 保育所

 幼保連携型認定こども園

 児童養護施設等

 認可外保育施設

合　計

対象数は休止中の施設を除きます（保育所１）。
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４　指導監査の実施状況・結果

（１）社会福祉法人

　　◎事業種別毎の文書指摘件数(事業種別はその法人が設置している主たる施設等）

事業種別 保護施設等 老人福祉施設等 障害児(者)福祉施設等 社会福祉協議会等 保育所等 児童養護施設等 合　計

対象数 1 35 24 25 25 1 111

実施数 1 9 11 5 8 0 34

実施率(%) 100.0 25.7 45.8 20.0 32.0 0.0 30.6

指摘法人数 1 8 10 4 6 0 29

1 22 26 7 9 0 65

１法人当たり 1.0 2.4 2.4 1.4 1.1 - 1.9

0 0 0 0 0 0 0

１法人当たり 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 - 0.0

0 5 12 2 8 0 27

１法人当たり 0.0 0.6 1.1 0.4 1.0 - 0.8

1 27 38 9 17 0 92

１法人当たり 1.0 3.0 3.5 1.8 2.1 － 2.7

注１）対象数は、前年度末の対象数です。
注２）老人福祉施設等には、特別養護老人ホーム（指定介護老人福祉施設）及び介護老人保健施設を含みます。
注３）この表における障害児(者)福祉施設等は、障害児・障害者の入所施設や通所サービス等です。
注４）この表における保育所等は、保育所・保育所型認定こども園、幼保連携型認定こども園です。

項
目

管　　理

組織運営

事　　業

合　　計
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（２）社会福祉施設

　　◎事業種別毎の文書指摘件数

事業種別 保護施設等 老人福祉施設 合　計

対象数 5 52 57

実施数 1 11 12

実施率(%) 20.0 21.2 21.1

文書指摘施設数 1 7 8

0 2 2

１施設当たり -  0.2 0.2

0 0 0

１施設当たり -  -  -  

0 0 0

１施設当たり -  -  -  

0 0 0

１施設当たり -  -  -  

1 15 16

１施設当たり 1.0 1.4 1.3

0 0 0

１施設当たり -  -  -  

0 0 0

１施設当たり -  -  -  

0 0 0

１施設当たり -  -  -  

0 0 0

１施設当たり -  -  -  

1 17 18

１施設当たり 1.0 1.5 1.5

注１）対象数は、前年度末の対象数です。
注２）保護施設等は救護施設、無料低額宿泊所及び婦人保護施設です。
注３）老人福祉施設は養護老人ホーム及び軽費老人ホームです。

運営基準

利用料等

食事の提供

預り金

財務会計

合　　計

人員基準

項
目

職員処遇

設備基準

防災対策
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（３）介護保険施設

　　◎事業種別毎の文書指摘件数

対象数 108 52 10 170

実施数 31 12 3 46

実施率(%) 28.7 23.1 30.0 27.1

文書指摘施設数 17 8 2 27

0 0 1 1

１施設当たり -  -  0.3 0.0

0 0 0 0

１施設当たり -  -  -  0.0

0 0 0 0

１施設当たり -  -  -  0.0

1 0 0 1

１施設当たり 0.0 -  -  0.0

37 13 7 57

１施設当たり 1.2 1.1 2.3 1.2

3 4 2 9

１施設当たり 0.1 0.3 0.7 0.2

0 0 0 0

１施設当たり -  -  -  0.0

0 0 0

１施設当たり -  -  0.0

0 0 0 0

１施設当たり -  -  -  0.0

41 17 10 68

１施設当たり 1.3 1.4 3 1.5

注１）対象数は、前年度末の対象数です。

指定介護老人
福祉施設

介護老人
保健施設

合　　計

注２）表中の斜線部は指導検査の対象外の項目です。

介護医療院

項
目

運営基準

給付費・加算等

食事の提供

預り金

財務会計

合　計

職員処遇

設備基準

防災対策

事業種別

人員基準
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事業種別
福祉型

障害児入所施設
医療型

障害児入所施設
障害者支援施設 合計

対象数 3 6 32 41

実施数 3 6 8 17

実施率(%) 100.0 100.0 25.0 41.5

文書指摘施設数 2 5 5 12

0 0 1 1

１施設当たり - - 0.1 0.1

0 0 0 0

１施設当たり - - - - 

0 0 0 0

１施設当たり - - - - 

0 0 0 0

１施設当たり - - - - 

2 7 6 15

１施設当たり 0.7 1.2 0.8 0.9

0 0 3 3

１施設当たり - - 0.4 0.2

0 0 0 0

１施設当たり - - - - 

0 0 0 0

１施設当たり - - - - 

0 0 0 0

１施設当たり - - - - 

2 7 10 19

１施設当たり 0.7 1.2 1.3 1.1

預り金

財務会計

合　　計

注１）対象数は、前年度末の対象数です。

設備基準

防災対策

運営基準

給付費・加算等

食事の提供

人員基準

（４）障害児（者）福祉施設

    ◎事業種別毎の文書指摘件数

項
目

職員処遇

- 49 -



（５）居宅サービス事業所
　　◎事業種別毎の文書指摘件数

対象数 335 16 176 13 456 61 158 71 52 74 70 1,482

実施数 78 5 26 2 94 11 30 15 9 10 7 287

実施率(%) 23.3 31.3 14.8 15.4 20.6 18.0 19.0 21.1 17.3 13.5 10.0 19.4

文書指摘事業所数 39 1 14 1 42 3 10 7 4 7 4 132

9 0 2 0 16 0 0 0 1 1 0 29

１事業所当たり 0.1 －  0.1 －  0.2 －  －  －  0.1 0.1 －  0.1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  0.0

2 0 1 0 0 0 0 3

１事業所当たり 0.0 －  0.0 －  －  －  －  0.0

74 2 28 2 49 5 14 5 4 26 11 220

１事業所当たり 0.9 0.4 1.1 1.0 0.5 0.5 0.5 0.3 0.4 2.6 1.6 0.8

6 0 3 0 5 0 2 2 1 0 0 19

１事業所当たり 0.1 －  0.1 －  0.1 －  0.1 0.1 0.1 －  －  0.1

0 0 0 0 0 0

１事業所当たり －  －  －  －  －  0.0

0 0 0 0

１事業所当たり －  －  －  0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  0.0

89 2 33 2 72 5 17 7 6 27 11 271

１事業所当たり 1.1 0.4 1.3 1.0 0.8 0.5 0.6 0.5 0.7 2.7 1.6 0.9

注１）対象数は、前年度末の対象数です。

注２）表中の斜線部は指導検査の対象外の項目です。

届出

合　　計

運営基準

給付費・加算等

預り金

食事の提供

通所リハ
短期入所
生活介護

短期入所
療養介護

特定施設
福祉用具

貸与
特定福祉
用具販売

合　計通所介護

設備基準

防災対策

人員基準

訪問リハ
事業
種別

訪問介護
訪問入浴

介護
訪問看護

項
目

- 50 -



（６）介護予防サービス事業所
　　◎事業種別毎の文書指摘件数

対象数 12 175 13 61 152 70 51 74 69 677

実施数 5 26 2 11 30 15 9 10 7 115

実施率(%) 41.7 14.9 15.4 18.0 19.7 21.4 17.6 13.5 10.1 17.0

文書指摘事業所数 1 13 0 2 7 4 4 6 4 41

0 2 0 0 0 0 1 1 0 4

１事業所当たり －  0.1 －  －  －  －  0.1 0.1 －  0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり －  －  －  －  －  －  －  －  －  0.0

0 1 0 0 0 0 1

１事業所当たり －  0.1 －  －  －  －  0.0

2 26 0 3 8 4 4 24 11 82

１事業所当たり 0.4 1.0 －  0.3 0.3 0.3 0.4 2.4 1.6 0.7

0 1 0 0 0 0 0 0 0 1

１事業所当たり －  0.0 －  －  －  －  －  －  －  0.0

0 0 0 0 0

１事業所当たり －  －  －  －  0.0

0 0 0 0

１事業所当たり －  －  －  0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり －  －  －  －  －  －  －  －  －  0.0

2 29 0 3 9 4 5 25 11 88

１事業所当たり 0.4 1.1 0.0 0.3 0.3 0.3 0.6 2.5 1.6 0.8

注１）対象数は、前年度末の対象数です。

届出

合　　計

注２）表中の斜線部は指導検査の対象外の項目です。

防災対策

運営基準

給付費・加算等

項
目

預り金

食事の提供

人員基準

設備基準

事業
種別

訪問介護
訪問入浴

介護
訪問看護 合　計特定施設

福祉用具
貸与

特定福祉
用具販売

訪問リハ 通所介護 通所リハ
短期入所
生活介護

短期入所
療養介護
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（７）障害福祉サービス事業所等

　　◎事業種別毎の文書指摘件数

対象数 138 131 48 9 3 139 87 2 7 15 39 137 7 5 135 31 27 960

実施数 23 20 7 1 0 31 9 0 1 2 6 33 0 1 35 2 2 173

実施率(%) 16.7 15.3 14.6 11.1 0.0 22.3 10.3 0.0 14.3 13.3 15.4 24.1 0.0 20.0 25.9 6.5 7.4 18.0

文書指摘事業所数 20 1 6 1 0 23 2 0 0 1 5 28 0 1 29 1 1 119

1 1 3 4 9

１事業所当たり 0.0 －  0.1 －  －  0.1 －  －  －  －  －  －  －  －  0.1 －  －  0.1

0

１事業所当たり －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  0

1 1 2

１事業所当たり －  －  －  －  －  －  －  0.0 －  －  0.0 0.0

55 2 22 2 41 2 5 12 71 73 1 1 287

１事業所当たり 2.4 0.1 3.1 2.0 －  1.3 0.2 －  －  2.5 2.0 2.2 －  －  2.1 0.5 0.5 1.7

19 10 17 2 20 1 23 92

１事業所当たり 0.8 －  1.4 －  －  0.5 －  －  －  1.0 －  0.6 －  1.0 0.7 －  －  0.5

0

１事業所当たり －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  0.0

0

１事業所当たり －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  0.0

0

１事業所当たり －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  0.0

0

１事業所当たり －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  0.0

75 2 33 2 0 61 2 0 0 7 12 92 0 1 101 1 1 390

１施設当たり 3.3 0.1 4.7 2.0 － 2.0 0.2 － -      3.5 2.0 2.8 － 1      2.9 1      0.5    2.3

注１）対象数は、前年度末の対象数です。

人員基準

職員処遇

就労継続
支援
(Ａ型)

就労継続
支援
(Ｂ型)

共同生活
援助

地域移行
支援

地域定着
支援

合　計療養介護 生活介護 短期入所
自立訓練
（機能訓

練）

自立訓練
（生活訓

練）

就労定着
支援

自立生活
援助

運営基準

給付費・加算等

食事の提供

防災対策

預り金

その他

合　　計

注２）表中の斜線部は指導検査の対象外の項目です。

就労移行
支援

事業種別 居宅介護
重度訪問

介護
同行援護 行動援護

項
目

届出
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（８）障害児通所支援事業所

　　◎事業種別毎の文書指摘件数

合　計

対象数 14 96 - 226 2 14 352

実施数 13 8 - 29 1 9 60

実施率(%) 92.9 8.3 - 12.8 50.0 64.3 17.0

文書指摘事業所数 4 7 - 20 0 5 36

0 2 0 6 0 0 8

１事業所当たり - 0.3 - 0.2 - - 0.1

0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり - - - - - - 0.0

0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり - - - - - - 0.0

0 0 0 1 0 0 1

１事業所当たり - - - 0.0 - - 0.0

4 15 0 57 0 11 87

１事業所当たり 0.3 1.9 - 2.0 - 1.2 1.5

2 7 0 26 0 2 37

１事業所当たり 0.2 0.9 -  0.9 -  0.2 0.6

0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり - - - - - - 0.0

0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり - - - - - - 0.0

6 24 0 90 0 13 133

１事業所当たり 0.5 3.0 - 3.1 0.0 1.4 2.2

注１）対象数は、前年度末の対象数です。

給付費・加算等

届出

その他

設備基準

保育所等
訪問支援

注２）表中の斜線部は指導検査の対象外の項目です。

項
目

事業種別

児童発達支
援センター
(児童福祉施
設・中核市

含む）

児童発達支
援(センター

除く)

医療型児童
発達支援

居宅訪問型
児童発達支

援

放課後等
デイサービ

ス

人員基準

合　　計

職員処遇

防災対策

運営基準
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（９）児童福祉施設等

　　◎事業種別毎の文書指摘件数

対象数 164 125 14 104 407

実施数 164 125 14 44 347

実施率(%) 100.0 100.0 100.0 42.3 85.3

文書指摘事業所数 25 7 7 22 61

1 0 0 7 8

１事業所当たり 0.0 － － 0.2 0.0

0 8 0 2 10

１事業所当たり － 0.1 － 0.0 0.0

24 0 7 19 50

１事業所当たり 0.1 － 0.5 0.4 0.1

0 0 0 4 4

１事業所当たり － － － 0.1 0.0

25 8 7 32 72

１事業所当たり 0.2 0.1 0.5 0.7 0.2

注１）対象数は、前年度末の対象数です。

合　計

人員基準・職員

項
目

事業種別
保育所・保育所型

認定こども園
幼保連携型認定こ

ども園
児童養護施設等 認可外保育施設

合　　計

設備・防災・防犯

保育（教育）・処遇

利用者への情報提供
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５　文書指摘の内訳

（１）社会福祉法人

指摘件数

 理事会等の議事録の記録及び保存が不適切 3

 役員等の選任手続きが不適切 16

 理事会の審議状況等が不適切 12

 評議員会の審議状況等が不適切 3

 理事会で特定の理事（監事）が欠席 11

 評議員会で特定の評議員が欠席 4

 理事会の招集手続きが不適切 1

 評議員会の招集手続きが不適切 10

 定款の不備又は実態との乖離 4

 その他 1

 総資産額等が未登記又は遅延 1
 決算関係書類が不適切 2
 寄付金の取扱いが不適切 1
 法人の業務、財務等の情報開示が不十分 1
 経理事務処理が不十分 15
 通帳と印鑑の管理・保管方法が不適切 7

92

（２）社会福祉施設

指摘件数

2

1

2

1

1

5

2

2

2

18

合　　　計

57

指　　摘　　内　　容

21.1

8

対象施設数

実施施設数 12

111

管理

項　目 指　　摘　　内　　容

34

30.6

29

組織運営

対象法人数

実施法人数

実施率(%)

文書指摘法人数

合　　　計

実施率(%)

文書指摘施設数

項　目

運営基準

人員基準  配置基準職員の不足（養護、軽費）

 運営規程等の内容の不備（養護、軽費）

 重要事項説明書の未整備（軽費）

 業務継続計画の策定等に係る取組みの不備（養護、軽費）

 身体拘束適正化への対応が不十分（軽費）

 虐待防止の措置の不備（軽費）

 感染症対策が不十分（養護、軽費）

 管理規程の届出不備（救護）

 協力医療機関の届出不備（軽費）
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（３）介護保険施設

指摘件数

1

1

7

 介護に係る全ての従業者の研修受講の措置 6

 身体拘束の適正化への対応が不十分 8

 虐待防止の措置の不備（特養、医療院） 5

 感染症対策が不十分 6

 口腔衛生の管理が不十分 9

 業務継続計画の研修・訓練の不備 14

1

1

9

68

（４）障害児（者）福祉施設

指摘件数

1

1

7

1

5

1

3

19

文書指摘施設数 27

対象施設数 170

実施施設数 46

実施率(%) 27.1

合　　　計

対象施設数 41

 各種加算の算定が不適切

 運営規程等の内容の不備

 栄養管理の不備（老健）

運営基準

 掲示が不十分（特養）

給付費・加算等

 非常災害対策が不十分（特養）防災対策

項　目 指　　摘　　内　　容

 医師の配置不明瞭（医療院）人員基準

17

実施率(%) 41.5

文書指摘施設数 12

実施施設数

合　　　計

項　目 指　　摘　　内　　容

 安全計画の策定等(医療型障害児入所)

給付費・加算等  各種加算の算定が不適切(個別支援計画未作成減算、重度障害者支援加算)（障害者支援施設）

 業務継続計画の策定等が不十分(障害者支援施設)(福祉型障害児入所）(医療型障害児入所)

 秘密保持等の対応が不十分(障害者支援施設)

人員基準  サービス管理責任者の配置不足(障害者支援施設)

 移行支援計画の作成の不備(福祉型障害児入所)(医療型障害児入所)

運営基準

 契約支給量の報告等の不備(障害者支援施設)
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（５）居宅サービス事業所

訪問介
護

訪問入
浴介護

訪問看
護

訪問リ
ハ

通所介
護

通所リ
ハ

短期入
所生活
介護

短期入
所療養
介護

特定施
設

福祉用
具貸与

特定福
祉用具
販売

合計

運営指導導対象事業所数 335 16 176 13 456 61 158 71 52 74 70 1,482

運営指導実施事業所数 78 5 26 2 94 11 30 15 9 10 7 287

実施率(%) 23.3 31.3 14.8 15.4 20.6 18.0 19.0 21.1 17.3 13.5 10.0 19.4

文書指摘事業所数 39 1 14 1 42 3 10 7 4 7 4 132

配置基準職員の不足 8 0 2 0 15 0 0 0 1 1 0 27

サービス提供責任者・生活相談員 3 5 8

看護職員 2 4 1 7

訪問介護員・介護職員 4 5 9

管理者 1 1

常勤の生活相談員又は介護職員なし 0

機能訓練指導員 1 1

その他（栄養士・福祉用具専門相談員
等）

1 1

1 1 2

雇用契約が不明確 0

9 0 2 0 16 0 0 0 1 1 0 29

設備の目的外使用等 0

防災訓練未実施等 2 1 3

計画の作成が不適切 6 0 3 0 5 0 0 0 0 2 0 16

計画の作成なし・大幅な遅れ 1 1

居宅サービス計画に沿った計画でない 1 1 2

利用者・家族への説明・同意・交付なし 1 2 1 4

アセスメントが未実施 1 1

モニタリングに不備 2 2

計画の内容が不適切・不十分 4 1 5

必要な計画変更が行われていない 0

介護支援専門員に未交付 0

主治の医師の文書での指示なし 0

その他 1 1

1 1 1 3

1 1 3 1 6

1 3 1 5

0

0

3 3 2 5 5 1 1 20

0

1 1 1 3

8 4 7 1 20

1 1

0

3 3

1 1

20 5 1 11 1 4 5 2 49

22 1 6 1 9 1 1 1 8 4 54

11 8 6 1 6 3 35

1 1 2 4

74 2 28 2 49 5 14 5 4 26 11 220

各種加算の算定が不適切 2 0 3 0 2 0 2 2 1 0 0 12

初回加算 1 1 2

特定事業所加算 1 1

中重度者ケア体制加算 0

個別機能訓練加算（Ⅰ） 1 1

個別機能訓練加算（Ⅱ） 0

個別機能訓練加算 0

認知症加算 0

口腔機能向上加算 0

理学療法士等体制強化加算 0

リハビリテーション提供体制加算 0

短期集中リハビリテーション実施加算 0

重度療養管理加算 0

サービス提供体制強化加算 1 1

入浴介助加算 1 1

夜間早朝深夜加算 0

緊急時訪問看護加算 1 1

その他（送迎加算・夜勤職員配置加算
等）

2 2 1 5

1 1

0

0

1 1

2 2

0

1 2 3

6 0 3 0 5 0 2 2 1 0 0 19

各種変更の届出なし又は遅延 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

89 2 33 2 72 5 17 7 6 27 11 271

業務継続計画の策定等

衛生管理等の不備

虐待の禁止への取り組みが不十分

身体拘束適正化指針が未整備

事故発生時の対応が不適切

小　　　計

届出

合　　　計

高齢者虐待防止措置未実施減算

サービスの提供の記録なく請求

同一建物に居住する利用者に対する減算

利用料等の受領・徴収が不適切

2時間以上3時間未満の通所介護の算定が不適
切
人員欠如減算

基本単位の算定が不適切

給
付
費
・
加
算
等

設備基準

身体拘束の取扱いが不適切

運営規程の不備

利用定員の超過

職員資質向上のための研修受講機会の未確保

重要事項説明書の記載、交付等に不備

居宅サービス計画に沿った提供に不備

居宅介護支援事業所との連携が不十分

掲示なし又は不適切

防災対策

運
営
基
準

サービスの提供内容、記録が不適切

個人情報を用いる場合の同意なし・従業者の
秘密保持に係る措置の不足

その他(会計区分、身分証、管理者責務）

小　　　計

福祉用具の機能、安全性等に関する点検結果
の記録が不適切

指摘内容

居宅サービスの種別・指摘件数

人
員
基
準

小　　　計

項
目

勤務表が未作成又は不十分
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（６）介護予防サービス事業所

訪問介
護

訪問入
浴介護

訪問看
護

訪問リ
ハ

通所介
護

通所リ
ハ

短期入
所生活
介護

短期入
所療養
介護

特定施
設

福祉用
具貸与

特定福
祉用具
販売

計

運営指導対象事業所数 12 175 13 61 152 70 51 74 69 677

運営指導実施事業所数 5 26 2 11 30 15 9 10 7 115

実施率(%) 41.7 14.9 15.4 18.0 19.7 21.4 17.6 13.5 10.1 17.0

文書指摘事業所数 1 13 0 2 7 4 4 6 4 41

配置基準職員の不足 0 2 0 0 0 0 1 1 0 4

サービス提供責任者・生活相談員 0

看護職員 2 1 3

訪問介護員・介護職員 0

管理者 0

機能訓練指導員 0

その他（栄養士・福祉用具専門相談員
等）

1 1

0

0

0 2 0 0 0 0 1 1 0 4

設備の目的外使用等 0

防災訓練未実施等 1 1

計画の作成が不適切 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1

計画の作成なし・大幅な遅れ 0

介護予防サービス計画に沿った計画でな
い

0

利用者・家族への説明・同意、交付なし 0

モニタリングに不備 1 1

サービス提供責任者が作成していない 0

介護予防支援事業者への報告がされてい
ない

0

計画の内容が不適切・不十分 0

必要な計画変更が行われていない 0

実施状況の把握や計画の変更が不適切 0

主治の医師の文書での指示なし 0

その他（　　　　　　　　　　） 0

0

1 1

1 1

3 3

0

0

1 5 4 1 1 12

0

1 1

5 1 6

0

0

0

1 1

4 1 2 5 2 14

1 7 1 1 8 4 22

9 6 3 18

1 1 2

2 26 0 3 8 4 4 24 11 82

各種加算の算定が不適切 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1

初回加算 0

生活機能向上グループ活動加算 0

運動器機能向上加算 0

口腔機能向上加算 0

送迎加算 0

個別機能訓練加算 0

サービス提供体制強化加算 1 1

その他（看護体制加算・夜勤職員配置加
算等）

0

0

0

0

0 1 0 0 0 0 0 0 0 1

各種変更の届出なし又は遅延 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 29 0 3 9 4 5 25 11 88

虐待の禁止への取り組みが不十分

身体拘束適正化指針が未整備

事故発生時の対応が不適切

運営規程の不備

届出

業務継続計画の策定等

衛生管理等の不備

合　　　計

小　　　計

給
付
費
・
加
算
等

基本単位の算定が不適切

人員欠如減算

利用料等の徴収・受領が不適切

小　　　計

介護予防サービスの種別・指摘件数

人
員
基
準

雇用契約が不明確

小　　　計

項
目

勤務表が未作成又は不十分

指摘内容

設備基準

職員資質向上のための研修受講機会の未確保

介護予防サービス計画に沿った提供に不備

居宅介護支援事業所との連携が不十分

重要事項説明書の記載、交付等に不備

防災対策

利用定員の超過

身体拘束の取扱いが不適切

運
営
基
準

サービスの提供内容、記録が不十分

個人情報を用いる場合の同意なし・従業者の
秘密保持に係る措置の不足

福祉用具の機能、安全性等に関する点検結果
の記録が不適切

その他（身分証の提示、記録の整備）

掲示なし又は不適切

介護予防サービス計画の変更の援助が不十分
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（７）障害福祉サービス事業所等

居宅
介護

重度
訪問
介護

同行
援護

行動
援護

療養
介護

生活
介護

短期
入所

自立訓練
（機能訓

練）

自立訓練
（生活訓

練）

就労
移行
支援

就労継続
支援(Ａ

型)

就労継続
支援(Ｂ

型)

就労
定着
支援

自立
生活
援助

共同
生活
援助

地域
移行
支援

地域
定着
支援

合計

運営指導対象事業所数 138 131 48 9 3 139 87 2 7 15 39 137 7 5 135 31 27 960

運営指導実施事業所数 23 20 7 1 0 31 9 0 1 2 6 33 0 1 35 2 2 173

実施率(%) 16.7 15.3 14.6 11.1 0.0 22.3 10.3 0.0 14.3 13.3 15.4 24.1 0.0 20.0 25.9 6.5 7.4 18.0

文書指摘事業所数 20 1 6 1 0 23 2 0 0 1 5 28 0 1 29 1 1 119

第１  基本方針・一般原則 0

第２　人員に関する基準 1 0 1 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 0 9

1 1 1 2 3 7

2 1 1 2

3 管理者の不足 0

4 職務の専従 0

第３　設備に関する基準 0

第４　運営に関する基準 55 2 22 2 0 41 2 0 0 5 12 72 0 0 74 1 1 289

1 1 1 2

2 1 1 3 5

3 提供拒否の禁止 0

4 0

5 サービスの提供の記録の不備 1 1

6 6 6

7 0

8 0

9 6 6

10 2 1 1 4

11 2 2 4

12 0

13 0

14 工賃の支払いが不適切 3 13 16

障害福祉サービスの種別・指摘件数

指定事業者が支給決定障害者
等に求めることのできる金銭の
支払の範囲等

利用者負担額等の受領が不適
切

サービス提供(児童発達支援管
理)責任者の責務遂行が不十分

利用者負担額に係る管理が不
適切

項
目

従業者の員数(生活支援員、看
護職員等)の不足

内容及び手続の説明及び同意
がされていない

契約支給量（契約内容）の報告
等がされていない

入退所(居)の記録の記載等の
不備

指摘内容

サービス提供(児童発達支援管
理)責任者の不足

連絡調整（要請）に対する協力・
あっせん調整

給付費等の額に係る通知等が
されていない

計画の作成（書類の交付）の不
備

管理者の責務（管理者による管
理等）遂行が不十分

- 59 -



居宅
介護

重度
訪問
介護

同行
援護

行動
援護

療養
介護

生活
介護

短期
入所

自立訓練
（機能訓

練）

自立訓練
（生活訓

練）

就労
移行
支援

就労継続
支援(Ａ

型)

就労継続
支援(Ｂ

型)

就労
定着
支援

自立
生活
援助

共同
生活
援助

地域
移行
支援

地域
定着
支援

合計

障害福祉サービスの種別・指摘件数

項
目

指摘内容

15 実習の実施が不十分 0

16 社会生活上の便宜の供与等 1 1

17 0

18 0

19 食事の提供に関する不備 0

20 1 1 1 3

21 勤務体制の確保等が不十分 2 1 2 1 1 3 2 12

22 定員の遵守が不適切 0

23 非常災害対策が不十分 1 1 2

24 衛生管理等の不備 18 1 6 1 9 1 4 14 15 69

25 業務継続計画の不備 13 1 4 1 19 1 1 2 21 23 1 1 88

26 掲示の不備 0

27 秘密保持等が不適切 1 1 1 1 4 8

28 0

29 会計の区分が不適切 0

30 9 5 4 1 5 6 30

31 0

32 記録の整備が不十分 0

33 経過措置・特例 0

34 8 5 3 1 5 3 25

35 懲戒に係る権限の乱用禁止 0

36 0

37 0

38 体験的な宿泊支援 0

39 その他（会計書類未作成） 6 6

40 1 1

0

第６　変更の届出等が不適切 0

事故発生時の対応が不十分

障害福祉サービスの体験的利
用支援

身体拘束等の禁止への取り組
みが不十分

第５　多機能型（一体型）に関する特
例の取扱いが不適切

虐待の禁止への取り組みが不
十分

障害児に係る給付金の金銭管
理

地域との連携等（関係機関との
連絡調整）

その他（受託居宅介護サービス
事業者への委託）

運営規程の整備が不適切

利用者及び従業者以外の者の
雇用

職場への定着のための支援が
不十分
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居宅
介護

重度
訪問
介護

同行
援護

行動
援護

療養
介護

生活
介護

短期
入所

自立訓練
（機能訓

練）

自立訓練
（生活訓

練）

就労
移行
支援

就労継続
支援(Ａ

型)

就労継続
支援(Ｂ

型)

就労
定着
支援

自立
生活
援助

共同
生活
援助

地域
移行
支援

地域
定着
支援

合計

障害福祉サービスの種別・指摘件数

項
目

指摘内容

第７　給付費の算定及び取扱い 19 0 10 0 0 17 0 0 0 2 0 20 0 1 23 0 0 92

1 0

2 1 1 2

3 各種加算の取扱いが不適切 18 10 17 2 19 1 23 90

第８　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

75 2 33 2 0 61 2 0 0 7 12 92 0 1 101 1 1 390合　　　計

基本事項

サービス費・自立支援給付費の
取扱いが不適切
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（８）障害児通所支援事業所

児童発達
支援セン
ター(児童
福祉施

設・中核
市含む)

児童発達
支援
(セン
ター除
く)

医療型
児童発達

支援

放課後等
デイサー

ビス

居宅訪問
型児童発
達支援

保育所等
訪問支援

合計

運営指導対象事業所数 14 96 － 226 2 14 352

運営指導実施事業所数 13 8 － 29 1 9 60

実施率(%) 92.9 8.3 － 12.8 50.0 64.3 17.0

文書指摘事業所数 4 7 － 20 0 5 36

第１  基本方針・一般原則 0

第２　人員に関する基準 0 2 0 6 0 0 8

1 従業者の員数(生活支援員、看護職員等)の不足 1 4 5

2 1 2 3

3 管理者の不足 0

第３　設備に関する基準 0

第４　運営に関する基準 4 15 0 58 0 11 88

1 内容及び手続の説明及び同意がされていない 1 1 2

2 契約支給量（契約内容）の報告等がされていない 1 1 2

3 受給資格の確認がされていない 0

4 サービスの提供の記録の不備 1 1

5 0

6 0

7 給付費等の額に係る通知等がされていない 0

8 取扱方針 0

9 計画の作成（書類の交付）の不備 1 3 4

10 管理者の責務（管理者による管理等）遂行が不十分 0

11 0

12 健康管理の不備 0

13 運営規程の不備 1 1 2

14 勤務体制の確保等が不十分 2 2

15 非常災害対策が不十分 1 1

16 業務継続計画の策定等 2 4 15 3 24

17 衛生管理等の不備 2 3 13 2 20

18 安全計画の策定等 2 11 2 15

19 自動車を運行する場合の所在の確認 0

20 掲示の不備 0

21 秘密保持等が不適切 2 2

22 事故発生時の対応が不十分 0

23 会計の区分が不適切 0

24 記録の整備が不十分 1 1 2

25 1 5 1 7

26 虐待の禁止への取り組みが不十分 3 1 4

27 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　） 0

第５　多機能型（一体型）に関する特例の取扱いが不適切 0 0 0 0 0 0 0

第６　変更の届出等が不適切 0 0 0 0 0 0 0

第７　給付費の算定及び取扱い 2 7 0 26 0 2 37

1 基本事項 0 0

2 サービス費・自立支援給付費の取扱いが不適切 1 1

3 各種加算の取扱いが不適切 2 7 25 2 36

第８　その他 0 0 0 0 0 0 0

6 24 0 90 0 13 133

項
目

合　　　計

児童発達支援管理責任者の責務不適切

身体拘束等の禁止への取り組みが不十分

障害児通所支援の種別・指摘件数

指定事業者が支給決定障害者等に求めることのできる金銭の支払の範囲等

児童発達支援管理責任者の不足

利用者負担額等の受領が不適切

指摘内容
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（９）児童福祉施設等

保育所・保育所
型認定こども園

幼保連携型認
定こども園

児童養護施設
等

認可外保育施
設

合計

一般監査等対象事業所数 164 125 14 104 407

一般監査等実施事業所数 164 125 14 44 347

実施率(%) 100.0 100.0 100.0 42.3 85.3

文書指摘事業所数 25 7 7 22 61

人員基準・職員 1 0 0 7 8

1 3 4

4 4

設備・防災・防犯 0 8 0 2 10

4 1 5

1 1

3 3

1 1

保育（教育）・処遇 24 0 7 19 50

24 7 16 47

1 1

設置届とは異なる所在地で保育を行っている 1 1

利用者への情報提供 0 0 0 4 4

施設及びサービスに関する内容が掲示されていない 2 2

サービス利用者に対する契約内容の書面等による交付がされていない 2 2

25 8 7 32 72

11

※安全計画とは、児童の安全の確保を図るため、当該児童福祉施設の設備の安全点検、職員、児童等に対する施設外での活動、取組等を含めた児童福
祉施設での生活その他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他児童福祉施設における安全に関する事項についての計画の
略。

合　　　計

項
目

指摘内容

睡眠中に保育室に職員が在室していないなど、乳幼児突然死症候群に対する
注意を払っていない

消防用具（消火器等）が設置されていない

避難訓練及び消火訓練を毎月１回以上実施していない

防犯訓練を定期的に実施していない

安全計画（※）が策定されていない

事故発生時に速やかに当該事実を県知事等に報告していない

児童福祉施設等の種別・指摘件数

乳児室・ほふく室で面積基準を超過している

保育所に従事する職員が常時２人以上配置されていない

保育士等の資格を有する者が配置されていない・足りない
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６　特別監査及び監査の実施状況

事業所等 件数 事業所等 件数

1 1 0 1 4 0 0 0 0

8 7 1 3 8 0 0 4 1

1 1 0 1 1 0 0 0 0

1 1 0 1 1 0 0 0 0

 居宅サービス事業所 7 6 1 2 7 0 0 4 1

 訪問介護事業所 1 1 0 1 5 0 0 0 0

 訪問看護事業所 1 0 0 0 0 0 0 0 1

 通所介護事業所 5 5 1 1 2 0 0 4 0

6 5 5 2 4 0 0 0 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0

5 4 4 2 4 0 0 0 1

1 0 0 0 0 0 0 0 1

 共同生活援助、短期入所 4 4 4 2 4 0 0 0 0

1 1 1 0 0 0 0 0 0

 児童福祉施設等 0 0 0 0 0 0 0 0 0

15 13 6 6 16 0 0 4 2

注）その他は行政処分・勧告・文書指摘がなかったものです

 社会福祉法人・社会福祉施設等 

合　計

 介護サービス事業所等 

 障害福祉サービス事業所等 

 障害児（者）福祉施設 

 就労継続支援B型

 障害児通所支援事業所（児童
発達支援、放課後等デイサービ
ス）

 介護保険施設 

指定介護老人福祉施設

 障害福祉サービス事業所 

 　介護保険サービス及び障害福祉サービスの利用者や家族、従業員などからの苦情や通報を受け、または運営
指導の際に不正や著しい基準違反の疑いが認められた場合等に機動的に監査を実施している。
 　令和６年度は、１５事業所等の監査を実施し、６事業所に対して行政処分（指定取消、指定の一部の効力の停止
（６月）、指定の一部の効力の停止　（３月））、６事業所等に対し改善勧告を行っている。

文書指摘
翌年度
継続数

区　　分 実施数
監査
終了

行政
処分

勧  告

その他
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７　業務管理体制の確認検査（一般検査・特別検査）

業務管理体制一般検査実施状況（事業者数）

実地 書面 出頭 合計 実地 書面 出頭 合計 実地 書面 出頭 合計

指摘無し 0 139 0 139 0 56 0 56 1 0 0 1

口頭指導 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

文書指導 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

改善勧告 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 0 139 0 139 0 56 0 56 1 0 0 1

業務管理体制特別検査実施状況（事業者数）

実地 出頭 合計 実地 出頭 合計 実地 出頭 合計

改善勧告 0 2 2 0 1 1 0 0 0

勧告なし(取消） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

文書指導 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 0 2 2 0 1 1 0 0 0

児童福祉施設等

R
6
年
度

R
6
年
度

介護保険サービス事業者 障害福祉サービス事業者

介護保険サービス事業者 障害福祉サービス事業者 児童福祉施設等

- 65 -



８　集団指導

○社会福祉法人

令和６年８月２３日
～１０月９日

資料送付による
書面研修及び
Microsoft
Formsでのアン
ケート

役員等、
事務部門
の管理職
（事務長・
会計責任
者等）

112 112 他県の事例紹介、指摘事例

112 112

○介護保険施設等

令和６年５月３１日
～７月２６日

ホームページに
資料掲載及び
Microsoft
Formsでのアン
ケート

施設長、
管理者、
実務担当
者

1260 1164

・運営指導と監査
・生活保護法による指定等
・運営指導における指摘事例
・介護労働者の労働条件確保等につ
いて

令和６年１０月４日
～１１月２２日

ホームページに
資料掲載及び
Microsoft
Formsでのアン
ケート

施設長、
管理者、
実務担当
者

38 37

・介護保険制度、業務管理体制
・運営指導と監査
・生活保護法による指定等
・運営指導における指摘事例
・介護労働者の労働条件確保等につ
いて

1,298 1,201

社会福祉法人
運営者向け研
修

名称

名称 開催日
対象

事業所数

内容開催日 開催方法 対象者

計

内容

対象
法人数

参加法人
数

参加事業
所数

計

介護保険サービ
ス事業者等説明
会

（訪問入浴と短期入
所、介護医療院を除
くサービス※医療み
なしは除く）

開催方法 対象者

介護保険新規
指定事業者説
明会

（訪問介護、訪問看
護、通所介護）
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○障害福祉施設等

令和６年５月２７日
～６月２８日

ホームページに
資料掲載及び
Microsoft
Formsでのアン
ケート

施設長、
管理者、
実務担当
者

252 200

・運営上の留意点（報酬改定含む）
・実地指導を通じての留意点
・処分事例について
・障害者虐待防止
・災害（BCP）について

令和６年５月２７日
～６月２８日

ホームページに
資料掲載及び
Microsoft
Formsでのアン
ケート

管理者、
実務担当
者

321 245

・運営上の留意点（報酬改定含む）
・実地指導を通じての留意点
・処分事例について
・障害者虐待防止
・災害（BCP）について

令和６年５月２７日
～６月２８日

ホームページに
資料掲載及び
Microsoft
Formsでのアン
ケート

管理者、
実務担当
者

202 157

・運営上の留意点（報酬改定含む）
・実地指導を通じての留意点
・処分事例について
・障害者虐待防止
・災害（BCP）について
・就労支援会計について

令和６年５月２７日
～６月２８日

ホームページに
資料掲載及び
Microsoft
Formsでのアン
ケート

管理者、
実務担当
者

137 108

・運営上の留意点（報酬改定含む）
・実地指導を通じての留意点
・処分事例について
・障害者虐待防止
・災害（BCP）について

令和６年５月２７日
～６月２８日

ホームページに
資料掲載及び
Microsoft
Formsでのアン
ケート

管理者、
実務担当
者

367 294

・運営上の留意点（報酬改定含む）
・実地指導を通じての留意点
・処分事例について
・障害者（児）虐待防止
・災害（BCP）について

令和６年５月２７日
～６月２８日

ホームページに
資料掲載及び
Microsoft
Formsでのアン
ケート

管理者、
実務担当
者

9 7

・運営上の留意点（報酬改定含む）
・実地指導を通じての留意点
・処分事例について
・障害児虐待防止
・災害（BCP）について

令和６年５月２７日
～６月２８日

ホームページに
資料掲載及び
Microsoft
Formsでのアン
ケート

管理者、
実務担当
者

58 52

（一般相談支援対象）
・一般相談支援について
・処分事例について
・障害者虐待防止
・災害（BCP）について

1,346 1,063

　 2,756 2,376

内容
対象

事業所数
視聴

事業所数

合　計

名称 開催日 開催方法 対象者

障害者入所・通
所事業所等に
係る説明会

障害福祉サービ
ス事業所（訪問
系サービス）に
係る説明会

就労支援事業
所に係る説明会

共同生活援助
に係る説明会

障害児通所支
援事業所に係る
説明会

障害児入所施
設に係る説明会

相談支援事業
所に係る説明会

計
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１　立入検査の概要

　県では、医療法第２５条第１項の規定に基づき、病院等を対象に立入検査を行いました。

（１）立入検査の対象
　　　県所管（中核市（前橋市保健所及び高崎市保健所）管内を除く）の病院及び有床診療所
　　　・県所管の病院（令和６年４月１日現在　８２病院）。
　　　・県所管の有床診療所（原則３年に１回）（令和６年４月１日現在　３０診療所）

（２）立入検査の実施機関
　　　病院については監査指導課及び各保健福祉事務所の専門職（医師、臨床検査技師、薬剤師、
　　診療放射線技師及び栄養士）が実施し、有床診療所については、監査指導課が実施します。

（３）立入検査に基づく改善指導
　　　立入検査の結果については、軽微な内容は口頭により、注意・要望事項や不適合事項など
　　重要な内容は文書により改善指導を行います。不適合事項については、改善状況の報告を求
　　めています。

（４）所管課との連携
　　　病院等の所管課である医務課や感染症・疾病対策課、薬務課、健康長寿社会づくり推進課
　　とは、立入検査に際し情報の共有・交換を行い、所管課としての指導との整合を図っていま
　　す。

２　病院の立入検査の実施状況・結果

　県が所管する全８２病院のうち、休止中の１病院を除く８１病院に対し立入検査を実施しまし
た。
（対象病院における新型コロナウイルス感染症の影響などを十分に確認した上で実施しました。）
　不適合事項として改善を求める文書指摘を行ったのは４１病院、のべ７３件で、多かった内容
は、「医師などの医療従事者が標準数を充足していない」、「医療事故発生時の対応に関する体制
整備が不十分」、「消火・避難訓練が不十分」というものでした。

Ⅱ 医療機関への立入検査Ⅱ 医療機関への立入検査Ⅱ 医療機関への立入検査Ⅱ 医療機関への立入検査
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◎不適合事項の内容

件数

 医師数 2

 歯科医師数 7

 薬剤師数 4

 専属薬剤師 2

 職員の健康管理 2

1

4

3

4

3

9

 診療録 3

 輸血の安全管理体制 1

 検査室の管理体制 1

2

1

1

2

 麻薬を施錠管理していない 2

 麻薬処方箋に不備がある 1

 覚せい剤原料の管理が不十分 2

 毒劇物の管理が不十分 2

2

 処方箋の取扱い 1

1

1

 診療放射線の安全管理体制 2

3

1

1

 医療機器等安全管理 2

73

注）１つの病院が複数の指摘を受けている場合があります。

 X線診療室に標識がない 

 放射線管理

 医薬品業務手順書の内容に不備がある 

 診療報放射線安全利用従事者研修を実施していない 

 医薬品の安全管理体制

 診療放射線の管理区域の運用が不適切 

 レントゲン室の「使用中ランプ」が点灯しない 

 医薬品の取扱い

 医薬品安全職員研修を実施していない 

 輸血製剤に関する記録の管理体制が不十分 

 検査室の管理体制に不備がある 

 検体検査の標準作業書を作成していない 

 検体検査の作業日誌を作成していない 

 試薬管理台帳を作成していない 

計

 医療事故発生時の対応に関する体制整備が不十分 

 診療録の管理体制が不十分 

管
理

 劇薬と普通薬が混置されている 

 調剤した容器等に「調剤年月日」、「調剤した薬剤師の氏名」を記載していない 

 医療機器の保守管理体制が不十分 

 医療安全委員会に関する指針等への記載に不備がある  医療安全体制

 医療安全管理指針の内容に不備がある 

 検体検査

 感量500mgの上皿てんびんを備えていない 

　　立入検査対象病院数（令和６年４月１日現在） 82

　　立入検査実施病院数 81

　　実　施　率(%) 98.8

 防火・消火用設備の点検報告が不十分 

従
事
者

　　不適合事項のあった病院数 41

項　　目 内　　　　　　　容

 医師の標準数を充足していない 

 歯科医師数の標準数を充足していない 

 薬剤師の標準数を充足していない 

 専属薬剤師を配置していない 

 防火・防災対策

 職員の健康管理が不十分 

 消防計画が更新されていない 

 消火・避難訓練が不十分 
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３　有床診療所の立入検査の実施状況・結果

◎不適合事項の内容

　　立入検査実施診療所数 3

　　実　施　率(%) 10.0

　　不適合事項のあった診療所数 0

　　立入検査対象診療所数（令和６年４月１日現在） 30

　

　県が所管する有床診療所（前橋市保健所及び高崎市保健所管内は除く）は３０診療所です。
　令和６年度は、計画数を８診療所として、立入検査の実施を３診療所に実施しました。
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Ⅲ 事例等 

 ※過去の事例等を含む。 

 

 

 

 

 １ はじめに（事例の理解を深めるために）      

  【指導監査の類型、指導監査の重点、基準条例の性格】   
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１ はじめに（事例の理解を深めるために）     

 

  

 （１）指導監査の類型 

 

社会福祉施設等の指導監査は、法令遵守、適正運営とサービスの質の確保等を図る

ことを目的として実施しています。その類型は、以下のとおりとなっています。 

 

１ 一般監査・運営指導・立入検査 

基準条例や報酬告示等を満たしているかどうか、法人・施設・事業所に赴き、関係

書類の調査や関係職員へのヒアリングにより行います。具体的には、自主点検表で   

網羅的に確認します。２～３年を標準として、定期的に実施します。（児童福祉施設等

は毎年実施。介護サービス事業所は６年に１回以上実施）   

２ 特別監査・監査 

著しい基準違反及び報酬の不正請求が疑われた場合等に、法人・施設・事業所   

に赴き、関係書類の調査や関係職員へのヒアリングにより、機動的に実施します。 

 

３ 集団指導    

介護保険制度や障害福祉制度の改正内容、報酬の算定方法、問題事例等につ   

いて、同種事業の施設等に対し、ホームページへの資料掲載等により周知します。 

    

 

 

 （２）指導監査の重点項目 

 

運営指導等は、「自主点検表」に基づいて網羅的に確認していますが、特に、次の事

項に重点を置いています。 

 

○社会福祉法人 

 

１ 経営組織のガバナンスの強化 

 

２ 財務規律の強化 

 

３ 法人運営の透明性の確保 
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○介護保険施設、障害福祉サービス事業所等 

 

１ 利用者保護とサービスの質の確保・向上 

・ 虐待防止・身体拘束の適正化 

・ 安全対策の体制整備と徹底 

 

２ 報酬等の適正な取扱い 

  

 

○児童福祉施設等 

  

１ 虐待防止対策 

 

２ 事故防止対策 

 

３ 非常災害対策及び防犯対策 

 

４ 感染症対策  

  

 

 （３）基準条例の性格 

 

介護保険施設、障害福祉サービス事業、児童福祉施設等の目的を達成するために

必要な最低の基準を定めたもので、サービス事業者等は常にその事業の運営の向上

に努めなければなりません。 

 

区 分 概     要 

 

 基本方針 

 

介護保険法等における理念（自立支援、人格尊重義務、医療 

等連携）、サービス内容の定義等を規定。 

 

 人員基準 

 

サービスを提供する上で、最低限必要とする職員の数を規定 

 （職種によって、介護報酬等の減算対象）。 

 

 設備基準 

 

 

必要な設備の基準及び面積基準等を規定。 

 

 

 運営基準 

 

利用者サービスの基準、リスク（災害、事故、感染症等）対策 

等に関する基準を規定。 
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 基準違反に対する処分 

基準違反があった場合は、介護保険法等による改善勧告等の対象となることが

あります。改善勧告に従わなかったときは、命令を、更に命令に従わなかった場

合は指定取消等の行政処分を受けます。さらに、次の基準違反は、直ちに行政処

分となります。 

① 利用者が負担すべき額の支払を適正に受けなかったとき 

② 居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業

者によるサービスを利用させる代償として、金品、その他の財産上の利

益を供与したとき 

③ 利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき 

④ その他①～③に準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき 

 

特に居宅サービス事業等の多くの分野においては、基準に合致することを前

提に自由に事業への参入を認められていることに鑑み、基準違反に対しては、

厳正な措置が講じられるため、自主点検表を活用し定期的なチェックをするこ

とが望まれます。 
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 （４）監査及び特別監査の概要 

 

監査及び特別監査は、著しい基準条例違反及び不正請求等が疑われた場合に、

公益侵害を排除することを目的として実施します。 

 そして、介護保険法等に規定されている処分事由に該当するか否かで次のとおりの  

結果となります。 

 

 

          処分事由に非該当                       処分事由に該当 

 

区分 行政指導  区分 行政処分 

Ⅰ  なし                  Ⅰ  命令                 

Ⅱ  注意                  Ⅱ  一部効力停止         

Ⅲ  指摘                  Ⅲ  全部効力停止         

Ⅳ  改善勧告              Ⅳ  指定取消             

 

 

 

基準違反等の疑い 

 

 

 

監  査  の  実  施 

 

 

 

                        改 善 勧 告 

 

 

 

 

                        改 善 命 令    公  表 

 

 

 

 指定取消等の行政処分 

 ※事業所名、代表者氏名、内容等を公示 

 

正当な理由なく勧告に係る

措置を執らない 
期限内に勧告に従わない 

命令に従わない 

利用者負担を適正に受け

ていないとき、不正請

求、人格尊重義務違反等 
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 ２ 社会福祉法人指導事例                
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項   目 

  

（１）社会福祉法人運営  

事例１  定款等の公表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７８ 

事例２  定款の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７８ 

事例３  登記事項の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７９ 

事例４  評議員の資格要件の確認不足等・・・・・・・・・・・・・・・ ７９ 

事例５  評議員の招集等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８０ 

事例６  理事会の要議決事項の審議等・・・・・・・・・・・・・・・・ ８０ 

事例７  理事会の議事録・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８１ 

事例８  評議員会等の頻回な欠席・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８１ 

（２）社会福祉法人会計  

事例１  補正予算の編成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８２ 

事例２  月次試算表の確認・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８２ 

事例３  法人内の内部取引・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８３ 

事例４  固定資産の減価償却・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８３ 

事例５  賞与引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８４ 

事例６  計算書類に対する注記・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８４ 

事例７  計算書類等の整合性・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８５ 

事例８  計算書類等（いわゆる決算書類）・・・・・・・・・・・・・・ ８５ 

事例９  計算書類等（累計資産）・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８６ 

事例１０  計算書類等（固定資産）・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８６ 

事例１１  計算書類等（預金残額）・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８７ 

事例１２  物品による寄附・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８７ 

事例１３  実質的な出納に係る内部牽制機能・・・・・・・・・・・・・・ ８８ 

事例１４  現金の管理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８８ 

事例１５  現金の管理（紛失）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８９ 

事例１６  現金の管理（売上金）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８９ 

事例１７  小口現金資金の取扱い・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９０ 

事例１８  会計伝票による処理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９０ 

事例１９  食材の購入・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９１ 

事例２０  費用の支払いの大幅な遅延・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９１ 

事例２１  概算払いに係る会計処理・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９２ 

事例２２  契約書の作成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９２ 

事例２３  契約手続の不備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９３ 
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事例１ 定款等の公表

最新の定款等が公表されていない事例がありました。

≪基本事項≫

定款、報酬等の支給基準、役員などの名簿、計算書類及び現況報告書については、インター

ネットを利用して最新のものを公表してください。

なお、インターネットの利用による公表については、原則として、法人（または法人が加入

する団体）のホームページへの掲載によりますが、「社会福祉法人の財務諸表等電子開示シス

テム」による方法による届出を行い、内容が公表された場合には、インターネットの利用によ

る公表が行われたものと見なされます。

２ 社会福祉法人指導事例

（１）社会福祉法人運営

事例２ 定款の変更

定款に定めている事業が実施されていない(定款の変更を行っていない)事例がありました。

≪基本事項≫

定款に記載している事業を実施していない場合は、定款を変更してください(休止中の事業で
あって、再開の見込みがある場合を除く)。

定款には行う事業を正確に定める必要があるため、法人が新たな種類の事業を開始する場合や
既存の種類の事業を廃止する場合には、定款を変更する必要があります。
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事例３ 登記事項の変更

代表権を有する者の選任（重任）登記や、資産総額の変更登記の遅れがある事例がありました。

≪基本事項≫

登記事項に変更が生じた場合は、組合等登記令で定められた期間内に登記を行う必要がありま

す。

代表権を有する者の登記は第３条第１項に基づき変更後２週間以内に、資産総額の変更登記は

第３条第３項に基づき毎事業年度終了後３か月以内に登記してください。

評議員選任関係書類が整備されていない事例がありました。

≪基本事項≫

評議員選任の際には、就任承諾書、欠格事由に該当しない旨の申立書(暴力団員等の反社会的
勢力の者でないかの確認も含む)、履歴書を必ず整備してください。理事や監事も同じ取扱いで
す。

定時評議員会の後に承諾を受けている事例もあり、議決のための定数に影響を及ぼしている事
例が見受けられました。

また、再任の際にも適切に書類を整備してください。

事例４ 評議員の資格要件の確認不足等
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・評議員会の招集通知に記載しなければならない事項について、理事会の決議を受けていない事
例がありました。

・招集通知を開催日の1週間(中7日間)前までに通知を発出していない事例や、理事会の決議の
前に招集通知を発出している事例がありました。

・定時評議員会の開催日が理事会と２週間（中14日間）以上の間隔が確保されていない事例が
ありました。

≪基本事項≫
・評議員会の招集通知に記載しなければならない事項について、理事会の決議を受けてください。
① 評議員会の日時及び場所
② 評議員会の目的である事項がある場合は当該事項
③ 評議員会の目的である事項に係る議案（議案が確定しない場合はその旨）

・原則として招集通知は開催日の1週間(中7日間)前までに通知してください。

・計算書類等の備置き及び閲覧に係る規定との関連から、定時評議員会の開催日は理事会と２週
間(中14日間)以上の間隔を確保してください。

事例５ 評議員の招集等

理事会の要議決事項が審議されていない事例がありました。
また、理事会の決議について、特別の利害関係を有する者が決議に加わっていないか確認し

ていない事例がありました。

≪基本事項≫

法人の定款施行細則等により定めた理事長の専決事項（理事会に諮らず決定できる事項）以

外の法人及び施設運営上の重要な事項は、理事会の要議決事項です。

理事長が決定できる業務の範囲を遵守し、理事会の議決を要する事項は、理事会の審議・決

議を得てください。

取引や契約にかかる議案等、競業取引や利益相反取引の可能性があるものは、理事会の決議
に特別の利害関係を有している理事が加わっていないかについて確認してください(評議員会
も同様)。

事例６ 理事会の要議決事項の審議等
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理事会等の議事録の記載内容が不十分な事例がありました。

≪基本事項≫

議事録は、理事会等が実際に開催され議事が審議されたことを証明するものであり、欠席者

にその内容を伝えたり、審議状況等を後日確認するうえでも重要な書類です。

「理事会」や「評議員会」、「開催」か「決議の省略」かによって議事録への記載が必要な

項目が異なりますので、正確に記載してください。

（社会福祉法施行規則第２条の15、第２条の17）

事例７ 理事会の議事録

評議員会等の頻回な欠席がある。

≪基本事項≫
評議員会や理事会、監事の重要性を考えると、実際に参加できない者が選任されているのは適当ではあ
りません。
指導監査ガイドラインでは不適当である基準が次のとおり定められています。

評議員
原則として、前年度から当該年度までの間における評議員会を全て欠席している者、ただし、指導監査
を行う時点において、前記の評議員会の開催が１回のみである場合には、直近２回の評議員会を欠席して
いる者がいる。

理事・監事
原則として、前年度から当該年度の間において理事会を２回以上続けて欠席している者がいる。

事例８ 評議員会等の頻回な欠席
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事例１ 補正予算の編成

社会福祉法人は予算を超える支出が見込まれる場合は、あらかじめ補正予算を編成することと

されていますが、補正予算を編成しないまま、予算額を大幅に超過して執行している事例があ

りました。

≪基本事項≫

平成28年3月31日（同年11月11日一部改正)付け厚生労働省通知「社会福祉法人会計基準の

運用上の留意事項について」２⑵において「なお、年度途中で予算との乖離等が見込まれる場

合は、必要な収入及び支出について補正予算を編成するものとする。ただし、乖離額等が法人

の運営に支障がなく、軽微な範囲にとどまる場合は、この限りではない」とされています。こ

の事例は、軽微とは言えない額で予算を超過する支出が認められたものですので、予算編成の

意義に立ち返り、予算の補正を怠らないようにしてください。

（２）社会福祉法人会計

月次試算表を理事長が確認していない事例がありました。

≪基本事項≫

月次試算表は、予算の執行状況及び経営状況を定期的に確認することのできる重要な資料

です。

経理規程で定めた期日までに作成し、理事長の確認を受けてください。

事例２ 月次試算表の確認
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資金収支計算書において内部取引前の金額が計上されている事例がありました。

≪基本事項≫

社会福祉法人会計基準において、法人内部における事業区分間及び拠点区分間の取引は、内

部取引の額を消去して計算書類等に表示することとされていますが、消去されていない事例が

少なくありません。

事例３ 法人内の内部取引

減価償却において、適用する耐用年数が誤っていたので、法人の資産が過大表示となってい

た事例や、建物本体と建物附属設備を区分していなかったため、附属設備に係る減価償却費が

誤っている事例がありました。

≪基本事項≫

固定資産の減価償却に当たっては、厚生労働省通知により耐用年数を「耐用減価償却資産の

耐用年数に関する省令」によることとされていますが、鉄骨造の建物を鉄筋コンクリートの耐

用年数で減価償却していたり、同じ構造でも用途が異なるために、誤った耐用年数を適用して

いる事例がありました。

また、建物附属設備を建物本体と一体として減価償却していたため、建物附属設備に建物の

耐用年数が適用され、残存価額が過大となっている事例もありました。

単純な入力ミスで、耐用年数が大きく誤り、減価償却が終わらない事例もありましたので、

取得時の耐用年数の決定は特に注意してください。

事例４ 固定資産の減価償却
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職員との雇用関係に基づき、毎月の給与の他に賞与を支給する場合において、翌期に支給す

る職員の賞与のうち、支給対象期間が当期に帰属する支給見込額を賞与引当金として計上する

必要がありますが、賞与引当金を計上していない事例がありました。

≪基本事項≫

経理規程等の定めによりますが、重要性が乏しいと認められる場合には引当金を計上しない

ことができます。法人として重要性が乏しいと判断した場合は、その理由を明確にして、資料

等を記録として整備、保存することが必要です。

事例５ 賞与引当金

計算書類等の注記がない、又は記載が不十分な事例がありました。

≪基本事項≫

社会福祉法人会計基準では注記の項目が1６項目と増えており、厚労省通知により様式も定め
られていますが、会計システムの更新をしない等の理由により、記載項目が不足していたり、
様式が厚労省通知と全く異なったままの事例もありますので、必ず確認してください。

また、併せて、経理規程に規定された注記の項目も１６項目記載してください。

事例６ 計算書類に対する注記
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社会福祉法人会計基準第２条第２項において、すべての取引について、正規の(複式)簿記の原
則によって正確に作成された会計帳簿に基づいて計算書類（いわゆる決算書)等を作成しなけれ
ばならないとされています。
しかし、各計算書類間の数値に不整合な記載がありました。

≪基本事項≫
この事例は、具体的には収支計算書、事業活動計算書、貸借対照表や附属明細書の間において、

整合すべき金額に不一致があったものです。
具体例としては、事業活動計算書の前年度決算額のサービス活動増減差額とサービス活動外増

減差額が、前年度事業活動計算書の年度末決算額のサービス活動増減差額とサービス活動外増減
差額の勘定残高が一致していない事例等がありました。
経理事務の一部を外部委託している社会福祉法人は少なくありませんが、最終的には、法人事

務局による計算書類作成時にも、それを審査する監事監査においても、決算理事会の前に各決算
関係書類の整合性等を確認する作業が必要ですので、決算関係書類の審査に十分な時間がかけら
れるような決算準備日程を配慮してください。

事例７ 計算書類等の整合性

計算書類等において、以下のような事例がありました。

１ 注記が全く記載されていない

２ 理事長からの短期借入金４００万円について、借入金明細書を作成していない

３ 補助金事業収入と補助金事業収益等明細書の額が不一致

４ 注記と固定資産管理台帳の減価償却累計額が不一致

５ 資金収支計算書の固定資産売却収入・固定資産取得支出と基本財産及びその他の固定資産の明細書における当期増加欄の額の不

一致

６ 資金収支計算書の借入金利息補助金収入と、借入金明細書における利息補助金収入の額の不一致

≪基本事項≫

１ 旧会計基準(いわゆる12年基準)における脚注の記載はありましたが、現行の会計基準(いわゆる23年基準)における注記は省令

に規定され、さらに内容が詳細となったので注意してください。

２ 短期借入金であっても、借入金明細書の作成は必要です。

３ この事例は明細書に計上があったものの、決算における収入への計上漏れのため、決算の修正となりました。

４ 決算前の基本的な突合を行っていませんでした。

５ この事例は明細書に誤りがあり、修正することとなりました。

６ この事例も、借入金明細書の修正となりました。いずれも計算書類と附属明細書の突合により、あらかじめ予防できるものでし

たが、法人の職員は計算書類等の内容を点検せずに、そのまま理事会の議案としていました。

事例８ 計算書類等（いわゆる決算書類）
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決算において、退職給付引当資産と県単共済退職手当金事業主掛金累計額証明書の累計資産

の額が不一致のある事例がありました。

≪基本事項≫

退職共済に係るこのような不一致の事例は少なくありません。この事例では、Ａ施設の職

員がＢ施設に人事異動したものの、退職共済の掛金処理について異動に伴う処理がなされず

不一致となったものでした。法人内での人事異動は、拠点区分ごとの経理等に影響があるの

で留意してください。（なお、この事例は間接法による処理の事例です。）

事例９ 計算書類等（累計資産）

貸借対照表の固定資産の金額と基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明
細書の金額に不一致のある事例がありました。

≪基本事項≫

このような固定資産に係る計算書類と附属明細書の不一致の事例は少なくありません。

計算書類等の作成時に照合作業するのはもちろんですが、特に、償却済の備忘価額で計上し

ている固定資産や、除却した固定資産の除却損の計上漏れ等が原因の場合がありますので、注

意してください。

事例１０ 計算書類等（固定資産）
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決算に当たって、金融機関の発行する残高証明書の預金残額と、貸借対照表、財産目録の預
金残額に不一致のある事例がありました。

≪基本事項≫

このような事例は多くありませんが、残高証明書を得る意味は、決算額を公的な証明と照合

することにありますので、決算前に完全に一致することが必要です。

年度内にすべき事務処理の遅れについて、計算書類上だけは支出済みとしたような場合、年

度末現在での預金残高証明書の額と計算書類上の預金額に相違が発生します。

事例１１ 計算書類等（預金残額）

物品による寄附があった際、寄附を受けたときの時価で寄附金収入に計上していない事例があ
りました。

また、寄附金品の受入手続きに際して、経理規程に基づき理事長又は理事長から権限移譲を受
けた者の承認を受けていない事例がありました。

≪基本事項≫

寄附物品については、取得時の時価により、経常経費に対する寄附物品であれば経常経費寄附
金収入及び経常経費寄附金収益として計上してください。

なお、当該物品が飲食物等で即日消費されるもの又は社会通念上受取寄附金として扱うことが
不適当なものはこの限りではありません。

本項目のみに関わらず、経理規程の規定を遵守してください。

事例１２ 物品による寄附
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原則どおり、法人の預金通帳に係る印鑑は施設長が管理しており、法人の預金通帳は金庫に

保管されていましたが、金庫の鍵を事務長だけでなく、施設長も所持していたために、結果的

に施設長が印鑑と通帳を管理していることになり、内部牽制機能が機能していない事例があり

ました。

≪基本事項≫

上記のような事例では、職員１人が預金の出金を自由にできることになり不適切です。

印鑑、通帳、金庫の鍵の保管場所を別にするだけではなく、それぞれの管理者を別にするこ

とも必要です。

事例１３ 実質的な出納に係る内部牽制機能

指導監査時に、事務室で保管している現金が数百万円に達していました。

また、現金出納帳が作成されていないので、現金が収納されてから、預金口座に預け入れら

られるまでの確認が困難となっている事例がありました。

≪基本事項≫

原則として、利用料等その他、収納された現金は、小口現金以外は経理規程に定める期間中

に預金口座に納入しなければなりません。

この事例では、それを怠ったためか、多額の現金を事務室の金庫で保管していました。

また、現金出納帳が作成されていないために、現金に関する日々の残高確認もできず、内部

牽制機能を果たせていませんでした。

金融機関が法人本部から遠隔地にある等、地域的な事情等により預入が遅延しがちな法人も

ありますが、現金は経理規程に定める期間内において、小まめに金融機関に預け入れること

が、 不測の事故を予防します。

事例１４ 現金の管理
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現金を紛失するという不適切な事例がありました。

≪基本事項≫

本事例は、小口現金に係る現金過不足の未処理ということではなく、納入された現金を金融

機関に預け入れる前に紛失したというものでした。

利用者からの納入金等は、経理規程に定める期間内に、速やかに金融機関に預け入れること

はもちろんですが、それまでの保管体制も重要です。

職員相互の牽制機能が働いた上での堅固な金庫等による保管や、毎日の現金出納簿と現金の

複数職員による照合も欠かせないものです。

事例１５ 現金の管理（紛失）

就労支援事業の売り上げを、小口現金に入金している事例がありました。

≪基本事項≫

この事例では、就労支援事業による売上金を小口現金に入れていましたが、就労支援事業に

よる売上金は、小口現金とは別に安全に管理し、経理規程に定める期間内に速やかに金融機関

に預け入れる必要があります。

事例１６ 現金の管理（売上金）
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社会福祉法人においては、職員が小口現金資金を立て替えることは適切ではないとされてい
ます。
しかしながら、施設長が小口現金資金を立て替えて、必要な物品を購入している事例がありま

した。

≪基本事項≫
各社会福祉法人の経理規程は、主に全国社会福祉法人経営者協議会の「社会福祉法人モデル経

理規程（平成29年４月１日)」に基づいて作成されているところですが、モデル経理規程第28
条においては、小口現金の限度額を設定することとされています。
平成28年3月31日（同年11月11日一部改正)付け厚生労働省通知「社会福祉法人会計基準の

運用上の留意事項について」１⑴において、内部牽制に配意した業務分担等、適正な会計事務処
理に努めることが明記されているので、小口現金が不足したからと職員が安易に一時的な充当を
行うことは、公私が混同され適切ではありません。
また、小口現金の必要以上の設置は回避することとされていますが、このように小口現金の保

管残高の不足により、取扱責任者による立て替え等が恒常化している場合は、法人の取引の実態
によって、経理規程を見直すことも検討してください。

事例１７ 小口現金資金の取扱い

会計処理が会計伝票によらずに処理されているため、会計伝票と証憑書類（支出の根拠と

なった書類等）の照合ができない事例がありました。

≪基本事項≫

この事例は、会計担当職員が会計伝票を作成せずに収入や支出の処理をしていましたが、会

計責任者が会計事務を会計担当職員に任せきりで、収入や支出が会計伝票により適切に行われ

ていることを確認していませんでした。

また、収入や支出の根拠となった書類（請求書や領収書等)も整理されていないため、会計伝

票の有無以前に、収入や支出の正当性を会計責任者が確認できない状態にありました。

事例１8 会計伝票による処理
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施設の給食について、発注書がなく食材を購入している事例がありました。

≪基本事項≫

原則として、食材の購入についても出納責任者の承認を経て契約書を締結するものです

が、契約書ではなく発注書が契約及び支出書類の代用となっている場合、発注書に出納責任

者が押印することにより出納責任者の承認を明確にしている例がほとんどです。ただし、こ

の事例では発注書もなく、電話のやりとりだけで食材を購入していました。発注書がない場

合は、出納責任者が発注承認した会計書類がないことになりますので、出納に係る内部牽制

機能及び社会福祉法人会計基準に規定する「正規の簿記の原則」から好ましくありません。

また、発注書があっても会計責任者(施設長等)の決裁なく発注している事例や、食材が納

品されても検収(検査確認)していない事例もありますが、契約に係る一連の行為は、食材に

限らず、物品の購入にも共通する事項です。

事例１９ 食材の購入

経理規程においては、「請求のあった日の翌月20日までに支払う」とされていましたが、実

際にはほとんどの支払いが請求書を受領した日から２か月以上も後になっていた事例がありま

した。

≪基本事項≫

本事例は、系列の法人(社会福祉法人ではない)に対する支払いが、恒常的に請求書受領後か

ら数か月後に行われているため、それに合わせて処理していたもので、特別な理由はありませ

んでした。

本事例については、社会福祉法人という公益的な存在からしても、支払いの実態に合わせて

経理規程の支払期限を変更するのは適当ではないため、経理規程を遵守するように指導しまし

た。

事例２０ 費用の支払いの大幅な遅延

- 91 -



研修参加費としてあらかじめ50,000円を概算で支出していましたが、会計処理上の仕訳は

精算額を研修費用として計上処理したのみで、精算報告もされていない事例がありました。

≪基本事項≫

宿泊を伴うような研修等においては、このような概算払いが行われる事例も少なくありません
が、この事例は、概算払いした50,000円の仮払い処理、精算による費用計上・差額の戻入処理
の仕訳が省略されていました。

また、経理規程に基づく会計責任者への精算報告もなく、安易に職員間で処理されていまし
た。

最終的な支出額が同じでも、社会福祉法人会計の基本原則である「正規の簿記の原則（秩序
性、検証可能性、網羅性）」に基づいて処理することが必要です。経理規程を遵守することによ
り、内部牽制機能が有効に作用します。

なお、この事例は、改めて正当な会計処理で修正することになりました。

•

事例２１ 概算払いに係る会計処理

経理規程の定めるところにより、契約書を作成していない事例がありました。

≪基本事項≫

契約書は、経理規程に定められた内容を記載して作成します。契約書を作成することで、契

約内容を明確にします。契約当事者同士の権利や義務が明確になるため、トラブルが起こるこ

とも少なくなります。

また、経理規程の規定により契約書の作成を省略した場合は、特に軽微な契約を除き、請書

等を徴することが必要です。

事例２２ 契約書の作成
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契約手続に不備がある事例がありました。

≪基本事項≫

社会福祉法人が行う契約は、公共事業と同様に高い透明性・公平性が求められます。

透明性としては、契約の必要性等に関する内部意志決定から、実際の契約、支払といった一連

の事務については書面を整備する必要があります。

公平性としては、社会福祉法人が行う契約は一般競争入札が原則であり、随意契約を行うには

国で示した基準を基に、金額等の外形基準を経理規程や細則等で明確にするとともに、随意契約

であっても複数名から見積書を徴する必要があります。

また、やむを得ず一者による随意契約を行う場合などには、検討した内容や理由などを含め書

面による意志決定を行ってください。

事例２３ 契約手続の不備
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項   目 

 

１ 介護保険サービス（介護保険施設）  

（１）指定介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）・・・・・・・・・・・・・ ９７ 

 ・人員基準に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９７ 

 ・運営基準に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １００ 

 ・入所者サービスに係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０２ 

 ・施設サービス計画に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０６ 

 ・介護報酬に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０８ 

（２）介護老人保健施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１１ 

 ・人員基準に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１２ 

 ・運営基準に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１４ 

 ・入所者サービスに係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１７ 

 ・施設サービス計画に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２１ 

 ・介護報酬に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２３ 

（３）介護医療院・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２６ 

 ・人員基準に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２７ 

 ・運営基準に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２８ 

 ・入所者サービスに係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２９ 

 ・介護報酬に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３４ 

  

２ 介護保険サービス（居宅サービス、介護予防サービス）  

（１）訪問介護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３６ 

 ・人員基準に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３６ 

 ・運営基準に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３８ 

 ・訪問介護計画に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １４４ 

 ・介護報酬に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １４７ 

 ・特定事業所加算に係る確認事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５４ 

（２）訪問入浴介護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５８ 

 ・人員基準に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５８ 

 ・運営基準に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６０ 

 ・介護報酬に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６６ 

（３）訪問看護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７１ 

 ・人員基準に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７１ 

 ・運営基準に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７３ 

 ・訪問看護計画に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７７ 

 ・介護報酬に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８１ 

（４）通所介護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９２ 

 ・人員基準に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９２ 
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 ・運営基準に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９５ 

 ・通所介護計画に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９８ 

 ・介護報酬に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０３ 

（５）通所リハビリテーション・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０６ 

 ・人員基準に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０７ 

 ・運営基準に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０９ 

 ・通所リハビリテーション計画に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１１ 

 ・介護報酬に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１４ 

（６）短期入所生活介護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２２２ 

 ・人員基準に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２２２ 

 ・運営基準に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２２６ 

 ・介護報酬に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３２ 

（７）特定施設入居者生活介護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３３ 

 ・人員基準に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３３ 

 ・運営基準に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３５ 

 ・特定施設サービス計画に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２４２ 

（８）福祉用具貸与・特定福祉用具販売・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２４５ 

 ・人員基準に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２４６ 

 ・運営基準に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２４７ 

 ・福祉用具計画に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５４ 

 ・介護報酬に係る事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５９ 
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令和６年度 結果概要（事例編）

１ 介護保険サービス
（介護保険施設）

（１）指定介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム）

説明項目
人員基準に係る事例01
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勤務表の作成

入所者に対し、適切なサービスを提供することができるよう、従業者の勤務体制を定めなけ
ればならないとされており、具体的には勤務表を作成しなければならないとされています。

しかしながら、歴月ごとの勤務表が作成されていないため、配置員数が明確になっていない
事例がありました。

【留意点】
指定介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）ごとに、原則として月ごとに勤務表（シフト

表）を作成（ユニットにあってはユニットごと）し、従業員の日々の勤務時間、常勤・非常勤
の別、介護職員及び看護職員等の配置、管理者との兼務関係等を明確にしてください。

（赤本p.847-848、904）（基準条例第90号第30条第1項、基準条例第87号第24条第1項）

認知症介護に係る基礎的な研修の受講

全ての従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第八条第二項に規定す
る政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に
係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講ずることとされています。

しかしながら、研修受講が必要な従業者に対し研修を受講させていない事例がありました。

【留意点】
介護に直接携わる従業者のうち、医療・福祉関係の資格を有さない者について、認知症介護

基礎研修の受講が義務付けられました。
なお、令和6年4月以降に新規採用した従業者のうち、研修受講対象者へは、採用から1年以

内に研修を受講させてください。

（赤本p.848、904）（基準条例第90号第30条第3項、基準条例第87号第24条第3項）
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常勤の看護職員の配置

看護職員のうち、１人以上は常勤の者でなければならないとされています。
しかしながら、指定介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）に配置されている常勤の看護

職員が１人のみとなっていましたが、当該常勤の看護職員が併設の通所介護事業所の看護職員
を兼務している事例がありました。

【留意点】
指定介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）には常勤の看護職員が必要です。
法人としては常勤雇用している職員であっても、指定介護老人福祉施設（特別養護老人ホー

ム）と通所介護事業所等の職員等を兼務すると、それぞれの事業所等では非常勤として扱いま
す。

（赤本p.825、896）（基準条例第90号第5条第6項、基準条例第87号第11条第5項）

看護職員の配置

入所者数に対する、看護職員の配置ついては、次のとおり定められています。
① 入所者数３０以下・・・常勤換算法で１以上
② 入所者数３０超～５０以下・・・常勤換算法で２以上
③ 入所者数５０超～１３０以下・・・・常勤換算法で３以上
④ 入所者数１３０超・・・常勤換算法で３＋５０又はその端数を増すごとに１以上

しかしながら、看護職員の配置が、基準の人員配置を満たしていない事例がありました。

【留意点】
看護職員の配置が基準の人員を満たしていない場合は、減算の対象となります。
（青本p.879注1）

（赤本p.824-825、895）（基準条例第90号第5条第1項第3号ロ、基準条例第87号第11条第1項第4号ロ）
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ユニット型施設の職員配置

入居者が安心して日常生活を送ることができるよう、継続性を重視したサービスの提供に配
慮する観点から、ユニット型施設の職員配置について次のとおり定められています。

① 昼間については、ユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員を配置すること。
② 夜間及び深夜については、２ユニットごとに１人以上の介護職員又は看護職員を配置す

ること。
③ ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。

しかしながら、次のような事例がありました。
ユニットごとに必要な員数の介護職員又は看護職員を配置していない。
ユニットごとに常勤のユニットリーダーを配置していない。

【留意点】
ユニットにおける職員の員数が基準に満たない場合は、減算の対象となります。
（青本p.881注3）

（赤本p.874、925-926）（基準条例第90号第53条第2項、基準条例第87号第40条第2項）

説明項目
運営基準に係る事例02

運営基準に係る事例
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業務継続に向けた取組

感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供でき
る体制を構築する観点から、業務継続のための必要な措置が必要となります。

しかしながら、従業者に対する必要な研修や訓練が適切に実施されていない事例が
ありました。
【留意点】業務継続に向けた取組については、次の事項について整備してください。

①業務継続計画の策定 

※記載内容は、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び
「介護施設・事業所における 自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を御参照ください。

②研修及び訓練の定期的な実施（年２回以上※研修は新規採用時も） 

③定期的な業務継続計画の見直し、変更 
※①の業務継続計画が策定されていない場合、減算となります。

（赤本p.849-851、906-907）（基準条例第90号第30条の2、基準条例第87号第24条の2）

「感染症に係る業務継続計画」 

・平常時からの備え 

・初動対応 

・感染拡大防止体制の確立 

「災害に係る業務継続計画」 
・平常時の対応 

・緊急時の対応 
・他施設及び地域との連携 

協力医療機関等

１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が急変した場合等の対応を確認する
こととされています。

しかしながら、1年に1回以上対応の確認をしていない事例がありました。

【留意点】
１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が急変した場合等の対応を確認する

とともに、協力医療機関の名称等を毎年県へ届け出る必要があります。
また、第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるよう努

めてください。協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては、当該第二種協
定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行ってください。

（赤本p.854-855、910-911）（基準条例第90号第34条、基準条例第87号第27条）
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説明項目
入所者サービスに係る事例03

身体的拘束等の適正化（委員会の開催）（１/３）

身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会は３月に１回以上開催することとされ
ています。

しかしながら、３月に１回以上開催していない事例がありました。

【留意点】
身体拘束を行っている入所者の有無にかかわらず、委員会を開催をすることが必要です。
また、３月以上の期間を空けずに計画的に開催するとともに、その結果について、従業者に

周知徹底を図ってください。

（赤本p.836、899）（基準条例第90号第16条第6項第1号、基準条例第87号第15条第6項第1号）
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身体的拘束等の適正化のための指針が整備されていない又は内容に不備がある事例がありま
した。

指針は、基準省令の解釈通知にある次の項目を盛り込む必要があります。
施設における身体的拘束等の適正化に関する基本的な考え方
身体的拘束適正化検討委員会その他施設内の組織に関する事項
身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針
施設内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関する基本方針
身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針
入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針
その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針

（赤本p.837、900）（基準条例第90号第16条第6項第2号、基準条例第87号第15条第6項第2号）

身体的拘束等の適正化（指針の整備）（２/３）

身体的拘束等の適正化のための研修を定期的（年２回以上）及び新規採用時に実施すること
としています。

しかしながら、年１回の実施事例や新規採用時に実施していない事例がありました。

【留意点】
研修は、年２回以上の実施に加え、新規採用時にも必ず実施してください。
研修の内容としては、身体的拘束等の適正化の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発する

とともに、当該施設の指針に基づき、適正化の徹底を行うものとする必要があります。
また、研修の実施内容について、記録することが必要です。

（赤本p.837、900）（基準条例第90号第16条第6項第3号、基準条例第87号第15条第6項第3号）

身体的拘束等の適正化（研修の実施）（３/３）
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身体的拘束等について、記録や解除に向けた取組が不十分

身体的拘束等について、その妥当性（切迫性・非代替性・一時性）や実施方法を検討し、必
要のない身体的拘束等が行われないようにするための所要の措置を講じていない事例がありま
した。

【留意点】
身体的拘束等については、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむ

を得ない理由を記録することはもちろん、解除に向けた取組の検討が重要です。
妥当性や実施方法の検討と共に、解除に向けた取組を行い、その結果を記録してください。

（参考）
「身体拘束ゼロへの手引き」厚生労働省

※身体的拘束等の適正化への取組が不十分な場合は、減算の対象となります。（青本p.881注4）

（赤本p.836、898-899）（基準条例第90号第16条第4項・第5項、基準条例第87号第15条第4項・第5項）

次のような事例がありました。
① 事故発生の防止のための検討委員会等において、再発防止策の検討が行われていなかっ

た。
事故の集計だけでなく、分析を行い、再発防止策の検討が必要です。

② 事故発生の防止のための研修が年１回実施となっていた。
定期的な研修を年２回以上実施すると共に、新規採用時に実施する必要があります。
※研修内容を記録すること

③ 骨折以上の重大事故について、市町村へは報告していたが、県（介護高齢課）へ報告し
ていなかった。

重大事故が発生した際は、市町村及び県（介護高齢課）への報告が必要です。

（赤本p.857-859、912-914）（基準条例第90号第41条、基準条例第87号第31条）

事故発生の防止及び事故発生時の対応が不十分（１/２）
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【留意点】
事故発生防止及び発生時の対応として、次の内容を整備する必要があります。

○事故発生防止
事故発生の防止のための指針の整備
事故発生の防止のための委員会の開催（定期的）
事故発生の防止のための従業者に対する研修の実施（年２回以上及び新規採用時）
事故発生防止等の措置を適切に実施するための担当者を設置
事故報告及びその原因分析を通じた改善策の従業者に対する周知徹底

○事故発生時の対応
救急救命等の措置及び市町村、家族等への連絡（重大事故は県へも報告）
事故の状況及び事故に際してとった措置を記録
賠償すべき事故に対して速やかに損害賠償（損害賠償保険に加入しておくことが望ましい）

※事故発生防止のための取組が不十分な場合は、減算の対象となります。（青本p.881注5）

事故発生の防止及び事故発生時の対応が不十分（２/２）

口腔衛生の管理

口腔衛生の管理について、次のとおり不適切な事例がありました。
① 歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、施設の介護職員に対し、口腔

衛生の管理に係る技術的助言及び指導を年２回以上実施していない。
② 従業者又は歯科医師等が入所者ごとに施設入所時及び月に１回程度の口腔の健康状

態の評価を実施していない。
③ 技術的助言及び指導に基づき、必要な項目を記載した、入所者の口腔衛生の管理体

制に係る計画を作成していない。

【留意点】
口腔衛生の管理については、通知「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施

及び一体的な取組について」を参考としてください。(緑本p.890～)

（赤本p.844）（基準条例第90号第22条の3）
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説明項目
施設サービス計画に係る事例04

施設サービス計画の作成（１/２）

次のような事例がありました。
① 前入所施設からの情報提供書があるため、アセスメントを実施していない。

施設サービス計画の作成に当たっては、適切な方法により、入所者について、その
有する能力、その置かれている環境等の評価を通じて入所者が現に抱える問題点を明
らかにし、入所者が自立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決す
べき課題を把握する必要があります。アセスメントにあたっては、入所者及びその家
族に面接して行ってください。

② サービス担当者会議等の開催、担当者に対する照会等により、多職種からの意見聴取や
検討を行っていない。

サービス担当者会議や担当者への意見照会等により、施設サービス計画の原案の内
容について、専門的な見地からの意見を求めてください。

（赤本p.838-841）（基準条例第90号第17条）
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施設サービス計画の作成（２/２）

③ 再入所者等の退院後の状態変化、褥瘡発生の有無、食事摂取等の課題、認知症等による
行動・その他入所者が抱える課題が計画に位置づけられていない。

状態の変化から生じる新たな課題や認知症行動・心理状況等、留意すべき対応方法
等をより詳細に記載する必要があります。

④ 要介護状態区分の変更があった入所者について、施設サービス計画の見直しがされてい
ない。

要介護状態区分の変更があった場合は、施設サービス計画の一連のプロセスに沿っ
て速やかに計画の見直しを行う必要があります。

（赤本p.838-841）（基準条例第90号第17条）

サービスの提供の記録

褥瘡発症者について、褥瘡発症の経過(大きさや形状等）及び処置した記録が、発症した以
降２か月間なかった事例がありました。また、体位変換した記録がないものもありました。

【留意点】
記録はサービスの実施状況を評価したり、訴訟や苦情対応等の根拠資料となるものです。
施設サービスを提供した際は、サービス提供日、提供した具体的なサービスの内容、入所者

の心身の状況、その他必要な事項を適切に記録してください。

（赤本p.833）（基準条例第90号第13条第2項）
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説明項目
介護報酬に係る事例05

日常生活継続支援加算

日常生活継続支援加算の算定要件の１つとして、次の①から③の要件を満たす必要がありま
す。

① 算定日の属する月の前6月間又は前12月間における新規入所者総数のうち、要介護４及び
５の割合が70/100以上

② 算定日の属する月の前6月間又は前12月間における新規入所者総数のうち、日常生活自立
度Ⅲ以上の割合が65/100以上

③ 入所者総数のうち、たんの吸引等を必要とする者が15/100以上
しかしながら、いずれの要件も満たしていない事例がありました。

【留意点】
届出を行った月以降においても、毎月において①及び②については、直近6月間又は12月間、

③については、前4月から前々月までの3月間のこれらの割合が所定の割合以上であることが必
要です。これらの割合については、毎月記録し、所定の割合を下回った場合については、届出
の変更を行ってください。

（青本p.883-885）
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看護体制加算（Ⅱ）

看護体制加算（Ⅱ）の算定要件１つとして、看護職員の数は常勤換算方法で入所者の数が
25又はその端数を増すごとに１以上であり、かつ、最低基準の看護職員数の数に１を加えた
数以上であることとされています。

しかしながら、看護職員が機能訓練指導員を兼務している場合に、機能訓練指導員として従
事していた時間を含めて、常勤換算をしている事例がありました。

【留意点】
看護業務以外に従事していた時間は、常勤換算の算定には含めることができないため、注意

が必要です。

（青本p.886-887）（緑本p.209 Q22）

看取り介護加算（１/２）

看取り介護加算については、医師等が共同して作成した入所者の介護に係る計画について、
医師等のうちその内容に応じた適当な者から説明を受け、当該計画について同意を得た日以降
が加算算定の起算日となります。

しかしながら、看取り介護計画に対する同意を得られた日より前から算定していた事例があ
りました。

（青本p.917-919）
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【留意点】
○看取り介護加算の同意について 

大きく分けて次の３つのポイントで、同意を得る必要があります。 

① 入所の際･･･看取り指針を入所者又は家族等に対し説明し、同意を得る。 

② 看取り介護開始時･･･
「看取り介護計画」について、医師等、適当な者が説明し、同意を得る。 

③ 看取り介護実施時、随時･･･ 
入所者の状態又は家族の求め等に応じ、随時、介護記録等入所者の記録を活用し、介護
の説明を行い、同意（意思確認）を得て看取り介護を行う。

※看取り介護加算の算定期間は、②看取り介護開始時の同意を得て以降からになります。

（青本p.917-919）

看取り介護加算（２/２）

褥瘡マネジメント加算

褥瘡マネジメント加算は、入所者全員を対象に、褥瘡の発生と関連あるリスクについて評価
を行い、褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者全員に褥瘡ケア計画を作成する必要があ
ります。

しかしながら、次のような事例がありました。
入所者全員を対象にリスク評価をせずに、褥瘡発症者のみに加算を算定していた。
褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者の一部の者のみに褥瘡ケア計画を作成して
いた。

（青本p.925-926）
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【参照条例等】
〇群馬県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成24年群馬県条例第90号）
○群馬県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成24年群馬県条例第87号）

【青本：令和６年4月版「介護報酬の解釈 1 単位数表編」】
〇指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成12年2月10日厚生省告示第21号）
〇指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び

指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について
（平成12年3月8日老企第40号）

【赤本：令和６年4月版「介護報酬の解釈 2 指定基準編」】
〇指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年3月31日厚生省令第39号）
〇指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準について（平成12年3月17日老企第43号）

【緑本：令和６年4月版「介護報酬の解釈 ３Q&A・法令編」】

令和６年度 結果概要（事例編）

１ 介護保険サービス
（介護保険施設）

（２）介護老人保健施設
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説明項目
人員基準に係る事例01

兼務職員の勤務時間数の管理

入所者に対し、適切なサービスを提供することができるよう、従業者の勤務体制を定めなけ
ればならないとされており、具体的には勤務表を作成しなければならないとされています。

しかしながら、介護老人保健施設と併設の通所リハビリテーション事業所において兼務をし
ている理学療法士等について、それぞれの事業所等における勤務時間が明確になっていない事
例がありました。

介護老人保健施設等と通所リハビリテーション事業所等を兼務している職員について、各事
業所等での勤務時間が明確になるよう勤務表を作成する必要があります。

また、それぞれの事業所等において、人員基準や加算の算定要件を満たしていることを明ら
かにしておくことが必要です。
【留意点】

介護老人保健施設ごとに、原則として月ごとに勤務表（シフト表）を作成（ユニットにあっ
てはユニットごと）し、従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、介護職員及び看護職員
等の配置、管理者との兼務関係等を明確にしてください。

（赤本p.974-975）（基準条例第91号第30条第1項）
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認知症介護に係る基礎的な研修の受講

全ての従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定す
る政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に
係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講ずることとされています。

しかしながら、研修受講が必要な従業者に対し研修を受講させていない事例がありました。

【留意点】
介護に直接携わる従業者のうち、医療・福祉関係の資格を有さない者について、認知症介護

基礎研修の受講が義務付けられました。
なお、令和6年4月以降に新規採用した従業者のうち、研修受講対象者へは、採用から1年以

内に研修を受講させてださい。

（赤本p.975）（基準条例第91号第30条第3項）

ユニット型施設の職員配置

入居者が安心して日常生活を送ることができるよう、継続性を重視したサービスの提供に配
慮する観点から、ユニット型施設の職員配置について次のとおり定められています。

① 昼間については、ユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員を配置すること。
② 夜間及び深夜については、２ユニットごとに１人以上の介護職員又は看護職員を配置す

ること。
③ ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。

しかしながら、次のような事例がありました。
ユニットごとに必要な員数の介護職員又は看護職員を配置していない。
ユニットごとに常勤のユニットリーダーを配置していない。

【留意点】
ユニットにおける職員の員数が基準に満たない場合は、減算の対象となります。
（青本p.950注2）

（赤本p.1003-1004）（基準条例第91号第52条第2項）

- 113 -



ユニット型施設の勤務の管理

ユニット型施設において、２ユニット単位で勤務を管理しているため、昼間において、ユ
ニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員が配置されているか明確になっていない事
例がありました。

ユニットごとの職員の配置が明確になるよう、ユニットごとに職員の勤務を管理することが
必要です。

【留意点】
2ユニットに２人を配置するのではなく、ユニットごとに１人の配置をする必要があります。
ユニットごとの職員配置が明確になるよう、勤務の管理を行ってください。

（赤本p.1003）（基準条例第91号第52条第2項）

説明項目
運営基準に係る事例02
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運営規程（１/２）

運営規程には、定めておかなければならない項目がありますが、必要な項目が定められてい
ない事例がありました。運営規程には次の項目を定めてください。

○従来型
１ 施設の目的及び運営の方針
２ 従業者の職種、員数及び職務の内容

※従業者の員数は日々変わりうるものであるため、基準上置くべきとされている員数を
満たす範囲において、「○人以上」と記載することも差し支えない。

３ 入所定員
４ 入所者に対する介護保健施設サービスの内容及び利用料その他の費用の額
５ 施設利用に当たっての留意事項
６ 非常災害対策
７ 虐待の防止のための措置に関する事項
８ その他施設の運営に関する重要事項

（赤本p.974、1003）（基準条例第91号第29条、第51条）

運営規程（２/２）

○ユニット型
１ 施設の目的及び運営の方針
２ 従業者の職種、員数及び職務の内容

※従業者の員数は日々変わりうるものであるため、基準上置くべきとされている員数を
満たす範囲において、「○人以上」と記載することも差し支えない。

３ 入居定員
４ ユニットの数及びユニットごとの入居定員
５ 入居者に対する介護保健施設サービスの内容及び利用料その他の費用の額
６ 施設利用に当たっての留意事項
７ 非常災害対策
８ 虐待の防止のための措置に関する事項
９ その他施設の運営に関する重要事項

（赤本p.974、1003）（基準条例第91号第29条、第51条）
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業務継続に向けた取組

感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を構
築する観点から、業務継続のための必要な措置が必要となります。

しかしながら、従業者に対する必要な研修や訓練が適切に実施されていない事例がありました。

【留意点】業務継続に向けた取組については、次の事項について整備してください。
①業務継続計画の策定 

※記載内容は、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び

「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を御参照ください。

②研修及び訓練の定期的な実施（年２回以上※研修は新規採用時も） 

③定期的な業務継続計画の見直し、変更 

※①の業務継続計画が策定されていない場合は減算となります。（青本p950-952 注6）

（赤本p.977-978）（基準条例第91号第30条の2）

「感染症に係る業務継続計画」 
・平常時からの備え 
・初動対応 
・感染拡大防止体制の確立 

「災害に係る業務継続計画」 
・平常時の対応 
・緊急時の対応 
・他施設及び地域との連携 

協力医療機関等との連携

１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が急変した場合等の対応を確認する
こととされています。

しかしながら、1年に1回以上対応の確認をしていない事例がありました。

【留意点】
１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が急変した場合等の対応を確認する

とともに、協力医療機関の名称等を毎年県へ届け出る必要があります。
また、第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるよう努

めてください。協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては、当該第二種協
定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行ってください。

（赤本p.981-982）（基準条例第91号第34条）
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説明項目
入所者サービスに係る事例03

身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会は３月に１回以上開催することとされ
ています。

しかしながら、３月に１回以上開催していない事例がありました。

【留意点】
身体拘束を行っている入所者の有無にかかわらず、委員会を開催をすることが必要です。
また、３月以上の期間を空けずに計画的に開催するとともに、その結果について、従業者に

周知徹底を図ってください。

（赤本p.963-964）（基準条例第91号第16条第6項第1号）

身体的拘束等の適正化（委員会の開催）（１/３）
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身体的拘束等の適正化のための指針が整備されていない又は内容に不備がある事例があり
ました。

指針は、基準省令の解釈通知にある次の項目を盛り込む必要があります。
施設における身体的拘束等の適正化に関する基本的な考え方
身体的拘束適正化検討委員会その他施設内の組織に関する事項
身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針
施設内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関する基本方針
身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針
入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針
その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針

（赤本p.964-965）（基準条例第91号第16条第6項第2号）

身体的拘束等の適正化（指針の整備）（２/３）

身体的拘束等の適正化のための研修を定期的（年２回以上）及び新規採用時に実施すること
としています。

しかしながら、年１回の実施事例や新規採用時に実施していない事例がありました。

【留意点】
研修は、年２回以上の実施に加え、新規採用時にも必ず実施してください。
研修の内容としては、身体的拘束等の適正化の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発する

とともに、当該施設の指針に基づき、適正化の徹底を行うものとする必要があります。
また、研修の実施内容について、記録することが必要です。

（赤本p.965）（基準条例第91号第16条第6項第3号）

身体的拘束等の適正化（研修の実施）（３/３）
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身体的拘束等について、記録、解除に向けた取組が不十分

身体的拘束等について、その妥当性（切迫性・非代替性・一時性）や実施方法を検討し、必
要のない身体的拘束等が行われないようにするための所要の措置を講じていない事例がありま
した。

【留意点】
身体的拘束等については、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむ

を得ない理由を記録することはもちろん、解除に向けた取組の検討が重要です。
妥当性や実施方法の検討と共に、解除に向けた取組を行い、その結果を記録してください。

（参考）
「身体拘束ゼロへの手引き」厚生労働省

※身体的拘束等の適正化への取組が不十分な場合は、減算の対象となります。（青本p.950-951注3）

（赤本p.963）（基準条例第91号第16条第4項・第5項）

事故発生の防止及び事故発生時の対応が不十分（１/２）

次のような事例がありました。
① 事故発生の防止のための検討委員会等において、再発防止策の検討が行われていなかっ

た。
事故の集計だけでなく、分析を行い、再発防止策の検討が必要です。

② 事故発生の防止のための研修が年１回実施となっていた。
定期的な研修を年２回以上実施すると共に、新規採用時に実施する必要があります。
※研修内容を記録すること

③ 骨折以上の重大事故について、市町村へは報告していたが、県（介護高齢課）へ報告し
ていなかった。

重大事故が発生した際は、市町村及び県（介護高齢課）への報告が必要です。

（赤本p.985-987）（基準条例第91号第40条）
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【留意点】
事故発生防止及び発生時の対応として、次の内容を整備する必要があります。

○事故発生防止

事故発生の防止のための指針の整備
事故発生の防止のための委員会の開催（定期的）
事故発生の防止のための従業者に対する研修の実施（年２回以上及び新規採用時）
事故発生防止等の措置を適切に実施するための担当者を設置
事故報告及びその原因分析を通じた改善策の従業者に対する周知徹底

○事故発生時の対応

救急救命等の措置及び市町村、家族等への連絡（重大事故は県へも報告）
事故の状況及び事故に際してとった措置を記録
賠償すべき事故に対して速やかに損害賠償（損害賠償保険に加入しておくことが望ましい）

※事故発生防止のための取組が不十分な場合は、減算の対象となります。（青本p.950-951注4）

事故発生の防止及び事故発生時の対応が不十分（２/２）

口腔衛生の管理

口腔衛生の管理について、次のとおり不適切な事例がありました。
① 歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、施設の介護職員に対し、口腔

衛生の管理に係る技術的助言及び指導を年２回以上実施していない。
② 従業者又は歯科医師等が入所者ごとに施設入所時及び月に１回程度の口腔の健康状

態の評価を実施していない。
③ 技術的助言及び指導に基づき、必要な項目を記載した、入所者の口腔衛生の管理体

制に係る計画を作成していない。

【留意点】
口腔衛生の管理については、通知「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施

及び一体的な取組について」を参考としてください。(緑本p.890～)

（赤本p.970-971）（基準条例第91号第20条の3）
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機能訓練について

入所者の心身の諸機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるため、医師、理学療法士、
作業療法士、言語聴覚士等が共同し、入所者ごとのリハビリテーション実施計画を作成し、少
なくとも週２回程度リハビリテーションを行う必要があります。

しかしながら、入所者１人について、週２回程度のリハビリテーションを実施していない事
例がありました。
※ 基本報酬で在宅強化型を算定している場合は、週３回程度の実施が必要。

（参考）
実務については、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的な取

組について」の通知を参照してください。（緑本p.890～）

（赤本p.969-970）（基準条例第91号第20条）

説明項目
施設サービス計画に係る事例04
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施設サービス計画の作成（１/２）

次のような事例がありました。
① 前入所施設からの情報提供書があるため、アセスメントを実施していない。

施設サービス計画の作成に当たっては、適切な方法により、入所者について、その有
する能力、その置かれている環境等の評価を通じて入所者が現に抱える問題点を明ら
かにし、入所者が自立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべ
き課題を把握する必要があります。アセスメントにあたっては、入所者及びその家族
に面接して行ってください。

② サービス担当者会議等の開催、担当者に対する照会等により、多職種からの意見聴取や
検討を行っていない。

サービス担当者会議や担当者への意見照会等により、施設サービス計画の原案の内容
について、専門的な見地からの意見を求めてください。

（赤本p.965-968）（基準条例第91号第17条）

施設サービス計画の作成（２/２）

③ 再入所者等の退院後の状態変化、褥瘡発生の有無、食事摂取等の課題、認知症等による
行動・その他入所者が抱える課題が計画に位置づけられていない。

状態の変化から生じる新たな課題や認知症行動・心理状況等、留意すべき対応方法等
をより詳細に記載する必要があります。

④ 要介護状態区分の変更があった入所者について、施設サービス計画の見直しがされてい
ない。

要介護状態区分の変更があった場合は、施設サービス計画の一連のプロセスに沿って
速やかに計画の見直しを行う必要があります。

（赤本p. 965-968 ）（基準条例第91号第17条）
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サービスの提供の記録

褥瘡発症者について、褥瘡発症の経過(大きさや形状等）及び処置した記録が、発症した以
降２か月間なかった事例がありました。また、体位変換した記録がないものもありました。

【留意点】
記録はサービスの実施状況を評価したり、訴訟や苦情対応等の根拠資料となるものです。
施設サービスを提供した際は、サービス提供日、提供した具体的なサービスの内容、入所者

の心身の状況、その他必要な事項を適切に記録してください。

（赤本p.961）（基準条例第91号第13条第2項）

説明項目
介護報酬に係る事例05
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認知症ケア加算

認知症ケア加算の算定要件の１つとして、介護保健施設サービスを行う単位ごとに固定した
介護職員又は看護職員を配置することとされています。

また、介護保険施設サービスを行う単位ごとの入所者の数について、１０人を標準とするこ
ととされています。

しかしながら、次のような事例がありました。
固定した介護職員又は看護職員を配置していない。
入所者２０人を１単位としていた。

【留意点】
認知症専門棟の従業者の勤務体制を定めるにあたっては、継続性を重視したサービスの提供

に配慮しなければなりません。これは、従業者が一人一人の入所者について、個性、心身の状
況、生活歴などを具体的に把握した上で、その日常生活上の活動を適切に援助するためには、
いわゆる「馴染みの関係」が求められるからです。

（青本p.956-957）

ターミナルケア加算

ターミナルケア加算の算定にあたっては、次の要件を満たしている必要があります。
① 医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者であ

ること
② 入所者又はその家族等の同意を得て、入所者のターミナルケアに係る計画が作成されて

いること
③ 医師、看護師、介護職員、支援相談員、管理栄養士等が共同して、入所者の状態又は家

族の求め等に応じ随時、本人又はその家族への説明を行い、同意を得てターミナルケア
が行われていること

しかしながら、次のような事例がありました。
医師が回復の見込みがないと診断した記録が整備されていない。
ターミナルケア計画に入所者又は家族等が同意する前から加算を算定していた。
ターミナルケアの経過について、本人又はその家族等に説明し同意を得ていなかった。

※本人が十分に判断できる状態でなく、かつ、家族の来所が見込めないような場合は除く。

（青本p.960-961）
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褥瘡マネジメント加算

褥瘡マネジメント加算は、入所者全員を対象に、褥瘡の発生と関連あるリスクについて評価
を行い、褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者全員に褥瘡ケア計画を作成する必要があ
ります。

しかしながら、次のような事例がありました。
入所者全員を対象にリスク評価をせずに、褥瘡発症者のみに加算を算定していた。
褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者の一部の者のみに褥瘡ケア計画を作成して
いた。

（青本p.994-995）

身の回り品の利用料

施設サービスを提供する上で必要な用品は、介護報酬に含まれているとされています。
しかしながら、次のものを利用者から利用料として徴収していた事例がありました。

口腔ケア用品（口腔清拭用スポンジブラシ、口腔ケア用ガーゼ、舌ブラシ、口腔内湿潤
剤等）

口腔ケアが必要な入所者に対して、施設が必要と判断した物品は保険給付に含ま
れる。

身体的拘束用のミトン
施設が介護上やむを得ず身体的拘束をする必要があると判断したため保険給付
に含まれる。

（赤本p.961-963、1321-1325）
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【参照条例等】

〇群馬県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並び運営に関する基準を定める条例
（平成24年群馬県条例第91号）

【青本：令和６年4月版「介護報酬の解釈 1 単位数表編」】
〇指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成12年2月10日厚生省告示第21号）
〇指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る

部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について
（平成12年3月8日老企第40号）

【赤本：令和６年4月版「介護報酬の解釈 2 指定基準編」】
〇介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成11年3月31日厚生省令第40号）
〇介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について（平成12年3月17日老企第44号）

【緑本：令和６年4月版「介護報酬の解釈 ３Q&A・法令編」】
※資料上に記載されてる「赤本・青本・緑本」のページは、令和６年4月版のものとなります。

令和６年度 結果概要（事例編）

１ 介護保険サービス
（介護保険施設）

（３）介護医療院
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説明項目
人員基準に係る事例01

従業者の員数（兼務職員の管理）

法第111条第2項の規定により介護医療院に置くべき医師、薬剤師、理学療法士等の員数が
定められています。

しかしながら、併設の医療機関を兼務している職員について、兼務辞令等の交付がなく介護
医療院での勤務が明確になっていない事例がありました。

【留意点】
介護医療院の職員として配置されていることが明確となるよう、兼務辞令等の交付を行って

ください。また、介護医療院に勤務している時間数で適切に人員基準の管理を行ってください。
加算や特別診療費等の算定において常勤や専従等の要件があるものもあります。特に兼務して
いる職員の管理には注意してください。

（赤本p.1017-1020、1083-1084）（基準条例第17号第4条）
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認知症介護に係る基礎的な研修の受講

全ての従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第八条第二項に規定す
る政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に
係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講ずることとされています。

しかしながら、研修受講が必要な従業者に対し研修を受講させていない事例がありました。

【留意点】
介護に直接携わる従業者のうち、医療・福祉関係の資格を有さない者について、認知症介護

基礎研修の受講が義務付けられました。
なお、令和6年4月以降に新規採用した従業者のうち、研修受講対象者へは、採用から1年以

内に研修を受講させてください。

（赤本p.1044）（基準条例第17号第30条第3項）

説明項目
運営基準に係る事例02
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業務継続に向けた取組

感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を構築
する観点から、業務継続のための必要な措置が必要となります。

しかしながら、従業者に対する必要な研修や訓練が適切に実施されていない事例がありました。
【留意点】業務継続に向けた取組については、次の事項について整備してください。

①業務継続計画の策定 

※記載内容は、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び
「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を御参照ください。

②研修及び訓練の定期的な実施（年２回以上※研修は新規採用時も） 

③定期的な業務継続計画の見直し、変更 
※①の業務継続計画が策定されていない場合、減算となります。（青本p.1036-1037 注6）

（赤本p.1046-1047）（基準条例第17号第30条の2）

「感染症に係る業務継続計画」 
・平常時からの備え 

・初動対応 

・感染拡大防止体制の確立 

「災害に係る業務継続計画」 
・平常時の対応 
・緊急時の対応 
・他施設及び地域との連携 

説明項目
入所者サービスに係る事例03
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虐待の発生又はその再発の防止（委員会の開催）（１/４）

虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果につい
て、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ることとされています。

しかしながら、委員会を開催していない事例がありました。

【留意点】
虐待等の発生の防止・早期発見、再発防止等を検討するため、定期的に委員会を開催をする

ことが必要です。
また、その結果について、従業者に周知徹底を図ってください。

（赤本p.1057-1059）（基準条例第17号第40条の2第1項第1号）

虐待の発生又はその再発の防止（指針の整備）（２/４）

虐待防止のための指針が整備されていない又は内容に不備がある事例がありました。
指針は、基準省令の解釈通知にある次の項目を盛り込む必要があります。

施設における虐待の防止に関する基本的な考え方
虐待防止検討委員会その他施設内の組織に関する事項
虐待の防止のための職員研修に関する基本方針
虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針
虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項
成年後見制度の利用支援に関する事項
虐待等に係る苦情解決方法に関する事項

入所者等に対する当該指針の閲覧に関する事項
その他虐待の防止の推進のために必要な基本事項

（赤本p.1057-1059）（基準条例第17号第40条の2第1項第2号）
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虐待の発生又はその再発の防止（研修の実施）（３/４）

虐待防止のための研修を定期的（年２回以上）及び新規採用時に実施することとしています。
しかしながら、実施しているとのことであるが、研修の実施内容について記録が適切に作成

されていないため、実施したことがわかりにくい事例がありました。

【留意点】
特に他の研修と一緒に実施した場合は、虐待防止に関する研修の実施内容について適切に記

録を作成してください。
研修は、年２回以上の実施に加え、新規採用時にも必ず実施してください。
研修の内容としては、虐待等の防止に関する基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するも

のであるととともに、当該施設の指針に基づき、虐待防止の徹底を行うものとする必要があり
ます。

（赤本p.1057-1059）（基準条例第17号第40条の2第1項第3号）

虐待の発生又はその再発の防止（担当者を置く）（４/４）

虐待の防止に関する措置（指針の整備や委員会の開催、研修の実施）を適切に実施するため
の担当者を置くことが必要であるとされています。

しかしながら、担当者を置いていない（決めていない）事例がありました。

【留意点】
当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任者と同一の従業者が務めることが望ましい

です。
担当者としての職務に支障がなければ、同一事業所内での複数担当の兼務や他事業所・施設

との担当兼務も差し支えありません。ただし、日常的に兼務先の各事業所内の業務に従事して
おり、入所者や施設の状況を適切に把握している者など、各担当者としての職務を遂行する上
で支障がないと考えられる者を選任してください。

※虐待の防止に係る措置が不十分な場合は、減算の対象となります。 （青本p.1036 注5）

（赤本p.1057-1059）（基準条例第17号第40条の2第1項第4号）
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身体的拘束等の適正化（研修の実施）

身体的拘束等の適正化のための研修を定期的（年２回以上）及び新規採用時に実施すること
としています。

しかしながら、実施しているとのことであるが、研修の実施内容について記録が適切に作成
されていないため、実施したことがわかりにくい事例がありました。

【留意点】
特に他の研修と一緒に実施した場合は、身体的拘束等に関する研修の実施内容について適切

に記録を作成してください。
研修は、年２回以上の実施に加え、新規採用時にも必ず実施してください。
研修の内容としては、身体的拘束等の適正化の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発する

とともに、当該施設の指針に基づき、適正化の徹底を行うものとする必要があります。

※身体的拘束等の適正化への取組が不十分な場合は、減算の対象となります。（青本p.1035 注3）

（赤本p.1034）（基準条例第17号第16条第6項第3号）

事故発生の防止及び発生時の対応（担当者を置く）

事故発生防止等の措置（指針の整備、報告及び分析を通じた職員への周知、委員会の開催、
研修の実施）を適切に実施するための担当者を置くことが必要であるとされています。

しかしながら、担当者が明確になっていない事例がありました。

【留意点】
当該担当者としては、事故防止検討委員会の安全対策を担当する者と同一の従業者が務める

ことが望ましいです。
担当者としての職務に支障がなければ、同一事業所内での複数担当の兼務や他事業所・施設

との担当兼務も差し支えありません。ただし、日常的に兼務先の各事業所内の業務に従事して
おり、入所者や施設の状況を適切に把握している者など、各担当者としての職務を遂行する上
で支障がないと考えられる者を選任してください。

※事故発生防止のための取組が不十分な場合は、減算の対象となります。（青本p.1036 注4）

（赤本p.1057）（基準条例第17号第40条第1項第4号）
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衛生管理等（研修の実施）

感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止
のための訓練を定期的に実施することとしています。

しかしながら、実施しているとのことであるが、研修及び訓練の実施内容について記録が適
切に作成されていないため、実施したことがわかりにくい事例がありました。

【留意点】
研修及び訓練を実施した際は、実施内容について適切に記録を作成してください。
研修及び訓練は定期的（年２回以上）の実施が必要です。研修については新規採用時にも必

ず実施してください。

（赤本p.1049-1050）（基準条例第17号第33条第2項第3号）

口腔衛生の管理

口腔衛生の管理について、次のとおり不適切な事例がありました。
① 歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、施設の介護職員に対し、口腔

衛生の管理に係る技術的助言及び指導を年２回以上実施していない。
② 従業者又は歯科医師等が入所者ごとに施設入所時及び月に１回程度の口腔の健康状

態の評価を実施していない。
③ 技術的助言及び指導に基づき、必要な項目を記載した、入所者の口腔衛生の管理体

制に係る計画を作成していない。

【留意点】
口腔衛生の管理については、通知「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施

及び一体的な取組について」を参考としてください。(緑本p.890～)

（赤本p.1039-1040）（基準条例第17号第20条の3）
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説明項目
介護報酬に係る事例04

言語聴覚療法（特別診療費）

言語聴覚療法（特別診療費）の算定要件の１つとして、専従する常勤の言語聴覚士が１人以
上勤務することとされています。

しかしながら、非常勤の言語聴覚士の配置となっている事例がありました。

【留意点】
常勤とは、当該施設における勤務時間が当該施設において定められている常勤の従業者が勤

務すべき時間数に達していることをいいます。そのため、併設医療機関等を兼務している場合
は注意が必要です。

医療機関と併設する介護医療院の常勤の言語聴覚士については、サービス提供に支障がない
場合には、言語聴覚士が常勤換算方法で１人以上勤務することで差し支えありません。

（青本p.1093-1094、1102）
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重症皮膚潰瘍管理指導（特別診療費）

重症皮膚潰瘍管理指導（特別診療費）の算定要件の１つとして、当該利用者の皮膚潰瘍が
Sheaの分類のいずれに該当するか、治療内容等について診療録に記載することとされていま
す。

しかしながら、治療内容等について診療録に記録がない事例がありました。

【留意点】
皮膚潰瘍がSheaの分類のいずれに該当するか、治療内容等について適切に診療録に記載し

てください。
施設基準も含め要件全てを満たすことで算定可能となりますので、算定要件を再度確認し適

切に算定を行ってください。

（青本p.1082-1083、1100）

【参照条例等】

〇群馬県介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例
（平成30年群馬県条例第17号）

【青本：令和６年4月版「介護報酬の解釈 1 単位数表編」】
〇指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成12年2月10日厚生省告示第21号）
〇指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る

部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について
（平成12年3月8日老企第40号）

【赤本：令和６年4月版「介護報酬の解釈 2 指定基準編」】
○介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成30年1月18日厚生労働省令第5号）
○介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について（平成30年3月22日老老発0322第1号）

【緑本：令和６年4月版「介護報酬の解釈 ３Q&A・法令編」】
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令和６年度 結果概要（事例編）

２ 介護保険サービス
（居宅サービス)

（１）訪問介護

説明項目
人員基準に係る事例01
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訪問介護員等の員数

指定訪問介護事業者が当該事業を行う事業所ごとに置くべき訪問介護員等の員数は、
常勤換算方法で2.5以上とされています。

【誤りの事例】
有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅に併設された訪問介護事業所の職員が双方を兼務

していながら、勤務体制が明確に区分されておらず、常勤換算による配置数が確認できなかった。

【補足】
有料老人ホーム等入居者へのサービス提供を行う場合、訪問介護計画に基づいてサービス提供を

行った時間のみが、訪問介護事業所としての勤務時間に含まれる。

（赤本p.43）（基準条例第88号第6条第1項）

訪問介護事業所における勤務表作成のポイント

・訪問介護事業所ごとに、原則として月ごと（暦月）の勤務表を作成すること。
・訪問介護員が、訪問介護計画に基づいてサービス提供を行う時間を、有料老人ホームの

職員として勤務する時間と明確に分けて、記載すること。
・その他、職務の内容、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係、サービス提供責任者

である旨等を明確にすること。

【※常勤とは】
当該訪問介護事業所における勤務時間が、当該訪問介護事業所において定められている

常勤の勤務すべき時間数に達していれば常勤となります。正規・非正規は問いません。
よって、法人に正規職員として雇用されていたとしても、同一敷地内の他の事業所にも従
事している場合は、当該訪問介護事業所においては、非常勤職員となります。

（赤本p.56）（基準条例第88号第32条第1項）
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説明項目
運営基準に係る事例02

サービス提供責任者の責務（１/３）

サービス提供責任者は、基準条例第25条に規定する業務（訪問介護計画の作成）及び、第29条
第3項に規定する業務を行うものとされています。

具体的には、
（１）訪問介護計画の作成

・サービス提供責任者は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、指定訪問介護の
目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した訪問介護計画を作成
しなければならない。

・サービス提供責任者は、訪問介護計画の作成に当たっては、その内容について利用者又はそ
の家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならない。また、サービス提供責任者は、
訪問介護計画を作成した際には、当該訪問介護計画を利用者に交付しなければならない。

・サービス提供責任者は、訪問介護計画の作成後、当該訪問介護計画の実施状況の把握を行い、
必要に応じて当該訪問介護計画の変更を行うものとする。

（赤本p.52-54）（基準条例第88号第25条、第29条第3項）
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（２）第29条第3項に規定する事項
一 指定訪問介護の利用申込みに係る調整をすること。
二 利用者の状態の変化やサービスに関する意向を定期的に把握すること。
二の二 居宅介護支援事業者等に対し、指定訪問介護の提供に当たり把握した利用者の服薬

状況、口腔機能その他の利用者の心身の状態及び生活の状況に係る必要な情報の提供を
行うこと。

三 サービス担当者会議への出席等により、居宅介護支援事業者等と連携を図ること。
四 訪問介護員等に対し、具体的な援助目標及び援助内容を指示するとともに、利用者の状

況についての情報を伝達すること。
五 訪問介護員等の業務の実施状況を把握すること。
六 訪問介護員等の能力や希望を踏まえた業務管理を実施すること。
七 訪問介護員等に対する研修、技術指導等を実施すること。
八 その他サービス内容の管理について必要な業務を実施すること。

サービス提供責任者の責務（２/３）
（赤本p.52-54）（基準条例第88号第25条、第29条第3項）

【誤りの事例】
・サービス提供責任者が、訪問介護計画の作成を行っていなかった。

また、作成した訪問介護計画について、利用者等に説明していなかった。
・サービス提供責任者が、訪問介護計画の作成後、当該訪問介護計画の実施状況の把握を行っ

ていなかった。
・サービス提供記録が、多数の利用者について作成されていないことに対して、サービス提供

責任者が状況を把握していなかった。

【留意点】
サービス提供責任者が果たすべき責務を果たしていなかった場合、運営基準違反として、行政

処分の処分事由となりますので、御留意ください。

サービス提供責任者の責務（３/３）
（赤本p.52-54）（基準条例第88号第25条、第29条第3項）
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秘密保持等

指定訪問介護事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利
用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により
得ておかなければなりません。

【誤りの事例】
利用者の個人情報を用いる場合の利用者の同意は得ているが、利用者の家族の個人情報を用いる

場合の当該家族の同意を得ていない。

（赤本p.62）（基準条例第88号第35条第3項）

業務継続に向けた取組の強化（１/２）

【着眼点】

① 業務継続計画を策定しているか。

また、計画について、訪問介護員等に周知しているか。

■策定する計画 ： 感染症に係る業務継続計画、災害に係る業務継続計画

※記載内容は、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介
護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を御参照ください。

※感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合は、業務継続計画未
策定減算が（所定単位数の100分の１に相当する単位数）適用されます。

（赤本p.58-59）（基準条例第88号第32条の2）
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【着眼点】

②研修及び訓練をそれぞれ年１回以上実施しているか。
（新規採用時には別に研修を実施することが望ましい）

※研修及び訓練の実施内容は記録してください。
※感染症の業務継続計画に係る研修及び訓練については、感染症の予防及びまん延の防止の

ための研修及び 訓練とそれぞれ一体的に実施することも差し支えありません。 

③定期的に業務継続計画を見直しているか。

※厚生労働省ホームページの「業務継続計画（BCP）作成支援に関する研修」というページ

を御参照ください。

【誤りの事例】
・研修の資料はあるが、実施の記録がなかった。
・研修と訓練を同日に実施したが、研修の記録のみで訓練の記録がなかった。

業務継続に向けた取組の強化（２/２）
（赤本p.58-59）（基準条例第88号第32条の2）

衛生管理等「感染症対策」

【着眼点】
① 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を、おおむね6月に1回以上開
催し、その結果について訪問介護員等に周知徹底を図っているか。

② 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備しているか。
③ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練をそれぞれ年1回以上実施しているか。

（新規採用時には感染症対策研修を実施することが望ましい）
※委員会及び研修の実施内容については記録してください。
※記載内容の例については、「介護現場における感染対策の手引き」を御参照ください。

【誤りの事例】
・委員会の結果について、一部の従業者のみに周知しただけで、全員に周知していなかった。
・委員会を開催すれば、研修や訓練は不要と考えていた。

(赤本p.59-61)（基準条例第88号第33条第3項）
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虐待防止の取組（１/２）

【着眼点】
① 虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について、訪問介護
員等に周知徹底を図っているか。

② 虐待の防止のための指針を整備しているか。 必要な項目は盛り込むまれているか。
③ 虐待の防止のための研修を年１回以上と、新規採用時にも実施しているか。

研修の実施内容については記録してください。
④ ①から③までに掲げる措置を適切に実施するための担当者を置いているか。

※虐待の発生又はその再発を防止するための措置（上記①～④）が講じられていない場合、
高齢者虐待防止措置未実施減算（所定単位数の100分の１）が適用されます。

（赤本p.65-67）（基準条例第88号第40条の2）

【留意点】

平成18年より施行された高齢者虐待防止法において「養介護施設従事者等による高齢者虐待

の防止等のための措置」（研修の実施、苦情処理体制の整備等）についても定められておりま

すので御注意ください。

虐待防止法に係る措置がとられておらず、虐待が起きた場合には、行政処分になることもあ

ります。

【誤りの事例】

・ ②の指針について、盛り込むべき項目に不足があった。

・訪問介護員だけを対象に研修を実施しており、事務員等を対象としていなかった。

虐待防止の取組（２/２）
（赤本p.65-67）（基準条例第88号第40条の2）
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法定研修

【留意点】

令和６年度の介護報酬改定により、適切な介護事業運営のためのさまざまな研修や訓練が運

営基準に定められています。未実施の場合、加算が算定できなかったり、減算につながったり

しますので、年間計画を立てて確実に実施する必要があります。

【好事例】

事業所として、何月に何の研修を実施するか年間研修計画を立て、従業員全員がその月に予

定の研修を受講できたか個人ごとにシートを作成し管理していた。研修は、各自空いた時間を

使って、Ｅラーニングにより受講。受講後は一言コメントを添えて受講を報告。

ハラスメント対策

指定訪問介護事業者は、適切な指定訪問介護の提供を確保する観点から、職場における
ハラスメントの防止のための雇用管理者上の措置を講じることが義務づけられています。

① 事業主が講ずべき措置
〈対象〉 セクシャルハラスメント（職場、利用者やその家族等）、パワーハラスメント（職場）
〈内容〉 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発

相談（苦情を含む）に応じて、適切に対応するために必要な体制の整備
② 事業主が講じることが望ましい取組
〈対象〉 カスタマーハラスメント（利用者やその家族等）
〈内容〉 相談対応体制の整備、被害者への配慮のための取組、被害防止のための取組

【参考（厚生労働省HP）】
・介護職場におけるハラスメント対策マニュアル
・ （管理職・職員向け）研修のための手引き

(赤本p.57)（基準条例第88号第32条第4項）
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説明項目
訪問介護計画に係る事例03

訪問介護計画作成に係る一連のプロセス

相談受付（インテーク）

利用者の課題抽出（アセスメント）

訪問介護計画書原案の作成

事業所内職員での担当者会議

訪問介護計画書の確定、利用者又は家族に説明、利用者の同意、利用者へ交付

訪問介護計画書の評価、当該評価を利用者及び家族に説明
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サービス提供責任者は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、指定訪問介護の目
標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した訪問介護計画を作成しなけ
ればなりません。

そして、訪問介護計画の作成に当たっては、利用者の状況を把握・分析し、訪問介護の提供に
よって解決すべき問題状況を明らかにすること（＝アセスメント）が必要とされています。

【誤りの事例】
・居宅介護支援事業所からアセスメントの情報を受け、当該アセスメントを基準上のものと誤

解し、事業所として実施していなかった。
・サービス開始時にアセスメントを実施したのみで、その後の計画変更時等にはアセスメント

を行っていない。

（赤本p.52-53）（基準条例第88号第25条第1項）

アセスメントの未実施

訪問介護計画の記載内容について（１/２）

サービス提供責任者は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、指定訪問介護の目標、
当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した訪問介護計画を作成しなければな
りません。

また、訪問介護計画の作成に当たっては、利用者の状況を把握・分析し、訪問介護の提供によっ
て解決すべき問題状況を明らかにし、これに基づき、援助の方向性や目標を明確にし、担当する訪
問介護員等の氏名、訪問介護員等が提供するサービスの具体的内容、所要時間、日程等を明らかに
するものとされています。

なお、訪問介護費は、「現に要した時間ではなく、訪問介護計画に位置付けられた内容の訪問介
護を行うのに要する標準的な時間」で算定することが原則です。

（赤本p.52-53、青本p.142-144、174-177）（基準条例第88号第25条第1項）
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【誤りの事例】
・訪問介護計画上、サービスを提供する時間帯や曜日等の日程が明らかにされていなかった。
・訪問介護計画のサービス内容には、「通院介助」「排泄介助」「買物介助」と記載されている

だけで、サービスの具体的なプロセス（サービスの一連の流れ）と、それに要する標準的な時
間が位置付けられていなかった。

【参考】
サービス内容の記載方法については、「訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について」
（平成１２年３月１７日老計第１０号 最終改正平成３０年３月３０日）を参照してください。

訪問介護計画の記載内容について（２/２）
（赤本p.52-53、青本p.142-144、174-177）（基準条例第88号第25条第1項）

居宅サービス計画と訪問介護計画の不整合

訪問介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該居宅サービス計画の内
容に沿って作成しなければなりません。

【誤りの事例】
・居宅サービス計画に位置づけられたサービスと、訪問介護計画に位置づけられたサービスが

異なっていた。
（居宅サービス計画）

身体１ ８：００～８：２５ （月・水・金）

（訪問介護計画）
身体１生活１ ８：００～８：５０ （月・水・金）

（赤本p.50）（基準条例第88号第25条第2項）
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サービス提供責任者は、訪問介護計画の作成後、当該訪問介護計画の実施状況の把握（＝モニ
タリング）を行うとともに、サービスの実施状況や評価について、利用者やその家族に説明する
必要があります。

【誤りの事例】
訪問介護計画の実施状況の把握や評価を、全く行っていなかった。

【補足】
訪問介護計画の実施状況の把握や評価を行ったこと、当該評価等について利用者や家族に説明

したことがわかるように、記録を残してください。

訪問介護計画の評価及び利用者や家族への説明の未実施
（赤本p.52-53）（基準条例第88号第25条第3項、第5項）

説明項目
介護報酬に係る事例04
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訪問介護計画未作成
サービス提供責任者は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、指定訪問介護の目標、

当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した訪問介護計画を作成しなければな
りません。

また、訪問介護費は、現に要した時間ではなく、訪問介護計画に位置付けられた内容の指定訪問
介護を行うのに要する標準的な時間で算定することとされています。

【誤りの事例】
訪問介護計画を作成せずに、サービスを提供し、報酬を算定していた。

【留意点】
訪問介護計画を作成せずにサービスを提供した場合、報酬の返還を求めることがあります。
また、状況によっては、取消等の行政処分になる場合もあります。

（赤本p.52-53、青本p.142-143）（基準条例第88号第25条）

訪問介護計画の内容とサービス実態との相違

訪問介護費は、現に要した時間ではなく、訪問介護計画に位置付けられた内容の指定訪問介護を
行うのに要する標準的な時間で算定することとされています。

【誤りの事例】
訪問介護計画に位置付けられた内容と、提供しているサービスの実態が異なっていた。
（例）
○訪問介護計画： ①身１ ８：３０～８：５５ （月・水・金）
○サービス実態 ： ①身１ ８：３０～８：５５ （月・金）

②身２生１ １１：３０～１２：４５（火・木）

（青本p.142-143）
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サービス提供記録の未作成

指定訪問介護事業者は、指定訪問介護を提供した際には、当該指定訪問介護の提供日、提供
した具体的なサービスの内容、利用者の心身の状況その他必要な事項を記録するとともに、利
用者から申出があった場合には、文書の交付その他適切な方法により、その情報を利用者に対
して提供しなければなりません。

【誤りの事例】
・実際にサービスを提供した記録を作成しておらず、報酬請求の根拠が確認できなかった。
・サービス提供記録が、サービス内容のチェックのみで利用者の心身の状況が全く記載さ

れていなかった。
【留意点】

サービス提供の記録が確認できなかった場合、報酬の返還を求めることがあります。
また、状況によっては、取消等の行政処分になる場合もあります。

（赤本p.50）（基準条例第88号第20条）

通院等乗降介助の一連のサービス行為

通院等乗降介助の算定に当たっては、「自らの運転する車両への乗車又は降車の介助」に加え
て、「乗車前若しくは降車後の屋内外における移動等の介助」を行うか、又は、「通院先若しく
は外出先での受診等の手続き、移動等の介助」を行う場合に算定対象となるものであり、これら
の移動等の介助又は受診等の手続きを行わない場合には、算定対象とはなりません。

【誤りの事例】
・訪問介護計画において、通院等乗降介助に係る一連のサービス内容及び所要時間を具体的

に位置づけていなかった。
・通院に係る一連の乗降介助サービスを提供した具体的なサービスの内容及び提供時間等を

適切に記録していなかった。

（青本p.149-150)
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2人の訪問介護員等による訪問介護

２人の訪問介護員等により訪問介護を行い、所定単位数の１００分の２００に相当する単位数
を算定するのに当たっては、２人の訪問介護員等により訪問介護を行うことについて利用者又は
その家族等の同意を得ている場合であって、次のいずれかに該当することが要件となります。

イ 利用者の身体的理由により１人の訪問介護員等による介護が困難と認められる場合
ロ 暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合
ハ その他利用者の状況等から判断して、イ又はロに準ずると認められる場合

【誤りの事例】
・アセスメント等で、２人の訪問介護員等による訪問介護が必要な理由が明らかにされていな

かった。
・訪問介護計画のサービス内容において、２人の訪問介護員等による訪問介護が明確に位置付

けられておらず、利用者又はその家族等の同意を得ているか不明確だった。

（青本p.152-153)

早朝・夜間、深夜加算

早朝・夜間、深夜の加算は、居宅サービス計画上又は訪問介護計画上、訪問介護のサービス開
始時刻が加算の対象となる時間帯にある場合に算定することができます。

【誤りの事例】
・居宅サービス計画及び訪問介護計画に位置づけられていない曜日及び早朝・夜間の時間帯に

サービスを提供し、加算を算定していた。
・居宅サービス計画及び訪問介護計画に位置づけられていない曜日及び時間帯（夜間加算及

び深夜加算の対象となる時間帯）において「身体介護１・夜」や「身体介護１・深」で入る
状況が1月以上継続し、常態化していた。

【留意点】
当該加算の対象となる時間帯にサービスを提供する場合、あくまでも、利用者の希望に基づい

て、計画に位置付けられるものであり、事業者都合によりサービスを位置付けることのないよう、
御留意ください。

（青本p.152-153)
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初回加算（１/２）

指定訪問介護事業所において、新規に訪問介護計画を作成した利用者に対して、
①サービス提供責任者自らが初回若しくは初回の指定訪問介護を行った日の属する月に

指定訪問介護を行った場合
②その他の訪問介護員等が初回若しくは初回の指定訪問介護を行った日の属する月に

指定訪問介護を行った際に、サービス提供責任者が同行した場合
に、報酬を算定することができます。

なお、サービス提供責任者が訪問介護に同行した場合については、基準条例第88号第20条第2項
に基づき、同行訪問した旨を記載することとされています。

（青本p.166-167）

【誤りの事例】
・初回加算の算定に当たっては、新規に訪問介護計画を作成しなければならないが、当該計

画について利用者の同意を得ずに、加算を算定していた。
・サービス提供責任者が同行訪問したとのことだが、その記録がなかった。

【補足】
本加算は、利用者が過去2月間（暦月）に、当該指定訪問介護事業所から指定訪問介護の提供を

受けていない場合に算定できる。

初回加算（２/２）
（青本p.166-167）
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通所介護から訪問介護（生活援助）への連続利用

通所介護を終了後に、時間を空けることなく訪問介護を利用することは物理的にできません。
例えば、有料老人ホームに併設されている通所介護を終了後、部屋に戻って訪問介護を受ける

場合、部屋に戻るまでに行ったサービスは本人が不在となるため、訪問介護費を算定できません。

【誤りの事例】
有料老人ホーム等に併設されている通所介護のサービスを終了した後に、時間を空けることなく

当該有料老人ホーム等において、訪問介護を実施していた。
（例）サービス提供票（第６表）

9:30～16:00 通所介護
16:00～16:30 生活援助１（居室内の掃除・洗濯物の取り入れと収納）

【留意点】
訪問介護事業所においても、居宅サービス計画をよく確認し、サービスの位置づけが適切に行わ

れていない場合には、居宅介護支援事業所と密接に連携し、改善を図ってください。

（青本p.132）

同一建物減算、集合住宅減算（１/４）

以下の①から④の区分に該当する場合、原則として減算ルールが適用されます。

① 訪問介護事業所と同一敷地内若しくは隣接する敷地内に所在する建物若しくは訪問介護事業
所と同一の建物に居住する者（②に該当する場合を除く） →10％減算

② 上記の建物のうち、当該建物に居住する利用者の人数が一月あたり50人以上の場合

→15％減算

③ 上記①以外の範囲に所在する建物に居住する者（当該建物に居住する利用者の人数が１月あ
たり20人以上の場合） →10％減算

(青本p.162-164)
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④ 以下の要件に該当する指定訪問介護事業所が、同一敷地内建物等に居住する利用者（指定訪問
介護事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に50人以上居住する建物に居住
する利用者を除く。）に対して、指定訪問介護を行った場合 →12％減算

【要件】
正当な理由なく、指定訪問介護事業所において、算定日が属する月の前６月間に提供した指定

訪問介護の提供総数のうち、同一敷地内建物等に居住する利用者に提供されたものの占める割合
が90％以上であること。

【判定期間・減算適用期間】

a  判定期間が前期(3月1日～8月31日)の場合は、減算適用期間が10月1日～3月31日

b  判定期間が後期(9月1日～2月末日)の場合は、減算適用期間が4月1日～9月30日

同一建物減算、集合住宅減算（２/４）
(青本p.162-164)

【誤りの事例】

③の範囲に所在する有料老人ホームに居住する利用者の人数が１月あたり２０人以上であり、
減算の要件に該当しているにもかかわらず、減算せずに報酬を請求していた。

【留意点】
利用者数とは、訪問介護事業所とサービス提供契約のある利用者（※）のうち、該当する建物

に居住する者の数です。（サービス提供契約はあるが、当該月において、訪問介護費の算定がな
かった者を除きます。）
※当該月に一日でも利用があれば、当該月は全ての日の利用者数にカウントされます。

同一建物減算、集合住宅減算（３/４）
(青本p.162-164)
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【留意点】

届出上は、事業所が有料老人ホームと離れた場所にあるが、実際は、事業所運営が有料老人
ホームの中で行われている場合、同一建物減算逃れとして、不正請求になります。

同一建物減算、集合住宅減算（４/４）
(青本p.162-164)

説明項目
特定事業所加算に係る確認事項05
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特定事業所加算（１/６）

【共通】
算定要件の１つとして、指定訪問介護事業所の全ての訪問介護員等（登録型の訪問介護員等を含

む。）及びサービス提供責任者に対し、訪問介護員等ごと及びサービス提供責任者ごとに研修計画
を作成し、当該計画に従い、研修を実施又は実施を予定していることが必要です。

【確認事項】
・新規に採用された訪問介護員についても、研修計画を作成しているか。
・計画には、個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施時期等を定めているか。
（全ての訪問介護員等及びサービス提供責任者に対して、同じ研修目標や研修内容が設定さ

れていないか。）

（青本p.154-159）

【共通】
利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は当該指定訪問介護

事業所における訪問介護員等の技術指導を目的とした会議を定期的（おおむね１月に１回以上）に
開催することが必要です。

なお、当該会議は、サービス提供責任者が主宰し、登録ヘルパーも含めて、当該事業所において
サービス提供に当たる訪問介護員等のすべてが参加するものでなければなりません。

また、会議の開催状況については、その概要を記録しなければなりません。

【確認事項】
・やむを得ず会議を欠席した者がいた場合に、当該欠席者に対して会議内容の伝達等を、いつ・

どのように行ったのかがわかるよう記録しているか。
・会議録を残しているか。

特定事業所加算（２/６）
（青本p.154-159）
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【共通】
指定訪問介護の提供に当たっては、サービス提供責任者が、当該利用者を担当する訪問介護員等

に対し、当該利用者に関する情報やサービス提供に当たっての留意事項を文書等の確実な方法によ
り伝達してから開始するとともに、サービス提供終了後、担当する訪問介護員等から適宜報告を受
けることが必要です。

「当該利用者に関する情報やサービス提供に当たっての留意事項」とは、少なくとも次に掲げる
事項について、その変化の動向を含め、記載しなければなりません。
（利用者のADLや意欲、利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望、家族を含む環境、
前回のサービス提供時の状況、その他サービス提供に当たって必要な事項）

なお、「前回のサービス提供時の状況」を除く事項については、変更があった場合に記載するこ
とで足りる。
⇒原則として、「前回のサービス提供時の状況」については、サービス提供責任者が利用者を担当
する訪問介護員等に対し、サービス提供ごとに、文書等の確実な方法により、伝達する必要がある。

特定事業所加算（３/６）
（青本p.154-159）

・「文書等の確実な方法」・・・直接面接しながら文書を手交する方法、FAX、メール等
・サービス提供責任者は、訪問介護員等から適宜受けるサービス提供終了後の報告内容について、

文書（電磁的記録を含む。）にて、記録を保存しなければならない。

【確認事項】
・「前回のサービス提供時の状況」について、サービス提供責任者から訪問介護員等への情報伝

達を行う場合、利用者の状態の変化があった場合のみとなっていないか。
・サービス提供責任者が、訪問介護員等からサービス提供後に、適宜報告を受けた場合、文書と

して記録を残しているか。

特定事業所加算（４/６）
（青本p.154-159）
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【共通】
指定訪問介護事業所の全ての訪問介護員等に対し、健康診断等を、事業主の費用負担により、定

期的に（少なくとも１年以内ごとに１回）実施することが必要です。

【確認事項】
・非常勤の訪問介護員についても、健康診断を実施しているか。
・最新の健康診断の結果が保管されているか。

特定事業所加算（５/６）
（青本p.154-159）

その他、「緊急時における対応方法の明示」や、人材要件についても、青本や自主点検表の該当
ページを御参照の上、要件を満たしているか、御確認ください。

なお、当該加算は、質の高いサービスが提供できる体制に対する加算であるため、１つの要件で
も欠くことのないよう、サービスの質の向上に努めてください。

※1つの要件でも欠くと、返還の対象となります。
（例）特定事業所加算Ⅰを算定する事業所で、利用者30人が、身体１を週3回利用する場合

244単位／回×0.2（特定Ⅰ：20％加算分）×3回／週×4週×12（1年分）×30人
＝210,816単位

210,816単位×10.00円＝2,108,160円
1年間で、100万円単位での返還にもなり得ますので、十分に御注意ください。

特定事業所加算（６/６）
（青本p.154-159）
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令和６年度 結果概要（事例編）

２ 介護保険サービス
（居宅サービス、介護予防サービス）

（２）訪問入浴介護

説明項目
人員基準に係る事例01
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従業者の員数

指定訪問入浴介護事業所が当該事業を行う事業所ごとに置くべき従業者の員数は、看護師又は
准看護師を１以上、介護職員２以上であり、これらのうち１以上は常勤でなければなりません。

【誤りの事例】
有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅に併設された訪問入浴介護事業所の従業員全員が

双方を兼務していたため、常勤がいない状態だった。

【※常勤とは】
当該訪問入浴介護事業所における勤務時間が、当該訪問入浴介護事業所において定められている

常勤の勤務すべき時間数に達していれば常勤となります。正規・非正規は問わず、当該訪問入浴介
護事業所における勤務時間で判断します。

（赤本p.82）（基準条例第88号第49条）

訪問入浴介護事業所における勤務表作成のポイント

・訪問入浴介護事業所ごとに、原則として月ごと（暦月）の勤務表を作成する。

・従業者の日々の勤務時間、職務の内容、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係等を
明確にする。

（赤本p.91）（基準条例第88号第57条の2第1項）
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説明項目
運営基準に係る事例02

勤務体制の確保（１/２）
１．利用者に対し適切な訪問入浴介護サービスを提供できるよう、事業所ごとに勤務の体制を

定めておかなければなりません。
＜ポイント＞

① 月ごとの勤務表を作成 （勤務表作成のポイントのページを参照）
② 雇用契約等の締結により事業所の指揮命令下にある従業者によりサービスを提供

【誤りの事例】
非常勤の介護職員の雇用契約書について、雇用契約の期限が切れているにもかかわらず、雇用

契約を結ばないまま勤務していた。

２．従業者の資質向上のために、すべての訪問入浴介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉
士、介護支援専門員、国が定めた研修を終了した介護職員等除く。）に対し、認知症介
護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければなりません。
（令和6年4月1日より義務化）

（赤本p.91）（基準条例第88号第57条の2）
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３．適切な指定訪問入浴介護の提供を確保する観点から、職場において行われるセクシャル
ハラスメント又はパワーハラスメントにより、訪問入浴介護従業者の就業環境が
害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければなりません。

【事業主が講ずべき措置の具体的内容】
① 事業主の方針等の明確化及び周知・啓発
② 相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備

相談に対応する担当者や窓口をあらかじめ定め、従業者に周知する。

【事業主が講ずることが望ましい取り組み】
顧客等から著しい迷惑行為（カスタマーハラスメント）の防止のために、事業主が雇用管理上

の配慮として行うことが望ましい。

（赤本p.91）（基準条例第88号第57条の2）

勤務体制の確保（２/２）

秘密保持等

指定訪問入浴介護事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は
利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書によ
り得ておかなければなりません。

【誤りの事例】
利用者の個人情報を用いる場合の利用者の同意は得ているが、利用者の家族の個人情報を用いる

場合の当該家族の同意を得ていない。

（赤本p.95）（基準条例第88号第59条で準用する第35条）
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居宅サービス計画とサービス提供の不整合

指定訪問入浴介護事業者は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該計画に沿っ
たサービスを提供しなければなりません。

【誤りの事例】
居宅サービス計画に位置づけられたサービスと、実際のサービスが異なっていた。
ケアマネからの電話連絡のみで曜日が変更となり、根拠となるものが何もなかった。

（居宅サービス計画）
10：00～11：00（月・木）

（実際のサービス）
10：00～11：00（火・金）

（赤本p.86）（基準条例第88号第59条で準用する第17条）

業務継続に向けた取組の強化（１/２）

１．業務継続計画を策定しているか。

また、計画について、訪問入浴介護従業者に周知しているか。

■策定する計画 ： 感染症に係る業務継続計画、災害に係る業務継続計画

※記載内容は、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び
「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を御参照ください。

※感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合は、業務継続計画未
策定減算が（所定単位数の100分の１に相当する単位数）適用されます。

（赤本p.91-92）（基準条例第88号第59条で準用する第32条の2）
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２．研修及び訓練をそれぞれ年１回以上実施しているか。
（新規採用時には別に研修を実施することが望ましい）

※研修及び訓練の実施内容は記録してください。

３．定期的に業務継続計画を見直しているか。

【誤りの事例】
・研修の資料はあるが、実施の記録がなかった。
・研修と訓練を同日に実施したが、研修の記録のみで訓練の記録がなかった。

（赤本p.91-92）（基準条例第88号第59条で準用する第32条の2）

業務継続に向けた取組の強化（２/２）

衛生管理等「感染症対策」

① 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を、おおむね6月に1回以上
開催し、その結果について訪問入浴介護従業者に周知徹底を図っているか。

② 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備しているか。
③ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練をそれぞれ年1回以上実施しているか。

（新規採用時には感染症対策研修を実施することが望ましい）
※委員会及び研修や訓練の実施内容については記録してください。
※記載内容の例については、「介護現場における感染対策の手引き」を御参照ください。

【誤りの事例】
・委員会の結果について、一部の従業者のみに周知しただけで、全員に周知していなかった。
・委員会を開催すれば、研修の開催は不要と考えていた。

(赤本p.93-94)（基準条例第88号第59条で準用する第33条第3項）
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虐待防止の取組（１/２）

① 虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について、従業者に周
知徹底を図っているか。

② 虐待の防止のための指針を整備しているか。
指針には、盛り込むべき項目が盛り込まれているか。

③ 虐待の防止のための研修を年１回以上と、新規採用時にも実施しているか。
研修の実施内容については記録してください。

④ ①～③までに掲げる措置を適切に実施するための担当者を置いているか。

※虐待の発生又はその再発を防止するための措置（上記①～④）が講じられていない場合、
高齢者虐待防止措置未実施減算（所定単位数の100分の１）が適用されます。

（赤本p.97-100）（基準条例第88号第59条で準用する第40条の2）

【留意点】

平成18年より施行された高齢者虐待防止法において「養介護施設従事者等による高齢者虐待

の防止等のための措置」（研修の実施、苦情処理体制の整備等）についても定められておりま

すので御注意ください。

虐待防止法に係る措置がとられておらず、虐待が起きた場合には、行政処分になることもあ

ります。

【誤りの事例】

・②の指針について、盛り込むべき項目に不足があった。

・研修の対象者を一部の従業者だけとしていた。（事務員等を含めていなかった。）

（赤本p.97-100）（基準条例第88号第59条で準用する第40条の2）

虐待防止の取組（２/２）
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法定研修

【留意点】

令和６年度の介護報酬改定により、適切な介護事業運営のためのさまざまな研修や訓練が運

営基準に定められています。未実施の場合、加算が算定できなかったり、減算につながったり

しますので、年間計画を立てて確実に実施する必要があります。

【好事例】

事業所として、何月に何の研修を実施するか年間研修計画を立て、従業員全員がその月にそ

の研修を受講できたか個人ごとにシートを作成し管理していた。研修は、各自空いた時間を

使って、Ｅラーニングにより受講。受講後は一言コメントを添えて受講を報告。

サービス提供記録の未作成

指定訪問入浴介護事業者は、指定訪問入浴介護を提供した際には、当該指定訪問入浴介
護の提供日、提供した具体的なサービスの内容、利用者の心身の状況その他必要な事項を
記録するとともに、利用者から申出があった場合には、文書の交付その他適切な方法によ
り、その情報を利用者に対して提供しなければなりません。

【誤りの事例】
実際にサービスを提供した記録を作成しておらず、報酬請求の根拠が確認できなかった。

【留意点】
サービス提供の記録が確認できなかった場合、報酬の返還を求めることがあります。

また、状況によっては、取消等の行政処分になる場合もあります。

（赤本p.87）（基準条例第88号第59条で準用する第20条）
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説明項目
介護報酬に係る事例03

基準額の算定

利用者に対し、看護職員１人及び介護職員２人で指定訪問入浴介護の提供を行った場合に算定
することができます。
【誤りの事例】
・急遽看護職員が休暇を取得し、主治医の意見を確認せず介護職員３人で実施した。
・訪問時の利用者の体調不良により入浴を見合わせ、清拭に切り替えたが、所定単数の90％を算

定していなかった。

【留意点】
・事業所の都合で、看護職員に代えて介護職員を充てることはできない。
・入浴により利用者の身体状況等に支障が生じるおそれがないと認められる場合に、その主治の

医師の意見を確認した上で、介護職員３人（介護予防は２人）が訪問入浴介護をおこなった場
合には、所定単位数の95％を算定する。

・「主治の医師の意見の確認」については、利用者又は利用者の承諾を得た当該事業者が、利用
者の主治医に確認することとし、その内容を記録する。

（青本p.185-187）
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初回加算

以下のいずれの要件も満たしている場合に、１月につき所定単位数を加算できます。

① 初回の指定訪問入浴介護を行う前に、職員が新規利用者の居宅を訪問し、浴槽の設置場所や
給排水の方法の確認等を行っている。

② 初回の指定訪問入浴介護を行った日の属する月に算定できる。

（青本p.190-191）

同一建物減算、集合住宅減算（１/３）

以下の区分に該当する場合、原則として減算ルールが適用されます。

① 訪問入浴介護事業所と同一敷地内若しくは隣接する敷地内に所在する建物若しくは訪問入浴
介護事業所と同一の建物に居住する者（②に該当する場合を除く） →10％減算

② 上記の建物のうち、当該建物に居住する利用者の人数が一月あたり50人以上の場合

→15％減算

③ 上記①以外の範囲に所在する建物に居住する者（当該建物に居住する利用者の人数が１月あ
たり20人以上の場合） →20％減算

【誤りの事例】
③の範囲に所在する有料老人ホームに居住する利用者の人数が１月あたり20人以上であり、減

算の要件に該当しているにもかかわらず、減算せずに報酬を請求していた。

(青本p.188-189)
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【留意点①】
利用者数とは、訪問入浴介護事業所とサービス提供契約のある利用者（※）のうち、該当する建物

に居住する者の数です。
（サービス提供契約はあるが、当該月において、訪問入浴介護費の算定がなかった者を除きます。）
※当該月に一日でも利用があれば、当該月は全ての日の利用者数にカウントされます。

(青本p.188-189)

同一建物減算、集合住宅減算（２/３）

【留意点】

届出上は、事業所が有料老人ホームと離れた場所にあるが、実際は、事業所運営が有料老人
ホームの中で行われている場合、同一建物減算逃れとして、不正請求になります。

【事業所運営が有料老人ホーム内で行われている場合とは？】 
・事業運営に必要な書類や物品がほとんど訪問介護事業所に保管されておらず、有料老人ホーム

内にある。 

・ 訪問介護事業所の請求事務など、運営のための業務が有料老人ホーム内で行われている。

(青本p.188-189)

同一建物減算、集合住宅減算（３/３）
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サービス提供体制強化加算（１/４）

１．算定要件の一つとして、全ての訪問入浴介護従業者に対し、訪問入浴介護従業者ごとに研修

計画を作成し、当該計画に従い、研修を実施又は実施を予定していることが必要です。

なお、訪問入浴介護従業者ごとの研修計画は、当該事業所におけるサービス従事者の資質向上

のための研修内容の全体像と当該研修実施のための勤務体制の確保を定めるとともに、従事者に

ついて個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施期間等を定めた計画を策定しなければな

りません。

（青本p.194-195）

【誤りの事例】
・常勤の従業者には、個別の研修計画を作成しているが、非常勤の従業者に対しては、個別の研

修計画を作成していなかった。
・事業所全体としての研修計画を作成しているが、従業者ごとの個別の研修計画を作成していな

かった。
・個別の研修計画はあるものの、全ての計画の研修目標が同一だった。
・個別の研修計画に、受講する研修の内容は記載されているが、研修目標や研修期間、実施時期

の記載がなかった。

（青本p.194-195）

サービス提供体制強化加算（２/４）
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２．利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は訪問入浴介護事
業所における訪問入浴介護従業者の技術指導を目的とした会議を定期的に（おおむね１月に
１回以上）開催することが必要です。
なお、当該会議は、訪問入浴介護事業所においてサービス提供に当たる訪問入浴介護従業者

のすべてが参加するものでなければなりません。

【誤りの事例】
やむを得ず会議を欠席した者がいた場合に、当該欠席者に対して会議内容の伝達等を、いつ・

どのように行ったのかがわかる記録がなかった。

（青本p.194-195）

サービス提供体制強化加算（３/４）

３．訪問入浴介護事業所の全ての従業者に対し、健康診断を、事業主の費用負担により、定期的
に（少なくとも１年以内ごとに１回）実施することが必要です。

【誤りの事例】
非常勤の従業者が、事業主負担で健康診断を実施していなかった。

（青本p.194-195）

サービス提供体制強化加算（４/４）
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令和６年度 結果概要（事例編）

２ 介護保険サービス
（居宅サービス・介護予防サービス）

（３）訪問看護

説明項目
人員基準に係る事例01
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看護職員の人員基準不足

看護職員（保健師、看護師又は准看護師）の員数については、常勤換算方法で２．５以上
でなければなりません。

【誤りの事例】
① 看護職員が常勤２名、非常勤２名の合計４名いるが、非常勤２名の一月の勤務実績が約４

０時間で常勤換算０．５に満たない。
② 看護職員が併設された有料老人ホームの職員を兼務しているが、訪問看護事業所と有料老

人ホームについて明確に区分した勤務体制が整備されていない。

（赤本p.103-104）（基準条例第88号第65条第1項第1号イ）

【人員基準不足に係る留意事項】

人員基準不足が見込まれる場合は速やかに充足してください。できない場合は保健福祉事務
所又は介護高齢課に相談してください。

相談せずに長期間人員基準不足となった場合や指導に従わなかった場合は報酬返還を求めるこ
とがあります。
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常勤の定義に係る解釈の誤り

人員基準として、看護職員のうち１名は常勤でなければなりません。

【誤りの事例】

全ての看護職員が同一敷地内の訪問介護事業所の訪問介護員を兼務しており、常勤の看護職員
がいない。

【留意点】

法人としては常勤職員であっても、法人内で他の事業所を兼務していれば、人員基準上の訪問
看護事業所における常勤職員とはいえません。

例えば、就業規則で常勤職員が勤務すべき１週間の時間が４０時間と定められている場合、訪
問看護事業所の勤務時間が３２時間、同一法人内の別の事業所で８時間の場合、訪問看護事業所
では４０時間に満たないので非常勤扱いとなります。

（赤本p.103-104）（基準条例第88号第65条第2項）

説明項目
運営基準に係る事例02
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秘密保持等

指定訪問看護事業者は、サービス担当者会議等において利用者の個人情報を用いる場合は利用
者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により
得ておかなければなりません。

【誤りの事例】
利用者の個人情報については同意を得ているが、家族の個人情報を用いる場合について、当該

家族の同意を得ていなかった。

（赤本p.119）（基準条例第88号第79条で準用する第35条第3項）

業務継続に向けた取組の強化（１/２）

【着眼点】

①業務継続計画を策定しているか。

また、計画について、看護師等に周知しているか。

■策定する計画 ： 感染症に係る業務継続計画、災害に係る業務継続計画

※記載内容は、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介
護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を御参照ください。

※感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合は、業務継続計画未
策定減算が（所定単位数の100分の１に相当する単位数）適用されます。

（赤本p.115ｰ117）（基準条例第88号第79条で準用する第32条の2）
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【着眼点】

②研修及び訓練をそれぞれ年１回以上実施しているか。
（新規採用時には別に研修を実施することが望ましい）
※研修の実施内容は記録してください。
※感染症の業務継続計画に係る研修及び訓練については、感染症の予防及びまん延の防止の

ための研修及び 訓練とそれぞれ一体的に実施することも差し支えありません。 

③定期的に業務継続計画を見直しているか。

【誤りの事例】
・研修の資料はあるが、実施の記録がなかった。
・研修と訓練を同日に実施したが、研修の記録のみで訓練の記録がなかった。

（赤本p.115ｰ117）（基準条例第88号第79条で準用する第32条の2）

業務継続に向けた取組の強化（２/２）

衛生管理等「感染症対策」

【着眼点】
① 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を、おおむね6月に1回以上開催
し、その結果について看護師等に周知徹底を図っているか。

② 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備しているか。

③ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練をそれぞれ年1回以上実施しているか。
（新規採用時には感染症対策研修を実施することが望ましい）

※委員会や研修及び訓練の実施内容については記録してください。
※指針の記載内容の例については、「介護現場における感染対策の手引き」を御参照ください。

（赤本p.117-118）（基準条例第88号第79条で準用する第33条第3項）
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虐待防止の取組（１/２）

【着眼点】
① 虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について、看護師等に
周知徹底を図っているか。

② 虐待の防止のための指針を整備しているか。 盛り込むべき項目が盛り込まれているか。
③ 虐待の防止のための研修を年１回以上と、新規採用時にも実施しているか。

研修の実施内容については記録してください。
④ ①～③までに掲げる措置を適切に実施するための担当者を置いているか。

※虐待の発生又はその再発を防止するための措置（上記①～④）が講じられていない場合、高齢
者虐待防止措置未実施減算（所定単位数の100分の１）が適用されます。

（赤本p.122-124）（基準条例第88号第79条で準用する第40条の2）

【留意点】

平成18年より施行された高齢者虐待防止法において「養介護施設従事者等による高齢者虐待

の防止等のための措置」（研修の実施、苦情処理体制の整備等）についても定められておりま

すので御注意ください。

虐待防止法に係る措置がとられておらず、虐待が起きた場合には、行政処分になることもあ

ります。

（赤本p.122-124）（基準条例第88号第79条で準用する第40条の2）

虐待防止の取組（２/２）
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説明項目
訪問看護計画に係る事例03

訪問看護計画書に係る一連のプロセス
相談受付（インテーク）

主治医の指示書の受領

利用者の課題抽出（アセスメント）

訪問看護計画書原案の作成

事業所内職員での担当者会議

訪問看護計画書の評価、当該評価を利用者及び家族に説明

訪問看護報告書の作成、主治医への提出

主治医へ訪問看護計画書を提出

訪問看護計画書の確定、利用者又は家族に説明、利用者の同意、利用者へ交
付
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主治の医師の指示書

指定訪問看護の提供の開始に際しては、主治の医師により指示を文書で受けなければなりません。

【誤りの事例】
・主治の医師の指示書を受けていないにもかかわらず、提供する指定訪問看護の内容を変更し、新た

なサービスを開始した。
・主治の医師の指示が変更されているにもかかわらず、訪問看護計画を変更していない。
・指示書の内容に曖昧な点があるにも関わらず、医師に確認せずにサービスを継続していた。

（赤本p.111）（基準条例第88号第73条第2項）

アセスメント未実施

訪問看護計画の作成に当たっては、アセスメントを実施しなければならないとされています。

【誤りの事例】
居宅介護支援事業者からアセスメント情報の提供を受け、当該アセスメントを基準上のものと

誤解し、事業所として実施していない。

（赤本p.112）（基準条例第88号第74条第1項）
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訪問看護計画書作成等（１/３）

１．訪問看護計画書は、看護師等（准看護師を除く。）が利用者の希望、心身の状況及び主治医
の指示等を踏まえて療養上の目標、具体的なサービス内容等を記載し、作成しなければなり
ません。

【誤りの事例】
・訪問看護計画書を准看護師が作成していた。
・訪問看護計画書を作成せずに、サービスを提供していた。

２．訪問看護計画書は居宅サービス計画に沿って作成しなければなりません。
【誤りの事例】

新たな居宅サービス計画が作成されたにもかかわらず、それに応じた訪問看護計画書を作成し
ていない。

（赤本p.112）（基準条例第88号第74条）

３．看護師等は、訪問看護計画書の作成に当たっては、その主要な事項について利用者又はその家
族に対して説明し、利用者の同意を得なければなりません。

【誤りの事例】
訪問看護計画書について、利用者の同意を得ずに、サービス提供を開始した。

４．看護師等（准看護師を除く。）は、訪問看護計画書を作成した際には、当該訪問看護計画書を
利用者に交付しなければなりません。

【誤りの事例】
利用開始時に訪問看護計画書を交付しただけで、その後は交付していない。

（赤本p.112）（基準条例第88号第74条）
訪問看護計画書作成等（２/３）
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５．看護師等（准看護師を除く。）は訪問看護計画書の目標や内容等について、その実施状況や評
価を利用者及び家族に説明を行う必要があります。

【誤りの事例】
・当該説明を准看護師が行っていた。
・実施状況や評価について、説明を行っているとのことだが、確認できる記録がなかった。

（赤本p.112）（基準条例第88号第74条）
訪問看護計画書作成等（３/３）

訪問看護計画書・訪問看護報告書（１/２）

指定訪問看護事業者は、主治の医師に訪問看護計画書及び訪問看護報告書を提出し、指定訪
問看護の提供に当たって主治の医師との密接な連携を図らなければなりません。

【誤りの事例】
・主治の医師への訪問看護報告書の提出が漏れていた。
・訪問看護計画書及び訪問看護報告書の提出状況が管理されていない。

【補足】
主治の医師に、訪問看護計画書及び訪問看護報告書を提出した際には、提出したことがわかる

よう日付等の記録を残してください。

（赤本p.112-113）（基準条例第88号第73条第3項）
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【参考】 訪問看護計画書等の記載要領について

「訪問看護計画書及び訪問看護報告書等の取扱いについて」
（平成12年3月30日 老企第55号）
・訪問看護計画書に関する事項
・訪問看護報告書に関する事項
・訪問看護記録書に関する事項

（赤本p.112-113）（基準条例第88号第73条第3項）

訪問看護計画書・訪問看護報告書（２/２）

説明項目
介護報酬に係る事例04
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訪問看護計画書未作成

訪問看護費の算定上の基本原則は、現に要した時間ではなく、訪問看護計画書に位置づけられ
た内容の訪問看護を行うのに要する標準的な時間で算定することとされています。

【誤りの事例】
訪問看護計画を作成せずに、訪問看護費を算定していた。

（青本p.200）

主治の医師の指示書

訪問看護費は、主治の医師の判断に基づいて交付された指示書の有効期間内に訪問看護を行っ
た場合に、訪問看護費を算定します。

【誤りの事例】
指示書を受領しないまま、サービスを提供し、訪問看護費を算定していた。

（青本p.199）
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２時間ルール（１/２）

サービスとサービスとの間隔が概ね２時間未満の場合は、所要時間を合算するという２時間

ルールがあります。

【誤りの事例】

当該間隔が２時間未満にもかかわらず、居宅サービス計画第６表（サービス利用票）で別々の

サービスとして位置づけられていたことから、訪問看護事業所は算定ルールを確認せずに請求し

ていた。

（青本p.199）

【参考】２時間ルールの例外 （青本p.199、緑本p.321 Q6）

（１）２０分未満の訪問看護費を算定する場合

① 当該利用者に２０分以上の保健師又は看護師による訪問看護を週１回以上含む設定とするこ
と。

② 訪問看護を２４時間行うことができる体制を整えている事業所として緊急時訪問看護加算の
届出をしていること。

③ 想定している看護行為 → 気管内吸引、導尿や経管栄養等の医療処置の実施等

（単に状態確認や健康管理等のサービス提供の場合は、算定できない。）

（２）利用者の状態の変化等により計画外で緊急の訪問看護を行う場合

（青本p.199）

２時間ルール（２/２）
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理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の訪問看護について（１/３）

理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が訪問看護を提供している利用者に係る訪問看護
計画書及び訪問看護報告書の作成に当たっては、訪問看護サービスの利用開始時及び利用者の状
態の変化等に合わせ、定期的な看護職員による訪問により利用者の状態の適切な評価を行う必要
があります。

【誤りの事例】
理学療法士が訪問看護を行っているケースで、看護職員が定期的に訪問をせずに訪問看護費を

算定していた。

（青本p.200-201）

【補足】「定期的な看護職員による訪問」について （緑本p.61 Q9）

訪問看護サービスの「利用開始時」については、利用者の心身の状態等を評価する観点から、

初回の訪問は理学療法士等の所属する訪問看護事業所の看護職員が行うことを原則とします。

また、「定期的な看護職員による訪問」については、訪問看護指示書の有効期間が６月以内で

あることを踏まえ、少なくとも概ね３ヶ月に１回程度は当該事業所の看護職員による訪問により、

利用者の状態の適切な評価を行うものとします。

（青本p.200-201）
理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の訪問看護について（２/３）
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（減算する場合）
当該訪問看護事業所における前年度（前年の４月から当該年の３月までの期間）の理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士による訪問回数が、看護職員による訪問回数を超えている場合は、当
該年度の理学療法士等の訪問看護費から８単位を減算する必要があります。

ただし、算定日が属する月の前６月間において、緊急時訪問看護加算、特別管理加算及び看護
体制強化加算のいずれも算定していない場合に減算となります。

【誤りの事例】
・訪問回数ではなく、算定回数だと勘違いし、減算していた。
・訪問回数が超えていたにもかかわらず、減算していなかった。

（青本p.216ｰ217、p.1448、p.1498 ）

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の訪問看護について（３/３）

厚生労働大臣が定める基準（※）を満たす場合であって、同時に複数の看護師等が１人の利
用者に対して指定訪問看護を行ったとき、又は看護師等が看護補助者と同時に１人の利用者に対
して指定訪問看護を行った場合に、加算を算定できます。

【※厚生労働大臣が定める基準】
同時に複数の看護師等により訪問看護を行うこと、又は看護師等が看護補助者と同時に訪問看

護を行うことについて、利用者又はその家族等の同意を得ている場合であって、次のいずれかに
該当するとき

イ 利用者の身体的理由により１人の看護師等による訪問看護が困難と認められる場合
ロ 暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合
ハ その他利用者の状況等から判断して、イ又はロに準ずると認められる場合

（青本p.204ｰ205 ）
複数名訪問加算（１/３）
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【誤りの事例】
・複数の看護師等による訪問看護について、訪問看護計画書に位置付けられていなかった。
・複数の看護師等により訪問看護を行うことが必要な理由が不明確だった。

（青本p.204ｰ205 ）
複数名訪問加算（２/３）

【留意点】

当該加算は、例えば体重が重い利用者を１人が支持しながら、必要な処置を行う場合等、１人

で看護を行うことが困難な場合に算定を認めるものであり、これらの事情がない場合に、単に２

人の看護師等が同時に訪問看護を行ったことのみをもって算定することはできません。

（青本p.204ｰ205 ）
複数名訪問加算（３/３）
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以下の区分に該当する場合、原則として減算ルールが適用されます。

① 訪問看護事業所と同一敷地内若しくは隣接する敷地内に所在する建物若しくは訪問看護事業
所と同一の建物に居住する者（②に該当する場合を除く） →10％減算

② 上記の建物のうち、当該建物に居住する利用者の人数が一月あたり50人以上の場合

→15％減算

③ 上記①以外の範囲に所在する建物に居住する者（当該建物に居住する利用者の人数が１月あ
たり20人以上の場合） →10％減算

【誤りの事例】
③の範囲に所在する有料老人ホームに居住する利用者の人数が１月あた20以上であり、減算の

要件に該当しているにもかかわらず、減算せずに報酬を請求していた。

同一建物減算、集合住宅減算（１/３）
（青本p.206ｰ207 ）

【留意点①】
利用者数とは、訪問看護事業所とサービス提供契約のある利用者（※）のうち、該当する建物

に居住する者の数です。（サービス提供契約はあるが、当該月において、訪問看護費の算定がな
かった者を除きます。）
※当該月に一日でも利用があれば、当該月は全ての日の利用者数にカウントされます。

（青本p.206ｰ207 ）

同一建物減算、集合住宅減算（２/３）
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【留意点②】

届出上は、事業所が有料老人ホームと離れた場所にあるが、実際は、事業所運営が有料老人
ホームの中で行われている場合、同一建物減算逃れとして、不正請求になります。

【事業所運営が有料老人ホーム内で行われている場合とは？】 

・事業運営に必要な書類や物品がほとんど訪問看護事業所に保管されておらず、有料老人ホー
ム内にある。 

・ 訪問看護事業所の請求事務など、運営のための業務が有料老人ホーム内で行われている。

（青本p.206ｰ207 ）

同一建物減算、集合住宅減算（３/３）

主治の医師の特別な指示があった場合の取扱い

利用者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要がある旨の特別の指示（訪問看
護ステーションにおいては特別指示書の交付）があった場合、交付の日から14日間に限って医療
保険の給付対象となり、訪問看護費を算定しないこととなっています。

【誤りの事例】
指示書の交付日よりも前から、医療保険対象期間としていた。

（青本p.216ｰ217 ）
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利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時対応できる
体制にある事業所において、当該事業所の看護師等が訪問看護を受けようとする者に対して、当
該体制にある旨及び計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を行う体制にある場合には
当該加算を算定する旨説明し、その同意を得た場合に算定できます。

【誤りの事例】
体制が整っていれば算定できると思い、利用者の希望を確認せず、同意を得ないまま利用者全

員に対して一律に算定していた。

（青本p.210ｰ211、緑本p.64 Q13 ）
緊急時訪問看護加算（１/２）

当該緊急時訪問を行った場合には、早朝・夜間、深夜の訪問看護に係る加算は算定でき
ません。（当該月の２回目以降の緊急時訪問の場合を除く。）

【誤りの事例】
当該月に１回しか緊急時訪問を行っていない場合に、夜間加算が算定できるものと誤解

し、誤って算定していた。

（青本p.210ｰ211）
緊急時訪問看護加算（２/２）
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１．算定要件の一つとして、全ての看護師等に対し、看護師等ごとに研修計画を作成し、当該計

画に従い、研修を実施又は実施を予定していることが必要です。

なお、看護師等ごとの研修計画は、当該事業所におけるサービス従事者の資質向上のための研

修内容の全体像と当該研修実施のための勤務体制の確保を定めるとともに、従事者について個別

具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施期間等を定めた計画を策定しなければなりません。

（青本p.223ｰ224 ）

サービス提供体制強化加算（１/４）

【誤りの事例】
・常勤の看護師には、個別の研修計画を作成しているが、非常勤の看護師に対しては、個別の研

修計画を作成していなかった。
・事業所全体としての研修計画を作成しているが、従事者ごとの個別の研修計画を作成していな

かった。
・個別の研修計画はあるものの、全ての計画の研修目標が同一だった。
・個別の研修計画に、受講する研修の内容は記載されているが、研修目標や研修期間、実施時期

の記載がなかった。

（青本p.223ｰ224 ）

サービス提供体制強化加算（２/４）
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２．利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は訪問看護事業所
における看護師等の技術指導を目的とした会議を定期的に（おおむね１月に１回以上）開催
することが必要です。

なお、当該会議は、訪問看護事業所においてサービス提供に当たる訪問看護従業者のすべてが
参加するものでなければなりません。

【誤りの事例】
やむを得ず会議を欠席した者がいた場合に、当該欠席者に対して会議内容の伝達等を、いつ・

どのように行ったのかがわかる記録がなかった。

（青本p.223ｰ224 ）

サービス提供体制強化加算（３/４）

３．訪問看護事業所の全ての看護師等に対し、健康診断を、事業主の費用負担により、定期的に
（少なくとも１年以内ごとに１回）実施することが必要です。

【誤りの事例】
非常勤の看護師が、事業主負担で健康診断を実施していなかった。

（青本p.223ｰ224 ）

サービス提供体制強化加算（４/４）
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令和６年度 結果概要（事例編）

２ 介護保険サービス
（居宅サービス）

（４）通所介護

説明項目
人員基準に係る事例01
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勤務体制の確保等

指定通所介護事業者は、利用者に対して適切なサービスを提供できるよう、指定通所介
護事業所ごとに従業者の勤務の体制を定めておかなければなりません。

【誤りの事例】
勤務表の未作成や勤務表を４週で作成している等、不適切な事例がありました。

【留意点】
勤務表は、次の点に留意して作成する必要があります。

① 月ごと（月初～月末まで）の勤務表を作成する。
② 従業者の日々の勤務時間を明確にする。
③ 常勤、非常勤を区別する。
④ 管理者、機能訓練指導員、計画作成担当者との兼務関係等を勤務表上明確にする。

（赤本p.186-187）（基準条例第88号第108条）

生活相談員の配置について

• 生活相談員は、指定通所介護の提供日ごとに配置する必要があります。
• サービス提供時間帯の勤務延時間数が、サービス提供時間以上になるよう配置しなけれ

ばなりません。
（提供時間が9：00～16：00（7時間）であれば、生活相談員の勤務延時間数は9：00～
16：00を含む7時間以上でなければならない。）

【誤りの事例】
・サービス提供時間は７時間だが、生活相談員の勤務時間が６時間であった。
・生活相談員の配置が１人のみであるため、当該職員が休暇を取得した場合等に、生活相

談員が配置されていない提供日があった。

（赤本p.173-176）（基準条例第88号第100条）
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看護職員の配置について

• どの提供日においても、指定通所介護の単位ごとに、専ら指定通所介護の提供に
当たる看護職員（看護師又は准看護師）を１人以上配置しなければなりません
（単位ごとに、専従１人以上）。

• 看護職員配置時間の群馬県の取扱い（H27.10）
看護職員の配置時間については、事業所職員又は病院、診療所、訪問看護
ステーションとの連携による職員を、提供日ごとに延べ２時間以上かつ事業所
として必要な時間、配置してください。

• 併設施設及び事業所との兼務は可能ですが、併設施設等に勤務している時間は、
通所介護事業所に勤務している時間に含むことはできません。

• 当該看護職員が機能訓練指導員を兼務している場合、機能訓練指導員として勤務
した時間は、看護職員としての勤務時間に含むことはできません。

（赤本p.173-175）（基準条例第88号第100条）

看護職員の配置基準違反による返還（１/２）

通所介護事業所には、看護職員を提供日ごとに１以上配置しなければなりません。

【誤りの事例】
看護職員の人員基準欠如により、利用者全員について所定単位数の100分の７０へ減算し

た事例がありました。

【留意点】
当該月のサービス提供日に配置された延べ人数

当該月のサービス提供日数

上記の算定式により求められる数が、｢0.9未満｣又は｢0.9以上1.0未満｣により、減算の開
始月が異なります。

（青本p.265）
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①必要員数に対して、１割超で不足した場合（算定式より求められた数が｢0.9未満｣）
人員基準欠如開始月の翌月から解消月まで減算

②必要員数に対して、１割未満で不足した場合
（算定式より求められた数が｢0.9以上1.0未満｣の場合）
人員基準欠如開始月の翌々月から解消月まで減算
（ただし、翌月末日において人員基準を満たした場合を除く。）

（青本p.265）

看護職員の配置基準違反による返還（２/２）

説明項目
運営基準に係る事例02
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内容及び手続の説明及び同意

指定通所介護事業者は、利用申込者のサービスの選択に資する重要事項を記した文書
（重要事項説明書）を交付して説明を行い、サービス提供の開始について同意を得なけれ
ばなりません。

重要事項説明書の記載事項
運営規程の概要、従業者の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供する

サービスの第三者評価の実施状況等

【誤りの事例】
・重要事項説明書について説明し、同意を得ているが、交付をしていない。
・記載事項に漏れがある。

【留意点】
・記載事項については、特に「提供するサービスの第三者評価の実施状況」の項目が記載

されていない通所介護事業所が多いので気をつけてください。
・実態や運営規程と相違しないよう定期的に点検してください。

（赤本p.178）（基準条例第88号第113条で準用する第9条）

秘密保持等

通所介護事業者は、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者家族の個
人情報を用いる場合は家族の同意を、あらかじめ文書により取得する必要があります。

【誤りの事例】
利用者のみ同意を得ていたり、同意書の文言が家族の個人情報の使用について触れてお

らず、家族から同意を得ていない事例がありました。

【留意点】
サービス担当者会議等において、家族の個人情報を使用する可能性があるため、個人情

報利用の同意書は、家族から署名を得る様式にしておく必要があります。

（赤本p.191）（基準条例第88号第113条で準用する第35条）
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事故発生時の対応

• 事業者は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、市町村、利用
者の家族、居宅介護支援事業者に連絡をし、事故の状況を報告する必要があります。

• また、事故の状況及び事故への対応について記録しなければなりません。

【誤りの事例】
・事故やヒヤリ・ハットに関する報告書が作成されていない。
・施設内で発生した事故について、利用者家族のみにしか連絡していない。
・骨折以上の重大な事故について、県（介護高齢課）に報告していない。

【留意点】
・事故の分析を行い、再発防止策の検討及び記録が必要です。
・骨折以上の重大事故が発生した場合については、県（介護高齢課）への報告が必要です。

（赤本p.193-194）（基準条例第88号第111条の3）

苦情処理

• 事業者は、苦情相談窓口の設置や苦情対応体制の整備等必要な措置を講じなければなら
ず、苦情を受け付けた場合には、苦情の内容を記録しなければなりません。

• 苦情処理簿を作成し、管理者や他の職員に回覧する等周知する必要があります。

【誤りの事例】
・苦情対応について、職員に周知されていない。
・苦情の内容について、再発防止対策が検討されていない。

【留意点】
・苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組みを行ってください。
・重要事項説明書に記載すべき苦情受付機関については、保険者である市町村だけでなく、

国保連の連絡先を記載してください。

（赤本p.192）（基準条例第88号第113条で準用する38条）
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説明項目
通所介護計画に係る事例03

通所介護計画作成に係る一連のプロセス
相談受付（インテーク）

利用者の課題抽出（アセスメント）

通所介護計画書原案の作成

事業所内職員での担当者会議

通所介護計画書の確定、利用者又は家族に説明、利用者の同意、利用者へ交付

通所介護計画書の評価、当該評価を利用者及び家族に説明
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通所介護計画の作成（１/２）

通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該居宅サービス計
画に沿って作成しなければなりません。

【誤りの事例】
居宅サービス計画に変更があったにも関わらず、通所介護計画を変更していなかった。

【留意点】
居宅介護支援事業所と密接に連携を図り、サービス担当者会議に出席した上で、通所介

護計画の変更を行ってください。

（赤本p.183-184）（基準条例第88号第106条）

通所介護計画を作成した際には、利用者又はその家族に対してその内容を説明し、利用
者の同意を得て、利用者に交付する必要があります。

【誤りの事例】
利用者に説明をし、同意を得ているものの計画を交付していなかった。

（特に併設している有料老人ホーム等に居住する利用者に対し、計画が交付されていな
い。 ）

（赤本p.183-184）（基準条例第88号第106条）
通所介護計画の作成（２/２）
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所要時間と介護報酬の算定（１/２）

指定通所介護費は、現に要した時間でなく、通所介護計画に位置づけられた内容の通所介護
を行うための標準的な時間で所定単位数を算定するとされています。

通所介護計画には、日課表を位置づけ、サービス提供内容ごとの所要時間を明確にしておく
必要があります。

【誤りの事例】
・通所介護計画を作成せずに介護報酬を請求していた。
・通所介護計画の変更が必要な利用者について、長期間変更せずに介護報酬を請求していた。

（青本p.264）

指定通所介護費は、現に要した時間でなく、通所介護計画に位置づけられた内容の通所介護
を行うための標準的な時間で所定単位数を算定するとされています。

通所介護計画には、日課表を位置づけ、サービス提供内容ごとの所要時間を明確にしておく
必要があります。

【誤りの事例】
事業所の都合で当日のサービスの進行状況により、利用者が計画に定められた時間を超えて事

業所にいた場合に、通所介護計画に位置付けられた所要時間ではなく、現に要した時間で請求し
ていた。

居宅サービス計画 ：10：00～16：30（6-7時間で計画）
通所介護計画 ：10：00～16：30（6-7時間で計画）
サービス実態 ：10：00～17：30（7-8時間で算定）

（青本p.264）

所要時間と介護報酬の算定（２/２）
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サービスの提供の記録

通所介護を提供した際には、提供した具体的なサービスの内容等（サービスの提供日、提供し
た具体的なサービスの内容、利用者の心身の状況その他必要な事項）を記録しなければなりませ
ん。

【誤りの事例】
入浴の実施、食事摂取、機能訓練の実施の有無（例えば、実施した場合は○、未実施の場合は

×など）だけの記録で、「利用者の心身の状況その他必要な事項」が記載されていない事例があ
りました。

（赤本p.181）（基準条例第88号第113条で準用する第20条）

サービスの終了

通所介護では、サービスの途中で通院を行った場合は、その時点でサービスは終了とな
り、以降は通所介護費を算定できません。

【誤りの事例】
・サービス提供日に通院を予定しており、診察終了後にサービスを再開し、報酬は診療時

間を除く全サービス時間で算定していた。
・有料老人ホームに併設している通所介護事業所について、昼食を有料老人ホームでとり、

報酬は午前と午後の合算で算定していた。

（青本p.264）（緑本p.334-335 Ｑ13）
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理美容サービスの利用

理美容サービスは、介護保険による通所サービスには含まれないが、通所サービスとは
別に、利用者の自己負担により理美容サービスを受けることは問題ありません。

通所介護計画に位置付ける必要があり、利用者に必要なものとして当初から予定されて
いる通所サービスの提供プログラムに影響しないよう配慮が必要です。

通所サービスの提供時間には、理美容サービスに要した時間は含まれません。

【誤りの事例】
・通所介護サービスを中断して、理美容サービスを利用していたが、理美容サービ

スの時間を含めて報酬を請求していた。
・通所介護計画に位置づけていなかった。

（緑本p.334 Q11-Q12）

２時間以上３時間未満の通所介護を行う場合の取扱い

2時間以上3時間未満の通所介護の単位数の算定には以下のことが必要です。
①利用者のやむを得ない事情（病後等で長時間のデイサービスを受ける体力が無い等）に
より、長時間のサービス利用が困難なため、｢2時間以上３時間未満｣の通所介護サービスが
必要であることが検討されている。
②居宅サービス計画に「２時間以上３時間未満の通所介護」の利用が位置づけられている。

【誤りの事例】
介護支援専門員が開催した担当者会議の記録や居宅サービス計画または通所介護計画に

長時間利用が困難である事情等、「2時間以上3時間未満の指定通所介護」を行う必要のあ
る利用者であることが確認できなかった。

【留意点】
当日サービス提供途中で、利用者が体調を崩したために、やむを得ず２時間程度でサー

ビス提供を中止した場合、当初の通所介護計画を変更し、再作成されるべきであり、２時
間程度の所要時間に応じた所定単位数を算定する。

（青本p.264、266-267）（緑本p.486-487）
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説明項目
介護報酬に係る事例04

入浴介助加算（１/２）

入浴介助加算を算定するにあたり、根拠となるサービス提供記録を作成しなければなり
ません。

【誤りの事例】
入浴を行った記録がないにも関わらず、本加算を算定しており、加算分を返還となった。

【留意点】
本加算を算定する場合は、サービス提供を行った日に、その記録（入浴簿等）を適切に

保管した上で、算定してください。

（青本p.271-272）（緑本p.485-486 ）
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入浴介助に関わる職員に対し、入浴介助に関する研修等（入浴介助に関する基礎的な知
識及び技術を習得する機会）を行わなければなりません。

入浴介助に関する研修とは、具体的には、脱衣、洗髪、洗体、移乗、着衣など入浴に係
る一連の動作において介助対象者に必要な入浴介助技術や転倒防止、入浴事故防止のため
のリスク管理や安全管理等が考えられますが、これに限るものではありません。

【誤りの事例】
入浴介助加算を算定していたが、入浴介助に関する研修等を実施していない事例があり

ました。

【留意点】
本加算を算定する場合は、入浴介助に関する研修等を実施し、その記録を適切に保管し

た上で、算定してください。
また、入浴介助技術の向上を図るため、継続的に研修の機会を確保してください。

（青本p.271-272）（緑本p.485-486 ）

入浴介助加算（２/２）

個別機能訓練加算（１/２）

個別機能訓練加算の算定要件のうち、居宅訪問については以下のとおりです。

① 機能訓練指導員等（※）が利用者の居宅を訪問し、利用者の居宅での生活状況を確認し
た上で、個別機能訓練計画を作成すること。

② その後3月に１回以上、利用者の居宅を訪問した上で、利用者の居宅における生活状況
をその都度確認するとともに、利用者又はその家族に対して、個別機能訓練計画の進捗
状況を説明し、必要に応じて個別機能訓練計画を見直すこと。

（※）機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者

【誤りの事例】
利用者の居宅を訪問したのは初回のみで、その後３月に１回以上利用者の居宅訪問を

行っていないため、加算分を返還となった事例がありました。

（青本p.277-279）
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個別機能訓練計画の目標については、単に身体機能の向上を目指すことのみを目標とする
のではなく、日常生活における生活機能の維持・向上を目指すことを含めた目標としなけれ
ばなりません。

長期目標・短期目標のように段階的な目標とするなど、具体的かつ分かりやすい目標とし
てください。

【誤りの事例】
｢関節可動域維持｣と目標に記載があるだけで、生活機能の維持・向上を目指した目標と

なっていない。また、長期目標と短期目標に関連性がない。

【留意点】
居宅における生活行為（掃除・洗濯をする）地域における社会的関係の維持に関する行為

（商店街に買い物に行く）等、具体的な生活行為の向上の達成を含めた目標としてください。

（青本p.277-279）

個別機能訓練加算（２/２）

中重度者ケア体制加算

中重度者ケア体制加算の算定に当たっては、指定通所介護を行う時間帯を通じて、専従
の看護職員を１名以上配置しなければならないとされています。

【誤りの事例】
看護職員を配置していればよいと誤った解釈をし、看護職員が早退し、看護職員が不在

となる時間帯があった日についても算定していた事例がありました。

（青本p.273-274）
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～ 好事例 ～

• 見通しの悪い施設（建物形状）であるためインカムを導入。職員間で常に情報共有を行いなが
ら利用者の見守りを行っていた。

• 利用者のバイタルサインが基準値から乖離している場合、赤文字等で表記して見落としをなく
すようにしていた。

• 危険予知訓練（ＫＹＴ）の手法を導入。現場での予測可能な事故を未然に防止するため、エリ
アごとに潜む危険性を予想。危険因子を明示した写真や資料を作成し、ミーティングや初任者
向け研修で活用していた。

令和６年度 結果概要（事例編）

２ 介護保険サービス
（居宅サービス、介護予防サービス）

（５）通所リハビリテーション
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説明項目
人員基準に係る事例01

人員基準欠如減算
（常勤専従医師の不在）（１/３）

指定通所リハビリテーション事業者は、専任の常勤医師が１人以上勤務している必要が
あり、人員基準を満たしていない場合には３割減算となります。

しかしながら、常勤専従の医師を1人以上配置しなければならないところ、常勤専従の
医師が不在の期間があり、人員基準欠如減算となった事例がありました。

（赤本p.203-204）（基準条例第88号第137条）
（青本p.303）（指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準
（H12.2.10厚生省告示第19号）別表7注1）
（緑本p.705）（厚生労働大臣が定める利用者の等の数の基準及び看護職員等の
員数の基準並びに通所介護費等の算定方法 （H12.2.10厚生省告示第27号）第二号ロ）
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指定通所リハビリテーション事業者は、指定通所リハビリテーションのうち、リハビリテー
ションを提供する時間帯に、専らリハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療法士又
は言語聴覚士が、利用者が100又はその端数を増すごとに１以上確保されている必要があります。

そして、人員基準を満たしていない場合には３割減算となります。

しかしながら、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が配置されていないにもかかわらず、
通所リハビリテーション費について減算を行っていない事例がありました。

（赤本p.203-204）（基準条例第88号第137条）
（青本p.303）（指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準
（H12.2.10厚生省告示第19号）別表7注1）
（緑本p.705）（厚生労働大臣が定める利用者の等の数の基準及び看護職員等の
員数の基準並びに通所介護費等の算定方法 （H12.2.10厚生省告示第27号）第二号ロ）

人員基準欠如減算
（常勤専従医師の不在）（２/３）

① 必要員数に対して、１割超で不足した場合
→人員基準欠如開始月の翌月から解消月まで減算

② 必要員数に対して、１割以内で不足の場合
→人員基準欠如開始月の翌々月から解消月まで減算
(ただし、翌月末までに改善された場合を除く。)

※なお、医師等従業者の人員欠如における減算ルールには１割基準があります。
具体的には、以下のとおりです。

（赤本p.203-204）（基準条例第88号第137条）
（青本p.303）（指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準
（H12.2.10厚生省告示第19号）別表7注1）
（緑本p.705）（厚生労働大臣が定める利用者の等の数の基準及び看護職員等の
員数の基準並びに通所介護費等の算定方法 （H12.2.10厚生省告示第27号）第二号ロ）

人員基準欠如減算
（常勤専従医師の不在）（３/３）
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説明項目
運営基準に係る事例02

指定通所リハビリテーション事業者は、指定通所リハビリテーション事業所ごとに、以下に掲
げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定めておかなければなりません。

一 事業の目的及び運営の方針

二 従業者の職種、員数及び職務の内容

三 営業日及び営業時間

四 指定通所リハビリテーションの利用定員

五 指定通所リハビリテーションの内容及び利用料その他の費用の額

六 通常の事業の実施地域

七 サービス利用に当たっての留意事項

八 非常災害対策

九 虐待防止のための措置に関する事項

十 その他運営に関する留意事項

（赤本p.239）（基準条例第88号第143条）
運営規程（１/２）
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特に、従業者の員数や営業日、営業時間等の記載実態と異なっている事例や、
重要事項説明書の内容と相違している等の事例がありますので、注意してください。

また、「九 虐待防止のための措置に関する事項」は、令和６年４月１日より義務化となり
ました。虐待の防止に係る、組織内の体制（責任者の選定、従業者への研修方法や研修計画
等）や虐待又は虐待が疑われる事案が発生した場合の対応方法等を指す内容を記載してくださ
い。

（赤本p.239）（基準条例第88号第143条）
運営規程（２/２）

非常災害訓練について

非常災害訓練については、年２回以上実施をしなければなりません。
介護老人保健施設等に併設している事業所について、本体施設と合同で年２回の訓練を実施

していましたが、うち１回が施設と同様に夜間想定訓練となっていました。

通所リハビリテーション事業所は昼間のみの営業となるので、昼間想定で２回の訓練を実施
する必要があります。
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日用品費の徴収の記録について

利用者の選定により特別なものを用意する場合には、利用者負担で費用を徴収することが
できます。

しかしながら領収書に日用品費とあるだけで、何についての費用か説明できない事例が
ありました。

何についての費用なのか記録等をして、利用者及び家族からの求めに応じて説明できる
ようにしてください。

説明項目
通所リハビリテーション計画に係る事例03
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通所リハビリテーション計画に係る一連のプロセス

利用者の心身の状況について情報収集(Survey)し、課題分析・事前評価(アセスメント)

リハビリテーション会議の開催

リハビリテーション計画の作成 (Plan)

リハビリテーション計画について利用者又は家族への説明・文書による同意・交付

リハビリテーション(理学療法・作業療法・言語聴覚療法)の実施 (Do)

初回はサービス開始から2週間、その後は3ヶ月ごとにアセスメントとリハビリテーション計画の見直し (Check)

介護支援専門員及び居宅サービス担当者等との情報連携

モニタリングの実施 (Action)

サービス利用終了時の説明等

通所リハビリテーション計画は、指定通所リハビリテーション事業所の 医師の診療又は運動
機能検査、作業能力検査等を基に、医師及び理学療法士、 作業療法士その他専ら指定通所リハ
ビリテーションの提供に当たる通所リハビリテーション従業者（以下「医師等の従業者」とい
う。）が共同して、個々の利用者ごとに作成するもので、利用者の心身の状況、希望及びその
置かれている環境を踏まえて作成されなければなりません。

（赤本p.235-238）
通所リハビリテーション計画作成の注意（１/３）
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また、通所リハビリテーション計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合には、
当該居宅サービス計画に沿って作成しなければなりません。

医師等の従業者は、通所リハビリテーション計画の作成に当たっては、その内容について利
用者又はその家族に対して説明し、文書による利用者の同意を得なければなりません。

また、作成した通所リハビリテーション計画を利用者に交付する必要があります。

通所リハビリテーション従業者は、それぞれの利用者について、通所リハビリテーション計
画に従ったサービスの実施状況及びその評価を診療記録に記載することとなっています。

（赤本p.235-238）
通所リハビリテーション計画作成の注意（２/３）

通所リハビリテーション事業者は、リハビリテーション会議の開催により、リハビリテー
ションに関する専門的な見地から利用者の状況等に関する情報を構成員と共有するよう努め、
利用者に対し適切なサービスを提供する必要があります。

なお、その他の関係者が構成員となって実施される必要がある会議の構成員は、利用者及び
その家族を基本としつつ、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門員、居
宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者、看護師、准看護師、介護職
員、介護予防・日常生活支援総合事業のサービス担当者及び保健師等となります。また、必要
に応じて、歯科医師、管理栄養士、歯科衛生士等となります。

（緑本p.340-341）
通所リハビリテーション計画作成の注意（３/３）
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通所リハビリテーション計画の未交付

指定通所リハビリテーション事業所の医師等の従事者は、通所リハビリテーション計画を作
成した際には、当該計画を利用者に交付しなければなりません。

しかしながら、計画の内容に関して利用者に説明し、同意を得ただけで、計画を交付してい
ない事例がありました。

説明項目
介護報酬に係る事例04
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指定通所リハビリテーション費は、現に要した時間でなく、通所リハビリテーション計画に
位置づけられた内容の指定通所リハビリテーションを行うための標準的な時間で所定単位数を
算定するとされています。

単に当日のサービス進行状況や家族の送迎の都合で、利用者が通常の時間を超えて 事業所に
いる場合は、指定通所リハビリテーションのサービスが提供されているとは認められないもの
であり、この場合は、当初計画に位置づけられた所要時間に応じた所定単位数を算定します。

（青本p.302）

所要時間と介護報酬の算定（１/２）

しかしながら、位置づけられた所要時間でなく、次のように現に要した時間で
請求していた事例がありました。

居宅サービス計画 ： 10:00～16:30（６-７時間で計画）
通所リハビリテーション計画 ： 10:00～16:30（６-７時間で計画）
サービス実態 ： 9:15～16:30（７-８時間で算定）

この場合は、当初計画に位置づけられた所要時間（10:00～16:30）に応じた
所定単位数を算定することとなります。

（青本p.302）

所要時間と介護報酬の算定（２/２）
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理学療法士等体制強化加算

理学療法士等体制強化加算は、１時間以上２時間未満の指定通所リハビリテーションにおいて、
指定居宅サービス基準第111条に規定する配置基準を超えて、理学療法士、作業療法士又は言語
聴覚士を専従かつ常勤で２名以上配置している事業所が算定することができます。

しかしながら、常勤の理学療法士が介護老人保健施設と併設の指定通所リハビリテーション
事業所を兼務し算定していた事例がありました

なお、この場合の「専従」とは、当該指定通所リハビリテーション事業所において行うリハ
ビリテーションを実施する時間に専らその職務に従事していることをいいます。

また、理学療法士等が介護老人保健施設と指定通所リハビリテーション事業所の兼務をして
いる場合には、法人として常勤雇用であっても、指定通所リハビリテーション事業所では非常
勤となります。

（青本p.305）

中重度者ケア体制加算

中重度者ケア体制加算の算定に当たっては、指定通所リハビリテーションを行う時間帯を通
じて、専従の看護職員を１名以上配置しなければならないとされています。

しかしながら、看護職員を配置していればよいと誤った解釈をし、看護職員が早退し、
看護職員が不在となる時間帯があった日についても算定していた事例がありました。

（青本p.328）
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リハビリテーション提供体制加算

リハビリテーション提供体制加算は、指定通所リハビリテーション事業所において、常時、当該
事業所に配置されている理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の合計数が、当該事業所の利用者
の数が２５又はその端数を増すごとに１以上であることが、算定要件の１つとなっています。

しかしながら、理学療法士等が介護老人保健施設と併設の指定通所リハビリテーション事業所を
兼務し、指定通所リハビリテーション事業所での日々の勤務時間帯が明確でない事例がありました。

加算の要件を満たしていることを、勤務表やタイムカード、事業所の記録等で、
明らかにしておくことが必要です。

（青本p.307）

リハビリテーションマネジメント加算（１/３）

リハビリテーションマネジメント加算は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環と
して実施されるものであり、リハビリテーションの質の向上を図るため、ＳＰＤＣＡサイクル
の構築を通じて、継続的にリハビリテーションの質の管理を行った場合に算定できる加算です。

（青本p.311-312）
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事例

【事例① 】
指定通所リハビリテーション事業所の医師が、指定通所リハビリテーションの実施に当たり、

当該事業所の理学療法士等に対し、
「利用者に対する当該リハビリテーションの目的」に加えて、 

「当該リハビリテーション開始前又は実施中の留意事項」、 

「やむを得ず当該リハビリテーションを中止する際の基準」、 

「当該リハビリテーションにおける利用者に対する負荷等」のうち
いずれか１以上の指示を行う必要がありますが、指示を行った医師又は当該指示を受けた理学療

法士等 が、当該指示の内容が基準に適合するものであると明確にわかるように記録していない。
（加算（Ａ）イ～（Ｂ）ロ共通）

（青本p.311-312）

リハビリテーションマネジメント加算（２/３）

【事例② 】
リハビリテーションマネジメント加算（Ｂ）イ及びロの算定に当たり、通所リハビリテー

ション計画について、指定通所リハビリテーション事業所の医師がリハビリテーション会議等
で利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得たことに対して、明確にわかるよう
に記録していない。

事例①、②ともに、加算の要件を満たしていることを記録等で明らかにしておく
必要があります。

（青本p.311-312）

リハビリテーションマネジメント加算（３/３）
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短期集中個別リハビリテーション実施加算（１/３）

短期集中個別リハビリテーション実施加算は、指定通所リハビリテーション事業所の医師又は
医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、利用者に対して、
その退院(所)日(※１) 又は認定日(※２) から起算して３月以内の期間に個別リハビリテーショ
ンを集中的に行った場合に算定できる加算です。

※１ 退院（所）日
リハビリテーションを必要とする状態の原因となった疾患の治療のために入院もしくは入所

した病院、診療所もしくは介護保健施設から退院もしくは退所した日をいう。
※２ 認定日

介護保険法第１９条第１項に規定する要介護認定の効力が生じた日（有効期間の初日で、当
該利用者が新たに要介護認定を受けた者である場合に限る。更新を受けた者は対象外。）をい
う。

☆要件にある「認定日」は、介護保険被保険者証の認定の有効期間の初日のことであり、認定
年月日ではないことに注意してください。

（青本p.313）

① 退 院 日 ：令和4年8月25日

② 介護保険被保険者証の｢認定年月日｣ ：令和4年9月14日

③ 介護保険被保険者証の｢認定の有効期限｣：令和4年8月8日～令和4年8月31日

④ 算 定 可 能 期 間 ：令和4年8月25日～令和4年11月24日

▲算定していた期間：令和4年9月14日～令和4年12月13日

しかしながら、要支援から要介護認定を受けた利用者について、３月を超えて算定している
事例がありました。

（青本p.313）
短期集中個別リハビリテーション実施加算（２/３）

- 219 -



短期集中個別リハビリテーション実施加算は、利用者に対して、その退院（所）日又は認
定日から起算して３月以内の期間に、個別リハビリテーションを１週につきおおむね２日以
上、１日当たり４０分以上実施するものでなければなりません。

しかしながら、医師の判断の下、個別リハビリテーションを恒常的に週に１日のみ利用す
る者に算定していた事例がありました。

また、実施内容の記録が漏れている事例がありました。

（青本p.313）
短期集中個別リハビリテーション実施加算（３/３）

重度療養管理加算

重度療養管理加算は、要介護３、要介護４又は要介護５に該当する者であって、厚生労働
大臣の定める状態（利用者等告示）にある利用者に対して、計画的な医学的管理を継続的に
行い指定通所リハビリテーションを行った場合に算定できる加算です。

また、算定に当たっては、利用者等告示の状態に該当している利用者に対して行った医学
的管理の内容等を診療録に記録しておくことが必要です。

しかしながら、利用者に対して計画的な医学的管理を行った内容等を診療録に記録せずに
算定している事例がありました。

（青本p.326-327）

- 220 -



送迎を行わない場合の減算

利用者が自ら通う場合、利用者の家族等が送迎を行う場合など、事業所が送迎を実施してい
ない場合は、片道ごとに減算の対象となります。

しかしながら、家族が往復の送迎をした際に、1回分（片道分）のみ減算して請求していた
事例がありました。

家族が往復の送迎をした場合には、２回分（往復分）の減算が必要です。

（青本p.330-331）

サービス提供体制強化加算

サービス提供体制強化加算は、人員基準欠如に該当する場合には算定できません。
しかしながら、人員基準欠如に該当するにも関わらず、加算を算定していたため、返還と

なった事例がありました。

加算の算定にあたっては、介護福祉士の割合又は勤続年数要件を満たす者の割合を毎月記録
することだけでなく、月ごとの勤務表を適切に作成し、人員基準を満たしているかという基本
的な部分の確認も忘れないようにしてください。

（青本p.334-335）
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令和６年度 結果概要（事例編）

２ 介護保険サービス
（居宅サービス、介護予防サービス）

（６）短期入所生活介護

説明項目
人員基準に係る事例01
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従業者の員数

指定短期入所生活介護事業者（以下本資料において、「事業者」という。）は、医師、生活相
談員、介護職員又は看護師若しくは准看護師、栄養士、機能訓練指導員、調理師その他の従業者
を配置する必要があります。
（職種によっては、嘱託や兼務、常勤換算方法により必要とされる従業者の数を配置することが
できます。）

【誤りの事例】
医師や管理者の出勤が確認できないものや、兼務している場合、兼務先との勤務状況が明確に

なっていない。

【留意点】
出勤状況が確認できる書類や兼務状況が確認できる書類等を整備してください。

（赤本p.231-233）（基準条例第88号第148条）

勤務体制の確保等（１/２）

事業者は、利用者に対し、適切な短期入所生活介護その他のサービスを提供できるよう、従業
者の勤務の体制を定めておかなければなりません。

【誤りの事例】
勤務表の未作成や勤務表を月ごとに作成していない。

【留意点】
勤務表は、次の点に留意して作成する必要があります。

① 月ごと（月初～月末まで）の勤務表を作成する。
② 従業者の日々の勤務時間を明確にする。
③ 常勤、非常勤を区別する。
④ 管理者、生活相談員、看護職員、介護職員との兼務関係等を勤務表上明確にする。

従来型 ：（赤本p.247-249）（基準条例第88号第168条で準用する第108条）
ユニット型：（赤本p.260-273）（基準条例第88号第214条）
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事業者は、利用者に対し、適切なユニット型短期入所生活介護その他のサービスを提供できるよう、従
業者の勤務の体制を定めておかなければなりません。

【誤りの事例】
・勤務表上、昼間において、介護職員又は看護職員が不在となっているユニットがある。
・ユニットリーダーの勤務時間が、常勤職員が勤務すべき時間数を大幅に下回っている。
・併設する指定介護老人福祉施設と合わせて、ユニットリーダー研修を受講した職員が1名しか配置されて

いない。

【留意点】
・昼間においては、ユニットごとに介護職員又は看護職員を常時1名以上配置すること。
・夜間及び深夜においては、２ユニットごとに1名以上の介護職員又は看護職員を夜間及び深夜の勤務に従

事する職員として配置すること。
・ユニットごとに常勤のユニットリーダーを配置すること。
・ユニットリーダーへ辞令を交付すること。
・ユニット型短期入所生活介護事業所及び併設するユニット型施設を一体のものとみなして、ユニット

リーダー研修受講者を2名以上配置すること。（＊例外規定あり。）

従来型 ：（赤本p.247-249）（基準条例第88号第168条で準用する第108条）
ユニット型：（赤本p.260-273）（基準条例第88号第214条）

勤務体制の確保等（２/２）

短期入所生活介護計画の作成等

相当期間（概ね4日以上）にわたり、継続して利用する場合には、「短期入所生活介護計画」
を作成しなければなりません。

管理者は、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、文書により利用者の同意
を得なければなりません。また、当該計画を利用者に交付する必要があります。

従来型 ：（赤本p.243）（基準条例第88号第156条）
ユニット型：（赤本p.260-273）（基準条例第88号第181条で準用する156条）

【誤りの事例】
・定期的に継続して入所することが予定されている利用者について、短期入所生活介護計画が作

成されていない。
・作成した短期入所生活介護計画の原案の内容について、利用者又はその家族に対して説明して

おらず、利用者の同意を得ていない。
・当該計画の期間が終了しているが、新たな計画が作成されていない。
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サービスの提供の記録

事業者は、サービスを提供した際には、提供した具体的なサービスの内容等を記録しなければ
なりません。

【誤りの事例】
提供した具体的なサービスの内容等を記録していない。

【留意点】
サービス提供の記録が確認できなかった場合、報酬の返還を求めることがあります。また、

状況によっては、取消等の行政処分になる場合もあります。

従来型 ：（赤本 p.239）（基準条例第88号第168条で準用する20条）
ユニット型 ：（赤本p.260-273）（基準条例第181条で準用する第20条）

短期入所の連続した利用について

利用者が連続して30日を超えて同一の指定短期入所生活介護を受けている場合、30日を超え
る日以降に受けた指定短期入所生活介護については、短期入所生活介護費は、算定しないこと
となっています。

退所日の翌日に再入所した場合、連続利用として取り扱うことになります。
連続して30日を超える場合（当該事業所の設備及び備品を利用した指定短期入所生活介護以

外のサービスによるものを含む。）、1日につき30単位を減算することになります。

【誤りの事例】
連続して30日を超える利用者について、短期入所生活介護費を減算せずに算定していた。

（青本p.360-361）
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説明項目
運営基準に係る事例02

掲示

事業者は入居申込者に対し、運営規程の概要、従業者の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処
理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況等の重要事項を施設の見やすい場所に掲示
しなければなりません。

【誤りの事例】
掲示がされていない。又は、掲示はされているものの、掲示しなければならない項目に漏れが

ある。（掲示内容が古いものとなている。）

【留意点】
重要事項を記載したファイル等を利用申込者、利用者及びその家族等が自由に閲覧できる形で

施設に備え付けることで上記の基準を満たします。

従来型 ：（赤本p.253-254）（基準条例第88号第168条で準用する第34条）
ユニット型：（赤本p.260-273）（基準条例第88号第181条で準用する第34条）
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指定短期入所生活介護の取扱方針（１/２）

短期入所生活介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護
するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはなりません。

なお、身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び
に緊急やむを得ない理由を記録しなければなりません。

【誤りの事例】
利用者又は家族から同意を取っているものの、身体拘束時の記録がなかった。

従来型 ：（赤本p.241-243）（基準条例第88号第155条）
ユニット型：（赤本p.267-269）（基準条例第88号第174条）

【留意点】
身体的拘束等の適正化を図るため、以下に掲げる措置を講じなければなりません。

① 身体的拘束等適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催すること。その検
討結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

② 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。
③ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的（年２回以上

及び新規採用時）に実施すること。

【誤りの事例】
・当該委員会が定例的に開催されていない。また、委員会の資料はあるが、実施の記録がなかっ

た。
・指針に必要な項目が盛り込まれていない。
・当該研修が開催されていない。また、研修の実施内容の記録がなかった。

従来型 ：（赤本p.241-243）（基準条例第88号第155条）
ユニット型：（赤本p.267-269）（基準条例第88号第174条）

指定短期入所生活介護の取扱方針（２/２）
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事故発生時の対応

事業者は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の家
族、居宅介護支援事業者に連絡をし、事故の状況を報告する必要があります。

また、事故の状況及び事故への対応について記録しなければなりません。

【誤りの事例】
① 事故やヒヤリ・ハットに関する報告書が作成されていない。
② 施設内で発生した事故について、利用者家族のみにしか連絡していない。
③ 骨折以上の重大な事故について、県（介護高齢課）に報告していない。
④ 事故の原因分析、再発防止策の検討が適切に行われていない。

【留意点】
事故の分析を行い、再発防止策の検討及び記録が必要です。
なお、骨折以上の重大事故が発生した場合については、県（介護高齢課）への報告が必要です。

→報告の様式等は以下を参照
群馬県ホームページ（トップペ-ジ＞組織から探す＞健康福祉部＞介護高齢課＞居宅サービス関係の手続きについて）

従来型 ：（赤本p.256-257）（基準条例第88号第168条で準用する第40条）
ユニット型：（赤本p.260-273）（基準条例第88号第181条で準用する第40条）

苦情処理

事業者は、苦情相談窓口の設置や苦情対応体制の整備等必要な措置を講じなければならず、
苦情を受け付けた場合には、苦情の内容を記録しなければなりません。

苦情処理簿を作成し、管理者や他の職員に回覧する等周知する必要があります。

【誤りの事例】
・苦情対応について、職員に周知されていない。
・苦情の内容について、再発防止対策が検討されていない。

【留意点】
苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組みを行ってください。
なお、重要事項説明書に記載すべき苦情受付機関については、保険者である市町村だけでなく、

国保連の連絡先を記載してください。

従来型 ：（赤本p.254-255）（基準条例第88号第168条で準用する第38条）
ユニット型：（赤本p.260-273）（基準条例第88号第181条で準用する第38条）
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秘密保持等

事業者は利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者家族の個人情報を用いる場
合は家族の同意を、あらかじめ文書により取得する必要があります。

【誤りの事例】
利用者のみ同意を得ていたり、同意書の文言が家族の個人情報の使用について触れておらず、

家族から同意を得ていなかった。

【留意点】
サービス担当者会議等において、家族の個人情報を使用する可能性があるため、個人情報利用

の同意書は、家族から署名を得る様式にしておく必要があります。

従来型 ：（赤本p.254） （基準条例第88号第168条で準用する第35条）
ユニット型：（赤本p. 260-273）（基準条例第88号第181条で準用する第35条）

業務継続に向けた取組の強化（１/２）

【着眼点】

①「業務継続計画」を策定しているか。

また、計画について、短期入所生活介護従業者等に周知しているか。

■策定する計画 ： 感染症に係る業務継続計画、災害に係る業務継続計画

※記載内容は、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介
護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を御参照ください。

※感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合は、業務継続計画未
策定減算が（所定単位数の100分の１に相当する単位数）適用されます。

従来型 ：（赤本p.249-250）（基準条例第88号168条で準用する第32条の2）
ユニット型：（赤本p.260-273）（基準条例第88号第181条で準用する第32条の2）
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【着眼点】

②研修及び訓練をそれぞれ年１回以上実施しているか。
（新規採用時には別に研修を実施することが望ましい）

※研修及び訓練の実施内容は記録してください。

③定期的に「業務継続計画」を見直しているか。

※厚生労働省ホームページの「業務継続計画(BCP）作成支援に関する研修」を御参照ください。

【誤りの事例】
・研修の資料はあるが、実施の記録がなかった。
・研修と訓練を同日に実施したが、研修の記録のみで訓練の記録がなかった。

業務継続に向けた取組の強化（２/２）
従来型 ：（赤本p.249-250）（基準条例第88号168条で準用する第32条の2）
ユニット型：（赤本p.260-273）（基準条例第88号第181条で準用する第32条の2）

衛生管理等「感染症対策」

【着眼点】
① 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を、おおむね6月に1回以上開催
し、その結果について、短期入所生活介護従業者等に周知徹底を図っているか。

② 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備しているか。
③ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練をそれぞれ年1回以上実施しているか。

（新規採用時には感染症対策研修を実施することが望ましい）
※委員会及び研修の実施内容については、記録してください。
※記載内容の例については、「介護現場における感染対策の手引き」を御参照ください。

【誤りの事例】
・委員会の結果について、一部の従業者のみに周知しただけで、全員に周知していなかった。
・委員会を開催すれば、研修や訓練は不要と考えていた。

従来型： （赤本p.251-253）（基準条例第88号第168条で準用する第111条）
ユニット型：（赤本p.260）（基準条例第88号第181条で準用する第111条）
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虐待防止の取組（１/２）

【着眼点】
① 虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について、短期入所生
活介護従業者等に周知徹底を図っているか。

② 虐待の防止のための指針を整備しているか。 必要な項目は盛り込むまれているか。
③ 虐待の防止のための研修を年１回以上と、新規採用時にも実施しているか。

研修の実施内容については記録してください。
④ ①～③までに掲げる措置を適切に実施するための担当者を置いているか。

※虐待の発生又はその再発を防止するための措置（上記①～④）が講じられていない場合、高齢
者虐待防止措置未実施減算（所定単位数の100分の１）が適用されます。

従来型 ：（赤本p.257-259）（基準条例第88号第168条で準用する40条の2）
ユニット型：（赤本p.260-273）（基準条例第88号第181条で準用する第40条の2）

【留意点】

平成18年より施行された高齢者虐待防止法において「養介護施設従事者等による高齢者虐待

の防止等のための措置」（研修の実施、苦情処理体制の整備等）についても定められておりま

すので御注意ください。

虐待防止法に係る措置がとられておらず、虐待が起きた場合には、行政処分になることもあ

ります。

【誤りの事例】

②の指針について、盛り込むべき項目に不足があった。

虐待防止の取組（２/２）
従来型 ：（赤本p.257-259）（基準条例第88号第168条で準用する40条の2）
ユニット型：（赤本p.260-273）（基準条例第88号第181条で準用する第40条の2）
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説明項目
介護報酬に係る事例03

送迎加算
心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うことが必要と認められる利用者に対して、指

定短期入所生活介護事業所の従業者が利用者の居宅と事業所との間の送迎を行う場合は、送迎加
算が算定できる。

【誤りの事例】
・サービス担当者会議の議事録や短期入所生活介護計画に送迎の必要性の有無に関する記載がさ

れていない。
・病院から直接短期入所サービス事業所に移ったにもかかわらず 送迎加算を算定していた。

【留意点】
・送迎の必要性の有無について、サービス担当者会議で検討し記録を保存するとともに、短期入

所生活介護計画に送迎を位置付けてください。
・利用者の居宅と短期入所サービス事業所との間の送迎を行う場合以外は算定できません。

（青本p.360-361 老企40第2の2(19））
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令和６年度 結果概要（事例編）

２ 介護保険サービス
（居宅サービス、介護予防サービス）

（７）特定施設入居者生活介護

説明項目
人員基準に係る事例01
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従業者の員数

指定特定施設入居者生活介護事業者（以下本資料において、「事業者」という。）は、常に1
以上の指定特定施設入居者生活介護（以下本資料において、「特定施設」という。）のサービス
の提供に当たる介護職員を確保する必要があります。

【誤りの事例】
生活相談員や計画作成担当者が配置されているだけで介護職員が配置されていない時間帯があ

りました。

【留意点】
日中、夜間の時間帯も含め、常に介護職員が１人以上配置されていなくてはなりません。また、

１人以上は常勤の介護職員を配置してください。

（赤本p.318-321）（基準条例第88号第218条）

勤務体制の確保等

事業者は、利用者に対し、適切な特定施設その他のサービスを提供できるよう、従業者の勤務
の体制を定めておかなければなりません。

【誤りの事例】
勤務表の未作成や勤務表を４週で作成している等不適切な事例がありました。

【留意点】
勤務表は、次の点に留意して作成する必要があります。

① 月ごと（月初～月末まで）の勤務表を作成する。
② 従業者の日々の勤務時間を明確にする。
③ 常勤、非常勤を区別する。
④ 管理者、機能訓練指導員、計画作成担当者との兼務関係等を勤務表上明確にする。

一般：（赤本p.333-334）（基準条例第88号第233条）
外部：（赤本p.347-354）（基準条例第88号第248条で準用する第233条）
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計画作成担当者の兼務

計画作成担当者は、専従でその職務に従事する介護支援専門員でなければなりません。
ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該特定施設における他の職務に従事すること

ができます。

【誤りの事例】
生活相談員と兼務をしていることが要因で、モニタリングの未実施や計画の未変更等、特定施

設サービス作成の一連のプロセスが十分に実施されていない事例がありました。

【留意点】
利用者の処遇に支障が生じる場合は、兼務は行わないでください。

一般：（赤本p.318-321）（基準条例第88号第218条第7項）
外部：（赤本p.347-354）（基準条例第88号第240条第6項）

説明項目
運営基準に係る事例02
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掲示

事業者は入居申込者に対し、運営規程の概要、従業者の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処
理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況等の重要事項を施設の見やすい場所に掲示
しなければなりません。

【誤りの事例】
掲示がされていない。又は、掲示はされているものの、掲示しなければならない項目に漏れが

ある。（掲示内容が古いものとなっている。）

【留意点】
重要事項を記載したファイル等を利用申込者、利用者及びその家族等が自由に閲覧できる形で

施設に備え付けることで上記の基準を満たします。

一般：（赤本p.338） （基準条例第88号第237条で準用する第34条）
外部：（赤本p.347-354）（基準条例第88号第248条で準用する第34条）

指定特定施設入居者生活介護の取扱方針（１/２）

特定施設のサービスの提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保
護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはなりません。

なお、身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び
に緊急やむを得ない理由を記録しなければなりません。

【誤りの事例】
・ 利用者又は家族から同意を取っているものの、身体拘束時の記録がない事例がありました。

一般：（赤本p.327） （基準条例第88号第226条）
外部：（赤本p.347-354）（基準条例第88号第248条で準用する第226条）

- 236 -



【留意点】
身体拘束等の適正化を図るため、以下に掲げる措置を講じなければなりません。

① 身体的拘束等適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催すること。その検
討結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

② 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

③ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的（年２回以上
及び新規採用時）に実施すること。

一般：（赤本p.327） （基準条例第88号第226条）
外部：（赤本p.347-354）（基準条例第88号第248条で準用する第226条）

指定特定施設入居者生活介護の取扱方針（２/２）

利用料について（１/２）

事業者は、利用者の選定により提供される介護その他の日常生活上の便宜に要する費用につい
て、その費用の支払を利用者から受け取ることができます。

【誤りの事例】
嚥下障害の人のためのとろみ剤、褥瘡予防のためのエアマット、自立歩行が難しい人のポータ

ブルトイレ等処遇上必要なものを利用者負担としている事例がありました。

【留意点】
処遇上必要な福祉用具は施設負担となります。 (外部利用型は除く。）介護サービス費に含ま

れているため、利用者から徴収しないでください。

一般：（赤本p.326-327）（基準条例第88号第225条）
外部：（赤本p.347-354）（基準条例第88号第248条で準用する第225条）

- 237 -



利用料（日常生活費等）の整理　　〈特定施設入居者生活介護〉

◎「その他の日常生活費」として徴収が可能なもの（日常生活費等に係るサービス）
日常生活費等に係るサービスの提供であり、次の条件をすべて満たすものであること。

条件１ 入所者又は家族等の自由な選択に基づくもの 日常生活費用通知　１、２③
条件２ 一般的に日常生活に最低限必要と考えられるもの 日常生活費用通知　別紙　（７）①
条件３ 保険給付の対象となるサービスと重複関係がないもの 日常生活費用通知　２①
条件４ その入所者に負担させることが適当と認められるもの 居宅基準　第182条第３項第三号

徴収方法

品　　　　　名 根　　　　拠
歯ブラシ、化粧品、シャンプー 日常生活費Q&A　問１
歯磨き粉、入れ歯洗浄剤、石けん、リンス、ボディソープ、
かみそり（ひげそり）、シェービングクリーム

日常生活費Q&A　問１に準じる

タオル類（ハンドタオル、フェイスタオル、バスタオル）
※洗身・清拭用タオルは保険給付と重複するため不可

日常生活費Q&A　問１

ティッシュペーパー
※食事や排泄等に係るものは保険給付と重複するため不可

日常生活費Q&A　問１に準じる

留意事項

次に記載されている通知について、以下のとおり整理する。
・「通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて」（H12.3.30老企第54号）（以下、「日常生活費用通
知」という。）の別紙の(３)①にある「身の回り品」として入所者から徴収が可能なもの
・｢特定施設入居者生活介護事業者が受領する介護保険の給付対象外の介護サービスについて｣(H12.3.30老企第
52号)(以下、｢給付対象外費用通知｣という。)の２｢保険給付対象外の介護サービス費用を受領できる場合｣

施設で購入し、実費相当分を入所者から徴収する。　※当該物品を持参させる方法も可

例示

すべての入所者に一律に提供するものは施設で負担する。（使い勝手が良いから等、施設側の都合の場合）
使用がその入所者個人に限定されるものであり、共用（不特定多数が使用）するものは施設で負担する。
日用品費を徴収しながら、上記例示のものを別途持参させることは重複負担となるため認められない。
おむつ代は、利用者の負担として支払を受け取ることができる。(居宅基準第182条第３項第二号)

◎保険給付に含まれるため徴収不可のもの（保険給付の対象となるサービス）

①
適切な処遇を行うために必要なもの
(褥瘡予防、褥瘡処置、歩行介助等)

居宅基準 第183条第１項、第185条第１項

② 適切な入浴又は清拭の実施に必要なもの 居宅基準 第185条第２項
③ 適切な排泄の援助に必要なもの 居宅基準 第185条第３項

④
日常生活上の世話を適切に行う上で必要なもの
(食事、離床、着替え、整容等)

居宅基準 第185条第４項

⑤ 適切な機能訓練の実施に必要なもの 居宅基準 第192条に準用する第132条

品　　　　　名 根　　　　拠
エアマット ①、Q&A(13.3.28)Ⅳ5に準じる
栄養補助食品（ゼリー、プロテイン等） ④、Q&A(17.9.7)問91に準じる
サプリメント（ビタミン剤等） ④、Q&A(17.9.7)問91に準じる
とろみ剤 ④、Q&A(17.9.7)問98に準じる
食事用エプロン ④
車イス、歩行器、杖 ①、⑤、Q&A(17.10.27)問30に準じる
体位交換用クッション（車イス用含む） ①、Q&A(17.10.27)問30に準じる

口腔清拭用スポンジブラシ（ハミングッド等）

①、日常生活費として徴収できる通常の歯ブラシと
異なり、一般的に最低限必要な物品とはいえず、要
介護者特有の症状により適切な口腔ケアを行うため
の特殊な物品であることから保険給付に含まれると
解釈される（日常生活費としての徴収は不可）。

口腔ケア用ガーゼ ①、上記に準じる
口腔内湿潤剤（オーラルバランス等） ①、上記に準じる
褥瘡用フィルム（悪化防止目的・医療保険対象外のもの） ①、Q&A(13.3.28)Ⅳ5 に準じる
ミトン（身体拘束用） ① ※身体拘束は施設側の都合によるため
防水（失禁）シーツ、防水パンツ ③
ポータブルトイレ ③、Q&A(17.10.27)問30　に準じる
トイレットペーパー ③

例示

次の①～⑤のものは保険給付等の対象となっているサービスに含まれるため別途徴収はできない。

一般：（赤本p.326-327）（基準条例第88号第225条）
外部：（赤本p.347-354）（基準条例第88号第248条で準用する第225条）

利用料について（２/２）

事故発生時の対応
事業者は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の家族、居

宅介護支援事業者に連絡をし、事故の状況を報告する必要があります。
また、事故の状況及び事故への対応について記録しなければなりません。

【誤りの事例】
① 事故やヒヤリ・ハットに関する報告書が作成されていない。
② 施設内で発生した事故について、利用者家族のみにしか連絡していない。
③ 骨折以上の重大な事故について、県（介護高齢課）に報告していない。
④ 事故の原因分析、再発防止策の検討が適切に行われていない。

【留意点】
事故の分析を行い、再発防止策の検討及び記録が必要です。
なお、骨折以上の重大事故が発生した場合については、県（介護高齢課）への報告が必要です。
→報告の様式等は以下を参照
群馬県ホームページ （トップペ-ジ＞組織から探す＞健康福祉部＞介護高齢課＞居宅サービス関係の手続きについて

一般：（赤本p.343） （基準条例第88号第237条で準用する第40条）
外部：（赤本p.347-354）（基準条例第88号第248条で準用する第40条）
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苦情処理

事業者は、苦情相談窓口の設置や苦情対応体制の整備等必要な措置を講じなければならず、
苦情を受け付けた場合には、苦情の内容を記録しなければなりません。

苦情処理簿を作成し、管理者や他の職員に回覧する等周知する必要があります。

【誤りの事例】
① 苦情対応について、職員に周知されていない。
② 苦情の内容について、再発防止対策が検討されていない。

【留意点】
苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組みを行ってください。
なお、重要事項説明書に記載すべき苦情受付機関については、保険者である市町村だけでなく、

国保連の連絡先を記載してください。

一般：（赤本p.339-340）（基準条例第88号第237条で準用する第38条）
外部：（赤本p.347-354）（基準条例第88号第248条で準用する第38条）

秘密保持等

事業者は利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者家族の個人情報を用いる場
合は家族の同意を、あらかじめ文書により取得する必要があります。

【誤りの事例】
利用者のみ同意を得ていたり、同意書の文言が家族の個人情報の使用について触れておらず、

家族から同意を得ていなかった。

【留意点】
サービス担当者会議等において、家族の個人情報を使用する可能性があるため、個人情報利用

の同意書は、家族から署名を得る様式にしておく必要があります。

一般：（赤本p.339）（基準条例第88号第237条で準用する第35条）
外部：（赤本p.347-354）（基準条例第88号第248条で準用する第35条）
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業務継続に向けた取組の強化（１/２）

【着眼点】
①「業務継続計画」を策定しているか。

また、計画について、当該事業所の従業者等に周知しているか。

■策定する計画 ： 感染症に係る業務継続計画、災害に係る業務継続計画

※ 記載内容は、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び
「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を御参照ください。

※ 感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合は、業務継続計画
未策定減算が（所定単位数の100分の３に相当する単位数）適用されます。

一般：（赤本p.334-336）（基準条例第88号第237条で準用する第32条の2）
外部：（赤本p.347-354)  （基準条例第88号第248条で準用する第32条の2）

【着眼点】

② 研修及び訓練をそれぞれ年２回以上実施しているか。
（新規採用時には別に研修を実施することが望ましい）

※研修及び訓練の実施内容は記録してください。

③定期的に「業務継続計画」を見直しているか。

※厚生労働省ホームページの「業務継続計画（BCP）作成支援に関する研修」を御参照ください。

【誤りの事例】
・研修の資料はあるが、実施の記録がなかった。
・研修と訓練を同日に実施したが、研修の記録のみで訓練の記録がなかった。

一般：（赤本p.334-336）（基準条例第88号第237条で準用する第32条の2）
外部：（赤本p.347-354)  （基準条例第88号第248条で準用する第32条の2）

業務継続に向けた取組の強化（２/２）
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衛生管理等「感染症対策」

【着眼点】
① 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を、おおむね6月に1回以上開し、
その結果について、当該事業所の従業者等に周知徹底を図っているか。

② 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備しているか。
③ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練をそれぞれ年２回以上実施しているか。

（新規採用時には感染症対策研修を実施することが望ましい）
※委員会及び研修の実施内容については記録してください。
※記載内容の例については、「介護現場における感染対策の手引き」を御参照ください。

【誤りの事例】
・委員会の結果について、一部の従業者のみに周知しただけで、全員に周知していなかった。
・委員会を開催すれば、研修や訓練は不要と考えていた。

一般：（赤本p.336-338）（基準条例第88号第237条で準用する第111条）
外部：（赤本p.347-354）（基準条例第88号第248条で準用する第111条）

虐待防止の取組（１/２）

【着眼点】
① 虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について、当該事業所
の業者等に周知徹底を図っているか。

② 虐待の防止のための指針を整備しているか。必要な項目は盛り込むまれているか。
③ 虐待の防止のための研修を年２回以上と新規採用時にも実施しているか。

研修の実施内容については記録してください。
④ ①～③までに掲げる措置を適切に実施するための担当者を置いているか。

※虐待の発生又はその再発を防止するための措置（上記①～④）が講じられていない場合、高齢
者虐待防止措置未実施減算（所定単位数の100分の１）が適用されます。

一般：（赤本p.343-345）（基準条例第88号第237条で準用する第40条の2）
外部：（赤本p.347-354）（基準条例第88号第248条で準用する第40条の2）
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【留意点】

平成18年より施行された高齢者虐待防止法において「養介護施設従事者等による高齢者虐待

の防止等のための措置」（研修の実施、苦情処理体制の整備等）についても定められておりま

すので御注意ください。

虐待防止法に係る措置がとられておらず、虐待が起きた場合には、行政処分になることもあ

ります。

【誤りの事例】

②の指針について、盛り込むべき項目に不足があった。

一般：（赤本p.343-345）（基準条例第88号第237条で準用する第40条の2）
外部：（赤本p.347-354）（基準条例第88号第248条で準用する第40条の2）

虐待防止の取組（２/２）

説明項目
特定施設サービス計画に係る事例03
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特定施設サービス計画の未作成等（１/３）

アセスメント

特定施設従業
者と協議

特定施設サー
ビス計画の原

案作成

特定施設サー
ビスの説明・
同意・交付

サービスの提
供

モニタリング
の実施

相談受付
利用者の心身の状況について課題分析・事前評価

生活相談員、看護職員、
介護職員及び機能訓練
指導員等と協議

サービスの目標及びそ
の達成時期、サービス
の内容並びにサービス
を提供する上での留意
点等を盛り込む

サービスの提供日、サー
ビスの内容、利用者の状
況その他必要な事項を記
録する

・特定施設サービス計画の
実施状況の把握
・解決すべき課題の把握
・必要に応じて特定施設
サービス計画の変更を行う

一般：（赤本p.329） （基準条例第88号第227条）
外部：（赤本p.347-354）（基準条例第88号第248条で準用する第227条）

計画作成担当者は、特定施設サービス計画の原案を作成し、その内容について利用者又はその
家族に対して説明し、文書により利用者の同意を得なければなりません。

また、当該計画を利用者に交付する必要があります。

特定施設サービス計画の作成後、計画の実施状況の把握（モニタリング）を行い、必要に応じ
て当該計画の変更を行わなければなりません。

一般：（赤本p.329） （基準条例第88号第227条）
外部：（赤本p.347-354）（基準条例第88号第248条で準用する第227条）

特定施設サービス計画の未作成等（２/３）
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【誤りの事例】
① 計画作成担当者が特定施設サービス計画の原案を作成していない。

② 計画作成担当者が、他の特定施設従業者と協議していない。

③ 作成した特定施設サービス計画の原案の内容について、利用者又はその家族に対して説明し
ておらず、利用者の同意を得ていない。

④ 実施状況の把握（モニタリング）を行っていない。

⑤ サービス内容に変更が生じた場合に、特定施設サービス計画の変更をしていない。

一般：（赤本p.329） （基準条例第88号第227条）
外部：（赤本p.347-354）（基準条例第88号第248条で準用する第227条）

特定施設サービス計画の未作成等（３/３）

サービスの提供の記録（１/２）

事業者は、指定特定施設入居者生活介護の開始の年月日及び指定特定施設の名称を、終了に際
しては、終了の年月日を、利用者の被保険者証に記載しなければなりません。

【誤りの事例】
利用者の被保険者証に、指定特定施設入居者生活介護の開始の年月日及び施設の名称が記載さ

れていない事例がありました。

【留意点】
指定特定施設入居者生活介護の提供を受けている者が、居宅療養管理指導以外の居宅サービス、

地域密着型サービス及び施設サービス等の保健給付を受けることができないことを踏まえ、他の
居宅サービス事業者等が確認できるよう、被保険者証に記載することとしています。

一般：（赤本p.325） （基準条例第88号第224条）
外部：（赤本p.347-354）（基準条例第88号第248条で準用する第224条）
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事業者は、サービスを提供した際には、提供した具体的なサービスの内容等を記録しなければ
なりません。

【誤りの事例】
提供した具体的なサービスの内容等を記録していない事例がありました。

【留意点】
サービス提供の記録が確認できなかった場合、報酬の返還を求めることがあります。

また、状況によっては、取消等の行政処分になる場合もあります。

一般：（赤本p.325） （基準条例第88号第224条）
外部：（赤本p.347-354）（基準条例第88号第248条で準用する第224条）

サービスの提供の記録（２/２）

令和６年度 結果概要（事例編）

２ 介護保険サービス
（居宅サービス、介護予防サービス）

（８）福祉用具貸与・
特定福祉用具販売
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説明項目
人員基準に係る事例01

勤務体制の確保等

指定福祉用具貸与（販売）事業者は、指定福祉用具貸与（販売）事業所ごとに従業者の勤務の
体制を定めておかなければなりません。

【誤りの事例】
勤務表の未作成や勤務表を４週で作成しているなど不適切な事例がありました。

【留意点】
勤務表は、以下の点に留意して作成する必要があります。
① 月ごと（月初～月末まで）の勤務表を作成する。
② 福祉用具専門相談員の日々の勤務時間を明確にする。
③ 常勤、非常勤を区別する。
④ 管理者との兼務関係を明確にする。

貸与（赤本p.383）（基準条例第88号第263条で準用する第108条第1項）
販売（赤本p.406）（基準条例第88号第276条で準用する第108条第1項）
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福祉用具専門相談員の人員基準不足

福祉用具専門相談員の員数については、常勤換算方法で２以上でなければなりません。

【誤りの事例】
１人体制で運営し、人員基準を満たしていない事例がありました。人員基準欠如となった場合、

保健福祉事務所又は介護高齢課に相談してください。相談せずに長期間人員基準不足となった場
合や指導に従わなかった場合は、報酬返還となる可能性がありますので、御留意ください。

【留意点】
同一の事業所において、指定福祉用具貸与、指定介護予防福祉用具貸与、指定特定福祉用具販

売又は指定介護予防福祉用具販売を運営している場合でも、一体的に運営されていれば、福祉用
具専門相談員は常勤換算方法で２以上をもって足りるものとなります。

貸与（赤本p.372-373）(基準条例第88号第250条)
販売（赤本p.397-398）(基準条例第88号第267条)

説明項目
運営基準に係る事例02

- 247 -



内容及び手続の説明及び同意

指定福祉用具貸与（販売）事業者は、指定福祉用具貸与（販売）の提供の開始に際し、あらか
じめ、利用申込者又はその家族に対し、利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事項
（重要事項説明書）について、文書を交付して説明を行わなければなりません。また、当該事業
所から指定福祉用具貸与（販売）の提供を受けることについて、利用申込者の同意を得なければ
なりません。

※重要事項説明書には、以下の必要な事項を記載する必要があります。
① 運営規程の概要
② 福祉用具専門相談員の勤務体制
③ 事故発生時の対応
④ 苦情処理の体制
⑤ その他利用申込者がサービスを選択するために必要な事項

貸与（赤本p.374）（基準条例第88号第265条で準用する第9条第1項）
販売（赤本p.399）（基準条例第88号第276条で準用する第9条第1項）

サービスの提供の記録
貸与（赤本p.377）（基準条例第88号第265号で準用する第20条第1項）
販売（赤本p.401-402）（基準条例第88号第270条）

指定（特定）福祉用具貸与（販売）事業者は、指定（特定）福祉用具貸与（販売）を提供した
際には、貸与（販売）の提供日、提供した具体的なサービスの内容、利用者の心身の状況その他
必要な事項を記録しなければなりません。

【誤りの事例】
提供した具体的なサービスの内容等を記録していない事例がありました。

【留意点】
サービス提供の記録は、介護報酬の請求の根拠となるため、適切に記録するとともに、その記

録は５年間保存する必要があります。
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業務継続に向けた取組の強化（１/２）

【着眼点】

① 業務継続計画を策定しているか。

また、計画について、福祉用具専門相談員に周知しているか。
■策定する計画 ： 感染症に係る業務継続計画、災害に係る業務継続計画

※記載内容は、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介
護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を御参照ください。

※感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合は、業務継続計画未
策定減算が（所定単位数の100分の１に相当する単位数）適用されます。

貸与（赤本p.384-385）（基準条例第88号第263条で準用する第32条）
販売（赤本p.407-409）（基準条例第88号第276条で準用する第32条）

【着眼点】

②研修及び訓練をそれぞれ年１回以上実施しているか。
（新規採用時には別に研修を実施することが望ましい）

※研修及び訓練の実施内容を記録してください。

③定期的に業務継続計画を見直しているか。

※厚生労働省ホームページの「業務継続計画（BCP）作成支援に関する研修」を御参照ください。

【誤りの事例】
・研修の資料はあるが、実施の記録がなかった。
・研修と訓練を同日に実施したが、研修の記録のみで訓練の記録がなかった。

業務継続に向けた取組の強化（２/２）
貸与（赤本p.384-385）（基準条例第88号第263条で準用する第32条）
販売（赤本p.407-409）（基準条例第88号第276条で準用する第32条）
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福祉用具の保管、消毒

指定福祉用具貸与事業者は、福祉用具の種類ごとに、消毒の具体的方法及び消毒器材の保守点
検の方法を記載した標準作業書を作成し、これに従い、回収した福祉用具を、その種類、材質等
からみて適切な消毒効果を有する方法により速やかに消毒しなければなりません。

また、すでに消毒が行われた福祉用具と消毒が行われていない福祉用具とを区分して保管しな
ければなりません。

【誤りの事例】
① 標準作業書を作成していない。
② 消毒が行われた福祉用具と消毒が行われていない福祉用具とを区分して保管していない。

貸与（赤本p.385-386）（基準条例第88号第260条第2項）

福祉用具の保管又は消毒の委託

指定福祉用具貸与事業者は、福祉用具の保管又は消毒を委託等により他の事業者に行わせる場
合は当該事業者の業務の実施状況について定期的に確認し、その結果を記録しなければなりませ
ん。

【誤りの事例】
① 委託契約書において、業務の実施状況を定期的に確認する旨を規定しているにもかかわらず、
確認を全くしていない。

② 契約当初は確認していたが、現在は確認していない。

【留意点】
委託契約に則り、受託者の業務の実施状況について定期的に確認し、その結果等を記録する必

要があります。

貸与（赤本p.386）（基準条例第88号第260条第3項及び第4項）
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衛生管理等「感染症対策」

【着眼点】
① 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を、おおむね6月に1回以上開催
し、その結果について福祉用具専門相談員に周知徹底を図っているか。

② 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備しているか。
③ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練をそれぞれ年1回以上実施しているか。

（新規採用時には感染症対策研修を実施することが望ましい）
※委員会や研修及び訓練の実施内容については記録してください。
※記載内容の例については、「介護現場における感染対策の手引き」を御参照ください。

【誤りの事例】
・ 委員会の結果について、一部の従業者のみに周知しただけで、全員に周知していなかった。
・ 委員会を開催すれば、研修や訓練は不要と考えていた。

貸与（赤本p.385-388）（基準条例第88号第260条第6項）
販売（赤本p.409-411） （基準条例第88号第276条で準用する第33条）

掲示及び目録の備え付け

指定（特定）福祉用具貸与（販売）事業者は、事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、そ
の他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示、または自由に閲覧で
きるよう備え付けていなければなりません。

【誤りの事例】
掲示や備え付けのない事例がありました。

【留意点】
以下の必要事項が記載された目録等を備え付けなければなりません。

（貸与） 取り扱う福祉用具の品名及び品名ごとの利用料その他の必要事項
（販売） 取り扱う福祉用具の品名及び品名ごとの販売費用の額その他の必要事項

貸与（赤本p.388）（基準条例第88号第261条）
販売（赤本p.411）（基準条例第88号第276条で準用する第261条）

- 251 -



秘密保持等（１/２）

指定福祉用具貸与（販売）事業所の従業者は正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又
はその家族の秘密を漏らしてはなりません。

また、指定福祉用具貸与（販売）事業者は、従業者であった者が、正当な理由がなく、その業
務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければな
りません。

【誤りの事例】
秘密保持について、取り決めが行われていない事例がありました。

【留意点】
従業者の在職中及び退職後における、利用者及びその家族の個人情報に関する秘密保持につい

て、事業者と従業者間の雇用契約、労働条件通知書、契約書等で取り決めを行う必要があります。

貸与（赤本p.388-389）（基準条例第88号第263条で準用する第35条第1項及び第2項）
販売（赤本p.411） （基準条例第88号第276条で準用する第35条第1項及び第2項）

指定福祉用具貸与（販売）事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用
いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらか
じめ文書により得ておかなければなりません。

【誤りの事例】
① 個人情報利用の同意書において、利用者からのみ同意を得ていた。
② 同意書の文言が家族の個人情報の使用について触れておらず、家族から同意を得ていない。

【留意点】
家族の個人情報を使用する可能性もあるため、個人情報利用の同意書は、家族から署名を得る

様式にしておく必要があります。

秘密保持等（２/２）
貸与（赤本p.388-389）（基準条例第88号第263条で準用する第35条第1項及び第2項）
販売（赤本p.411） （基準条例第88号第276条で準用する第35条第1項及び第2項）
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虐待防止の取組（１/２）

【着眼点】
① 虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について、福祉用具専
門相談員に周知徹底を図っているか。

② 虐待の防止のための指針を整備しているか。 必要な項目は盛り込むまれているか。
③ 虐待の防止のための研修を年１回以上と、新規採用時にも実施しているか。

研修の実施内容については記録してください。
④ ①～③までに掲げる措置を適切に実施するための担当者を置いているか。

※虐待の発生又はその再発を防止するための措置（上記①～④）が講じられていない場合、高齢
者虐待防止措置未実施減算（所定単位数の100分の１）が適用されます。

貸与（赤本p.391-393）（基準条例第88号第263条で準用する第40条の2）
販売（赤本p.414-416）（基準条例第88号第276条で準用する第40条の2）

【留意点】

平成18年より施行された高齢者虐待防止法において「養介護施設従事者等による高齢者虐待

の防止等のための措置」（研修の実施、苦情処理体制の整備等）についても定められておりま

すので御注意ください。

虐待防止法に係る措置がとられておらず、虐待が起きた場合には、行政処分になることもあ

ります。

【誤りの事例】

・ ②の指針について、盛り込むべき項目に不足があった。

・新規採用職員に研修を実施していなかった。

虐待防止の取組（２/２）
貸与（赤本p.391-393）（基準条例第88号第263条で準用する第40条の2）
販売（赤本p.414-416）（基準条例第88号第276条で準用する第40条の2）
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説明項目
福祉用具計画に係る事例03

福祉用具サービス計画に係る一連のプロセス

相談
アセスメント

福祉用具サービス計
画の作成

福祉用具サービス
計画の説明・同

意・交付

福祉用具サービ
スの提供

モニタリングの実施

・心身の状況の変化や福祉用
具の使用状況を把握する。
・福祉用具サービスの利用目
標の達成状況を確認する。
・各機種の今後の方針を検討
する。
・福祉用具サービス計画の見
直しを検討する。
・モニタリング結果を介護支
援専門員等に報告、共有する。

・自立支援に資する利用
目的の設定を行う。
・利用者の生活課題を解
決するための福祉用具選
定を行う。「対象福祉用
具」の場合は、選択制に
ついて十分説明する。

・利用者、家族に対して福祉用具
サービス計画の記載内容を説明する。
・利用者の同意を得た計画書の原本
を交付する。

・福祉用具の使用方法、使用上の留意事
項、故障時の対応等を説明する。

・利用者、介護支援専門員等からの相談を受け付ける。
・利用者、家族からの聞き取りを行う。

介護支援
専門員と
の連携
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指定（特定）福祉用具（販売）の具体的取扱方針（１/４）
（一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制の導入①）

貸与（赤本p.379）（基準条例第88号第255条第2項）
販売（赤本p.403）（基準条例第88号第273条第2項）
令和6年度介護報酬改定に関するQ＆A（Vol.5）
（令和6年4月30日）

対象福祉用具について、福祉用具専門相談員又は介護支援専門員が、利用者等に対し、福祉用
具貸与又は特定福祉用具販売のいずれかを利用者が選択できることや、メリット及びデメリット
等、利用者の選択に当たって必要な情報を提供しなければなりません。

（対象福祉用具）
固定用スロープ、歩行器（歩行車を除く）、単点杖（松葉づえを除く）、多点杖

貸与・販売の選択に際して、医師や専門職の意見、利用者の身体状況等を踏まえ、提案をし
てください。

選択制の検討・提案に当たって、医学的所見の聴取方法や様式に特段の定めはありません。

販売への移行を提案する場合においては、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴 覚士のい
ずれかから聴取した意見又は、退院・退所時カンファレンス又はサービス担 当者会議といった
多職種による協議の結果を踏まえる必要があります。貸与の継続に当たっては、必要に応じて聴
取等をするものとして差し支えません。

貸与（赤本p.379）（基準条例第88号第255条第2項）
販売（赤本p.403）（基準条例第88号第273条第2項）
令和6年度介護報酬改定に関するQ＆A（Vol.5）
（令和6年4月30日）

指定（特定）福祉用具（販売）の具体的取扱方針（２/４）
（一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制の導入②）
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選択制の対象福祉用具の貸与に当たっては、福祉用具専門相談員が、利用開始後６月以内に少
なくとも１回モニタリングを行い、貸与継続の必要性について検討を行ってください。

選択制の対象福祉用具の販売に当たっては、福祉用具専門相談員が、特定福祉用具販売計画の
作成後、当該計画における目標の達成状況を確認してください。また、利用者等からの要請等に
応じて、販売した福祉用具の使用状況を確認するよう努めるとともに、必要な場合は、使用方法
の指導、修理等 （メンテナンス）を行うよう努めてください。

貸与（赤本p.379）（基準条例第88号第255条第2項）
販売（赤本p.403）（基準条例第88号第273条第2項）
令和6年度介護報酬改定に関するQ＆A（Vol.5）
（令和6年4月30日）

指定（特定）福祉用具（販売）の具体的取扱方針（３/４）
（一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制の導入③）

居宅サービス計画に指定（特定）福祉用具貸与（販売）が位置づけられる場合、介護支援専
門員が、当該計画に指定（特定）福祉用具貸与（販売）が必要な理由を記載する必要があるため、
福祉用具専門相談員は、サービス担当者会議等を通じて、福祉用具の適切な選定のための助言及
び情報提供等を行う必要があります。

サービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境等の把握に努め、
その記録を残してください。

指定（特定）福祉用具（販売）の具体的取扱方針（４/４）
貸与（赤本p.380）（基準条例第88号第255条第8項）
販売（赤本p.404）（基準条例第88号第273条第8項）
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福祉用具サービス計画の作成等（１/４）
貸与（赤本p.381-382）（基準条例第88号第256条）
販売（赤本p.404-405）（基準条例第88号第274条）

福祉具専門相談員は、利用者の希望、心身の状況及びその置かれている環境を踏まえて、指定

（特定）福祉用具貸与（販売）の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を

記載した福祉用具サービス計画を作成し、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、

利用者の同意を得なければなりません。また、当該計画を利用者に交付しなければなりません。

【留意事項】
福祉用具貸与計画については、計画にモニタリングの実施時期を記載しなければなりません。

福祉用具専門相談員は、福祉用具貸与計画の作成後、計画の実施状況の把握（モニタリン
グ）を行い、必要に応じて当該計画の変更を行わなければなりません。

【留意事項】
・対象福祉用具の場合は、利用開始から６月以内に少なくとも１回モニタリングを行い、その継

続の必要性について検討しなければならない。
・対象福祉用具以外の福祉用具の場合のモニタリングの実施時期は、利用者の状況により検討す

る必要がある。

・対象福祉用具に係る特定福祉用具販売の提供に当たっては、当該計画の作成後、少なくとも
１回、当該計画に記載した目標の達成状況の確認を行わなければなりません。

貸与（赤本p.381-382）（基準条例第88号第256条）
販売（赤本p.404-405）（基準条例第88号第274条）

福祉用具サービス計画の作成等（２/４）
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【誤りの事例】
① 福祉用具サービス計画を作成していない。
② 福祉用具貸与と特定福祉用具販売の利用がある場合に、計画を一体のものとして作成してい

ない。
③ 居宅サービス計画の内容に沿って福祉用具サービス計画を作成していない。
④ 作成した福祉用具サービス計画の内容について、利用者又はその家族に対して説明しておら

ず、利用者の同意を得ていない。交付もしていない。
⑤ 作成した福祉用具貸与計画を介護支援専門員に交付していない。
⑥ 実施状況の把握（モニタリング）を行っていない。
⑦ サービス内容に変更（用具の追加、削除、変更等）が生じた場合に、計画を変更していない。

貸与（赤本p.381-382）（基準条例第88号第256条）
販売（赤本p.404-405）（基準条例第88号第274条）

福祉用具サービス計画の作成等（３/４）

【留意点】
指定福祉用具貸与と指定特定福祉用具販売の利用がある場合には、計画は一体のものとして作

成しなければなりません。
福祉用具貸与計画については、利用者だけでなく、当該利用者に係る介護支援専門員に交付し

なければなりません。

また、介護支援専門員に交付したことがわかるように記録を残してください。福祉用具サービ
ス計画が確認できない場合、報酬返還となる場合があります。

【好事例】
特定福祉用具販売計画に「確認時期」の項目を追加して、確認漏れの予防に取り組んでいる。

貸与（赤本p.381-382）（基準条例第88号第256条）
販売（赤本p.404-405）（基準条例第88号第274条）

福祉用具サービス計画の作成等（４/４）
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居宅介護支援事業者等との連携
貸与（赤本p.376）（基準条例第88号第265条で準用する第15条第1項）
販売（赤本p.401）（基準条例第88号第276条で準用する第15条第1項）

指定（特定）福祉用具貸与（販売）事業者は、指定（特定）福祉用具貸与（販売）を提供する
に当たっては、居宅介護支援事業者、その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者と
の密接な連携に努めなければなりません。

【誤りの事例】
居宅サービス計画、 福祉用具サービス計画、実際に提供するサービスの内容が一致していな

い事例がありました。

【留意点】
居宅サービス計画と異なるサービスの提供（種目・品目の追加等）を行う場合や、利用者が居

宅サービス計画の変更を希望する場合は、居宅介護支援事業者に連絡その他必要な援助を行う必
要があります。

説明項目
介護報酬に係る事例04
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福祉用具の不適切な使用による請求

福祉用具は居宅において使用しなければなりません。

【誤りの事例】
① 居宅へ戻ることなく、短期入所生活介護を長期間利用している利用者に対して、車いすや

ベッド等の福祉用具を貸与していた。
②貸与を受けた入浴補助用具を、自宅ではなくデイサービスセンターに置き、デイサービスセン

ターの入浴時のみ使用していた。
①、②ともに、指定福祉用具貸与事業者は、使用状況を確認せず、介護報酬を請求していました。

【留意点】
福祉用具専門相談員は、福祉用具貸与後、定期的に利用者宅を訪問し、用具の点検・使用状況

を確認するとともに、その記録をサービス提供に係る居宅サービス計画を作成した指定居宅介護
事業者に報告する必要があります。

貸与（赤本p.372、381）（基準条例第88号第249条、第256条第5項及び第6項）

要介護度１の者等に係る福祉用具貸与（１/５）

要介護度１である者に対して、その状態像から見て使用が想定しにくい下記の福祉用具(※1)

に係る指定福祉用具貸与を行った場合、福祉用具貸与費は原則算定できません。

また、要介護度１、要介護度２又は要介護度３である者に対して、｢自動排泄処理装置(尿のみ
を自動的に吸引するものを除く)｣に係る指定福祉用具貸与を行った場合も、福祉用具貸与費は原
則算定できません。

※1 ｢車いす｣、｢車いす付属品｣、｢特殊寝台｣、｢特殊寝台付属品｣、｢床ずれ防止用具｣、｢体位変
換器｣、｢認知症老人徘徊感知機器｣、｢移動用リフト｣

貸与（青本p.530-533、535-540）（厚生省告示別表11注6、老企第36号第2の9⑷）
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なお、例外として、厚生労働大臣が定める者(利用者告示第31号のイ、以下本事例において｢告
示｣という。）で定める状態像に該当する者において、その状態像に応じて利用が想定される対
象外種目については、算定可能であり、その判断については次のとおりです。

① 基本調査の直近の結果を用い、その要否を判断する。

ただし、次表アの(2)｢日常生活範囲のおける移動の支援が特に必要と認められる者｣及びオの
(3)｢生活環境において段差の解消が必要と認められる者｣については、該当する基本調査結果が
ないため、主治医から得た情報及びサービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントによ
り居宅介護支援事業者が判断する。

貸与（青本p.530-533、535-540）（厚生省告示別表11注6、老企第36号第2の9⑷）

要介護度１の者等に係る福祉用具貸与（２/５）

② 次のＡ～Ｃに該当する旨が医師の医学的な所見により判断され、適切なケアマネジメントにより
福祉用具貸与が特に必要である旨が判断されている場合は、市町村が書面等確実な方法により確認
することでその要否を判断できる。

Ａ 疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日や時間帯によって頻繁に告示に該当
する者（例 パーキンソン病の治療薬によるＯＮ・ＯＦＦ現象）

Ｂ 疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短時間のうちに告示に該当することが
確実に見込まれる者 （例：がん末期の急速な状態悪化）

Ｃ 疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回避等医学的判断
から告示に該当すると判断できる者
（例：喘息発作等による呼吸不全、心疾患による心不全等）

貸与（青本p.530-533、535-540）（厚生省告示別表11注6、老企第36号第2の9⑷）

要介護度１の者等に係る福祉用具貸与（３/５）
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厚生労働大臣が定める者のイに該当する基本調査の結果厚生労働大臣が定める者のイ対象外種目
次のいずれかに該当する者車いす及び

車いす付属品
ア

基本調査１－７ ｢３．できない｣日常的に歩行が困難な者⑴

ー日常生活範囲における移動の支援が特に必
要と認められる者

⑵

次のいずれかに該当する者特殊寝台及び
特殊寝台付属品

イ
基本調査１－４ ｢３．できない｣日常的に起きあがりが困難な者⑴
基本調査１－３ ｢３．できない｣日常的に寝返りが困難な者⑵

基本調査１－３ ｢３．できない｣日常的に寝返りが困難な者床ずれ防止用具
及び体位変換器

ウ

次のいずれにも該当する者認知症老人徘徊感知機器エ
基本調査３－１ ｢１．調査対象者が意見を他社に伝達できる｣以外意見の伝達、介護者への反応、記憶・理解

のいずれかに支障がある者
⑴

又は基本調査３－２～３－７のいずれか ｢２．できない｣
又は基本調査３－８～４－１５のいずれか ｢１．ない｣以外
その他、主治医意見書において、認知症の症状がある旨の記載され
ている場合も含む。
基本調査２－２ ｢４．全介助｣以外移動において全介助を必要しない者⑵

次のいずれかに該当する者移動用リフト
(つり具の部分除く)

オ
基本調査１－８ ｢３．できない｣日常的に立ち上がりが困難な者⑴
基本調査２－１ ｢３．一部介助｣又は｢４．全介助｣以上が一部介助又は全介助を必要とする者⑵

ー生活環境において段差の解消が必要と認め
られる者⑶

次のいずれにも該当する者自動排泄処理装置カ
基本調査２－６ ｢４．全介助｣排便が全介助を必要とする者⑴
基本調査２－１ ｢４．全介助｣移乗が全介助を必要とする者⑵

表

貸与（青本p.530-533、535-540）（厚生省告示別表11注6、老企第36号第2の9⑷）

要介護度１の者等に係る福祉用具貸与（４/５）

①の給付の算定にあたっては、居宅介護支援事業者から認定調査表について必要な部分の写し
（※）の内容が確認できる文書を入手し、サービス記録と併せて保存しなければなりません。

※実施日時、調査対象者等の時点の確認及び本人確認ができる部分並びに基本調査の回答で当該
軽度者の状態像の確認が必要な部分。

【誤りの事例】
調査票の写しの内容が確認できる文書又は主治医の意見など必要な情報の提供がなくても算定でき

ると誤解し、請求していた事例がありました。

貸与（青本p.530-533、535-540）（厚生省告示別表11注6、老企第36号第2の9⑷）

要介護度１の者等に係る福祉用具貸与（５/５）
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【参照条例等】

〇群馬県指定居宅サービス等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例 （平成24年12月28日条例第88号）

【青本：令和6年4月版「介護報酬の解釈 1 単位数表編」】
〇指定居宅サービス要する費用の額の算定に関する基準（平成12年2月10日厚生省告示第19号）
〇指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）

及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について
（平成12年3月1日老企第36号）

【赤本：令和6年4月版「介護報酬の解釈 2 指定基準編」】
〇指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年3月31日厚生省令第37号）
〇指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年9月17日老企第25号）

【緑本：令和6年4月版「介護報酬の解釈 ３Q&A・法令編」】
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 ４ 障害福祉サービス等指導事例                

 

 【障害児（者）福祉施設、障害福祉サービス事業所等、障害児

通所支援事業所】 
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項   目 

１ 全サービス別事例  

（１）障害者支援施設、障害福祉サービス（通所系）編・・・・・・・・・・・・・ ２６７ 

 （障害者支援施設、療養介護、生活介護、短期入所、自立訓練）  

 ・人員基準、運営基準（全般）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６７ 

 ・運営基準（処遇）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７７ 

 ・利用料、給付費及び加算・減算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２８５ 

（２）障害福祉サービス（訪問系）編・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３０３ 

 （居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援護）  

 ・人員基準・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３０４ 

 ・運営基準（内容及び手続の説明及び同意）・・・・・・・・・・・・・・・・ ３０６ 

 ・運営基準（個別支援計画の作成）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３０９ 

 ・運営基準（介護給付費の算定及び取扱い）・・・・・・・・・・・・・・・・ ３１１ 

 ・運営基準（その他）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３１４ 

 ・虐待防止・身体拘束・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３１８ 

（３）就労支援事業所編・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３１９ 

 （就労移行支援・就労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ型、就労定着支援）  

 ・人員基準・勤務体制の確保・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３２０ 

 ・運営基準（運営規程、法定代理受領通知、掲示、工賃に関すること、秘密事項

など）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

  

３２３ 

 ・非常災害対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３３０ 

 ・利用者処遇（個別支援計画、住宅支援、身体拘束・虐待防止、苦情・事故）・ ３３２ 

 ・利用料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３３８ 

 ・給付費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３４０ 

（４）共同生活援助編・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３４７ 

 ・人員基準・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３４７ 

 ・運営基準（運営規程、重要事項説明書、利用料等、預り金、掲示、地域との連

携等（地域連携推進会議）、その他）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

３５０ 

 ・非常災害対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３５６ 

 ・利用者処遇（個別支援計画、身体拘束・虐待防止、苦情・事故、業務継続計

画、衛生管理）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

３５８ 

 ・給付費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３６５ 

（５）障害児通所支援事業所編・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３６７ 

 （児童発達支援、児童発達支援センター、放課後等デイサービス、居宅訪問型児

童発達支援、保育所等訪問支援） 

 

 ・人員基準・運営基準（全般）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３６８ 

 ・運営基準（処遇）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３７６ 

 ・給付費及び加算・減算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３８２ 

（６）障害児入所施設編・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３９２ 

 （福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設）  
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 ・人員基準・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３９３ 

 ・運営基準（重要事項説明書、利用料等、秘密保持）・・・・・・・・・・・・ ３９４ 

 ・非常災害対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３９６ 

 ・利用者処遇（入所支援計画、移行支援計画、身体拘束・虐待防止、苦情・事

故、衛生管理）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

３９７ 

 ・給付費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４０３ 

 

 

 

   

 指摘の多い事例  

（１）身体拘束等の適正化のための取組（身体拘束廃止未実施減算）  

 ・委員会の開催、指針の整備、従業者への研修、記録等  

（２）虐待防止研修について  

（３）人員基準  

 ・基準配置の不足  

 ・勤務表の作成の不備  

 ・勤務時間、職種、常勤・非常勤の別等の記録の不備や確認漏れ  

（４）個別支援計画の未作成（個別支援計画未作成減算）  

 ・サービス提供開始から１月以上経過後も作成していない  

 ・個別支援計画の作成に係る一覧の業務が適切に行われていない  
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障害者支援施設、療養介護、生活介護、短期入所、
自立訓練

令和６年度 結果概要（事例編）

（１）障害者支援施設、障害福祉サービス

（通所系）編

人員基準・運営基準（全般）01

説明項目
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１ 運営規程、重要事項説明書等（１/３）
【指摘事例】

① 運営規程
✻必要事項が記載されていない。
✻実態と異なる。
✻重要事項説明書と相違がある。

② 利用者への説明
✻報酬改定が行われた際に、改定後の基本報酬額、加算額等について利用者に説明していない。

③ 重要事項説明書
✻必要事項が記載されていない。
➣第三者評価の実施の有無
➣利用者が負担する費用（利用料、基本報酬・加算）
➣苦情解決体制
➣虐待防止のための措置

１ 運営規程、重要事項説明書等（２/３）
【改善のポイント１】

①運営規程
✻障害福祉サービス基準省令第67条、89条、123条、障害者支援施設基準省令第41条等に規定された内

容を漏らさずに記載する。
✻実態及び重要事項説明書と相違がないか確認する。

②利用者への説明
✻報酬改定後の基本報酬額、各種加算額をまとめた書面を交付し、説明を行い、同意を得て保管する。
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１ 運営規程、重要事項説明書等（３/３）
【改善のポイント２】

③重要事項説明書
✻第三者評価を受審していない場合でも「第三者評価の実施 無」と記載する。
✻利用者から受領する費用（利用料、基本報酬、各種加算の種類と金額）等、必要な事項を
漏れなく記載する。

新たに算定することとなった加算も忘れずに
✻苦情解決体制を具体的に記載する。
➣苦情の受付方法、設置状況（窓口、責任者等）、解決の手順等
➣外部相談機関の電話番号等連絡先

（第三者委員、給付決定市町村、県福祉サービス運営適正化委員会等）
✻虐待防止のための措置に関する事項を具体的に記載する。
➣虐待防止に関する責任者の選定
➣苦情解決体制の整備
➣従業員に対する虐待防止を啓発・普及させるための研修の実施

２ 掲示（１/２）
【指摘事例】

① 重要事項が事業所の見やすい場所に掲示されていない。

② 複数のサービスを提供している事業所・施設で、掲示されていないサービスがある。

③ 古い内容のものが掲示されている。
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２ 掲示（２/２）
【改善のポイント】
①利用申込者のサービスの選択に役立つ重要事項を見やすい場所に掲示する。
➣運営規程の概要
➣従業者の勤務体制
➣協力医療機関（療養介護を除く）

利用者の手が届く見やすい場所に、ファイルに綴じて保管することでも可。

②掲示してある資料に不足がないかを確認する。

③掲示すべき資料の内容に変更が生じた場合、掲示も更新する。

３ 協力医療機関等（１／２）※障害者支援施設
【指摘事例 】
①第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めていない。

②施設が定めた協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合に、当該第二種協定指定医療
機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行っていない。
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３ 協力医療機関等（２／２）※障害者支援施設

【改善のポイント】
①新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努める。

＊取り決めの内容としては、流行初期期間経過後において、当該施設の入所者が新興感染症に感染
した場合に、相談、診療、入院の要否の判断、入院調整等を行うことが想定される。

②新興感染症の発生時等の対応について協議を行う。
＊協議の結果、対応の取り決めがなされない場合も考えられるが、取り決めまで行うことが望ましい。

４ 地域との連携等 ※障害者支援施設
【指摘事例】

・地域連携推進会議の開催をしていない。（令和７年４月１日から義務化）

【改善のポイント】
➀「地域連携推進会議の手引き」を参考に、地域連携推進会議をおおむね１年 に１回以上開催する。

➁地域連携推進会議の構成員が事業所を見学する機会をおおむね１年に１回以上設ける。

➂報告、要望、助言等についての記録を作成し、記録を公表する。

※外部の者による評価及び当該評価の実施状況を公表している場合、上記➀～➂は適用しない。

詳細は、以下をご確認ください。
●厚生労働省ホームページ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_41992.html
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５ 人員基準（１/５）
【指摘事例】
①配置不足・資格がない
✻サービス提供職員（看護職員、理学療法士又は作業療法士、生活支援員、地域移行支援員

等）の配置が不足している。
✻管理者、サービス管理責任者が未配置もしくは不足している。
✻サービス管理責任者が必要な資格を有していない。（有効期限切れ等）

②勤務体制
✻勤務表が未作成、勤務実績の管理が不十分、兼務状況等が不明確。

③管理者の兼務
✻管理者が離れた場所の別の事業所で兼務を行い、管理業務に支障が生じている。

④生活介護：基準人員（看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員）の計算方法・人員配
置体制加算の利用者の数
✻利用者数の計算方法が間違っている。

５ 人員基準（２/５）
【改善のポイント①】

利用（入所）者に対して適切な支援を行うため、人員基準を満たす職員配置をする必要があります。

✻基準で求められている員数を確認の上、必要な職種を必要な数以上配置する。

✻常勤又は専従といった員数以外の要件についても確認が必要。要件を満たしていない場合も人員欠如
減算の該当となる。
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５ 人員基準（３/５）
【改善のポイント②】

月ごとに人員配置の計画を立て、勤務表を作成し、勤務実績についても確認のうえ、記録をする。

✻勤務表に記載すべき事項
➣従業者の日々の勤務時間、職務の内容
➣常勤・非常勤の別
➣管理者との兼務関係

★人員基準を満たす配置ができない場合、「人員欠如減算」となります。★
（療養介護、生活介護、短期入所、自立訓練）

① サービス提供職員の人員欠如
② サービス管理責任者の人員欠如
③ 常勤又は専従等、員数以外の要件を満たさない。

５ 人員基準（４/５）
【改善のポイント③】

管理者は当該事業所の運営管理の責任者であり、原則は「専らその職務に従事」することになっており、
兼務は「管理上、支障がない場合」に限られる。

✻管理者が兼務可能な職種

➣当該事業所のサービス管理責任者又は従業者。
➣他の指定障害福祉サービス事業所又は指定障害者支援施設等の管理者、サービス管理責任者、もし

くは従業者。
（兼務するサービスの専従等要件に注意）

（当該事業所の管理業務に支障がないと認められる場合に限る）
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５ 人員基準（５/５）

【改善のポイント④】

生活介護の基準人員（看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員）の計算方法・人員配置体
制加算の利用者の数は、前年度の利用者の数の平均値及び平均障害支援区分に基づき計算をする。

✻生活介護の看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員については、前年度の利用者数の平
均値（生活介護サービス費における所要時間に応じて計算）及び平均障害支援区分に応じて、常勤換
算方法により必要数を配置する。

✻利用者数の平均値は、前年度の利用者延べ数を開所日数で除して得た数（小数点第２位以下切り上
げ）とする。

６ 非常災害対策（１/３）
【指摘事項等】

① 非常口周辺に物が置かれ、避難時の妨げになっている。

② 非常災害訓練が実施されていない。もしくは回数が不足している。

③ 消防計画を作成する必要があるが作成されていない。

④ 風水害、地震等の災害に対する対応方針（マニュアル）が作成されていない。
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６ 非常災害対策（２/３）
【改善のポイント①】

利用者や職員の安全確保のため、消防関係法令等で求められていることに対し、所轄消防署に確認の
上、対応するほか、所存地域の環境等を踏まえた非常災害の体制を整備しておく必要があります。

✻非常口周辺や通路は常に整理しておくほか、速やかに避難できる体制を整えておく。

✻訓練は年に２回以上行う。
➣入所施設においては昼間の訓練のほか、夜間又は夜間を想定した訓練も実施する。
➣訓練の実施にあたっては、地域住民の参加が得られるよう連携に努める。

６ 非常災害対策（３/３）
【改善のポイント②】

・防火管理者を選任し、所轄消防署へ届出を行う。
✻職員の異動や施設の増改築時には計画を見直し、所轄消防署へ変更の届出を行う。
✻消防計画の内容は事業所・施設内の研修等で従業者に周知する。

・事業所の規模や形態により、消防計画の作成が求められていない場合も含め、 火災、地震、風
水害の場合に、従業者が役割を分担し、速やかに対応できるよう、非常災害対応マニュアル等
を作成し、認識を共有しておく。
✻竜巻や台風、付近に河川が流れる場合は洪水や氾濫への対応策を検討する。
✻地域との協力体制を築くよう､日頃からの交流に努める。

- 275 -



７ その他（１/３）

【指摘事例等】

①契約支給量等が受給者証に記載されていない。

➁市町村に対して契約内容報告書が提出されていない。

➂サービス提供の記録・確認がされていない。

➃利用者に対し、介護給付の額に係る通知がされていない。

⑤秘密保持に係る必要な措置が講じられていない。

⑥業務管理体制届出書を関係行政機関に届け出ていない。

⑦預り金が適切に取り扱われていない。

７ その他（２/３）

【改善のポイント①】

①利用者と提供に係る契約が成立した時は、受給者証に事業者及び事業所の名称、内容、契約支給量、
契約日等の必要な事項を記載し、最新の状況が確認できるようにしておく。

➁上記➀の規定による記載をした場合には、遅滞なく市町村に対して、当該記載事項を報告する。

➂サービスを提供した際は、提供日、内容その他の必要事項を、提供の都度記録し、利用者の確認を得
る。

➃法定代理受領により介護給付費等の支給を受けた場合は、利用者にその額を通知する。
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７ その他（３/３）

【改善のポイント②】
⑤事業所の従業者及び管理者（であった者を含む）が、正当な理由なく、業務上知り得た利用者又はそ

の家族の秘密を漏らさないよう、法人は採用時等に誓約書を取り交わす等の必要な措置を講じる。
他の事業者等に対して、利用者又はその家族に関する情報を提供する際は、あらかじめ同意を得る。

⑥法令遵守責任者の選任等、法令を遵守するための業務管理体制を整備し、関係行政機関へ届出を行う。

⑦預り金を管理する場合は、利用者との契約に基づき適切に行う。
✻預り金は、管理規程等により適切に管理する必要があります。不正防止のため、金銭の管理は２人以上が関わるように
し、常に金銭の流れを明確にしておいてください。

運営基準（処遇）02

説明項目
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１ 個別支援計画（１/４）
【個別支援計画作成の手順（プロセス）】

☆サービス管理責任者の責務

1.アセスメント

（課題分析）
・利用者に面接して行う

・実施内容の記録

2.計画原案の作
成

3.計画作成に係る
会議

・利用者にサービスを提供す
る担当者等を集めて開催

・計画原案について意見を求
める

• 会議内容を記録

４.利用者（家族）
に計画を

説明・同意・交付

相談支援事業者に計画
を交付

5.サービスの提
供

6.モニタリング
（実施状況の把握）

・利用者に面接して行う

・結果を記録

7.計画の見直し
8.必要に応じて

計画の変更

１ 個別支援計画（２/４）
【主な指摘事例と改善のポイント】
〇個別支援計画の作成が遅れている事例が認められたので、サービス管理責任者は速やかに

個別支援計画を作成し、利用者に説明するとともに、文書により同意を得てください。
〇個別支援計画の作成に係る会議を開催していない事例が認められたので、サービス管理責任者は、

サービスの提供に当たる担当者等を招集した会議を開催し、個別支援計画の原案について検討
してください。会議を開催した際は、記録を整備してください。

〇個別支援計画の実施状況の把握（モニタリング）が適切に行われていない事例が認められたので、
サービス管理責任者は、少なくとも６月に１回（自立訓練は３月に１回）以上、利用者に面接
してモニタリングを実施し、その結果を記録してください。

〇個別支援計画の変更時に、利用者に対して説明と同意がされていない事例が認められました。
個別支援計画の変更に当たっても、利用者に対して変更後の計画について説明するとともに、
文書により同意を得てください。

○アセスメント及びモニタリングの際は、サービス管理責任者が利用者に面接しなければならな
いので、利用者に面接したことが確認出来るよう記録を整備してください。
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１ 個別支援計画（３/４）

【留意点】

〇サービス管理責任者の指揮の下で、個別支援計画が作成されているか。
〇個別支援計画は、計画変更の場合も含め、一連のプロセスにより適切に作成されているか。
〇相談支援事業所が作成する「サービス等利用計画」を踏まえて個別支援計画を作成しているか。
〇県・市条例の独自基準「個別支援計画作成会議」の議事録が作成されているか。
〇個別支援計画に基づくサービスの実施状況に関する諸記録を整備・保存しているか。

１ 個別支援計画（４/４）

【報酬請求】
作成に係る一連の手順が適切に行われていない場合

• サービス管理責任者による指揮の下、個別支援計画が作成されていない場合
• 基準に規定する個別支援計画の作成に係る一連の業務が適切に行われていない場合

個別支援計画未作成減算の対象となる

・減算適用1月目から2月目 所定単位数の70％を算定
・減算適用3月目以降 所定単位数の50％を算定
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２ 身体拘束について（１/４）
【運営基準】
①サービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため、緊急

やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行ってはならな
い。
緊急やむを得ない場合とは（例外3要件）
・切迫性･･･本人または他の利用者の生命または身体が危険にさらされる可能性が著しく高い場合
・非代替性 ･･･身体拘束その他行動制限以外に代替方法がない場合
・一時性・・・身体拘束その他行動制限が一時的である場合

②事業者は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心
身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録しなければならない。

２ 身体拘束について（２/４）
【やむを得ず身体拘束を行うときの手続き】
１ 組織による決定と個別支援計画へ記載する。

• 計画作成会議等において組織として慎重に検討、決定する。
• 拘束の原因となる状況の分析、身体拘束解除に向けた取組、目標とする解除の時期等、統一し

た方針の下で決定し、個別支援計画に記載する。
２ 本人や家族に十分に説明し、了解を得る。
３ 行政への相談、報告を行う。
４ 身体拘束の態様及び時間、緊急やむを得ない理由、経過観察・再検討の記録をする。

「障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き(厚生労働省HP)」P34
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２ 身体拘束について（３/４）
【運営基準】

①身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに
その結果を従業者に周知徹底

・委員会は幅広い職種により構成
・少なくとも１年に１回は開催
・身体拘束等について報告するための様式の整備
・身体拘束等発生後の事例の分析と、当該事例の適正性と適正化策の検討

②身体拘束等の適正化のための指針（解釈通知記載の含めるべき項目を記載）を整備する

③従業者に対し身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施する
・新規採用時 及び 年１回以上実施する
・研修の実施内容を記録する

※委員会及び研修の年１回は直近１年で考える

２ 身体拘束について（４／４）
【報酬請求】

身体拘束等の適正化を図る措置を講じていない場合
①身体拘束等の記録
②身体拘束適正化委員会の定期開催（年１回以上）
③指針（解釈通知記載の含めるべき項目を記載）の整備
④研修の実施（年１回以上及び新規採用時）

※委員会及び研修の年１回は直近１年で考える

身体拘束廃止未実施減算の対象となる
→施設・居住系サービス：所定単位数の１０％を減算

訪問・通所系サービス：所定単位数の１％を減算
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３ 虐待の防止（１／２）
【主な指摘事例】
①虐待防止委員会を定期的に（少なくとも年１回）開催していない。

また、その結果を従業者に周知徹底していない。
②従業者への虐待の防止のための研修を実施していない。
③虐待防止責任者及び担当者を設置していない。

【改善のポイント１】
①委員会を開催し、その結果を従業者に周知する。

・虐待防止のための計画づくり（虐待防止の研修、労働環境・条件を確認・改善するための実施計画づくり、指針の作成）
・虐待発生後の検証と再発防止策の検討（虐待やその疑いが生じた場合、事案検証の上、再発防止策を検討、実行）

②研修を新規採用時及び年１回以上実施し、研修内容を記録する。
③虐待防止責任者及び担当者を設置する。

・サービス管理責任者等

３ 虐待の防止（２／２）
【改善のポイント２】
〇虐待（不適切な対応事例も含む。）が発生した場合、当該事案について報告するための様式

を整備すること。
〇従業者は、虐待の発生ごとにその状況、背景等を記録するとともに、様式に従い、虐待につい

て報告すること。
〇虐待防止委員会において、報告された事例を集計し、分析すること。
〇事例の分析に当たっては、虐待の発生時の状況等を分析し、虐待の発生原因、結果等をとりま

とめ、当該事例の再発防止策を検討すること。
〇労働環境・条件について確認するための様式を整備するとともに、当該様式に従い作成された

内容を集計、報告し、分析すること。
〇報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。
〇再発防止策を講じた後に、その効果について検証すること。
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４ 苦情解決・事故発生時の対応（１／２）

【苦情・事故に関する指摘事例等】

①苦情の記録が行われていない。
②利用者や家族からの訴えを、苦情に該当するかどうかを組織として検討せず、要望としてとら

え、苦情としての対応、記録をしていない。
③事故報告書の様式が整備されていない。
④事故事例やヒヤリハット事例の収集と分析、必要な改善策が講じられていない。
⑤行政への事故報告がなされていない。

４ 苦情解決・事故発生時の対応（２／２）
【改善のポイント】
○苦情や事故に備え、記録用の様式を整備する。
○苦情や事故に対応する手順を定め、いずれの従業者も対応できるよう備える。
○事故やヒヤリハットの分析や改善策の検討を事業所として行い、予防や対策を考える。
○事故については、各事業所の所轄庁（群馬県、前橋市又は高崎市）へ報告する。

（参考）
報告対象となる事故の範囲等については下記を参照のこと。
•平成25年9月13日群馬県健康福祉部長通知「社会福祉施設等における事故等及び虐待の
防止について」

•前橋市HP「社会福祉法人の事務手続きについて」→「事故等発生時の報告について」
•高崎市HP「障害福祉サービス事業等の運営要領等について」→「事故等発生時の報告の
取り扱いについて」
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５ 健康管理

【主な指摘事例と改善のポイント】
〇施設入所支援の利用者については、毎年２回以上定期的に健康診断を行ってください。

また、健康診断に係る費用は、全額施設負担としてください。
〇看護記録は、利用者ごとに健康状態や入院・通院の状況及び医療処置の記録等を整備して

ください。

６ 業務継続計画の策定等

【主な指摘事例】

①感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するための、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画「業務継続計画」を策定していなかった。

②従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施して

いなかった。

【改善ポイント】
①「感染症」及び「災害」に係る内容を整備する。

※感染症又は非常災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合、基本報酬の減算の適用

となる。

②研修及び訓練を定期的（年２回以上）に実施する。

◎業務継続に向けた感染症や災害への対応力の取り組みの強化
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７ 衛生管理等（感染症対策）

【主な指摘事例】

①「感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会」を開催していな

かった。

②「感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための指針」を整備していなかった。

③「感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための研修及び訓練」を実施していなかった。

【改善ポイント】
①委員会をおおむね３月に１回以上開催する。

②“平常時の対策”と“発生時の対応”を含めた指針を整備する。

③研修及び訓練を定期的（年２回以上）に実施する。

◎感染症の発生及びまん延防止等に関する取り組みの徹底

利用料、給付費及び加算・減算03

説明項目
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１ 利用料（１／３）

事業者が直接利用者等に求めることが適当である金銭

各サービスに応じて指定基準に定められているものの実費負担
（食事の提供に要する費用、創作的活動に係る材料費、光熱水費、日用品費 等）

参考：受領が可能な「その他の日常生活費」（日常生活においても通常必要となるものに係る
費用であって、利用者等に負担させることが適当と認められるもの）の範囲

[障害福祉サービス等における日常生活に要する費用の取扱いについて（平成18年12月6日障発第1206002号）]

１ 利用料（２／３）

「その他の日常生活費」の具体的な範囲

利用者の希望によって、事業所が提供するもの

①身の回り品として日常生活に必要なもの。
②教養娯楽等として日常生活に必要なもの。
③送迎を提供する費用。（注：送迎加算を算定している場合は、燃料費等の

実費が送迎加算の額を超える場合に限る）

※サービスの提供に要する費用として介護給付費等に含まれるものについては、
徴収することはできません。
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１ 利用料（３／３）
【留意事項】

・具体的な内容や金額を運営規程や重要事項説明書、利用契約書等に明記し、あらかじめ利用
者等の同意を得ていること。

・施設で負担すべきもの、サービスにより徴収が認められないものを負担させていないこと。
（例：生活介護で一律に提供するおむつ代等）

・給付費の対象となっているサービスと明確に区分されない曖昧な名目でないこと。

・実費負担の内訳、積算根拠が明確になっていること。

・利用料の支払いを受けた場合は、領収書を交付していること。

・利用料のうち、食材料費や共通費用については、定期的に精算し、残余金については、
利用者又は家族等に返金すること。

２ 介護（訓練等）給付費（減算）（１／７）
適正なサービスの提供が確保されていなかった場合、所定報酬単価から差し引く。

（１）定員超過利用減算
【療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、自立訓練】

※【 】内は対象サービス種別。以下同様。

以下のいずれかに該当する場合、所定単位数の70％を算定

・1日当たり利用者数が、定員が50人以下の場合は当該定員の110％(150％）を、
定員が51人以上の場合は当該定員から50を差し引いた員数の105％（125％）
に 55（75）を加えた数を、それぞれ超過している場合。

・過去3か月間の平均利用人員が、定員の105％（125％）を超過している場合。

※（ ）内は生活介護、自立訓練（宿泊型自立訓練は除く）
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２ 介護（訓練等）給付費（減算） （２／７）
（２）サービス提供職員欠如減算

【療養介護、生活介護、短期入所、自立訓練】

・指定基準に定める人員基準を満たしていない場合、１割を超えて欠如した場合にはその翌
月から、１割の範囲内で欠如した場合にはその翌々月から人員基準欠如が解消されるに
至った月までの間につき、所定単位数の70％を算定。

・減算が適用された月から3月以上連続して基準に満たない場合は、減算が適用された3月目
から人員基準欠如が解消されるに至った月までの間につき、所定単位数の50％を算定。

※ 職員の異動や退職、１月以上の長期休暇者が出た場合は、要注意。人員配置再確認。

２ 介護（訓練等）給付費（減算） （ ３ ／７）
（３）サービス管理責任者欠如減算

【療養介護、生活介護、自立訓練 】

・指定基準に定める人員基準を満たしていない場合、その翌々月から人員基準
欠如が解消されるに至った月までの間につき、所定単位数の70％を算定。

・減算が適用された月から5月以上連続して基準に満たない場合、減算が適用
された5月目から人員基準欠如が解消されるに至った月までの間につき、
所定単位数の50％を算定。
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２ 介護（訓練等）給付費（減算） （４／７）
（４）夜勤職員欠如減算

【施設入所支援】

・ 夜勤時間帯において夜勤を行う生活支援員の員数が基準に満たない事態が
２日以上連続して発生した場合、または、夜勤時間帯において夜勤を行う
生活支援員の員数が基準に満たない事態が４日以上発生した場合、翌月に
おいて利用者全員について、所定単位数の９５％を算定。

２ 介護（訓練等）給付費（減算） （５／７）
（５）個別支援計画未作成減算

【療養介護、生活介護、施設入所支援、自立訓練】

【指摘事例等】
①個別支援計画が作成されずにサービス提供が行われていた。
②個別支援計画作成に係る一連の業務が適切に行われていない。

【改善のポイント】

○サービス管理責任者の指揮の下、個別支援計画を作成する。
○サービス提供開始にあたり、速やかに個別支援計画を作成し、利用者又は

その家族に説明し、文書により利用者の同意を得て、交付する。
相談支援事業所に計画を送付し、送付した記録を残す。

○計画作成に係る一連のプロセスを経て、個別支援計画を作成する。
（一連のプロセスについては、処遇・看護の説明を参照）

○アセスメントや会議の記録を行う。
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（個別支援計画未作成減算） 【療養介護、生活介護、施設入所支援、自立訓練】

・個別支援計画が未作成又は個別支援計画の作成に係る一連の業務が適切に行われていない場合、
当該月から当該状態が解消されるに至った月の前月までの間につき、所定単位数の70％を算定。

・減算が適用された月から3月以上連続して当該状態が解消されない場合は、減算が適用された3月
目から当該状態が解消されるに至った月の前月までの間につき、所定単位数の50％を算定。

※6月ごと（自立訓練は3月ごと）のモニタリング、計画の見直しについても適切に行うことが必要。

２ 介護（訓練等）給付費（減算） （６／７）

２ 介護（訓練等）給付費（減算） （７／７）
（６）身体拘束廃止未実施減算【療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、自立訓練】

次の①から④のいずれかに該当する場合、
・施設・居住系サービス：所定単位数の１０%減算
・訪問・通所系サービス：所定単位数の１％を減算

①身体拘束等に係る記録が行われていない場合。
②身体拘束適正化検討委員会が開催（年１回以上）されていない場合。
③身体拘束等の適正化の指針が整備されていない場合。
④身体拘束等の適正化のための研修が実施（年１回以上）されていない場合。

※速やかに改善計画を県に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を県に報告する。
事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間減算する。

※身体拘束を行っていない場合でも
②～④は取り組む必要あり。
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３ 介護（訓練等）給付費（加算）（１／２５）
加算は基本単位に上乗せできる報酬で、要件を満たした場合に算定できる。
ただし、要件を満たさず請求を行った場合は「不正請求」となり「返還措置」を講ずる必要がある。

※サービス種別により加算の種類・要件は異なるため、各々を確認すること。

☆加算の算定要件等を満たすべき数を算定する場合の利用者数について
①当該年度の前年度（前年4月1日～翌年3月31日）の平均利用者数
（利用者数の平均：前年度の全利用者の延べ数を当該前年度の開所日数で除して得た数）

②新設又は増改築等で前年度実績が１年未満の場合の算定
・新設等の時点から6月未満 ⇒ 便宜上利用定員の90％
・新設等の時点から6月以上1年未満 ⇒ 直近6月における全利用者の延べ数を6月間の開所日数で

除して得た数
・新設等の時点から1年以上経過 ⇒ 直近1年間における全利用者の延べ数を1年間の開所日数で

除して得た数

３ 介護（訓練等）給付費（加算）（２／２５）
（１）初期加算及び入所時特別支援加算

【初期：生活介護、自立訓練 入所時：施設入所支援】

サービス利用の初期段階におけるアセスメントの手間を評価した加算。

サービス利用の初期段階では、利用者の居宅を訪問して生活状況の把握等を行うなど、特にア
セスメント等に手間を要することから加算。

【留意事項】
・アセスメントが行われていない、アセスメントの記録がない場合には算定不可。

・障害者支援施設等の併設又は空床利用の短期入所を利用していた者が、日を空けることなく、
引き続き障害者支援施設等に入所した場合（短期入所から退所した翌日に入所した場合を
含む）については、入所直前の短期入所の日数を30日から差し引いて得た日数に限り算定
すること。
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３ 介護（訓練等）給付費（加算）（３／２５）
（２）訪問支援特別加算

【生活介護】

概ね３ヶ月以上継続して利用していた者が、連続して５日以上利用がない場合に職員が利用者の
居宅を訪問して、相談援助等（家族との連絡調整、引き続きサービスを利用するための働きかけ、
個別支援計画の見直し等の支援）を行った場合に、月２回まで算定できる加算。

【留意事項】

・個別支援計画に訪問時に提供する支援の内容を位置づけていない、利用者の同意をあらかじ
め得ていない場合には算定不可。

・実際に訪問に要した時間で算定するのではなく、個別支援計画に基づいて行われるべき支援
に要する標準的な時間で算定すること。

３ 介護（訓練等）給付費（加算）（４／２５）
（３）欠席時対応加算

【生活介護、自立訓練】

利用者（障害者支援施設等に入所する者を除く）が、あらかじめ利用を予定していた日に急病等
により（通院や他のサービスの利用等により、あらかじめ決まった曜日に休む利用者は対象外）そ
の利用を中止した時、電話等により利用者の状況を確認し、連絡調整・相談援助などを行い、その
内容等を記録した場合に１月につき4回を限度として算定。

【指摘事例等】

①欠席時対応加算の算定に必要な記録がされていなかった。
②記録はあるが、内容に不備があった。（「欠席の連絡あり」の記載のみであった等）
③利用日の前々日以前の連絡で算定していた。
④１回の連絡で、複数回算定していた。

- 292 -



３ 介護（訓練等）給付費（加算）（５／２５）

（欠席時対応加算） 【生活介護、自立訓練】

【改善のポイント】
 加算の趣旨：欠席を放置せずに支援を行い、利用を促す。

※記録様式を整備しておくことが必要

＋連絡者（利用者本人又はその家族など）

３ 介護（訓練等）給付費（加算）（６／２５）
（４）重度障害者支援加算（Ⅱ）（Ⅲ）

【生活介護、施設入所支援】

生活支援員の20%以上が、強度行動障害支援者養成研修の基礎研修の修了者である事業所におい
て、実践研修修了者作成の支援計画シート等に基づき、強度行動障害を有する利用者に対して個
別支援を行った場合に算定。

【指摘事例等】

①支援計画シート等が作成されていない。

➁支援計画シート等について、３月に１回程度の頻度で見直しを行っていない。
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３ 介護（訓練等）給付費（加算）（７／２５）
（重度障害者支援加算（Ⅱ）（Ⅲ）） 【生活介護、施設入所支援】

【改善のポイント】
・算定にあたっては、支援計画シート等を作成する。

・実践研修修了者は、原則として週に１回以上、強度行動障害を有する利用者の様子を観察し、
３月に１回程度の頻度で支援計画シート等の見直しを行う。

 ＊見直しを行った際には記録を作成する。

３ 介護（訓練等）給付費（加算）（８／２５）

（５）入院・外泊時加算 【施設入所支援】

利用者が病院等に入院した場合や居宅へ外泊した場合等に、所定単位数に代えて算定。

①入院・外泊時加算(Ⅰ)：入院・外泊の翌日から起算して８日まで算定可能。
②入院・外泊時加算(Ⅱ)：入院・外泊の翌日から起算して８日を超えた日から８２日まで算定可能。

【指摘事例等】
①入院・外泊時加算(Ⅱ)の算定にあたり、支援内容が個別支援計画に定められていない。
②入院・外泊の際の支援内容を記録していない。
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３ 介護（訓練等）給付費（加算）（９／２５）
（入院・外泊時加算） 【施設入所支援】

【改善のポイント】
・個別支援計画にあらかじめ入院（外泊）時に提供する支援内容を位置づけて利用者、家族等の同

意を得る。（入院・外泊時加算（Ⅱ）算定の場合）

・９日を超える入院にあっては原則として１週間に１回以上、病院又は診療所を訪問し、日常生活
上の支援を行い、具体的な支援内容について記録する。
（入院の場合、特段の事情により訪問ができなくなった場合は、その具体的な内容を記録する

こと。）

・行った支援内容の記録がない場合算定不可。

３ 介護（訓練等）給付費（加算）（１０／２５）

（６）入院時支援特別加算 【施設入所支援】

家族等から入院に係る支援を受けることが困難な利用者が入院した際に、病院等を訪問し病院等と
の連絡調整や入院期間中の被服等の準備その他日常生活上の支援を行った場合に算定。

【留意事項】

・個別支援計画にあらかじめ入院時に提供する支援内容を位置づけ、利用者、家族等の同意を得る。

・４日未満の入院の場合には少なくとも１回以上、４日以上の入院の場合には少なくとも２回以上
病院又は診療所を訪問し、訪問時の支援内容を記録する。

※入院期間とは入院の初日及び最終日並びに入院・外泊時加算が算定される期間を除く。
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３ 介護（訓練等）給付費（加算）（１１／２５）
（７）地域移行加算 【療養介護、施設入所支援】

退所する利用者に対し、退所後の居住の場の確保や在宅サービスの利用調整等を行った場合に算定。

【留意事項】

・退所後の生活に関する相談援助を行い、かつ、利用者が退所後生活する居宅を訪問して退所後の
居宅サービス等について相談援助及び連絡調整を行う。

・入所中に２回、退所後（退所後３０日以内に居宅を訪問し相談援助を行った場合）１回算定可。

・退所後、病院または診療所・他の社会福祉施設等への入院・入所する場合は算定不可。
死亡の場合も算定不可。
※「他の社会福祉施設等」には、福祉ホームやグループホームは含まれない。

３ 介護（訓練等）給付費（加算）（１２／２５）

（８）リハビリテーション加算 【生活介護、自立訓練（機能訓練）】

リハビリテーションが必要な利用者に対し、リハビリテーション実施計画を作成し、個別のリハ
ビリテーションを行った場合に算定。

【指摘事例等】

①原案作成後、概ね２週間以内及び概ね３月毎のアセスメントがされていない。

②カンファレンスの記録がない。

③利用者またはその家族に説明し、同意を得ていない。
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３ 介護（訓練等）給付費（加算）（１３／２５）

（リハビリテーション加算） 【生活介護、自立訓練（機能訓練）】

【改善のポイント】

・医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、その他の職種の者が共同してリハビリテーショ
ン実施計画を作成する。

・リハビリテーションマネジメントに係る一連の手順に沿って実施する。

・アセスメント、カンファレンス等の記録を行う。

参照：「リハビリテーションマネジメントの基本的考え方並びに加算に関する事務処理手順例及び様式例の
提示について」（平成21年3月31日障障発第0331003号）

３ 介護（訓練等）給付費（加算）（１４／２５）

（９）食事提供体制加算 【生活介護、短期入所、自立訓練】

事業所の責任において食事を提供するための体制を整備した場合に算定。

【指摘事例等】

・市販の弁当を購入し提供していた日に算定していた。
・加算算定の届出内容と実態が相違していて、実態が要件を満たしていなかった。
・利用者のBMI等の記録を行っていない。

【改善のポイント】
・出前や市販の弁当を購入して提供する方法（副菜を添える場合も含む）は、算定の対象とはなら

ない。
・提供実績を確認の上、請求する。
・利用者が施設入所支援を利用している日については、補足給付が日単位で支給されることから、

算定できない。
・実態にあった届出を行うこと。
・利用者ごとの体重又はBMI等をおおむね6月に1回個人情報管理を徹底して記録すること。
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３ 介護（訓練等）給付費（加算）（１５／２５）

（１０）緊急短期入所受入加算 【短期入所】

指定短期入所の緊急利用を受け入れた場合に算定。

【指摘事例等】
・緊急利用者である記録がなく、要件を満たしていない状態で算定していた。

【改善のポイント】
①「緊急利用者」とは、介護を行う者が疾病にかかっていることその他やむを得ない理由により

居宅で介護を受けることができない、かつ、利用を開始した日の前々日、前日又は当日に事業
所に対し利用の連絡があった場合の利用者。

②緊急利用した者に関する利用の理由、期間、緊急受入れ後の対応などの事項を記録する。

３ 介護（訓練等）給付費（加算）（１６／２５）
（緊急短期入所受入加算） 【短期入所】

③算定対象期間は原則として７日以内。（利用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等
やむを得ない事情がある場合は、14日）

注：「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の
臨時的な取扱いについて（第8報） Ⅱ 短期入所における取扱い」
（令和2年6月19日付事務連絡）は、

「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の
臨時的な取扱いについて（第11報）」（令和3年3月30日付事務連絡）において、
令和3年3月サービス提供分をもって廃止となっている。

令和3年4月以降の加算算定については、臨時的な取扱いは適用されないため
特に注意が必要。
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３ 介護（訓練等）給付費（加算）（１７／２５）

（１１）福祉専門職員配置等加算
【療養介護、生活介護、自立訓練】

良質な人材の確保とサービスの質の向上を図るための人員配置を評価した加算。

【指摘事例等】
・職員の退職や異動、産休等で、有資格者の割合が要件に該当しなくなったが、算定していた。

【改善のポイント】
・職員の入退職や異動、勤務形態の変更があった場合には、常勤者及び有資格者の割合を再計算

する。
※人員基準上は、１月を超える職員の不在は「人員欠如」となるが、この加算においても同様。

３ 介護（訓練等）給付費（加算）（１８／２５）
（１２）口腔衛生管理体制加算

【施設入所支援】

歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、施設従業者に対する口腔ケアに係る
技術的助言及び指導を月１回以上行っている場合に算定。

【指摘事例等】
・口腔衛生管理体制計画について、概ね６か月毎に見直しを行っていない。

【改善のポイント】
・概ね６か月毎に歯科医師等から口腔衛生管理体制計画に係る技術的助言。
・指導を受け、当該計画の見直しを行う。
・当該計画の見直しを行った際には記録する。

参照：「栄養マネジメント加算、経口移行加算、経口維持加算、口腔衛生管理体制加算及び口腔衛生管理加算
に関する事務処理手順及び様式例の提示について」（令和3年4月6日障障発0406第1号）
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３ 介護（訓練等）給付費（加算）（１９／２５）

（１３）療養食加算

【施設入所支援】

管理栄養士又は栄養士が配置されている施設等において、疾病治療の直接手段として
主治医の発行した食事せんに基づき、療養食を提供した場合に算定。

【留意事項】
・医師の発行した食事せんがない、食事せんに医師のサイン等がない場合は算定不可。
・対象とならない療養食や検査の数値基準に達していないものについても算定不可。
・療養食用の献立を作成する。

３ 介護（訓練等）給付費（加算）（２０／２５）
（１４）栄養マネジメント加算

【施設入所支援】

栄養健康状態の維持や食生活の向上を図るため、利用者個別の健康状態に着目した
マネジメントを評価する加算。

【留意事項】
・医師、管理栄養士、看護職員その他の職種が共同して栄養ケア計画を作成していない場合、

計画の作成に係る一連の手続き等が行われていない場合は算定不可。
・定期的にモニタリング、スクリーニングを行う必要がある。
・栄養ケア計画の内容について、利用者またはその家族に説明し、同意を得る必要がある。

⇒ 同意を得る前に加算算定を開始することは不可。
※その際、栄養ケア計画の写しを交付。

参照：「栄養マネジメント加算、経口移行加算、経口維持加算、口腔衛生管理体制加算及び口腔衛生管理加算に
関する事務処理手順及び様式例の提示について」（令和3年4月6日障障発0406第1号）
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３ 介護（訓練等）給付費（加算）（２１／２５）

（１５）送迎加算
【生活介護、短期入所、自立訓練】

利用者に対し、居宅等と事業所との間の送迎を行った場合に算定。

【指摘事例等】
・送迎加算（Ⅰ）で届出を行っているが、平均利用者数が１０名未満で算定していた。
・送迎を行ったことが記録から確認できない。
・送迎回数の実績と請求回数に相違があった。

３ 介護（訓練等）給付費（加算）（２２／２５）

（送迎加算） 【生活介護、短期入所、自立訓練】

【改善のポイント】
・送迎の有無を漏らさず毎日記録し、報酬算定の際は送迎の事実が確認できるかチェックする。
（送迎の予定があったとしても家族が送迎した等実績が変わる場合もある。）

・加算算定の届出内容を把握し、算定要件を満たしているか再度確認する。

・居宅以外でも、事業所の最寄り駅や集合場所との間の送迎も対象となるが、事前に利用者と合意の上、
特定の場所を定めておく必要がある。
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３ 介護（訓練等）給付費（加算）（２３／２５）
（１６）福祉・介護職員処遇改善加算

【療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、自立訓練】

福祉介護人材の確保、賃金改善を図るための加算。

【指摘事例等】
・福祉・介護職員処遇改善計画を職員へ周知していなかった。
・支給対象でない職種の職員に支給していた。

【改善のポイント】
・福祉・介護職員処遇改善計画書については、全ての福祉・介護職員に対し、文書等

（文書通知、回覧、掲示、メールによる通知）により周知し、当該周知の記録を残しておく。
また、事業所内に計画書を置くだけでなく、会議等で内容を説明する。

参照：「福祉・介護職員処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」
（令和4年7月22日障障発0722第1号）

３ 介護（訓練等）給付費（加算）（２４／２５）
（１７）個別支援計画への位置付けが必要な加算

個別支援計画への位置づけが必要な加算の例。以下に記載した以外にも個別支援計画の位置づけが必要
な場合があるので、算定要件を確認すること。また、個別支援計画の同意月以降の算定となる。
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３ 介護（訓練等）給付費（加算）（２５／２５）
【共通事項（ポイント）】

・加算を算定する際には、各加算の要件を確認し、要件を全て満たしているか定期的に確認する
ことが有効。

・定期の人事異動以外にも、従業者の一部に変更があった際には、人員基準や加算算定の要件を
再度確認する。（人の配置や記録要件、記録の役割分担など）

・加算を算定していることを従業者が承知し、加算の要件を満たしたサービス提供を行うことと、
要件を満たしていることが明らかにわかるよう記録することが重要。

・請求事務に関して、過誤等を防ぐため、複数の職員が確認を行う。

■自主点検表の活用について
群馬県ホームページ トップページメニュー 「組織から探す」
＞健康福祉部＞監査指導課＞障害福祉サービス／障害者支援施設自主点検表
（URL：https://www.pref.gunma.jp/page/2094.html）

（２）障害福祉サービス（訪問系）編

令和６年度 結果概要（事例編）
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説明項目

01 人員基準

1 人員基準

・主な指摘事例

✻
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2 人員基準
・改善ポイント②

従業者の員数について、常勤換算方法で２．５以上配置していることを確認してください。

✻常勤換算方法
従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間
に勤務すべき時間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とする）で除することにより、
その員数を常勤の従業者の員数に換算する。

3 人員基準
・改善ポイント②

サービス提供責任者として配置する非常勤職員が、常勤の従業者が勤務すべき時間数の２
分の１以上に達しているか確認してください。

✻サービス提供責任者として配置できる非常勤職員は、当該事業所における勤務時
間が、常勤の従業者が勤務すべき時間数の２分の１以上に達している者であること 。

✻事業の規模に応じて常勤１人以上配置する。
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4 人員基準
・改善ポイント③

月ごとに人員配置の計画を立て、勤務表を作成し、勤務実績についても確認のうえ、記録
をする。

✻勤務表に記載すべき事項
➣従業者の日々の勤務時間、職務の内容
➣常勤・非常勤の別
➣管理者との兼務関係
➣サービス提供責任者である旨等

説明項目

02 運営基準（内容及び手続の説明及び同意）
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1 内容及び手続の説明及び同意
・主な指摘事例

①重要事項説明書が作成されていない。交付していない。

②重要事項説明書に必要事項が記載されていない。

③重要事項が事業所の見やすい場所に掲示されていない。

2 内容及び手続の説明及び同意
・改善ポイント①

重要事項説明書を交付して説明を行い、同意を得てください。

✻署名欄を説明、交付を受けたこと・同意したことの確認ができるように記載する。

✻報酬改定があった場合、改定後の基本報酬額、各種加算額をまとめた書面を交付し、説明を
行い、同意を得て保管する。
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3 内容及び手続の説明及び同意
・改善ポイント②

重要事項説明書に必要事項を漏れなく記載してください。

✻記載すべき事項

➣運営規程の概要
➣従業者の勤務体制
➣事故発生時の対応
➣苦情処理の体制
➣提供するサービスの第三者評価の実施状況等

（第三者評価を受審していない場合でも「第三者評価の実施 無」と記載する。）

4 内容及び手続の説明及び同意
・改善ポイント③

利用申込者のサービスの選択に役立つ重要事項を事業所の見やすい場所に掲示
してください。

✻利用申込者のサービスの選択に役立つ重要事項を見やすい場所に掲示する。
➣運営規程の概要
➣従業者の勤務体制
➣協力医療機関

利用者の手が届く見やすい場所に、ファイルに綴じて保管することでも可。

✻掲示してある資料に不足がないかを確認する。

✻掲示すべき資料の内容に変更が生じた場合、掲示も更新する。
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説明項目

03 運営基準（個別支援計画の作成）

1 個別支援計画の作成
・主な指摘事例

①サービス提供責任者ではない者が作成者となっている。

②個別支援計画を利用者及びその同居の家族に説明、交付していない。

③サービス提供責任者が行ったアセスメントの記録がない。
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2 個別支援計画の作成
・改善ポイント①

個別支援計画はサービス提供責任者が作成してください。

✻利用者の担当従業者ではなくサービス提供責任者が作成する。

✻利用者の日常生活全般の状況及び希望等を踏まえて、具体的なサービスの内容等を記載した
計画を作成する。

3 個別支援計画の作成
・改善ポイント②

作成した個別支援計画を説明し、同意を得たうえで、交付してください。

✻個別支援計画を作成した際は、遅滞なく利用者に交付する。

✻利用者及びその同居の家族に対して、計画の目標や内容等について理解しやすい方法で
説明する。
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4 個別支援計画の作成
・改善ポイント③

アセスメントを行い、記録してください。

✻利用者の状況を把握・分析し、解決すべき課題を明らかにする。（アセスメント）

✻それに基づき、援助の方向性や目標性を明確にし、利用者の有する能力、その置かれて
いる環境及び日常生活全般の状況等の評価を行い、記録を作成する。

説明項目

04 運営基準（介護給付費の算定及び取扱い）
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1 介護給付費の算定及び取扱い
・主な指摘事例

①２人の従業者により介護を行っているが、利用者や家族の同意を得て
いない。

②初回加算の算定にあたり、サービス提供責任者のサービス提供又は同行
の記録がない。

③喀痰吸引等支援体制加算の算定にあたり、喀痰吸引を行った記録が漏れて
いる。

④居宅介護計画に位置づけられた標準的な時間で算定していない。

2 介護給付費の算定及び取扱い
・改善ポイント①

２人の居宅介護従業者等による居宅介護等を行う場合は、個別支援計画等により利用者
や家族の同意を得てください。

✻個別支援計画に記載する等により、利用者の同意を得ていることが分かるようにする。

✻身体的理由により１人の従業者による介護が困難と認められる場合等
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3 介護給付費の算定及び取扱い
・改善ポイント②

初回加算の算定要件にある、サービス提供責任者のサービス提供、同行の記録を残して
ください。

✻サービス提供責任者が同行した場合に、同行訪問した旨を記録する。

4 介護給付費の算定及び取扱い
・改善ポイント③

喀痰吸引等支援体制加算の算定にあたっては、喀痰吸引を行った記録を作成してください。

✻介護職員等が痰の吸引等を実施した場合には、その記録を作成する。

✻ただし、特定事業所加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。
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5 介護給付費の算定及び取扱い
・改善ポイント④

居宅介護サービス費の算定にあたっては、居宅介護計画に基づいて行われるべき居宅介護
等に要する時間に基づき算定してください。

✻指定居宅介護を行った場合に現に要した時間ではなく、居宅介護計画に位置付けられ
た内容を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定することとされているため、
提供するサービスの所要時間を居宅介護計画に記載してください。

✻サービス提供内容や提供時間が実際のサービス提供と合致しない場合には、速やかに居宅
介護計画の見直し、変更を行うことが必要です。

説明項目

05 運営基準（その他）
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1 その他
・主な指摘事例

① 受給者証の事業者記入欄に必要な事項が記載されていない。

② 契約内容報告書が提出されていない。

③ 法定代理受領により市町村から介護給付費の支給を受けた場合に、
利用者に対して介護給付費の額が通知されていない。

2 その他
・改善ポイント①

利用者と契約が成立したときは、受給者証の事業者記入欄に必要な事項を記載してくだ
さい。

✻記載すべき事項

➣当該事業者及びその事業所の名称
➣サービスの内容
➣契約支給量
➣契約日等

✻記載事項に変更があったときも同じです。
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3 その他
・改善ポイント②

利用者と契約が成立したときは、受給者証記載事項その他の必要な事項を市町村に対し
て遅滞なく報告してください。

✻受給者証に記載をしたときに、当該記載事項を遅滞なく報告する。

✻記載事項に変更や終了した際も同じです。

4 その他
・改善ポイント③

法定代理受領により市町村から介護給付費の支給を受けた場合には、利用者に対して介
護給付費の額を通知してください。

✻サービスの種類、サービスの提供年月、代理受領した額を記載した通知とする。

✻給付費を事業者が利用者の代わりに受領するのは、サービス提供の翌々月なので、通知は
早くても翌々月となる。
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5 その他

・主な指摘事例

①感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するための、及

び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画「業務継続計画」を策定していなかった。

②従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施してい

なかった。

・改善ポイント

①「感染症」及び「災害」に係る内容を整備する。

※感染症又は非常災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合、基本報酬の減算の適用となる。

②研修及び訓練を定期的（年１回以上）に実施する。

◎業務継続に向けた感染症や災害への対応力の取り組みの強化

6 その他

・主な指摘事例

①「感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会」を開催していな

かった。

②「感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための指針」を整備していなかった。

③「感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための研修及び訓練」を実施していなかった。

・改善ポイント

①委員会をおおむね６月に１回以上開催する。

②“平常時の対策”と“発生時の対応”を含めた指針を整備する。

③研修及び訓練を定期的（年１回以上）に実施する。

◎感染症の発生及びまん延防止等に関する取り組みの徹底
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説明項目

06 虐待防止・身体拘束

1 虐待防止・身体拘束
・主な指摘事例

①虐待防止のための対策を検討する委員会の開催、研修の実施措置が講じられ
ていない。

②身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の開催、身体拘束等の適
正化のための指針の整備、従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修
の実施の措置が講じられていない。

③身体拘束等の適正化のための指針について解釈通知記載の含めるべき項目が
満たされていない。
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2 虐待防止・身体拘束
・改善ポイント

◎虐待防止のため、
・虐待防止研修や障害特性を理解するための研修を従業者全員が受講することが必要。
・法人や管理者が虐待防止や権利擁護に組織として取り組むことが必要。
・虐待の防止のための対策を検討する委員会を少なくとも１年に１回以上開催し、結果について従業員に

周知徹底を図り、従業員に対して虐待の防止のための研修を定期的(年1回以上)に実施することが必要。(★)
・上記措置を適切に実施するための担当者を置く。（★）
※（★）のいずれか１つでも実施がない場合、虐待防止措置未実施減算の対象となる。

◎身体拘束等適正化のため、
・やむを得ず身体拘束を行う場合は、その様態及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由その他必要な事項を記録する。 （★）
・身体拘束適正化検討委員会を少なくとも１年に１回以上開催する。(★)
・解釈通知記載の含めるべき項目を記載した身体拘束等の適正化のための指針を整備する。(★)
・身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施する。（年１回以上）(★)

※(★)のいずれか１つでも実施がない場合、身体拘束廃止未実施減算の適用となる。
委員会及び研修の「年に１回」は直近１年で考える。

（３）就労支援事業所編

令和６年度 結果概要（事例編）
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説明項目

01 人員基準・勤務体制の確保

・主な指摘事例

１ 人員基準

①前年度の平均値を算出していないため、基準を満たしているか確認できない。

②勤務予定表は作成されているが、勤務時間が実績と異なっている。

③管理者、サービス管理責任者が勤務表に記載されていない。

④勤務表が毎月２８日までしか作成されていない。

⑤辞令が交付されていないため、どの事業所でどの職種の業務を行うのか確認できない。

⑥常勤・非常勤の区別がない。

⑦管理者が兼務しているが、勤務表で明らかにされていない。
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２ 人員基準
・改善ポイント①

・ 業務日誌に毎日の利用者数・毎月の開所日数を記録し、前年度の平均値を算出できるよ
うにする。

※定員変更等があった場合、利用者の数の求め方が異なる

人員基準の基となる「利用者の数」は前年度の平均値で計算する。

前年度の平均値 ＝

前年度（4/1～3/31)の利用者延べ数

開所日数

※就労定着支援においては「開所月数」

３ 人員基準
・改善ポイント②

開所時や増改築等により定員に変更があった場合の利用者の数の計算方法

※新たに就労定着支援事業を開始又は再開した事業者においては算定方法が異なる。

新設 増床

６月未満 定員の90%
増床分の90%

+前年度の平均利用者数

6月以上～1年未満

1年以上経過

直近6月における全利用者の延べ数を当該6月間の開所日

数で除して得た数

直近１年間における全利用者の延べ数を当該１年間の開

所日数で除して得た数

※減床の場合は、減床後の実績が3月以
上あるときは、減床後の利用者の延べ数
を当該3月間の開所日数で除して得た数
とする。
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４ 人員基準
・改善ポイント③

利用者の数の計算方法・勤務表は予定も重要だが勤務実績の管理も重要。

・勤務実績により、人員基準や加算要件が満たせているか、毎月確認する。

・複数の事業所を兼務する従業者については、事業所・職種をあらかじめ辞令や
雇用契約書等で明らかにした上で、毎月の勤務実績を記録する。

例）職業指導員及び生活支援員は、常勤換算方法で利用
者の数を基準等で定める数で割った数以上配置する。

5 管理者の責務

・主な指摘事例

・管理者は従業者及び業務の一元的管理並びに従業者に運営に関する基準を遵
守させるための指揮命令を行うこととされているが、管理者が配置されては
いるものの、実際には管理業務を行っていなかった。
(管理者を配置していたが、実際は法人の代表者が従業者の勤怠管理や、業務

管理を行っていた。)

・改善ポイント

・管理者には、従業者に基準を遵守させる責務があるため、運営に関する基準
を理解したうえで、勤務状況や業務進捗状況の把握・管理を行う。
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説明項目

02 運営基準（運営規程、法定代理受領通知、掲示、工
賃に関すること、秘密事項など）

1 運営規程の留意事項等
基準省令第196条の２で規定されている必要事項（13項目）が記載されていない。（就労継続支援Ａ型）

①事業の目的及び運営の方針
②従業者の職種、員数及び職務の内容
③営業日及び営業時間
④利用定員
⑤指定就労継続支援Ａ型の内容（生産活動に係るもの
を除く）並びに支給決定障害者から受領する費用の種
類及びその額
⑥指定就労継続支援Ａ型の内容（生産活動に係るもの
に限る）、賃金及び第192条第3項に規定する工賃並び
に利用者の労働時間及び作業時間

⑦通常の事業の実施地域
⑧サービスの利用に当たっての留意
事項
⑨緊急時等における対応方法
⑩非常災害対策
⑪事業の主たる対象とする障害の種
類を定めた場合には当該障害の種類
⑫虐待の防止のための措置に関する
事項
⑬その他運営に関する重要事項

第196条の２
運営規程に定めておく必要のある事項（※運営規程に変更があった場合は変更届を提出する必要がある。）

※特に注意する
(施設外就労の提供等についても記載すること)
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2 法定代理受領した額の通知

・主な指摘事例等

法定代理受領により市町村からサービスに係る訓練等給付費の支給を受けた場合は、
利用者等に対し、訓練等給付費の額を通知すべきところ…

・通知がされていなかった。
・法定代理受領の通知の控えを事業所に保管していなかった。
・市町村から給付費を受領する前に利用者へ法定代理受領の通知をしていた。

3 法定代理受領した額の通知
・改善ポイント①

事業者

国保連

利用者
①サービス提供翌月（５月）に請求

②給付費の支払い（6月）

③法定代理受領の通知（６月の給付費の支払い日以降）

４月に利用者へサービス提供した場合、通知は6月になる。

- 324 -



4 法定代理受領した額の通知

・改善ポイント②

・通知の控えを事業所に保管する。

・通知には①サービスの種類 ②サービス提供年月 ③代理受領した額を記載する。

代理受領した額については
①サービス提供に要した全体費用（ア）
②利用者負担額（イ）
③市町村から受領した給付費相当額（ア－イ） について記載する。

5 掲示
・主な指摘事例等

①重要事項説明書の掲示がない。
②掲示内容が不十分。
③古い内容のものが掲示されている。

・改善のポイント

・運営規程の概要や従業者の勤務の体制など利用申込者のサ－ビスの選択に資する
と認められるその他の重要事項等を見やすい場所に掲示する。

(当該事項を記載した書類を備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧
させることにより、掲示に代えることもできる。）

・運営規程や重要事項説明書が変更になった場合は、忘れずに掲示物も最新のもの
に変更する。
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6 工賃及び賃金の支払い
・主な指摘事例等

①生産活動に係る事業の収入から、生産活動に係る事業に必要な経費を控除し
た額に相当する金額が、工賃として支払われていない。（就労移行支援・就
労継続支援B型）

②生産活動に係る事業の収入から、生産活動に係る事業に必要な経費を控除し
た額に相当する金額が、利用者に支払う賃金の総額以上となっていない。

（就労継続支援A型）

7 工賃及び賃金の支払い
・改善のポイント

・生産活動に係る事業の収入と、生産活動に係る事業に必要な経費を整理する。

・就労継続支援Ａ型（雇用契約を締結していない利用者の場合）･就労継続支援Ｂ型
→利用者それぞれに対し支払われる1月当たりの工賃の平均額は3,000円

就労継続支援Ａ型の注意事項

①生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を控除した額に相当す
る金額が、雇用契約を結んだ利用者に支払う賃金の総額以上となること。

②賃金及び雇用契約を締結していない利用者に支払う工賃の支払いに要する額は、原則と
して自立支援給付費をもって充ててはならないこと。(就労継続支援B型も同様）
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8 工賃に関する利用者への通知
・主な指摘事例等

就労継続支援Ｂ型事業者は、年度ごとに工賃の目標水準を設定し、当該工賃の目標
水準及び前年度に利用者に対し支払われた工賃の平均額を利用者に通知するととも
に県に報告すべきところそれらが行われていない。

・改善のポイント

利用者に通知することとされているため、口頭で伝えるだけでなく、毎月の工賃明細
に記載する等、利用者に確実に伝わるようにする。

9 サービス提供記録の確認
・主な指摘事例等

事業者は、サービスを提供した際は、提供日や実績時間数等の必要な事項をサービス
提供の都度記録し、確認を得なければならないが、記録について利用者からの確認を
受けていないものや、実績時間数ではなく予定時間が記録されているものがある。

・改善のポイント

・予定時間を一律に記録することのないよう実績時間数を記録する。
・就労継続支援Ａ型については、前年度に雇用契約を締結していた利用者の1日の平

均労働時間数などが基本報酬に影響するため正確に記録する。
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10 職員の研修への参加

・主な指摘事例等

①障害特性を学ぶための研修や、虐待防止研修に職員を参加させなかった。
②外部研修に参加した従業者がいても、得られた知識や情報が事業所内に伝達されてい

なかった。
③特定の従業者しか研修に参加させていなかった。

・改善のポイント

・研修への参加は、特定の従業者に偏らずに多くの従業者が参加できるように勤務体制
を調整する。

・外部研修に参加した場合は、事業所内で研修内容を伝達する。
・身体拘束適正化のための研修、虐待防止の研修等、運営基準上必要な研修を従業者全

員が受講し、組織として取り組む。

事業者は従業者の資質向上のため、研修の機会を確保する必要があります。

11 秘密保持
・主な指摘事例等

③重要事項説明書では、情報提供について「文書により別に同意を得る」と記載
されているが、同意書を徴していない。

④利用者本人からは同意を得ているが、家族の個人情報について家族の代表者か
ら同意を得ていない。

従業者の守秘義務に関すること

利用者・家族に関する情報提供の同意に関すること

①在職中については就業規則に定めてあるが、退職後についての規定がない。

②(誓約書により秘密保持の措置を講じている場合において)秘密保持に関する
誓約書を非正規職員（パート職員など）からは徴していない。
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12 秘密保持

非正規職員も含めて業務上知り得た利用者又は家族の秘密を在職中及び退職後
も漏らすことがないよう、就業規則で定め、誓約書を徴する等の必要な措置を
講じる。

・契約時に文書で同意を得る。

・同意の署名欄には利用者だけではなく、家族代表の欄も設け、同意を得る。

従業者の守秘義務に関すること

利用者・家族に関する情報提供の同意に関すること

・改善のポイント

13 業務継続計画の策定等

・主な指摘事例

①感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するための、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画「業務継続計画」を策定していなかった。

②従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施して

いなかった。

・改善ポイント

①「感染症」及び「災害」に係る内容を整備する。

※感染症又は非常災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合、基本報酬の減算の適用

となる。

②研修及び訓練を定期的（年１回以上）に実施する。

◎業務継続に向けた感染症や災害への対応力の取り組みの強化
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14 衛生管理等

・主な指摘事例

①「感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会」を開催していな

かった。

②「感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための指針」を整備していなかった。

③「感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための研修及び訓練」を実施していなかった。

・改善ポイント

①委員会をおおむね３月に１回以上開催する。

②“平常時の対策”と“発生時の対応”を含めた指針を整備する。

③研修及び訓練を定期的（年２回以上）に実施する。

◎感染症の発生及びまん延防止等に関する取り組みの徹底

説明項目

03 非常災害対策
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1 非常災害対策

・主な指摘事例等
①火災や地震に対する対応方針（マニュアル）はあるが、風水害、土砂災害等

に対するマニュアルが作成されていなかった。
②非常災害訓練が実施されていなかった。

・改善のポイント①

利用者や職員の安全確保のため、消防関係法令等で求められていることに対し、所轄消防
署に確認の上、対応するほか、所在地域の環境等を踏まえた非常災害の体制を整備して
おく必要があります。

・事業所のある地域でどのような災害に備えるべきか確認する。
・訓練は年に２回以上行い、実施状況を記録する。

※避難時の課題を把握するため、利用者の様子等も具体的に記録する。
※訓練の実施に当たっては、地域住民の参加が得られるよう連携に努める。

利用者等の安全を確保するために必要です。

2 非常災害対策
・改善のポイント②

事業所の規模や形態により、消防計画の作成が求められていない場合も含め、
火災、地震、風水害の場合に、従業者が役割を分担し、速やかに対応できるよ
う、非常災害対応マニュアル等を作成し、認識を共有しておく。

※ 竜巻や台風、付近に河川が流れる場合は洪水や氾濫への対応策を検討する。
※ 地域との協力体制を築くよう､日頃からの交流に努める。
※ 市町村地域防災計画に定められた洪水等の浸水想定区域内又は土砂災害警戒区域

内の要配慮者利用施設では、水害や土砂災害に対応した避難に係る計画（避難
確保計画）の作成が義務づけられている。
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説明項目

04 利用者処遇（個別支援計画、在宅支援、身体拘束・
虐待防止、苦情・事故）

1 個別支援計画

・主な指摘事例等

①アセスメントやモニタリングに際し、利用者との面接日や内容についての記
録がなかった。

②ほとんどの利用者の計画がほぼ同様の内容で、目標や支援内容が抽象的であった。
→在宅支援を利用することの記載はあるが、具体的な支援内容が記載されていない。
→施設外就労を行っているが内容が具体的に記載されていない。 等

③モニタリング記録において、目標に対しての達成度等が記載されておらず、
計画見直しの必要性が判断できない内容となっていた。

④個別支援計画に記載される項目や内容に関することが支援記録に記載されていなかった。

※個別支援計画は、利用者に合った適切で安全なサービスをするために必要と
されているものです。サービス管理責任者が作成する必要があります。
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2 個別支援計画
・主な指摘事例等

⑤市町村の支給決定後に相談支援事業者とサービス提供事業者が行うサービス
担当者会議（サービス利用計画案に位置付けた福祉サービスの担当者を招集
して行うもの）の記録を、個別支援計画作成会議の記録としていた。

⑥個別支援計画を作成した際に、当該計画を利用者に交付していない、
交付までに数か月の期間が経過している。

⑦利用者又は家族に説明をし、同意を得て、交付したことがわかる様式になって
いなかった。

⑧利用開始後、２か月以上たっても計画が作成されていなかった。
⑨利用者の環境等に変化があったにもかかわらず、計画が変更されていなかった。
⑩相談支援事業者等に交付していなかった。

3 個別支援計画

・改善のポイント①

個別支援計画の作成にあたってはサービス管理責任者による「アセスメント」から始ま
る計画作成の一連のプロセスを経て作成する。

注意：個別支援計画が作成されていない場合や、一連の業務が適切に行われて
いない場合は、個別支援計画未作成減算の対象となる。
※ 計画の交付をしていない（同意を得ていない）場合も

計画未作成とみなされます。
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4 個別支援計画

・改善のポイント②

１ アセスメント（利用者に面接）

３ 個別支援計画の作成に係る会議の開催（会議内容の記録）

４ 計画の内容について利用者又は家族に説明、文書による同意

７ モニタリング（利用者に面接、定期的にモニタリング結果を記録、
6月に1回以上計画の見直しを行う。）※就労移行支援については3月に1回以上

２ 計画原案作成

５ 利用者・相談支援事業者に交付 ６ サービスの提供

８ 計画の変更（上記の手順）

5 個別支援計画

・改善のポイント③

・計画作成会議はサービス管理責任者が開催するものであり、相談支援事業所が
開催する会議とは異なる。

・サービス管理責任者は支援を行う担当者（直接処遇職員等）を招集して会議を開
催し、個別支援計画の原案に対する意見を求め、会議の記録を行う必要がある。

例：直接処遇にあたる従業者のほか、必要に応
じて調理・栄養管理の担当者、看護職員など

例：計画に基づいた支援を効果的に行うための方法についてなど。
（サービス管理責任者は支援の担当者から十分に意見を聞き取る。）
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6 個別支援計画

・改善のポイント④

利用者への支援は計画に基づいて行う必要があるため、計画は利用開始までに
速やかに作成し、利用者又はその家族に対して説明し、文書により利用者の同
意を得て、交付する。

・様式の署名欄に「個別支援計画の内容について説明を受け、同意をし、受領しました。」
等の表記をする。

・代筆者がいる場合の署名：「利用者○○ 代筆者○○（続柄○○）」等の表記をする。

※計画を作成した際には、相談支援事業所にも交付し、記録を残しておいてください。

7 個別支援計画
・個別支援計画に関する留意事項（就労継続支援A型）

「就労の機会の提供に当たっては、利用者の就労に必要な知識及び能力の向上に努める
とともに、その希望を踏まえたものとしなければならない」とする基準省令第191条第3
項の趣旨を個別支援計画に含めるため、下記の内容を計画に記載する必要がある。

・利用者の希望する業務内容、労働時間、賃金、一般就労の希望の有無等
・利用者の希望する生活や課題等を踏まえた短期目標、長期目標
・利用者の希望を実現するための具体的な支援方針・内容

参考：「就労移行支援事業就労継続支援事業（A型、B型）における留意事項について」
(平成19年4月2日障障発第0402001号)
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8 施設外就労
・主な指摘事例等

（１）施設外就労を行っている利用者について個別支援計画に位置付けがされてい
ない。

（２）施設外就労について、施設外就労先の企業と、請負作業に関する契約を締結
していない。

・改善のポイント①
１）施設外就労を含めた個別支援計画を事前に作成し、訓練目標に対する達成度

の評価等を行った結果、必要に応じて、施設外就労の目標その他個別支援計
画の内容の見直しを行う。

（２）実施する作業内容について、発注元の事業所と契約を結ぶ。

※事業所は、施設外就労の実績記録書類を作成・保存してください。
従事した利用者、同行職員、訓練状況や実態把握等の確認をします。

9 虐待防止・身体拘束
・主な指摘事例等

①虐待防止のための対策を検討する委員会の開催、研修の実施措置、担当者の設
置が講じられていない。

②身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の開催、身体拘束等の適
正化のための指針の整備、従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修
の実施の措置が講じられていない。

③身体拘束等の適正化のための指針について解釈通知記載の含めるべき項目が満
たされていない。
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10 虐待防止・身体拘束
・改善のポイント

◎虐待防止のため、
・虐待防止研修や障害特性を理解するための研修を従業者全員が受講することが必要。
・法人や管理者が虐待防止や権利擁護に組織として取り組むことが必要。
・虐待の防止のための対策を検討する委員会を少なくとも１年に１回以上開催し、結果について従業員に

周知徹底を図り、従業員に対して虐待の防止のための研修を定期的(年1回以上)に実施することが必要。(★)
・上記措置を適切に実施するための担当者を置く。（★）

※（★）のいずれか１つでも実施がない場合、虐待防止措置未実施減算の対象となる。

◎身体拘束等適正化のため、
・やむを得ず身体拘束を行う場合は、その様態及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由その他必要な事項を記録する。 （★）
・身体拘束適正化検討委員会を少なくとも１年に１回以上開催する。(★)
・解釈通知記載の含めるべき項目を記載した身体拘束等の適正化のための指針を整備する。(★)
・身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施する。（年１回以上）(★)

※(★)のいずれか１つでも実施がない場合、身体拘束廃止未実施減算の適用となる。
委員会及び研修の「年に１回」は直近１年で考える。

11 苦情・事故
・主な指摘事例等

①単に「要望」として話があっただけとして、苦情として記録していなかった。

②骨折又は打撲・裂傷等で医療機関へ受診したが、県へ報告しなかった。

③事故の状況及び事故に際して採った処置について記録がなかった。

④賠償すべき事故に備えて損害保険に加入していなかった。
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12 苦情・事故

・改善のポイント

・苦情（要望と判断した場合も含む）や事故に備え、記録用の様式を整備する。
・苦情や事故に対応するマニュアル（手順）を定め、いずれの従業者も対応でき

るよう備える。
・事故やヒヤリハットの分析や改善策の検討を事業所として行い、予防や対策を

考える。
・事故については、各事業所の所轄庁（群馬県、前橋市又は高崎市）へも報告する。

参考）
報告対象となる事故の範囲等については下記を参照してください。
•平成25年9月13日群馬県健康福祉部長通知「社会福祉施設等における事故等及び虐待の防止について」
•前橋市HP「社会福祉法人の事務手続きについて」→「事故等発生時の報告について」
•高崎市HP「障害福祉サービス事業等の運営要領等について」→「事故等発生時の報告の取り扱いについて」

説明項目

05 利用料
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1 利用料
・主な指摘事例等

①重要事項説明書に記載がなく、利用者の同意を得られていない状態で徴していた。
②積算根拠が明らかになっておらず、適切な金額であるか判断できない。

・改善のポイント①
・その他日常生活費の対象となる便宜と、給付費の対象となっているサービスとの

間に重複関係がないことを確認する。

・給付費の対象となっているサービスと明確に区分されない曖昧な名目による費用
の受領は認められないため、費用の内訳を明らかにする。

・その他日常生活費の対象となる便宜及びその額は運営規程に規定し、重要事項
説明書に記載の上、掲示をする。

2 利用料
・改善のポイント②

・その他日常生活費の対象となる物品等は利用者の希望によって提供するものとし、
一律に全ての利用者からその費用を徴収しない。

・利用者負担額・食事の提供に要する費用・日用品費・その他日常生活費を徴収
する際は、請求書と領収書を発行し、その控えを事業所に保管する。

参考：「障害福祉サービス等における日常生活に要する費用の取扱いについて」(H18.12.6障発
第1206002号)
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説明項目

06 給付費

1 給付費
・就労継続支援Ａ型サービス費算の主な指摘事例等

評価点（スコア）の算出根拠となる資料がない。

・改善のポイント
就業規則や外部研修会修了証書等、評価点（スコア）の算出根拠となる資料を常
備しておく。

誤った報酬区分で算定していた。

・ 主な指摘事例等

・改善のポイント

前年度の平均工賃月額をきちんと管理しておく。
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2 訪問支援特別加算
・主な指摘事例等

①利用者の同意を得ていないにも関わらず、算定していた。

②個別支援計画に位置づけられた内容を行うのに要する時間ではなく、実際に要
した時間で算定していた。

③利用開始から１か月の利用者に算定していた。

④２日間連続して欠席しただけで算定していた。

概ね３か月以上

継続的に利用

あらかじめ利用者

の同意を得る

最後の利用日から中５日間

(※)以上連続して利用がない

3 訪問支援特別加算
・改善のポイント①

・家族との連絡調整

・引き続き利用するための働きかけ

・個別支援計画の見直し

利用者の

居宅を訪問

※利用者に係る利用予定日ではなく、開所日数で５日間をいう。

加算の算定に必要となる事項

１回の訪問に要した時間に応じ算定するが、実際に要した時間により算定されるのではなく、個別支
援計画に基づいて行われるべきサービスの提供に要する時間に基づき算定する。
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4 訪問支援特別加算
・改善のポイント②

・１月に２回算定する場合については、この加算の算定後又は再度の利用後、
再び５日間以上連続して利用がなかった場合に対象となる。

・欠席が目立つ利用者について居宅訪問の必要性が認められる場合は、個別支援
計画に訪問支援※を位置づけ、その際の支援に要する標準的な時間を設定する。

※この訪問に基づき、引き続きの利用を促す支援内容を盛り込んだ個別支援計画に変
更する。

5 食事提供体制加算
・主な指摘事例等

①調理室を使用して調理していないにも関わらず算定していた。
②利用者に食事を提供していない日も算定していた。
③管理栄養士又は栄養士が食事の提供に係る献立を確認していなかった。(R6.10.1～)

・改善のポイント

・出前や市販の弁当を購入する方法は、算定の対象とはならない。
・提供実績を確認の上、請求する。
・利用者が施設入所支援を利用している日については、補足給付が日単位で支給さ

れることから、算定できない。
・R6.10.1～経過措置がなくなり、管理栄養士又は栄養士の献立の確認が必要になる。
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6 福祉専門職員配置等加算
・主な指摘事例等

職員の退職等により要件を満たせなくなったにも関わらず算定していた。

・改善のポイント①

多機能型事業所又は障害者支援施設においては、当該事業所における全てのサービ
ス種別の直接処遇職員を合わせて要件を計算する。

この場合、多機能型事業所等の中で複数の直接処遇職員として、常勤の時間を勤務
している者については「常勤で配置されている従業者」に含まれる。

例：生活介護の生活支援員を0.5人分、就労移行支援の職業指導員を0.5人分勤務している者

7 福祉専門職員配置等加算
・改善のポイント②

・常勤の職業指導員等が常勤でなくなった場合や退職した場合は注意する。

・職員の採用や退職により状況変動があった場合の福祉専門職員配置等加算の取
扱いは他の加算と同様、算定要件が満たせなくなる状況が発生した場合、そ
の旨を速やかに県へ届ける。

例：勤務時間が短い非常勤になった場合や、常勤職員が
暦月で一月を超える欠勤があった場合など
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8 欠席時対応加算
・主な指摘事例等

①利用者が欠席したことが記録から確認できない。

②欠席した理由が記録されていない。

③引き続き利用を促すなどの相談援助の内容が記録されていない。

④利用者からいつ連絡があったのか確認できない。

⑤メールやＬＩＮＥで利用者との連絡を取り合ったが、記録が行われず、要件
を満たしているか確認できない。

⑥支援の回数ではなく、欠席の日数により算定している。

9 欠席時対応加算
・改善のポイント①

営業利益あらかじめ利用を

予定していた日に

急病等で利用を

中止

前々日～当日に

中止連絡

利用者又はそ

の家族等との

連絡調整その

他の相談援助

利用者の状況・

相談援助の内容

等の記録

加算の趣旨：欠席を放置せずに支援を行い、利用を促す。
急病等で利用できなくなった場合を対象とするため、あらかじめ決まっていた予定による
欠席は対象外となる。そのため、欠席理由の記録がないと加算要件を満たしているかの確
認ができない。

・欠席となる利用者 ・連絡者（利用者本人又はその家族など）
・利用者からの連絡があった日時 ・欠席理由及び欠席日 ・利用者の状況
・引き続きサービスの利用を促すなどした相談援助の内容
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10 欠席時対応加算
・改善のポイント②

・連続して欠席がある場合等には、欠席の日数分算定するのではなく、支援の回数
分を算定する。

・加算を算定する場合、キャンセル料の徴収はできない。（ただし食材等に対する
キャンセル料は除く。）

・欠席連絡があった時に相談援助のための十分な時間がとれない場合は、いったん
欠席の事実だけを聞き取り、事業所から電話をかけ直し、相談援助を行うことも
可能。

・無断欠席した場合には、事業所から電話をかけ、相談援助を行うことも可能。

11 送迎加算
・主な指摘事例等

①送迎を行っていないにも関わらず算定していた。
②送迎を行ったことが記録から確認できない。
③居宅と事業所との間だけでなく、事業所から更に外出活動先までの移動にも

算定していた。

・改善のポイント
・送迎の有無を漏らさず毎日記録し、報酬算定の際は送迎の事実が確認できる

かチェックする。
(送迎の予定があったとしても家族が送迎した等実績が変わる場合もある。)

・送迎担当者と報酬請求担当者が二重に確認する。
・原則、事業所と居宅間の送迎が対象で、送迎途中にスーパーで買い物する等

は適切ではない。
・居宅以外でも、事業所の最寄り駅や集合場所との間の送迎も対象となるが、

事前に利用者と合意の上特定の場所を決めておく必要がある。
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12 福祉介護職員処遇改善加算
・主な指摘事例等

①基本要件（職員への周知）を満たしていないのに算定している。
②実際に支給した賃金が県に提出した実績報告を下回っている。

・改善のポイント

・福祉・介護職員処遇改善計画書を作成するだけでなく、全ての福祉・介護職員に
周知し、県に届け出ることが必要。事業所内に計画書を置くだけでなく、会議等

・実績報告を県に提出する前に実際の賃金支給額を確認する。

13 共通事項

・加算を算定する際には、各加算の要件を確認し、要件を全て満たしているか定期的に
確認することが有効。

・定期の人事異動以外にも、従業者の一部に変更があった際には、人員基準や加算算定
の要件を再度確認する。（人の配置や記録要件、記録の役割分担など）

・加算を算定していることを従業者が承知し、加算の要件を満たしたサービス提供を行
うことと、要件を満たしていることが明らかにわかるよう記録することが重要。

・請求事務に関して、過誤等を防ぐため、複数の職員が確認を行う。
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（４）共同生活援助編

共同生活援助

令和６年度 結果概要（事例編）

説明項目
人員基準01
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【指摘事例等】

１ 人員基準（１/４）
サービスを提供する上で最低限必要な職種・人数が定められています。

①勤務計画（予定）のみを作成し、勤務実績が管理されていない。

②他事業所と兼務する従業者の勤務実績や従業者の職種が不明確。

③増床等で定員に変更があった際に、従業者の員数の算出に誤りがあった。

１ 人員基準（２/４）
【改善のポイント①】

・勤務表は、予定も重要だが、勤務実績の管理も必要。

・勤務実績により、人員基準や加算要件が満たせているか、毎月確認する。

・複数の事業所を兼務する従業者については、事業所・職種をあらかじめ辞令や雇用契約書等で明らか
にした上で、世話人又は生活支援員のどちらで従事しているのか勤務表で明確にし、毎月の勤務実績
を記録する。
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１ 人員基準（３/４）

【改善のポイント②】

増床等により定員変更等があった場合の配置すべき従業者（世話人、生活支援員、サービス管理責任
者）の員数の算出に注意が必要。配置すべき従業者の員数を算出する際に用いる「利用者の数」の計算方法
が通常とは異なる。

通常の場合：利用者の数は、前年度の平均値。
前年度4月1日から3月31日までの利用者の延べ数を、開所日数で除して得た数（小数点第２位
以下を切り上げ）

１ 人員基準（４/４）
【改善のポイント③】

開所時や増改築等により定員に変更があった場合の利用者の数の計算方法

※減床の場合は、減床後の実績が3月以上あるときは、減床後の利用者の延べ数を
当該3月間の開所日数で除して得た数とする。

新設 増床

６月未満 定員の90%
増床分の90%

+前年度の平均利用者数

6月以上～1年未満

1年以上経過

直近6月における全利用者の延べ数を当該6月間の開所日

数で除して得た数

直近１年間における全利用者の延べ数を当該１年間の開

所日数で除して得た数

- 349 -



説明項目
運営基準（運営規程、重要事項説明書、利用料等、預かり金、掲示、地域との連携等

（地域連携推進会議）、その他）

02

２ 運営基準（運営規程、重要事項説明書、利用料等、預かり金、

掲示、地域との連携等（地域連携推進会議）、その他）（１/１１）
【運営規程、重要事項説明書(※)の指摘事例等】

※利用者等にサービス内容の最新の情報を知らせるものです。

①運営規程について
・必要事項が記載されていない。
・実態と異なる。
・重要事項説明書と相違がある。

②重要事項説明書に、記載されていない事項がある。
・利用者が負担する費用（利用料、基本報酬・加算）
・苦情相談窓口
・第三者評価の実施状況の有無

③報酬改定が行われた際に、改定後の基本報酬額、加算額等について、
利用者に説明していない。
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２ 運営基準（運営規程、重要事項説明書、利用料等、預かり金、

掲示、地域との連携等（地域連携推進会議）、その他）（２/１１）
【運営規程 重要事項説明書 改善のポイント①】

・運営規程は、基準省令第211条の3に規定された内容を漏らさずに記載する。
①事業の目的及び運営の方針②従業者の職種、員数及び職務の内容③入居定員④指定共同生活援助の内
容並びに支給決定障害者から受領する費用の種類及びその額⑤入居に当たっての留意事項⑥緊急時等に
おける対応方法⑦非常災害対策⑧事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当該障害の種類
⑨虐待の防止のための措置に関する事項⑩その他運営に関する重要事項

・運営規程、重要事項説明書及び実態に相違がないか確認する。
・重要事項説明書には、運営規程の概要、従業者の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供

するサービスの第三者評価の実施状況等の利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事項を記載す
る。

・重要事項説明書には利用者から受領する費用（利用料、基本報酬、各種加算の種類と金額）等について、
漏れなく記載する。
※新たに算定することとなった加算、報酬改定に伴う変更等の追加や修正漏れ等に注意。

２ 運営基準（運営規程、重要事項説明書、利用料等、預かり金、

掲示、地域との連携等（地域連携推進会議）、その他）（３/１１）
【運営規程 重要事項説明書 改善のポイント②】

・重要事項説明書の苦情処理の体制については、具体的に記載する。
（例）苦情の受付方法、苦情受付窓口、苦情受付責任者、苦情の解決手順、

外部相談機関の電話番号等連絡先（第三者委員、給付決定市町村窓口、
県福祉サービス運営適正化委員会）

・提供するサービスの第三者評価の実施状況については、実施していない場合、実施が無いこ
とを、実施している場合は、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の
開示状況を記載する。

・報酬改定後の基本報酬額、各種加算額を明らかにした書面を交付し、説明を行い、同意を
得て書面の控え等を保管する。
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２ 運営基準（運営規程、重要事項説明書、利用料等、預かり金、

掲示、地域との連携等（地域連携推進会議）、その他）（４/１１）

【利用料等、預り金の指摘事例等】

①食材料費、水道光熱費及び日用品費等について、積算根拠を明確にした上で、収入支出を適切に管理
し、精算していない。

②利用料の支払いを受けたが、領収書を交付していない。

③現金等を預かっているが、預り金管理規程を整備していない。

④利用者から預かった通帳と印鑑を同一の職員が管理している。

⑤預り金の収支を文書で利用者や家族等に報告していない。

⑥食材料費を利用者から過徴収していた。

２ 運営基準（運営規程、重要事項説明書、利用料等、預かり金、

掲示、地域との連携等（地域連携推進会議）、その他）（５/１１）
【利用料等、預り金の改善のポイント】

・徴収する費用の積算根拠を明らかにしておく。

なお、利用者の希望を確認せずに、一律に提供し、全ての利用者から画一的に徴収を行うことは不可。

・利用料を徴収した場合は、領収書を交付し、控えを事業所で保管する。

・預り金を管理する場合は、利用者との契約に基づき適切に行う。
管理規程等により適切に管理する。不正防止のため、金銭の管理は２人以上が関わるようにし、常に
金銭の流れを明確にしておく。

・預り金の収支を定期的に利用者及び家族等に書面で報告する。

・利用料のうち、食材料費や共通費用については、定期的に精算し、残余金については、利用者又は家
族等に返金すること。
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２ 運営基準（運営規程、重要事項説明書、利用料等、預かり金、

掲示、地域との連携等（地域連携推進会議）、その他）（６/１１）

【掲示の指摘事例等】

①運営規程の概要等の重要事項が事業所の見やすい場所に掲示されていない。

②古い内容のものが掲示されている。

２ 運営基準（運営規程、重要事項説明書、利用料等、預かり金、

掲示、地域との連携等（地域連携推進会議）、その他）（７/１１）
【掲示の改善のポイント】

・運営規程の概要や従業者の勤務の体制、協力医療機関、利用申込者のサ－ビスの
選択に資すると認められるその他の重要事項等を見やすい場所に掲示する。
(当該事項を記載した書類を備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、掲示
に代えることもできる。）

・掲示してある資料に不足がないかを確認する。

・掲示のもととなる資料に変更が生じた場合、掲示物も最新の内容となるよう更新する。
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２ 運営基準（運営規程、重要事項説明書、利用料等、預かり金、

掲示、地域との連携等（地域連携推進会議）、その他）（８/１１）

①「地域連携推進会議の手引き」を参考に、地域連携推進会議をおおむね１年に１回以上開催する。

② 地域連携推進会議の構成員が事業所を見学する機会をおおむね１年に１回以上設ける。

③ 報告、要望、助言等についての記録を作成し、記録を公表する。
※外部の者による評価及び当該評価の実施状況を公表している場合、上記①～③は適用しない。

詳細は、以下をご確認ください。
●厚生労働省ホームページ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_41992.html

【地域連携推進会議の開催】

・主な指摘事例
地域連携推進会議の開催をしていない。(令和７年４月１日から義務化）

・改善ポイント

２ 運営基準（運営規程、重要事項説明書、利用料等、預かり金、

掲示、地域との連携等（地域連携推進会議）、その他）（９/１１）

【その他の事項の指摘事例等】

①契約支給量等の受給者証への記載がない。

②サービス提供の記録・確認がされていない。

③訓練等給付費の額に係る利用者への通知がなされていない。

④秘密保持に係る必要な措置が講じられていない。

- 354 -



２ 運営基準（運営規程、重要事項説明書、利用料等、預かり金、

掲示、地域との連携等（地域連携推進会議）、その他)（１０/１１）
【その他の事項の改善のポイント①】

・利用者と提供に係る契約が成立した時は、受給者証に事業者及び事業所の名称、内容、契約支給量、契約
日等の必要な事項を記載し、最新の状況が確認できるようにしておく。

・サービスを提供した際は、提供日、提供したサービスの具体的内容、利用者負担額等の利用者に伝達すべ
き必要な事項を記録しておく。

・法定代理受領により訓練等給付費の支給を受けた場合は、利用者にその額を通知する。（通知は、国保連
からの支払いの後で行う。）

２ 運営基準（運営規程、重要事項説明書、利用料等、預かり金、

掲示、地域との連携等（地域連携推進会議）、その他)（１１/１１）

【その他の事項の改善のポイント②】

・秘密保持に関する措置
ア 事業所の従業者及び管理者（であった者を含む）は、正当な理由がなく、業務上知り得た利用者又は

その家族の秘密を漏らさないよう誓約書等の必要な措置を講じる。（非常勤、パート職員も同様。)

イ 他の事業者等（相談支援事業所等）に対して、利用者又はその家族に関する情報を提供する際は、
あらかじめ同意を得る。
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説明項目
非常災害対策03

３ 非常災害対策（１/３）
利用者等の安全を確保するために必要です。

【指導事例】

①非常口周辺に物が置かれ、避難時の妨げになっている。

②非常災害訓練が実施されていない。もしくは回数が不足している。

③消防計画を作成する必要があるが作成されていない。

④風水害、地震等の災害に対する対応方針（マニュアル）が作成されていない。

⑤感染症や非常災害の発生時の際の業務継続計画（BCP）が策定されていない。
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３ 非常災害対策（２/３）
【 改善のポイント①】

利用者や職員の安全確保のため、消防関係法令等で求められていることに対し、所轄消防署に確認の上、
対応するほか、所存地域の環境等を踏まえた非常災害の体制を整備しておく必要があります。

・非常口周辺や通路は常に整理しておくほか、速やかに避難できる体制（鍵の管理、解錠方法等）を整え
ておく。

・訓練は年に２回以上行う。
※昼間の訓練のほか、夜間又は夜間を想定した訓練も実施する。
※訓練の実施に当たっては、地域住民の参加が得られるよう連携に努める。

３ 非常災害対策（３/３）
【 改善のポイント②】

・事業所の規模や形態により、消防計画の作成が求められていない場合も含め、 火災、地震、風水害の場
合に、従業者が役割を分担し、速やかに対応できるよう、非常災害対応マニュアル等を作成し、認識を
共有しておく。

※ 竜巻や台風、付近に河川が流れる場合は洪水や氾濫への対応策を検討する。
※ 地域との協力体制を築くよう､日頃からの交流に努める。
※ 市町村地域防災計画に定められた洪水等の浸水想定区域内又は土砂災害警戒区域内の

要配慮者利用施設では、水害や土砂災害に対応した避難に係る計画（避難確保計画）の作成が義務
づけられている。

・利用者のサービス提供を継続的に実施し、非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続
計画）を策定し、感染症や災害に係る対応を周知し、必要な研修及び訓練を行う。
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説明項目
利用者処遇（個別支援計画、身体拘束・虐待防止、苦情・事故、業務継続計画、衛生管

理）

04

４ 利用者処遇（個別支援計画、身体拘束・虐待防止、
苦情・事故、業務継続計画、衛生管理） （１／１３）

【個別支援計画(※)に関する指摘事例等】
※適切で安全に利用者に合った適切なサービスをするために必要とされているものです。
そのため手順などの必要なことが定められています。

①個別支援計画の原案を作成していない。

②個別支援計画の作成に係る会議が開催されていない。

③個別支援計画の作成に係る会議の内容が記録されていない。

④市町村の支給決定後に相談支援事業者とサービス提供事業者が行うサービス担当者会議（サービス利用
計画案に位置付けた福祉サービスの担当者を招集して行うもの）の記録を、個別支援計画作成会議の記
録としていた。
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４ 利用者処遇（個別支援計画、身体拘束・虐待防止、
苦情・事故、業務継続計画、衛生管理） （２／１３）

【個別支援計画に関する指摘事例等】

⑤個別支援計画を作成した際に、当該計画を利用者に交付していない。

⑥個別支援計画の作成に係る一連の業務が適切に行われていない。

⑦個別支援計画に共同生活援助を提供する上での留意事項の記載がない。

⑧個別支援計画を作成しないままサービス提供が行われていた。

⑨相談支援事業者等に交付していない。

４ 利用者処遇（個別支援計画、身体拘束・虐待防止、
苦情・事故、業務継続計画、衛生管理） （３／１３）

【個別支援計画に関する改善のポイント①】

・アセスメント実施後、まずは個別支援計画の原案を作成する。

・個別支援計画作成会議はサービス管理責任者が開催するものであり、相談支援事業所が開催する会議とは
異なる。サービス管理責任者は支援を行う担当者を招集して会議を開催し、個別支援計画の原案に対する
意見を求め、会議の記録を行う必要がある。

・個別支援計画を作成した際は、利用者又はその家族に対して説明し、文書により利用者の同意を得て、交
付する。
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４ 利用者処遇（個別支援計画、身体拘束・虐待防止、
苦情・事故、業務継続計画、衛生管理） （４／１３）

【個別支援計画に関する改善のポイント②】

・「アセスメント」から始まる計画作成の一連のプロセスを経て、個別支援計画を作成する必要がある。

注意：個別支援計画が作成されていない又は、一連の業務が適切に行われていない場合は、個別支
援計画未作成減算の対象となる。改善が認められない場合には、指定の取り消しの対象ともなり得る。

※ 計画の交付をしていない（同意を得ていない）場合も計画未作成とみなされます。

４ 利用者処遇（個別支援計画、身体拘束・虐待防止、
苦情・事故、業務継続計画、衛生管理） （５／１３）

【個別支援計画に関する改善のポイント③】

→ →

→

→

→ →

→

１ アセスメント（利用者に面接） ２ 計画原案作成

３ 個別支援計画の作成に係る会議の開催（会議内容の記録）

４ 計画の内容について利用者又は家族に説明、文書による同意

５ 利用者・相談支援事業者に交付 ６ サービスの提供

７ モニタリング（利用者に面接、モニタリング結果を記録、
6月に1回以上計画の見直しを行う。）

８ 計画の変更（上記の手順）
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４ 利用者処遇（個別支援計画、身体拘束・虐待防止、
苦情・事故、業務継続計画、衛生管理） （６／１３）

【虐待防止・身体拘束に関する指摘事例等】

①虐待防止のための対策を検討する委員会の開催、研修の実施措置が講じられていない。

②身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の開催、身体拘束等の適正化のための指針の整備、
従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修の実施の措置が講じられていない。

③身体拘束等の適正化のための指針について解釈通知記載の含めるべき項目が満たされていない。

４ 利用者処遇（個別支援計画、身体拘束・虐待防止、
苦情・事故、業務継続計画、衛生管理） （７／１３）

【虐待防止・身体拘束に関する改善のポイント】
◎虐待防止のため、
・虐待防止研修や障害特性を理解するための研修を従業者全員が受講することが必要。
・法人や管理者が虐待防止や権利擁護に組織として取り組むことが必要。
・虐待の防止のための対策を検討する委員会を少なくとも１年に１回以上開催し、結果について従業員に

周知徹底を図り、従業員に対して虐待の防止のための研修を定期的(年1回以上)に実施することが必要。(★)
・上記措置を適切に実施するための担当者を置く。（★）

※（★）のいずれか１つでも実施がない場合、虐待防止措置未実施減算の対象となる。

◎身体拘束等適正化のため、
・やむを得ず身体拘束を行う場合は、その様態及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由その他必要な事項を記録する。 （★）
・身体拘束適正化検討委員会を少なくとも１年に１回以上開催する。(★)
・解釈通知記載の含めるべき項目を記載した身体拘束等の適正化のための指針を整備する。(★)
・身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施する。（年１回以上）(★)

※(★)のいずれか１つでも実施がない場合、身体拘束廃止未実施減算の適用となる。
委員会及び研修の「年に１回」は直近１年で考える。
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４ 利用者処遇（個別支援計画、身体拘束・虐待防止、
苦情・事故、業務継続計画、衛生管理） （８／１３）

【苦情・事故に関する指摘事例等】

①苦情の記録が行われていない。

②利用者や家族からの訴えを、苦情に該当するかどうかを組織として検討せず要望としてとらえ、苦情とし
ての対応、記録をしていない。

③事故報告書の様式が整備されていない。

④事故事例やヒヤリハット事例の収集と分析、必要な改善策が講じられていない。

⑤行政への事故報告がなされていない。

４ 利用者処遇（個別支援計画、身体拘束・虐待防止、
苦情・事故、業務継続計画、衛生管理） （９／１３）

【苦情・事故に関する改善のポイント】

・苦情や事故に備え、記録用の様式を整備する。
・苦情や事故に対応する手順を定め、いずれの従業者も対応できるよう備える。
・事故やヒヤリハットの分析や改善策の検討を事業所として行い、予防や対策を考える。
・事故については、各事業所の所轄庁（群馬県、前橋市又は高崎市）へ報告する。

（参考）
報告対象となる事故の範囲等については下記を参照してください。
•平成25年9月13日群馬県健康福祉部長通知「社会福祉施設等における事故等及び虐待の防止について」
•前橋市HP「社会福祉法人の事務手続きについて」→「事故等発生時の報告について」
•高崎市HP「障害福祉サービス事業等の運営要領等について」→「事故等発生時の報告の取り扱いについ
て」
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４ 利用者処遇（個別支援計画、身体拘束・虐待防止、
苦情・事故、業務継続計画、衛生管理） （１０／１３）

【業務継続に向けた感染症や災害への対応力の取り組みの強化】

・主な指摘事例

①感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施す
るための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画「業務継続計画」を策
定していなかった。

②従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的
に実施していなかった。

・改善ポイント

①「感染症」及び「災害」に係る内容を整備する。
※感染症又は非常災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合、基本報

酬の減算の適用となる。
②研修及び訓練を定期的（年１回以上）に実施する。

４ 利用者処遇（個別支援計画、身体拘束・虐待防止、
苦情・事故、業務継続計画、衛生管理） （１１／１３）

【感染症の発生及びまん延防止等に関する取り組みの徹底】

・主な指摘事例

①「感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会」を開催していなかった。
②「感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための指針」を整備していなかった。
③「感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための研修及び訓練」を実施していなかった。

・改善ポイント

①委員会をおおむね３月に１回以上開催する。
②“平常時の対策”と“発生時の対応”を含めた指針を整備する。
③研修及び訓練を定期的（年２回以上）に実施する。
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４ 利用者処遇（個別支援計画、身体拘束・虐待防止、
苦情・事故、業務継続計画、衛生管理） （１２／１３）

【衛生管理に関する指摘事例等】

①感染症予防対策に関して、必要な物品が用意されていない。

②入浴の際に、洗体用のタオルを複数名で共用している。

③共同スペースが不衛生な状態であった。

４ 利用者処遇（個別支援計画、身体拘束・虐待防止、
苦情・事故、業務継続計画、衛生管理） （１３／１３）

【衛生管理に関する改善のポイント】

・感染症予防に関する必要な物品を用意し、それらを適切に使用して、感染症予防やまん延防止が図れる
よう、使用方法等に関する研修や感染症発生時の訓練等を行うことが重要。

・タオルの共用は、感染症の予防の観点から不適切。洗体タオルや、手洗いの際の手拭きタオルの共用は
避ける。

・定期的に掃除を行い、衛生的な管理に努める。
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説明項目
給付費05

５ 給付費（１/４）
【指摘事例等】
①基本報酬（共同生活援助サービス費（1））の算定にあたり、世話人の配置が不足している。

②世話人及び生活支援員の員数が指定基準の規定により配置すべき員数を満たしていない。

③各種加算の算定にあたり、要件を満たしていることが記録から確認できない。

（事例１）看護職員配置加算の算定に当たり、同じ法人が運営している診療所と兼務している看護師につ
いて、共同生活援助への勤務実績が記録から確認できない。

（事例２）通勤者生活支援加算の算定に当たり、加算に相当する支援の具体的な内容が記録されていない。
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５ 給付費（２/４）
【指摘事例等】

④各種加算の算定にあたり、要件の一部を満たしていない。
（事例１）個別支援計画へ位置づけることが算定要件となっている加算について、個別支援計画に位置づけが

ない。
（事例２）福祉・介護職員処遇改善加算の算定にあたり、処遇改善計画書の内容を職員に周知していない、賃

金体系に関する規程が給与規程等で明確になっていない。
（事例３）夜間支援等体制加算について、

①夜間支援の内容が共同生活援助計画に位置付けられていない。（加算（Ⅰ））
②夜間支援従事者が、夜間帯に巡回した記録がない。（加算（Ⅰ）（Ⅱ））
③夜間支援従業者を2名配置の報酬単位で請求していたが、実際の配置は0名

or1名であった。（加算（Ⅰ）（Ⅱ））

５ 給付費（３/４）
【指摘事例等】

（事例４）人員配置体制加算について、
①常勤者の有給や病休を時間数に含めてしまっている。
②算定要件を満たしていない月についても加算を算定している。

（事例５）入院時支援特別加算について、
・利用者が入院している病院又は診療所を訪問していない。

（事例６）長期入院時支援特別加算について、
①利用者が入院している病院又は診療所を訪問していない。
②最大で算定可能な３月間を超えて算定している。

（事例７）日中支援加算(Ⅰ及びⅡ)について、
①指定基準に規定する生活支援員又は世話人の員数に加えて、日中に支援を行う生活支援員又は世

話人を加配していない。
②日中支援の内容が共同生活援助計画に位置付けられていない。
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５ 給付費（４/４）
【改善のポイント】

・人員基準や基本報酬について、各事業所において、配置に不足がないことを勤
務予定及び勤務実績により確認する。

・各種加算の算定にあたっては、加算の要件を全て確認した上で、算定を開始し、
管理者等が定期的に要件を満たしていることをチェックすることが有効。

・各種加算の算定にあたっては、加算を算定していることを従業者が承知し、加
算の要件を満たしたサービス提供を行うことと、要件を満たしていることが明
らかになるよう記録することが重要。

（５）障害児通所支援事業所編

児童発達支援、児童発達支援センター、放課後等デイサービス、
居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援

令和６年度 結果概要（事例編）
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人員基準・運営基準（全般）01

説明項目

・主な指摘事例
①児童指導員又は保育士をサービス提供時間帯を通じて３人以上配置しなければならないところ
、２人の配置であった。
②児童指導員又は保育士の資格要件を満たさない「指導員」を配置しており、児童指導員又は保
育士の配置がなかった。
③管理者が不在の期間があった。
④児童発達支援管理責任者が配置されていなかった。

・改善ポイント
①定員ではなく、実際に受け入れる利用児童の数に応じ、サービス提供時間帯を通じて配置する
。なお、機能訓練担当職員等を合計数に含める場合は、半数以上を児童指導員又は保育士とする。
②児童指導員又は保育士は有資格者を配置する（教員免許証、保育士証等）。また、１以上は常
勤者を配置する。
③管理者が欠如した場合、速やかに配置する。
④児童発達支援管理責任者を専任かつ常勤で配置する。
※「事業所の指定申請及び運営等に関する手引き（障害児通所支援事業）」も参照してください。

１ 従業者の員数
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氏名 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

＊ 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8
児童発達支援管理責
任者更新研修 2

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 保育士 1

管理者 常勤・専従 A 184 40 1

週平均
の勤務
時間

常勤換
算後の
人数

資格の有無
及び
種類

継続
勤務
年数

職種 勤務形態

第１週 第２週 第３週 第４週 第５週

月計

常勤・専従 B 184 40 1児童発達支援管理責任者

保育士 非常勤・専従 C 112 24 0.6

２ 勤務体制の確保等
・主な指摘事例
①勤務表（実績）を毎月作成していなかった。
②勤務表を4週で作成していた。
③職種・常勤・非常勤の別、専従・兼務の別が明らかになっていない。

・改善ポイント
①勤務表は毎月作成する。また、勤務表は予定ではなく実績で管理する。また、休暇の取得状況
を反映する。
②勤務表は1ヶ月の日数分で作成する。
③各項目について漏れなく記載する。

③

②

３ 重要事項説明書
・主な指摘事例
①署名欄が「重要事項説明書について、説明を受け、同意しました。」のように、説明・同意・
交付を得たことが明らかな様式ではなかった。
②苦情受付窓口の連絡先が事業所所在の市町村担当窓口のみで、利用者の給付決定を行う市町村
窓口の記載がなかった。
③提供するサービスの第三者評価の実施の有無について記載がなかった。
④事故発生時の対応について記載がなかった。
⑤利用料金欄の加算の名称等に誤りがあった。

・改善ポイント
各種項目について正しく記載する。
なお、③については、第三者評価の実施を義務づけるものではありません。実施の有無を記載し
てください。
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４ 運営規程
・主な指摘事例
・虐待の防止のための措置に関する事項（責任者の設置、苦情解決体制の整備、従業者に対する
虐待防止啓発研修の実施、虐待防止委員会の設置等）の記載がされていなかった。
・通常の事業の実施地域の記載に誤りがあり、重要事項説明書と相違があった。
・営業時間が実態と異なっていた。
・「苦情解決の体制」の記載がされていなかった。
・記載内容に変更が生じ、変更届を提出する必要があったが、届け出ていなかった。

・改善ポイント
・運営規程は事業所の運営について重要な事項を定めたもののため、変更届の提出、掲示物の更
新、重要事項説明書の変更など、速やかな対応を行う。

番
号

障害児通所支援事業者記入欄

1

事 業者 及び その
事 業 所 の 名 称

支 援 の 内 容

契 約 支 給 量

契 約 日
当 該 契 約 支 給 量 に よ る

支 援 提 供 終 了 日

支 援 提 供 終 了 月 中 の

終 了 日 ま で の 既 提 供 量

令和　　年　　月　　　日

令和　　年　　月　　　日

②

５ 契約支給量の報告等
・主な指摘事例
①契約したサービスの内容や支給量を市町村に報告していなかった。
②最新の受給者証の写しが事業所に保管されていなかった。

・改善ポイント
①契約開始時、変更時、契約終了時に上記内容を市町村へ報告する。
②事業所記載事項を記入したうえで、最新の受給者証の写しを事業所に保管する。

令和  　年  　月  　日

事業者番号 1 0 1 2 3 4 5 6 7 8

 事業者及び〒000-0000

 その事業所群馬県○○市□□１－２－３

 の名称 △△放課後等デイサービス(株)

 代　表　者代表取締役　赤城　花子

　下記のとおり当事業者との契約内容（障害福祉サービス受給者証記載事項）について報告します。

契約内容（障害児通所受給者証記載事項）報告書

〒 -
○市（町・村）

○○市（町村）長 様

①
※受給者証（例）

※契約内容報告書（例）
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６ 通所利用者負担額の受領
・主な指摘事例
・おやつ代を実際の提供回数より多く徴収していた。
・保護者に対して領収書を発行していなかった。
・冷房費や事務用品に係る費用を徴収していた。

・改善ポイント
・費用明細等を保管し、積算根拠を明らかにすると共に領収書を発行する。
・利用料は障害児通所給付費等に含まれるものについては、徴収できない。また、あやふやな名
目の徴収は認められない。
・徴収することができるものについては重要事項説明書等であらかじめ保護者に説明の上、同意
を得る必要がある。

（参考）障害児通所支援又は障害児入所支援における日常生活に要する費用の取扱いについて（平成24年３月30日障発0330第31号）
※2024年版障害者総合支援法事業者ハンドブック指定基準編782ページ

７ 障害児通所給付費の額に係る通知等
・主な指摘事例
・法定代理受領した給付費の額を通所給付決定保護者に通知していなかった。

・改善ポイント
・法定代理受領の通知の控えを
事業所で保管する。

・給付費の受領後（サービス提供
の翌々月）に通所給付決定保護者
へ通知する。

障害児通所給付費受領のお知らせ 

 

 このたび、下記の内容で提供しましたサービスに要した費用について、○○○市から支払を受けました

のでお知らせします。 

 このお知らせの内容に疑義がある場合は、当法人もしくは受給者証に記載された市町村にお問合せくだ

さい。 

記 

 

1.サービス提供年月 令和○年４月 

2.受領した障害児通所給付費 障害児通所給付費（放課後等デイサービス） 

3.受領日 令和○年６月○日 

4.受領金額 金○○, ○○○円 

 

障害児通所給付費受領のお知らせ 

 

 このたび、下記の内容で提供しましたサービスに要した費用について、○○○市から支払を受けました

のでお知らせします。 

 このお知らせの内容に疑義がある場合は、当法人もしくは受給者証に記載された市町村にお問合せくだ

さい。 

記 

 

1.サービス提供年月 令和○年４月 

2.受領した障害児通所給付費 障害児通所給付費（放課後等デイサービス） 

3.受領日 令和○年６月○日 

4.受領金額 金○○, ○○○円 

 ～以下省略～
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８ サービス提供の記録

サービス提供の記録については、保護者か
らの確認を受ける必要があります。

提供日や具体的な内容、加算の状況（送迎加算や欠席時対
応加算など）などの必要な事項をその都度記録する。

・改善ポイント

９ サービスの取扱方針
・主な指摘事例
・事業所職員による自己評価に加え、事業所を利用する障害児の保護者からの評価を受けていな
かった。
・評価及び改善内容を公表していなかった。

・改善ポイント
・事業所を利用する障害児の保護者の評価を受け、改善を図り、おおむね年に１回以上インター
ネットその他の方法による公表を行う。
※未公表の場合「自己評価結果等未公表減算（児童発達支援、放課後等デイサービス）」に該当
する場合がある。

※参考
「児童発達支援ガイドライン」「放課後等デイサービスガイドライン」など
厚生労働省ホームページhttps://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000117218.html
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１０ 定員の遵守
・主な指摘事例
・やむを得ない事情がなく利用定員を超えて受け入れていた。
・定員超過減算に該当しなければ定員を超過してもよいと誤って認識していた。

・改善ポイント
・運営基準では「災害、虐待その他やむを得ない事情（地域の社会資源が不足等）がある場合を
除き、利用定員を超えてサービスの提供を行ってはならない。」と規定されている。
・適正なサービス提供が確保されるよう定員を遵守する。
・定員超過が常態化している場合は、定員の見直しを行う等、必要な措置を講じる。
※定員超過が状態化し指導してもなお継続する場合、重大な基準違反として行政処分の対象とな
る場合がある。
・定員を変更する場合は、申請手続きが必要なため、事前に県（前橋市または高崎市に所在する
事業所は、前橋市または高崎市）へ相談する。

１１ 掲示
・主な指摘事例
・掲示すべきものが事業所の見やすい場所に掲示されていなかった。
・掲示している重要事項説明書等が現行のものではなかった。

・改善ポイント
・最新かつ正しい情報を掲示する。
・運営規程を変更した際や、制度改正、報酬改定の後に掲示物の更新を忘れないようにする。
※掲示が難しい場合は、当該書類を事業所に備え付け、かつ、いつでもこれを関係者に自由に閲
覧させることによって掲示にかえることができる。
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１２ 秘密保持等
・主な指摘事例
・常勤職員からは秘密保持の誓約書を徴しているが、非常勤職員（パート職員等）からは徴して
いなかった。
・他事業所（障害児入所施設等、障害福祉サービス事業者等、その他の福祉サービスを提供する
者等）への利用児童等の個人情報提供に関して同意を得ていなかった。

・改善ポイント
・勤務形態に関わらず、業務上知り得た秘密をもらさないための措置（誓約書の作成等）を講じ
る。
・他事業所へ利用児童等の個人情報を提供することについての同意が必要となる。
※サービスの利用開始時に包括的な同意を得ることで足りる。

１３ 変更届
・主な指摘事例
・事業所の平面図（部屋の使用用途）に変更があったが、届け出ていなかった。
・管理者、児童発達支援管理責任者に変更があったが、届け出ていなかった。

・改善ポイント
・事業所の名称や所在地、建物の平面図（部屋の用途変更、増改築等）、運営規程、管理者、児
童発達支援管理責任者等に変更があった場合は１０日以内に変更届の提出が必要となる。
・建物の変更（移転、建替え、用途・面積の変更等）がある場合は、事前に県（前橋市または高
崎市に所在する事業所は、前橋市または高崎市）へ相談する。
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１４ 非常災害対策（１／２）
・主な指摘事例
・避難訓練を年２回以上実施していなかった（※児発センターは、毎月の実施が必要）。
・訓練は実施しているが、実施した記録（日時、参加者、当日の天気、災害設定した内容、避難
先、参加した利用児童の様子等）を行っていなかった。
・非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制等、具体的な防災計画を整備し、従業者へ周知し
ていなかった。
・消火器の使用期限が切れていた。
・非常口に物が置かれ、避難路が確保されていなかった。

１４ 非常災害対策（２／２）
・改善ポイント
・市町村が作成しているハザードマップを活用して火災や地震だけでなく、風水害を含めた非常
災害に関する具体的な計画やマニュアルを作成し、従業者へ周知する。
・定期的に避難、救出その他必要な訓練を実施する。
・訓練の際は利用児童の動き等に注意を払い、記録を残す。

・地域住民の参加が得られるよう連携に努める。
※防災のほか、防犯の対策にも留意する。

「※記録内容の項目（例）
①訓練の種類 ⑤訓練内容
②実施日時（年月日や時間、天気） ⑥避難先
③参加人数及び氏名（児童及び職員） ⑦児童の状況
④職員の役割（避難誘導、消火担当など） ⑧課題点や前回からの改善点など
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１５ 業務継続計画の策定等

・主な指摘事例

①感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するための、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画「業務継続計画」を策定していなかった。

②従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施し

ていなかった。

・改善ポイント

①「感染症」及び「災害」に係る内容を整備する。

②「感染症」及び「災害」に係る研修及び訓練を定期的（年１回以上）に実施する。

※「業務継続計画」の策定が無い場合、「業務継続計画未策定減算」の対象となります。

◎業務継続に向けた感染症や災害への対応力の取り組みの強化

運営基準（処遇）02

説明項目
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心身の状況の把握及び課題等の把握

（アセスメント）・分析

STEP

1 保護者及び利用児童への面接・内容記録

通所支援計画（原案）の作成STEP

2

通所支援計画（本案）の作成及び交付(※)STEP

3

定期的・継続的な状況の把握

（モニタリング）

STEP

4
少なくとも6月に1回以上見直しを行う

モニタリング記録の保管

１ 通所支援計画の作成等（プロセス）（１／３）
相談支援事業所との連携・情報共有

通所支援計画作成会議の開催 多職種による会議・会議録の保管

通所支援計画（原案）の保管

本案について保護者・利用児童へ

説明し同意を得て交付する

※ 通所支援計画（本案）は相談支援事業所へも交付する。

注）計画変更の場合も同様の手順で行う。変更が無い場合はモニタリングの記録に計画の変更が無い

旨及び変更がない理由を記載する。

通所支援計画の実施（サービスの提供）

１ 通所支援計画の作成等（２／３）
・主な指摘事例
①通所支援計画の原案を作成していない。

②通所支援計画の作成に係る会議が開催されていない。

③通所支援計画の作成に係る会議の内容が記録されていない。

④市町村の支給決定後に相談支援事業者と児童発達支援管理責任者が行うサービス担当者会議
（サービス利用計画案に位置付けた福祉サービスの担当者を招集して行うもの）の記録を、通所
支援計画作成会議の記録としていた。

⑤通所支援計画を利用者に交付していない。

⑥通所支援計画の作成に係る一連の業務が適切に行われていない。
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１ 通所支援計画の作成等（３／３）
・改善ポイント
①アセスメント実施後、まずは通所支援計画の原案を作成する。

②～④
通所支援計画作成会議は児童発達支援管理責任者が開催するものであり、相談支援事業所が開催
する会議とは異なる。
児童発達支援管理責任者は支援を行う担当者を招集して会議を開催し、通所支援計画の原案に対
する意見を求め、会議の記録を行う必要がある。

⑤通所支援計画作成した際は、利用者又はその家族に対して説明し、文書により利用者の同意を
得て交付する。

⑥通所支援計画作成作成等（プロセス）参照

２ 身体拘束等の禁止（１／２）

・主な指摘事例
①緊急やむを得ない場合以外で、身体拘束が行われていた。

②緊急やむを得ない場合に、身体拘束を行うことを説明していない。

③身体拘束の経過観察・再検討の記録がない。

④解除に向けた検討・取組を行っていない。

⑤やむを得ず身体拘束を行う場合に、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急や

むを得ない理由その他必要な事項の記録がない。

⑥身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の開催がない。

⑦身体拘束等の適正化のための指針の整備がない。

（身体拘束等の適正化のための指針について、解釈通知記載の含めるべき項目が満たされていない。

⑧身体拘束等の適正化のための研修の実施がない。

前提：「緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束等を行ってはならない」
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２ 身体拘束等の禁止（２／２）
・改善ポイント

⑥身体拘束適正化検討委員会を少なくとも１年に１回以上開催する。

⑦解釈通知記載の含めるべき項目を記載した身体拘束等の適正化のための指針を整備する。

⑧身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施する。（年１回以上及び新規採用時）

※上記のいずれか１つでも実施がない場合、身体拘束廃止未実施減算の適用となる。

なお、委員会及び研修の「年1回」は、直近1年で考える。

⑤について、
緊急やむを得ず行う場合には…

１．その態様
２．時間
３．児童の心身の状況
４．緊急やむを得ない理由
５．その他必要な事項

記録する

「正当な理由なく障害者の身体を
拘束すること」は虐待

（①切迫性 ②非代替性 ③一時性 を確認）

具体的にどのような行為が身体拘束に
該当するかを一人ひとりの従業者が知る

必要がある。

３ 虐待等の禁止
・主な指摘事例
・利用児童からの危害を避けるために職員が児童の身体を叩いた。
・従業者に対して障害の特性を学ぶための研修や虐待防止啓発のための研修が行われていなかった。
・送迎のみを担当する従業者を虐待防止啓発のための研修対象に含めていなかった。

・改善ポイント

虐待防止に関する担当者の配置

従業者に対する研修

虐待防止委員会の開催

必要な措置01

児童発達支援管理責任者を中心とした日常的な支援場面の把握

事故・ヒヤリハット報告書、虐待防止チェックリスト等の活用

苦情解決体制の利用、第三者評価、相談支援専門員等の外部の目の活用

02 虐待防止の取り組み
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４ 苦情解決
・主な指摘事例
・苦情処理簿・報告書様式・対応マニュアル等が整備されていなかった。
・相談窓口、苦情解決体制及び手順等を事業所の見やすい場所に掲示していなかった。

・改善ポイント
・苦情受付窓口を設置し、苦情受付担当者は、記録様式を整備し苦情を受けた場合には、受付か
ら解決・改善までの経過と結果について記録し、情報の共有を図る。
・個人情報を除き「事業報告書」や「保護者あてのお便り」等で情報を公表し、サービスの質の
向上に努める。

５ 事故発生時の対応
・主な指摘事例
・事故発生時の対応マニュアルの整備がされていなかった。
・事故の原因分析が不十分で、再発防止策の具体性・実行可能性が低かった。
・事故報告書の様式が定められておらず、事故事例の記録がされていなかった。
・重大事故について、県や市町村に報告されていなかった。

・改善ポイント
・重大な事故が発生した場合には、速やかに当該利用児童の家族等に連絡することに加え、市町
村及び指定権者（県や前橋市、高崎市）に連絡する。
・事故の状況や処置について記録する。
・賠償すべき事故が発生した場合、損害賠償を速やかに行う。

参考：社会福祉施設等における事故等及び虐待の防止について(平成25年９月13日群馬県健康福祉部長知)

前橋市ホームページ＞社会福祉法人の事務手続について＞事故発生時の報告について

高崎市ホームページ＞障害福祉サービス事業等の運営要領等について＞事故発生時の報告の取り扱いについて
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６ 衛生管理等（感染症対策）（１／２）
・主な指摘事例
・洗面所等でタオルを共有していた。
・おやつ提供で使用する流しの周りが衛生的でなかった。
・ノロウイルス対策としておう吐物処理のための物品を常備していなかった。

・改善ポイント
・感染症の予防や健康維持のために、以下のことに取り組む。

①利用児童来所時に、手洗いやアルコールによる手指消毒、うがいなど感染予防
対策を行うこと。

②感染症又は食中毒の対応や、排泄物又はおう吐物に関する処理方法について、
対応マニュアルを作成しておくこと。

③衛生物品（消毒液・使い捨ての手袋・マスク・ビニール製エプロン等）を
整備しておく。

６ 衛生管理等（感染症対策）（２／２）

・主な指摘事例

①「感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会」を開催していな

かった。

②「感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための指針」を整備していなかった。

③感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための研修及び訓練」を実施していなかった。

・改善ポイント

①委員会をおおむね３月に１回以上開催する。

②“平常時の対策”と“発生時の対応”を含めた指針を整備する。

③研修及び訓練を定期的（年２回以上）に実施する。

◎感染症の発生及びまん延防止等に関する取り組みの徹底
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給付費及び加算・減算03

説明項目

１ 障害児通所給付費（基本報酬）
・主な指摘事例
・給付費の算定について、サービス提供の記録と異なっていた。

・改善ポイント
・放課後等デイサービスの場合：授業日と休業日で単価が異なる。

①学校教育法施行規則第61条及び第62条の規定に基づく休業日（公立学校においては､ 国民の祝日、
日曜日及び土曜日、教育委員会が定める日、私立学校においては、当該学校の学則で定める日）
②学校教育法施行規則第63条の規定に基づく授業が行われない日（例えば、台風やインフルエンザ
により臨時休校となる日）
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２ 人員欠如減算（１／３）

＜期間＞

不足が生じた月の翌々月～人員欠如解消月まで

＜割合＞

減算開始月～５月未満まで３０％減算、連続して５月目～５０％減算

児童発達支援管理責任者欠如減算

＜期間＞

・１割を超えて不足が生じた月の翌月～人員欠如解消月まで

・１割の範囲内の不足が生じた月の翌々月～人員欠如解消月まで（翌月末日に人員欠如が解消されている場合は除く）

＜割合＞

減算開始月～ ３月未満まで３０％減算、連続して３月目～５０％減算

※サービス提供職員欠如減算の１割の計算方法については、「事業所の指定申請及び運営等に関する手引き（障害児通

所支援事業）」p42を参照してください。

サービス提供職員欠如減算

・児童発達支援管理責任者が不在であった。

・児童発達支援管理責任者の資格の有効期限が切れていた。

２ 人員欠如減算（２／３）
児童発達支援管理責任者欠如減算
・主な指摘事例

・児童発達支援管理責任者を常勤・専任で配置する。

・児童発達支援管理責任者の資格証を確認する。

・人員欠如は基準違反で、行政処分の対象となる場合がある。

・減算請求した上で、事業所の休止や新規職員の採用を検討する。

※減算を適用していればよいというものではありません。

・改善ポイント
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・児童指導員又は保育士の配置が不足していた。

例）○月○日に、サービス提供時間帯を通じて児童指導員又は保育士の配置が３名必要なとこ

ろ、２名の配置であった。

２ 人員欠如減算（３／３）
サービス提供職員欠如減算
・主な指摘事例

・サービス提供時間帯を通じて、定員ではなく実利用者数に応じて職員を配置する。

・勤務表（実績）により、毎月職員の充足について確認する。

・人員欠如は基準違反で、行政処分の対象となる場合がある。

・減算請求した上で、事業所の休止や新規職員の採用を検討する。

※減算を適用していればよいというものではありません。

・改善ポイント

３ 個別支援計画未作成減算（１／２）

＜期間＞

児童発達支援管理責任者による通所支援計画に係る業務が適切に行われていない月～その

状態が解消されるに至った月の前月まで
＜割合＞

減算開始月～３月未満まで３０％減算、連続して３月目～５０％減算
※計画未作成は基準違反であり、長期間未作成が継続している場合は行政処分の対象となる場合があります。

個別支援計画未作成減算
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３ 個別支援計画未作成減算（２／２）
・主な指摘事例
①児童発達支援管理責任者による指揮の下、通所支援計画が作成されていなかった。

②通所支援計画作成に係る一連の手順が適切に行われていなかった。

③通所支援計画作成会議を開催していなかった。

④「通所支援計画」に保護者等の署名が無かった。

⑤定期的・継続的な状況の把握（モニタリング）を行っていなかった。

①②児童発達支援管理責任者による指揮の下、一連の手順に従って適切に計画を作成する。

③アセスメントの実施や会議の開催を行い、記録を行う。

④計画が未作成のまま支援が継続しないよう、計画は速やかに作成し、保護者及び利用児童へ説

明し、同意を得て、交付する。交付した場合は必ず保護者等の署名を得る。

⑤モニタリングを少なくとも６月に１回以上実施する。

・改善ポイント

４ 虐待防止措置未実施減算、身体拘束廃止未実施減算
・主な指摘事例
①やむを得ず身体拘束を行っているにも関わらず、必要な事項を記録していなかった。（身体拘
束のみ）
②虐待防止のための担当者の配置がなかった。（虐待防止のみ）
③虐待防止委員会・身体拘束等の適正化を検討する委員会の開催（年１回以上）がない。
④身体拘束等の適正化のための指針が整備されていない。（身体拘束のみ）
⑤従業者に対する虐待防止のための研修・身体拘束等の適正化のための研修の実施（新規採用時
及び年１回以上）がない。

・改善ポイント
・上記４点のうち、いずれかが行われていない場合、利用児童全員につき1日に所定単位数の１０
０分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

※身体拘束を行っていない場合も３点（③～⑤）に取り組む必要がある。
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５ 児童指導員等加配加算（１／４）
・主な指摘事例

氏名 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

＊ 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

8 8 8 8 8 8 8 8 有 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 児童発達支援管理責任者

8 8 8 8 8 8 8 有 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 児童指導員

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 児童指導員

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 保育士

32 0 32 32 32 32 32 0 32 24 24 32 32 0 32 32 32 32 32 0 32 32 32 32 32

A B A A A A A B A A A A A B A A A A A B A A A A

9 6 9 9 9 6 7 7 10 9 8 10 8 8 8 9 9 8 7 9 7 5利用者数 177

勤務実績計(時間) 656

サービス提供時間 0

保育士 ① e 176 8 1

児童指導員 ① d 176 8 1

児童指導員 ① c 168 8 1

児童発達支援管理責任者 ① b 168 8 1

週平均
の勤務
時間

常勤換
算後の
人数

資格の有無
及び
種類

管理者   ①  a 0

職種 勤務形態
第１週 第２週 第３週 第４週 第５週

月計

①人員基準上配置が必要となる従業者等
（管理者、児童発達支援管理責任者含む）の配置がない。

（月全体で算定不可）

参考：「障害児通所支援における児童指導員等加配加算の取扱いについて」（R5.3.30厚生労働省事務連絡）

５ 児童指導員等加配加算（２／４）
・主な指摘事例

氏名 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

＊ 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 有 8 8 8 8

8 8 8 8 8 8 8 8 有 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 児童発達支援管理責任者

8 8 8 8 8 8 8 有 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 児童指導員

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 児童指導員

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 保育士

40 0 40 32 32 32 40 0 32 32 24 40 40 0 32 40 32 40 40 0 32 24 32 40 32

A B A A A A A B A A A A A B A A A A A B A A A A

9 6 9 9 9 6 7 7 10 9 8 10 8 8 8 9 9 8 7 9 7 5

職種 勤務形態
第１週 第２週 第３週 第４週 第５週

月計
週平均
の勤務
時間

常勤換
算後の
人数

資格の有無
及び
種類

管理者   ①  a 168 8 1

1

児童発達支援管理責任者 ① b 168 8 1

児童指導員 ① c 168 8

1

児童指導員 ① d 80 8 0.4

保育士 ① e 176 8

勤務実績計(時間) 728

サービス提供時間 0

利用者数 177

②人員基準上必要となる従業者に加えて資格要件を満たす職
員を常勤専従又は常勤換算（※）で１以上配置すべきところ、

実績で１未満となっている月があった。
（月全体で算定不可）

※算定する区分により「常勤専従」・「常勤換算」の要件が異なります。事業所が該当する区分を確認してください。
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５ 児童指導員等加配加算（３／４）
・主な指摘事例

氏名 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

＊ 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土
8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 有 8 8

8 8 8 8 8 8 8 8 有 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 児童発達支援管理責任者

8 8 8 8 8 8 有 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 児童指導員

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 児童指導員

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 保育士

40 0 40 40 24 40 40 0 40 32 32 40 40 0 40 40 40 40 40 0 40 32 40 40 0

A B A A A A A B A A A A A B A A A A A B A A A A

9 6 9 9 10 13 11 7 10 9 8 10 8 8 8 9 9 8 7 9 7 5

児童指導員 ① d 152 8 1

8 1

資格の有無
及び
種類

保育士 ① e 160

c 144 8 1

児童発達支援管理責任者 ① b 152 8 1

管理者   ①  a 152 8 1

サービス提供時間 0

利用者数 189

児童指導員 ①

勤務実績計(時間) 760

第４週 第５週
月計

週平均
の勤務
時間

常勤換
算後の
人数

職種 勤務形態
第１週 第２週 第３週

④実利用者数が定員を超えている日において、実利用者数
に応じた人員基準上必要となる従業者に加え、資格要件を
満たす職員を常勤専従又は常勤換算で１以上配置していな

いにもかかわらず加算を算定していた。
（日単位で算定不可）③サービス提供時間帯を通じての人

員基準上必要となる従業者が不足し
ており、算定要件を満たさないが、

算定していた。
（月全体で算定不可）

５ 児童指導員等加配加算（４／４）
・主な指摘事例
①人員基準上配置が必要となる従業者等を適切に配置する。
②人員基準上配置が必要となる従業者等に加えて資格要件を満たす職員を算定区分に応じて「常
勤専従」または「常勤換算」で１以上配置する。
③サービス提供時間帯を通じて実利用児童数に応じた人員配置をする。
④定員を超過した日について、人員基準上必要となる従業者に加えて資格要件を満たす職員を算
定区分に応じて「常勤専従」または常勤換算で１以上配置する。（定員超過時は人員基準上必要
な数が増加することに注意）
※前提として、定員超過を認めるものではありません。

人員基準上配置が
必要となる

従業者等

理学療法士等
児童指導員等

その他の従業者
（常勤専従又は常勤換算で

１以上）

＋
資格等の種類、事業所の態様等

に応じて算定できる。

※なお、「専門的支援体制加算」についても同様の取扱いとなります。
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６ 専門的支援実施加算
・主な指摘事例

・専門的支援実施計画が作成されていなかった。

・専門的支援実施計画の実施状況の把握を行っていなかった。

・改善ポイント

・理学療法士等を１以上配置し、当該理学療法士等が専門的支援実施計画を作成し、計画に基づ

き支援を行う。

・専門的支援実施計画の実施状況の把握を行う。

・専門的支援実施計画の作成及び見直しに当たっては、対象児及び保護者に対し説明するととも

に同意を得る。

・専門的支援の提供時間は同日における当該障害児に対する支援時間の全てとする必要はないが、

少なくとも３０分以上を確保すること。

７ 家族支援加算
・主な指摘事例

・利用児童又はその家族に対する相談援助が通所支援計画に基づいて行われておらず、保護者か

らの同意を得ていなかった。

・相談援助の要点（支援を行った時間帯等）の記録がなかった。

・モニタリングを行うことをもって相談援助を行ったことにしていた。

・改善ポイント

・通所支援計画への位置付けを行い、あらかじめ保護者等の同意を得た上で相談援助を行う。

・相談援助等の記録を必ず残す。

※令和６年度報酬改定により家庭連携加算・事業所内相談支援加算が家族支援加算に見直されました。
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８ 欠席時対応加算
・主な指摘事例
・利用児童又はその家族等への連絡調整（利用のための相談援助等）の際に、利用児童の状況及
び相談援助の記録内容や記録様式に不備があった。
・定期の通院等、事前に予定されている欠席理由であった。
・支援の回数ではなく、欠席の日数により算定していた。

・改善ポイント

急病等による欠席
前々日～当日に

欠席連絡
（営業日で数える）

＋

加算の算定に必要となる事項
利用児童又はその家
族等との連絡調整そ
の他の相談援助及び

その記録
＋

連絡受付日・利用児童氏名・欠席日・欠席理由・連絡者・連絡手段・担当職員名・利用
児童の状況・相談援助内容・次回通所予定日等の記録

９ 利用者上限額管理加算
・主な指摘事例
①上限額管理事業所のみを利用し、その他の事業所の利用がない月に算定していた。

②管理結果票に保護者の確認を得ていなかった。

・改善ポイント
令和 月分年

事業所及び
その事業所
の名称

受 給 者 証 番 号 管
理
事
業
者

市町村番号

障 害 児 氏 名

指定事業所番号

支給決定障害者等

氏 名

支給決定に係る

利用者負担上限額管理結果票

上記内容について確認しました。

令和 年 月 日
支給決定障害者等氏名 群馬 一郎

～中略～

加算の算定
可否

他の事業所
の利用

上限額管理
事業所の利

用

××○

○○○

○○×

①

②
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１０ 送迎加算
・主な指摘事例
・加算の算定回数と送迎記録の回数が一致していなかった。
・算定回数の根拠となる記録（利用日ごとの送迎の実績）が保管されていなかった。
・保護者が事業所へ迎えに来た場合を送迎回数に含め請求していた。

・改善ポイント
・請求ミスを防ぐために、ダブルチェックの実施や分かりやすい記録用紙の作成などをする。

１１ 延長支援加算
・主な指摘事例

①障害児本人の状態又は家族の事情等の延長が必要な理由が無いにも関わらず算定していた。

②通所支援計画で定めた延長支援時間ではなく、実際の支援に要した延長支援時間で算定していた。

・改善ポイント
①通所支援計画に障害児本人の状態又は家族の事情等の延長が必要な理由を記載し、あらかじめ保護者の同意を得

る。また、上記理由及び延長支援時間を通所支援計画に位置付けて支援を行う。

②実際の延長支援時間が計画に定めた延長支援時間を超える場合にあっては、計画に定めた延長支援時間で算定す

る。

・運営規程に定められている営業時間が６時間以上であること。（＊８時間以上が要件である算定区分あり）

・延長支援時間における障害児の数が１０人以下の場合は、２人以上の従業者を配置すること。１０人をを超える

場合の職員の数については、障害児の数が１０人を超えて１０人又はその端数を増すごとに１人を加えて得た数以

上の従業者を配置すること。
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１２ 福祉専門職員配置等加算
・主な指摘事例
・・職員の退職や異動により要件を満たさなくなったが、請求を続けていた。
・加算（Ⅲ）においては、常勤換算方法で配置されている従業者の総数のうち、常勤の従業者が
占める割合が75％を超えることで加算が算定できるが、常勤換算ではなく、配置実人員数に対す
る常勤の従業者の割合を算出し、誤って加算を算定していた。

・改善ポイント

加算の区分により対象となる従業者

・加算Ⅰ及びⅡ・・・児童指導員
・加算Ⅲ・・・・・・児童指導員、保育士

職員の異動や退職、採用があった場合は、加算の要件を満たしているかを必ず確認する。

１３ 個別サポート加算
・主な指摘事例

・（Ⅱについて）児童相談所やこども家庭センター等の公的機関、要保護児童対策地域協議会又は

医師（連携先機関等）と、障害児への支援の状況等を共有しつつ支援を行っていなかった。

・改善ポイント
・連携先機関等との障害児の状況等の共有は、６月に１回以上行い、その記録を文書で保管する

こと。

・連携先機関等と障害児の状況等を共有しながら支援をしていくことについて、通所支援計画に

位置付け、保護者等から同意を得ること。
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１４ 福祉・介護職員処遇改善加算
・主な指摘事例
・福祉・介護職員処遇改善計画を従業者へ周知していなかった。
・当該年度に加算で得た金額を超えるだけの手当を当該年度中に支払えず、次年度に支
払っていた。
・この加算は年度ごとに計画書、実績報告書を提出することになっているが、計画書どおりに手
当を支給せず、実績報告書を実際の支給額ではなく、計画書どおり提出していた。

・改善ポイント
・どのような計画（支給方法や時期）で行うのかを従業者へ必ず周知する。
・年度ごとに計画書や実績報告を提出するため積算資料を保管しておく。

（６）障害児入所施設編
福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設

令和６年度 結果概要（事例編）
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説明項目

人員基準01

・主な指摘事例
①薬剤師の配置が不足していた。（医療型）
②勤務表で、勤務時間が明確に示されていない。
③勤務表で、常勤・非常勤の別が記載されていない。

・改善のポイント
・人員基準を満たしているか、勤務実績により毎月確認する。
・勤務表の作成においては、日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、兼務関係等を

従業者ごとに勤務表に記載し、勤務体制を明確にする。

１ 人員基準
サービスを提供する上で最低限必要な職種・人数が定められています。
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説明項目

運営基準（重要事項説明書、利用料等、秘密保持）02

２ 運営基準（重要事項説明書、利用料等、秘密保持）（１／３）
・重要事項説明書(※)の指摘事例 ※利用者等にサービス内容の最新の情報を知らせるもの。
①利用者が負担する費用の額に、日用品費、食事の提供に要する費用の記載がない。
②苦情受付窓口の連絡先が、事業所の所在する市町村の担当窓口のみで、

利用者の給付決定を行う市町村窓口の記載がない。
③署名欄に日付が記載されていない。

・重要事項説明書の改善ポイント
・重要事項説明書には、運営規程の概要、従業者の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、

提供するサービスの第三者評価の実施状況等の利用申込者がサービスを選択するために必要な重要
事項を記載する。

・重要事項説明書には利用者から受領する費用（利用料、基本報酬、各種加算の種類と金額）等に
ついて、漏れなく記載する。
※新たに算定することとなった加算、報酬改定に伴う変更等の追加や修正漏れ等に注意。

・苦情処理体制については、具体的に記載する。
・重要事項説明書は交付し、説明を行い同意を得ることとなっているため、いつその行為を行ったか

わかるよう署名欄は記載漏れがないように確認する。
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２ 運営基準（重要事項説明書、利用料等、秘密保持）（２／３）

・利用料等の留意事項等
・徴収する費用の積算根拠を明らかにしておく。

なお、利用者の希望を確認せずに、一律に提供し、全ての利用者から画一的に徴収を行うことは不可。
・利用料を徴収した場合は、領収書を交付し、控えを事業所で保管する。
・利用料のうち、食材料費や共通費用については、定期的に精算し、残余金については、利用者又は家
族等に返金すること。

〈参考〉「障害児通所支援又は障害児入所支援における日常生活に要する費用の取扱いについて」
（平成24年3月30日付け障発0330第31号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）

〈 厚生労働省HP 〉
https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/kaisei/dl/tuuchi_16.pdf

２ 運営基準（重要事項説明書、利用料等、秘密保持）（３／３）

・秘密保持の指摘事例
秘密保持に係る必要な措置が講じられていない。

・秘密保持の改善のポイント

・事業所の従業者及び管理者（であった者を含む）は、正当な理由がなく、業務上知り得た障害児
又はその家族の秘密を漏らさないよう、誓約書等の必要な措置を講じる。

（非常勤、パート職員も同様。）
・他の事業者等（相談支援事業所等）に対して、障害児又はその家族に関する情報を提供する際は、

あらかじめ文書により同意を得る。
（利用開始時に包括的に文書で同意を得ておくことも可能。）
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説明項目

非常災害対策03

３ 非常災害対策（１／２）

・改善のポイント②
・事業所の規模や形態により、消防計画の作成が求められていない場合も含め、火災、地震、風水害

の場合に、従業者が役割を分担し、速やかに対応できるよう、非常災害対応マニュアル等を作成し、
認識を共有しておく。

※ 竜巻や台風、付近に河川が流れる場合は洪水や氾濫への対応策を検討する。
※ 地域との協力体制を築くよう､日頃からの交流に努める。
※ 市町村地域防災計画に定められた洪水等の浸水想定区域内又は土砂災害警戒区域内の要配慮者利用

施設では、水害や土砂災害に対応した避難に係る計画（避難確保計画）の作成が義務づけられている。

・消防業者の点検を受け、設備不良の報告を受けた際は、早急に改善を図り設備を整えておく。

入所者等の安全を確保するために必要です。
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３ 非常災害対策（２／２）

・指導事例
①非常口周辺に物が置かれ、避難時の妨げになっている。
②非常災害訓練の実施回数が不足している。
③消防用設備の不具合について、改善が図られていない。

・改善のポイント①
入所者や職員の安全確保のため、消防関係法令等で求められていることに対し、所轄消防署に確認の
上、対応するほか、所在地域の環境等を踏まえた非常災害の体制を整備しておく必要があります。

入所者等の安全を確保するために必要です。

・非常口周辺や通路は常に整理しておくほか、速やかに避難できる体制（鍵の管理、解錠方法等）を
整えておく。

・避難及び消火に対する訓練は毎月１回実施する。救出その他必要な訓練は定期的に実施する。
※訓練の実施に当たっては、地域住民の参加が得られるよう連携に努める。

説明項目

利用者処遇（入所支援計画、移行支援計画、身体拘束・虐待防止、
苦情・事故、衛生管理）

04
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４ 利用者処遇（１／１０）
（入所支援計画、移行支援計画、身体拘束･虐待防止、苦情･事故、衛生管理）

・入所支援計画、移行支援計画(※)に関する指摘事例等
※適切で安全なサービスを行うために必要とされているものです。

そのため手順などの必要なことが定めれています。

①児童発達支援管理責任者が計画作成に係る一連の業務を行っていない。
②支援計画の原案を作成していない。
③支援計画の作成に係る会議の内容が記録されていない。
④支援計画の内容について同意の署名を得るのが遅れている。
⑤支援計画を交付していない。
⑥身体拘束等を実施している入所児童について、支援計画に内容の記載がない。

・入所支援計画、移行支援計画に関する改善のポイント①
・児童発達支援管理責任者の責務として、支援計画に係る一連の業務を行う。
・アセスメント実施後、まずは支援計画の原案を作成する。
・支援計画作成会議は児童発達支援管理責任者が支援を行う担当者を招集して会議を開催し、

支援計画の原案に対する意見を求め、会議の内容を記録する。
・支援計画を作成した際は、保護者及び児童に対して説明し、文書により同意を得て、保護者に交付
する。
・支援の具体的内容や支援を提供する上での留意事項等は、漏れなく記載する。

４ 利用者処遇（２／１０）
（入所支援計画、移行支援計画、身体拘束･虐待防止、苦情･事故、衛生管理）
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・入所支援計画、移行支援計画に関する改善のポイント②
・「アセスメント」から始まる計画作成の一連のプロセスを経て、支援計画を作成する必要がある。

注意：
・入所支援計画が作成されていない場合や、一連の業務が適切に行われていない場合は、個別支援計画

未作成減算の対象となります。
・計画の交付をしていない（同意を得ていない）場合も計画未作成とみなされます。

４ 利用者処遇（３／１０）
（入所支援計画、移行支援計画、身体拘束･虐待防止、苦情･事故、衛生管理）

・入所支援計画、移行支援計画に関する改善のポイント③

１ アセスメント（保護者及び児童に面接） ２ 計画原案作成

３ 支援計画の作成に係る会議の開催（会議内容の記録）

４ 計画の内容について保護者及び児童に説明、文書による同意

５ 保護者に交付 ６ サービスの提供

７ モニタリング（保護者及び児童に面接、モニタリング結果を記録、6月に1回以上計画の見直し。）

８ 計画の変更（上記の手順）

４ 利用者処遇（４／１０）
（入所支援計画、移行支援計画、身体拘束･虐待防止、苦情･事故、衛生管理）
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・身体拘束・虐待防止に関する指摘事例等

①複数の種類の身体拘束等を行う入所児童について、一部の身体拘束等の記録が行われていない。
②説明書（同意書）を徴していたが、１回徴したまま更新を行っていない。
③身体拘束等継続の必要性について、検討した内容の記録がない。
④虐待防止の研修（施設内）が、希望者のみとしており、全員が参加できる体制になっていない。
⑤身体拘束等の適正化のための指針について解釈通知記載の含めるべき項目が満たされていない。

４ 利用者処遇（５／１０）
（入所支援計画、移行支援計画、身体拘束･虐待防止、苦情･事故、衛生管理）

・身体拘束・虐待防止に関する改善のポイント①
・「切迫性」「非代替性」「一時性」の三原則を全て満たしているか確認する。
・入所支援会議等において組織として検討・決定し、その記録を行う。
・入所支援計画に身体拘束等の態様及び時間、緊急やむを得ない理由を記載し、身体拘束等の解消に

ついて検討し、その記録を行う。
・障害児本人や家族に十分に説明し、同意を得て、書面で記録を残す。
・説明書については、拘束開始及び解除の予定期間を記載し、少なくともモニタリングの時期に

合わせて更新する。
・やむを得ず身体拘束を行う場合は、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに

緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録する。（★）
※「正当な理由なく障害者の身体を拘束すること」は虐待に該当する行為とされている。

具体的にどのような行為が身体拘束等に該当するかを一人ひとりの従業者が知る必要がある。
（★）の実施がない場合、身体拘束廃止未実施減算の適用となる。（次頁参照）

４ 利用者処遇（６／１０）
（入所支援計画、移行支援計画、身体拘束･虐待防止、苦情･事故、衛生管理）
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・身体拘束・虐待防止に関する改善のポイント②

「身体拘束等の適正化の推進」に関して、事業所が取り組むべき事項。
①身体拘束等の適正化を検討する委員会を少なくとも１年に１回以上開催する。（★）
②解釈通知記載の含めるべき項目を記載した身体拘束等の適正化のための指針を整備する。（★）
③身体拘束適正化のための研修を定期的に実施する（年１回以上及び新規採用時）。（★）
※やむを得ず身体拘束等を行う場合は、その態様及び時間、緊急やむを得ない理由等の記録が必要
（前頁（★））。また、（★）（前頁含む）のいずれか１つでも実施がない場合、身体拘束廃止未実
施減算の適用となる。委員会及び研修の年１回は直近１年で考える。

４ 利用者処遇（７／１０）
（入所支援計画、移行支援計画、身体拘束･虐待防止、苦情･事故、衛生管理）

・身体拘束・虐待防止に関する改善のポイント③
◎虐待防止のため、

・虐待防止研修や障害特性を理解するための研修を従業者全員が受講することが必要。
・法人や管理者が虐待防止や権利擁護に組織として取り組むことが必要。

注意：虐待防止の更なる推進として、事業所が取り組むべき事項。
①虐待防止検討委員会を定期的に開催（少なくとも年１回）し、従業者に周知徹底を図る。
②従業者への研修の実施（年１回以上及び新規採用時）
③担当者の設置（児童発達支援管理責任者等）
※①～③のいずれか１つでも実施が無い場合、虐待防止措置未実施減算の対象となる。

４ 利用者処遇（８／１０）
（入所支援計画、移行支援計画、身体拘束･虐待防止、苦情･事故、衛生管理）
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・苦情・事故に関する留意事項等
・苦情や事故に備え、記録様式を整備する。
・苦情や事故に対応するマニュアル（手順）を定め、いずれの従業者も対応できるよう備える。
・事故やヒヤリハットの分析や改善策の検討を施設として行い、予防や対策を考える。
・事故が発生した場合は、関係法令・通知に基づき行政機関等へ報告するとともに、県へも報告する。

〈参考〉
※「社会福祉施設等における事故等及び虐待の防止について」

（平成25年9月13日付け健福第607ｰ4号群馬県健康福祉部長通知）
※「福祉サービスにおける危機管理（リスクマネジメント）に関する取組指針」

（厚生労働省ホームページ＞報道発表資料＞2002.4.22）

４ 利用者処遇（９／１０）
（入所支援計画、移行支援計画、身体拘束･虐待防止、苦情･事故、衛生管理）

・衛生管理等（感染症対策）に関する留意事項等
・感染症予防に関する必要な物品を用意し、それらを適切に使用して、感染症予防やまん延防止が

図れるよう、使用方法等に関する研修や感染症発生時の訓練等を行うことが重要。
・感染症や食中毒等の対応マニュアルを作成し、従業者に周知しておく。

注意：感染症の発生及びまん延の防止等に関する取組の徹底として
①委員会の定期的な開催（おおむね3月に1回以上）
②指針の整備
③従業者への研修並びに訓練の実施（研修：新規採用時及び年2回以上、訓練：年2回以上）

（令和6年4月1日から義務化）
〈参考〉
厚生労働省ホームページ：障害福祉サービス等事業所における新型コロナウイルス感染症への対応等について

(ホーム > 政策について > 分野別の政策一覧 > 福祉・介護 > 障害者福祉）

４ 利用者処遇（１０／１０）
（入所支援計画、移行支援計画、身体拘束･虐待防止、苦情･事故、衛生管理）
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説明項目

給付費05

５ 給付費（１／４）
・留意事項等
①個別支援計画未作成減算
児童発達支援管理責任者による入所支援計画に係る業務が適切に行われていない場合は、減算となる。
※単に最初の計画が作成されていない場合にのみ減算となるわけではない。

②身体拘束廃止未実施減算
Ａ ）やむを得ず身体拘束等を行う際には、必要な事項（その態様及び時間、その際の障害児の状況

並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項）が記録されていない場合
Ｂ ）身体拘束等の適正化を検討する委員会の開催（年１回以上）
Ｃ ）身体拘束等の適正化のための指針（解釈通知記載項目を含む）の整備
Ｄ ）従業者に対する身体拘束等の適正化のための研修（年１回以上）

上記4点のうち、いずれかが行われていない場合、入所児童全員に対し、1日につき所定単位数から
100分の10に相当する単位数の減算となる。（委員会及び研修の年１回は直近１年で考える。）
※身体拘束等を行っていない場合も、3点（Ｂ～Ｄ）に取り組む必要がある。
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５ 給付費（２／４）
・留意事項等

③入院・外泊時加算（福祉型）
入院または外泊の場合の支援内容をあらかじめ入所支援計画に記載し、実際に行った支援内容も記

録する。

④福祉専門職員配置等加算
・職員の異動や退職、採用があった場合は、加算の要件を満たしているかを必ず確認する。

※職員数が増加した場合にも注意が必要。
・介護福祉士等の数を数える際に、児童発達支援管理責任者は含めない。

５ 給付費（３／４）

・留意事項等

⑤小規模グループケア加算
・小規模グループによるケアの内容（家庭的な環境の中で職員との個別的な関係を重視した

きめ細かなケア）を含めた入所支援計画を作成し、当該入所支援計画に基づき適切に支援を行う。

⑥福祉・介護職員処遇改善加算
・どのような計画（支給方法や支給時期）で行うのか、 従業者へ必ず書面で周知する。
・年度ごとの計画書や実績報告書について、その積算資料を保管しておく。
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５ 給付費（４／４）

・全体のポイント

・加算を算定する際には、各加算の要件を確認し、要件を全て満たしているか定期的に
確認することが有効。

・定期の人事異動以外にも、従業者の一部に変更があった際には、人員基準や加算算定の要件を
再度確認する。（人の配置や記録要件、記録の役割分担など）

・加算を算定していることを従業者が承知し、加算の要件を満たしたサービス提供を行うことと、
要件を満たしていることが明らかにわかるよう記録することが重要。

・請求事務に関して、過誤等を防ぐため、複数の職員が確認を行う。
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 ５ 児童福祉施設等指導事例                

 

 【保育所、幼保連携型認定こども園、児童養護施設等、 

認可外保育施設】 
 

※保育所とは、保育所型認定こども園を含む。 
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項   目 

１ 指導監査（立入調査）の項目について・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４０８ 

２ 主な指摘事項について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４０９ 

（１）児童福祉施設（保育所、幼保連携型認定こども園、児童養護施設等）・・ ４０９ 

事例１ 乳児室、ほふく室での面積基準の超過・・・・・・・・・・・・・ ４０９ 

事例２ 避難訓練及び消火訓練の実施回数が基準を満たしていない・・・・ ４０９ 

事例３ 安全計画が未策定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４１０ 

   

（２）認可外保育施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４１０ 

事例１ 安全計画が未策定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４１０ 

事例２ 保育従事者の配置数が基準を満たしていない・・・・・・・・・・ ４１０ 
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１ 指導監査（立入調査）の項目について 

施設の適正な運営、安全・安心な環境の確保及び教育・保育の質の向上を図ることを目的に、児童福祉施 

設等の指導監査を実施しており、主に下記の項目について確認、指導を行います。 
  

項目 主な内容 

人員基準・職員 職員配置、資格要件、職員の健康状態の把握、職員研修の実施状況 等 

設備基準 施設及び保育室等の面積、設備及び遊具等の維持管理 等 

防災・防犯対策 
消防用設備の点検状況、避難及び消火訓練の実施状況、非常災害対策、 

防犯対策 等 

食事の提供 
給食等の提供状況、衛生管理の状況、食物アレルギーのある児童への対応、 

給食委託等の状況 等 

保育（教育）・処遇 
保育（教育）の内容（指導計画等）、子どもの健康状態の把握、事故予防及び 

再発防止、感染症対策、自己評価及び第三者評価の実施状況 等 

運営基準 園則、運営規程、利用者への情報提供 等 

預り金 預り金の保管、管理（受払）、返還手続 等 

弾力運用 委託費の弾力運用、措置費の弾力運用 
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２ 主な指摘事項について 

 

（１） 児童福祉施設 

保育所、幼保連携型認定こども園、児童養護施設等の指導監査で指摘した主な事項は次のとおりです。 

 

項目：設置基準 

事例 1  乳児室、ほふく室での面積基準の超過 

乳児室、ほふく室で、面積あたりの定員を超えて児童を保育している 

 
保育所は「群馬県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例」（以降、「最低基準条例」とい

う）第 45 条で、幼保連携型認定こども園は「群馬県幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及

び運営に関する基準を定める条例」（以降、「幼保基準条例」という）第 9 条で、児童 1 人あたりに必要な保

育室の面積数を次のとおり定めています。 

・ほふくしない満 2歳未満児 ： 1人あたり 1.65㎡以上 

・ほふくする満 2歳未満児 ： 1人あたり 3.3㎡以上 

・満 2歳以上児 ： 1人あたり 1.98㎡以上 

 

満 2 歳未満児は利用ニーズが高い一方、基準より狭い範囲内で児童を保育している事例や、面積超過が

常態化している施設も見受けられます。 

十分な面積が確保できないままの保育は事故のリスクが高まるほか、保育の質の低下も懸念されます。

基準を遵守し、児童の安全確保に努めてください。 

 

 

項目：防災・防犯対策 

事例 2  避難訓練及び消火訓練の実施回数が基準を満たしていない 

施設の立地等に即した避難訓練と消火訓練を毎月 1回以上実施していない 

 

保育所は「最低基準条例」第7条、幼保連携型認定こども園は「幼保基準条例」第14条の各規定で、少なく

とも毎月1回は避難訓練及び消火訓練を行わなければならないと定めています。 

避難訓練については、火災・地震を想定した訓練だけでなく、水害や土砂災害など、施設の立地や地域の

特性に即した災害対策を検討し、避難訓練を実施するよう指導しています。 

消火訓練については、水害や土砂災害等、二次災害として火災が想定されにくい避難訓練を実施した月

や防犯訓練を実施した月に、消火訓練の実施を失念する事例が多くあります。 

施設の実情に即した避難訓練を実施するとともに、避難訓練と消火訓練はそれぞれ毎月 1 回以上実施し

てください。また、実施後には振り返りを行い、職員の協力体制の見直しや施設を取り巻く環境等を再確認

し、より実効性のある訓練となるよう努めてください。 
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項目：保育（教育）・処遇 

事例 3  安全計画が未策定 

安全に関する事項についての計画（安全計画）が策定されていない。 

 

保育所・児童養護施設等は「最低基準条例」第7条の３、幼保連携型認定こども園は「認定こども園法（※）」

第２７条（学校保健安全法第２７条）で、安全計画を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じなければ

ならないと定められています。 

保育所等における重大事故が繰り返し発生する中、「児童に安全の確保」に関するものについて見直され、

R５年４月１日より安全に関する事項についての計画（安全計画）を各施設において策定することを義務づ

けることとされたものです（幼保連携型認定こども園については、既に策定が義務づけとなっています）。 

安全計画では、保育所等の設備の安全点検の実施に関すること、保育士等の職員や児童に対し、保育施

設内での保育時はもちろん、散歩等の園外活動時や、保育所等が独自にバス等による送迎サービスを実施

している場合におけるバス等での運行時など施設外での活動、取組等においても、安全確保ができるため

に行う指導に関すること、安全確保に係る取組等を確実に行うための職員への研修や訓練に関することな

どを計画的に行うためのものであることが求められます。 

策定した安全計画については、職員に対し周知するとともに、研修及び訓練を定期的に実施してください。

児童の安全の確保に関して保護者との連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容

等について周知してください。また、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて計画の変更を行って

ください。 

※認定こども園法：「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律」の略称と

する。 

 

（2） 認可外保育施設 

認可外保育施設の立入調査で指摘した主な事項は次のとおりです。 

項目：保育（教育）・処遇 

事例 1  安全計画が未策定 

  安全に関する事項についての計画（安全計画）が策定されていない。 

 

上記の「事例３」と同様に、「群馬県認可外保育施設指導監督基準」（以降、「認可外基準」という）第７（８）

ア・イ・ウでは、安全計画の策定について定められています。 

 

項目：人員基準・職員 

事例２  保育従事者の配置数が基準を満たしていない。 

  保育している児童が複数人いる時間帯に、保育従事者を２人以上配置していない。 

 

「認可外基準」第１ １(１)で、保育に従事する者の人数について、「現に保育されている児童が１人である

場合を除き、２人を下回ってはならない」と定めています。 

保育中における事故防止の観点から、保育時間における従事者の人数を規定しています。１日に利用する

児童数が変動するような施設であっても、複数人の児童を保育する場合には従事者も２人以上配置し、児

童の安全確保に努めてください。 
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